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Ⅰ  本 編 
 

１．国民の皆様へ 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）は、我が国のエネルギー・環境

分野及び産業技術の中核的政策実施機関として、内外の最新の技術動向や政策動向を的確に把握しつつ、政策

当局との密接な連携の下、「科学技術基本計画」、「科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針」、「エネル

ギー基本計画」、「京都議定書目標達成計画」、経済産業省が定める「イノベーションプログラム基本計画」、産

学連携に関する施策等の国の政策に沿って、エネルギー・環境関連技術の開発とその導入・普及の促進、研究

開発事業の適切なマネジメントとその成果の普及を通じ、我が国の内外のエネルギー・環境問題の解決及び産

業競争力の強化並びに国民経済の発展に貢献しております。事業の実施にあたっては、民間企業、大学、公的

研究機関、地方の行政機関等と適切な連携を推進する体制を構築するとともに、これらの連携により事業を効

率的に実施しております。 

平成 23 事業年度においては、年度計画に基づき産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連

業務、クレジット取得関連業務などを、着実に、かつ戦略的に実施することにより、後述しますとおり各業務

において大きな成果を挙げております（参照：平成 23 事業年度実績）。特に、平成 23 年度は、東日本大震災を

経てより重要性が高まった低炭素社会構築に向け、太陽電池、風力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの

技術開発に注力し、また、革新型蓄電池研究のための専用ビームラインを大型放射光施設 SPring-8 に開設する

など先進的な取り組みを行った他、米国ハワイ州マウイ島でのスマートグリッド実証事業や米国での省エネル

ギービル（ZEB）実証事業を開始するなどグローバルな活動を推進して参りました。また、震災復興において災

害対応ロボット「Quince」や「アスタコネオ」が利用されたほか、世界初となる SOFC 型の家庭用燃料電池「エ

ネファーム」の販売を開始するなど、中長期に渡って推進してきた研究開発の成果が結実いたしました。 

このような活動を今後も積極的に推進し、「エネルギー・地球環境問題の解決」と「産業競争力の強化」をも

って、経済社会の持続的成長の実現に向けたイノベーション創出を推進する役割を果たして参ります。 

 

２．基本情報 

（1）新エネルギー・産業技術総合開発機構の概要 

  ①目的 

機構は、非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用合理化のための

技術並びに鉱工業の技術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発（研究及び開発をいう。以下同じ。）、

民間において行われる研究開発の促進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつつ総合的に

行うことにより、産業技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経済的社会的環境に応じたエ

ネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業の発展に資することを目的としております。

このほか、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（以下「京都議定書」という。）第六条 3 に規定

する排出削減単位の取得に通ずる行動に参加すること、京都議定書第十二条 9 に規定する認証された排出削

減量の取得に参加すること及び京都議定書第十七条に規定する排出量取引に参加すること等により、我が国

のエネルギーの利用及び産業活動に対する著しい制約を回避しつつ京都議定書第三条の規定に基づく約束を

履行することに寄与することを目的としております。（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法

第四条） 

 

  ②業務内容 

機構は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第四条の目的を達成するため、以下の業務

を行います。 

   ⅰ）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

産業技術開発関連業務①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつ
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リスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・

企業化促進事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、

技術分野ごとの特性や研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 

 

【技術分野】 

 ＜１＞ライフサイエンス分野 

 ＜２＞情報通信分野 

 ＜３＞環境分野 

 ＜４＞ナノテクノロジー・材料分野 

 ＜５＞エネルギー分野 

 ＜６＞新製造技術分野 

 ＜７＞各分野の境界分野・融合分野及び知的基盤研究分野 

 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

我が国では、２０２０年までに温室効果ガス排出量の２５％削減（１９９０年比）の実現を政府が掲

げており、「新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）」において、蓄電池や次世代自動車、火力発電所の

効率化、情報通信システムの低消費電力化などの革新的技術開発や再生可能エネルギーやそれを支える

スマートグリッドの構築などが掲げられるなど、新エネルギー・省エネルギー関連業務等の重要性はま

すます高まっている。 

これらの情勢を踏まえ、機構は、新エネルギー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組む

べき分野の技術開発、実証試験及び導入普及の各業務等を戦略的・重点的に【新エネルギー・省エネル

ギー関連業務等における技術分野ごとの計画】のとおり推進する。 

 

【新エネルギー・省エネルギー関連分野】 

 ＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 

 ＜２＞新エネルギー技術分野 

 ＜３＞省エネルギー技術分野 

 ＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 

 ＜５＞国際関連分野 

 ＜６＞石油資源開発分野 

   ⅱ）クレジット取得関連業務 

・「京都議定書目標達成計画」に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内対策

を基本として国民各界各層が最大限努力してもなお、京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、

計画的に目標達成に必要と見込まれるクレジットの取得及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強

化をしつつ、実施する。 

   ⅲ）債務保証経過業務・貸付経過業務 

・省エネルギー・リサイクル支援法債務保証経過業務に係る出資金について、国庫納付を行うとともに、

鉱工業承継業務に係る貸付金の回収について、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画

的に進める。 

 

   ⅳ）石炭経過業務 

・貸付金償還業務について、回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応

じた適切な措置を講じ、計画的に貸付金の回収を進める。及び管理コストの最小化に考慮し、計画的な

貸付金回収を行う。 

・旧鉱区管理等業務について、旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和三十年制定）により機構が買収し、

最終鉱業権者となっている旧鉱区に関する鉱害の発生の防止のため、当該鉱区の管理及び鉱害発生後の

賠償を行う。 
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  ③沿革 

平成 15 年 10 月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構設立 

平成 18 年 4 月 アルコール事業本部を完全民営化に向け特殊会社化に移行 

(日本アルコール産業株式会社法の施行) 

平成 18 年 7 月 京都メカニズム クレジット取得関連業務を追加 

平成 19 年 4 月 技術経営力の強化に関する助言業務を追加 

 

  ④設立根拠法 

    独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成十四年十二月十一日・法律第百四十五号） 

 

  ⑤主務大臣（主務省所管課等） 

    経済産業大臣（経済産業省産業技術環境局技術振興課） 

    ※京都メカニズムクレジット取得関連事業は経済産業大臣及び環境大臣 
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  ⑥組織図 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構の組織図 

（平成 24 年 4 月 1 日現在）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）本社・支部等の住所 

   ①本部 〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番 

       ミューザ川崎セントラルタワー（総合受付 16 階） 

 

   ②九州支部 〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前二丁目 19-24 

       大博センタービル 10 階 

 

   ③北海道支部 〒060-0003 北海道札幌市中央区北三条西三丁目 1-47 

       ヒューリック札幌 NORTH33 ビル 8 階 

 

   ④関西支部 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田三丁目 3-10 

       梅田ダイビル 16 階 

エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 本 部

監 事

省 エ ネ ル ギ ー 部

ス マ ー ト コ ミ ュ ニ テ ィ 部

環 境 部

理 事 長 

副 理 事 長 

理 事 

総 務 部

事 業 管 理 部
(北海道支部) 

総 務 企 画 部

電子・材料・ナノテクノロジー部

技 術 開 発 推 進 部

バイオテクノロジー・医療技術部

国 際 部

海外事務所（ﾜｼﾝﾄﾝ、ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰ、ﾊﾞﾝｺｸ、
北 京 、 欧 州 、 ﾆ ｭ ｰ ﾃ ﾞ ﾘ ｰ ）

石 炭 業 務 部

総 務 部

(九州支部) 

事 業 管 理 部

京 都 メ カ ニ ズ ム 事 業 推 進 部

(関西支部) 

監 事 室

産 業 技 術 本 部

総 務 部

事 業 管 理 部

新 エ ネ ル ギ ー 部

(本 部) 

人 事 部

資 産 管 理 部

シ ス テ ム 業 務 部

経 理 部

検 査 ・ 業 務 管 理 部

評 価 部
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（3）資本金の状況                      （単位 ： 百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政 府 出 資 金 122,193 4,784 1,852 125,125

民 間 出 資 金 215 - 58 157

資 本 金 合 計 122,408 4,784 1,910 125,282

 

（4）役員の状況（平成 24 年 3 月 31 日現在） 

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴 

理 事 長 古川 一夫 
自 H23.10.1 

至 H27.9.30 
 （株）日立製作所 執行役社長 

副理事長 羽藤 秀雄 
自 H23.7.16 

至 H27.9.30 

業務運営全般についての

理事長補佐、エネルギー・

環境全般担当 

消費者庁審議官 

理 事 植田 文雄 
自 H21.8.17 

至 H25.9.30 

電子・材料・ナノテクノロ

ジー、省エネルギー、京都

メカニズム事業推進担当 

トヨタ自動車（株）車両材料技術部

バイオマス技術開発室シニアスタッ

フエンジニア 

理 事 和坂 貞雄 
自 H19.10.1 

至 H25.9.30 
環境、新エネルギー担当 

（独）新エネルギー・産業技術総合

開発機構 環境技術開発部長 

理 事 元木 英一 
自 H23.10.1 

至 H25.9.30 

経理、検査・業務管理、資

産管理、システム業務担当

（独）新エネルギー・産業技術総合

開発機構 検査・業務管理部長 

理 事 古谷 毅 
自  H20.7.12 

至 H25.9.30 

産業技術全般、総務企画、

人事、評価、バイオテクノ

ロジー・医療技術担当 

文部科学省大臣官房審議官（研究開

発局担当） 

理 事 渡邊 宏 
自  H22.7.31 

至 H25.9.30 

国際、スマートコミュニテ

ィ担当 

経済産業省製造産業局住宅産業窯業

建材課長 

監 事 藤井 哲哉 
自 H23.10.1 

至 H25.9.30 
監査業務担当 東京ガス（株）監査部長 

（株）東芝顧問 監 事 

(非常勤) 
渡辺 通春 

自 H21.9.1 

至 H25.9.30 
監査業務担当 

（株）東芝機械監査役（非常勤） 

 

（5）常勤職員の状況 

常勤職員は平成 23 年度末において 851 名（前期末比-72 名、7.8％減）であり、平均年齢は 45 歳（前期末 45

歳）となっています。 

（注）時点は、平成 24 年 1 月 1 日現在。
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３．簡潔に要約された財務諸表 

 ① 貸借対照表（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
（単位 ： 百万円） 

資        産 H24.3.31 現在 負        債 H24.3.31 現在
流動資産 96,219 流動負債 59,337
  現金及び預金 71,546   運営費交付金債務 53,508
  有価証券 10,976  預り補助金等 235
 前渡金 3,899  未払金 5,426
  貸付金 7,216   その他の流動負債 167
 未収金 2,357   
  その他の流動資産 226  
固定資産 47,064 固定負債  9,178
  有形固定資産 2,138   退職給付引当金 1,413
  減価償却累計額 △ 656  保証債務損失引当金 2,491
  減損損失累計額 △ 120    鉱害賠償担保預り金 1,670
  無形固定資産 4   受託事業預り金 3,074
  投資有価証券 36,798   その他の固定負債 531 
  長期前渡金 3,074 負 債 合 計 68,515
  投資その他の資産 5,826 純     資     産 H24.3.31 現在
   資本金 125,282
   資本剰余金 △ 176
    利益剰余金（△ 繰越欠損金） △ 50,338
      前中期目標期間繰越積立金 48  
     積立金 6,716
      前年度繰越欠損金 △ 59,540  
      当期総利益 7,457
      △ 当期総損失 △ 5,018
     
    純 資 産 合 計 74,768

資 産 合 計 143,284 負債・純資産合計 143,284

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあります。 

 

 ② 損益計算書（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
（単位 ： 百万円） 

経   常   費   用 H23.4.1～H24.3.31 
業務費 171,091  
  給与手当 683  
  外部委託費 118,350 
  補助事業費 34,707  
  請負費 1,557 
 貸倒引当金繰入額 40 
  保証債務損失引当金繰入額 1,349  
  その他の業務費 14,406  

一般管理費 8,072 

  給与手当 3,313  
  減価償却費 89  
  その他の一般管理費 4,670  
財務費用 1  
雑損 167  

経常費用合計 179,331  
経   常   収   益 H23.4.1～H24.3.31 

運営費交付金収益 144,561  
業務収益 35  
受託収入 13,273  
補助金等収益 13,181  
資産見返負債戻入 80  
財務収益 664  
雑益 3,638  

経常収益合計 175,431  
経常損失 △ 3,900  
臨時損失 △ 69  
臨時利益 6,388  
当期純利益 7,438  
△ 当期純損失 △ 5,018  
前中期目標期間繰越積立金取崩額 20  
当期総利益 7,457  
△ 当期総損失 △ 5,018  

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致し

ないものがあります。 
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 ③ キャッシュ・フロー計算書（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html）  
（単位 ： 百万円） 

項               目 H23.4.1～H24.3.31 

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,466

  （支出：原材料、商品又はサービスの購入等）  

  （収入：運営費交付金、補助金等）  

    

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  3,558

  （支出：定期預金の預入等）  

  （収入：定期預金の払戻等）  

    

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 4,659

  （支出：不要財産に係る国庫納付等）  

  （収入：政府出資金の受入）  

    

Ⅳ．資金増加額（△資金減少額） 750

    

Ⅴ．資金期首残高 2,792

  勘定閉鎖に伴う資金期首残高の調整 △ 609

    

Ⅵ．資金期末残高 2,934

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあり

ます。 

 

 ④ 行政サービス実施コスト計算書（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
（単位 ： 百万円） 

項               目 H23.4.1～H24.3.31 

Ⅰ．業務費用 155,454

  損益計算書上の費用  179,400

  （控除）自己収入等 △ 23,946

   

Ⅱ．損益外減価償却相当額 5 

   

Ⅲ．損益外減損損失相当額 28

   

Ⅳ．損益外除売却差額相当額 1

   

Ⅴ．引当外賞与見積額 △ 19

   

Ⅵ．引当外退職給付増加見積額 267

 

Ⅶ．機会費用 2,548

  国有財産無償使用の機会費用 1,335

  政府出資等の機会費用 1,212

 

Ⅷ．（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 153

   

Ⅸ．行政サービス実施コスト  158,132

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあり

ます。 
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（参考）財務諸表の科目の説明（主なもの） 

① 貸借対照表  

現金及び預金：現金、1 年以内に満期の到来する預金 

有 価 証 券：１年以内に満期の到来する国債、政府保証債、その他の債券 

前 渡 金：通常の業務活動において発生した前渡金 

貸 付 金：融資事業の貸付元本 

未 収 金：通常の業務活動において発生した未収入金 

その他の流動資産：未収収益、前払費用 等 

有形固定資産：建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品、土地など長期にわたって使

用または利用する有形の固定資産  

減価償却累計額：損益計算書に計上された減価償却費の累計額及び損益外減価償却相当額の累計額 

減損損失累計額：固定資産の使用しない決定を行い、中期計画等で想定した業務を行った上で発生した

減損額 

無形固定資産：電話加入権 

投資有価証券：1 年以内に満期の到来しない国債、政府保証債、その他の債券 

長 期 前 渡 金：排出量取引によるクレジット取得に係る前渡金 

投資その他の資産：破産更生債権等、敷金・保証金 等 

運営費交付金債務：国からの運営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

預り補助金等：補助金の概算交付に係る預り金 

未 払 金：通常の業務活動において発生した未払金 

その他の流動負債：１年内返済予定長期借入金、預り金 等 

退職給付引当金：退職給付に係る引当金（運営費交付金に基づく収益以外の収益によってその支払い財

源が予定されているもの） 

保証債務損失引当金：債務保証に係る損失に備えるための引当金 

鉱害賠償担保預り金：石炭経過業務における鉱害発生時の賠償に備えるための担保預り金 

受託事業預り金：国からの受託事業における預り金 

その他の固定負債：資産見返負債、長期前受収益 等 

資 本 金：国及び民間からの出資金 

資 本 剰 余 金：資本金及び利益剰余金以外の資本 

利 益 剰 余 金：業務に関連して発生した剰余金の累計額  

繰 越 欠 損 金：業務に関連して発生した欠損金の累計額  

積 立 金：当期未処分利益を毎期積み立てた合計額 

前中期目標期間繰越積立金：前中期目標期間の最後の事業年度の利益処分により、現中期目標期間に繰 

り越すこととされた積立金 

 

② 損益計算書  

業 務 費：業務に要した費用  

一 般 管 理 費：当法人の運営に必要な職員等に要する給与、賞与等の人件費及び賃借料 等 

財 務 費 用：利息の支払に要する経費  

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

業 務 収 益：貸付金利息収入 等 

受 託 収 入：国からの受託事業に係る収入 

補助金等収益：国からの補助金のうち、当期の収益として認識した収益  

資産見返負債戻入：補助金等を財源として償却資産を取得したときの当該資産に係る当事業年度分の減 

価償却費 

財 務 収 益：有価証券利息 等 

臨 時 損 益：固定資産の売却損益等が該当  

前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間繰越積立金のうち、当事業年度に取り崩した額 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等に

よる収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が該当  

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資

金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出が該当  

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、借入れ・返済による収入・支出

等、資金の調達及び返済などが該当  

 

④ 行政サービス実施コスト計算書  

業 務 費 用：機構が実施する行政サービスのコストのうち、損益計算書における費用相当額として計

上される費用から、国等から以外の収益を差し引いた費用  

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして

特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借

対照表に記載されている） 

損益外減損損失相当額：独立行政法人会計基準第 87「特定の償却資産の減価に係る会計処理」を行うと

した償却資産及び非償却資産について使用しない決定を行い、中期計画等で想定した業

務を行った上で発生した減損額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照

表に記載されている） 

損益外除売却差額相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとし

て特定された資産の除売却損益相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸

借対照表に記載されている） 

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金見積額（損

益計算書には計上していないが、同額を貸借対照表に注記している）  

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合や国等からの

出向職員に係る機会費用など退職給付引当金の計上を必要としない場合の退職給付引当

金増加見積額  

機 会 費 用：政府出資金合計額に一定の割合を乗じたもの、国又は地方公共団体の財産を無償又は減

額された使用料により賃貸した場合の本来負担すべき金額などが該当  

 

４．財務情報  

(1) 財務諸表の概況 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フロー等の主要な財務デ

ータの経年比較・分析（内容・増減理由） 

（経常費用）  

平成 23 年度の経常費用は 179,331 百万円と、前年度比 76,448 百万円の減（29.9％減）となっている。

これは、その他の業務費が前年度比 37,357 百万円の減（73.6％減）となったことが主な要因である。  

（経常収益）  

平成 23 年度の経常収益は 175,431 百万円と、前年度比 74,080 百万円の減（29.7％減）となっている。

これは、受託収入が前年度比 39,158 百万円の減（74.7％減）となったことが主な要因である。  

（当期総損益）  

上記経常損益の状況、臨時利益として 6,388 百万円及び臨時損失として 69 百万円を計上した結果、平成

23 年度の当期総損益は 2,439 百万円と、前年度比 8,476 百万円の増（140.4％増）となっている。  

（資産）  

平成 23 年度末現在の資産合計は 143,284 百万円と、前年度末比 3,348 百万円の減（2.7％減）となって

いる。これは、投資その他の資産の減 9,061 百万円（16.5％減）が主な要因である。  

（負債）  

平成 23 年度末現在の負債合計は 68,515 百万円と、前年度末比 9,531 百万円の減（12.2％減）となって
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いる。これは、運営費交付金債務の減 6,111 百万円（10.2％減）が主な要因である。  

（業務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 23 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは△7,466 百万円と、前年度比 9,091 百万円の収入減

（559.6％減）となっている。これは、受託収入が 39,380 百万円の減（79.0％減）となったことが主な要

因である。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 23 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 3,558 百万円と、前年度比 6,636 百万円の収入減

（65.1％減）となっている。これは、有価証券の売却による収入がなかったことが主な要因である。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 23 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 4,659 百万円と、前年度比 16,897 百万円の支出減

（138.1％減）となっている。これは、不要財産に係る国庫納付等による支出が前年度比 20,588 百万円の

減（99.7％減）となったことが主な要因である。 

 

表 主要な財務データの経年比較 

[単位：百万円] 

 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

経常費用  230,975 207,565 277,716 255,779  179,331

経常収益  230,268 205,534 272,001 249,512  175,431

当期総利益  △ 666 △ 880 △ 3,925 △ 6,037 (注 3) 2,439

資産  206,303 135,784 160,654 147,232  143,284

負債  111,229 50,180 77,034 78,047  68,515

利益剰余金（又は△繰越欠損金）  △ 48,409 △ 42,679 △ 46,607 △ 52,648  △ 50,338

業務活動によるキャッシュ・フロー  △ 29,799 △ 63,762 25,673 1,625 (注 4) △ 7,466

投資活動によるキャッシュ･フロー  15,279(注1) 64,552 △ 29,225 10,194  3,558

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 983 △ 498(注 2) 5,016 △ 12,238 (注 5) 4,659

資金期末残高  1,456 1,748 3,212 2,792  2,934

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間） 

対前年度比における著しい変動の理由  

（注１）定期預金の払戻による収入の増等のため 

（注２）政府出資金の受入による収入の増等のため 

（注３）臨時利益の増等のため 

（注４）受託収入の減等のため 

（注５）不要財産に係る国庫納付等による支出の減等のため 

 

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

（区分経理によるセグメント情報） 

一般勘定の事業損益は 1,486 百万円と、前年度比 410 百万円の増（38.1％増）となっている。これは、

業務費における外部委託費が前年度比 8,841 百万円の減（17.4％減）となったことが主な要因である。  

電源利用勘定の事業損益は 602 百万円と、前年度比 116 百万円の増（23.8％増）となっている。これは、

業務費における外部委託費が前年度比 1,802 百万円の減（38.7％減）となったことが主な要因である。 

エネルギー需給勘定の事業損益は 270 百万円と、前年度比 1,144 百万円の減（80.9％減）となっている。

これは、受託収入が前年度比 34,907 百万円の減（75.1％減）となったことが主な要因である。 

基盤技術研究促進勘定の事業損益は△5,018 百万円と、前年度比 3,245 百万円の増（39.3％増）となっ

ている。これは、業務費における外部委託費が前年度比 3,417 百万円の減（40.5％減）となったことが主

な要因である。 

鉱工業承継勘定の事業損益は△1 百万円と、前年度比 113 百万円の減（100.5％減）となっている。これ

は、財務収益における有価証券利息がなかったことが主な要因である。 

石炭経過勘定の事業損益は△1,240 百万円と、前年度比 144 百万円の減（13.1％減）となっている。こ

れは、業務費における補助事業費が前年度比 189 百万円の増（429.7％増）となったことが主な要因である。 

 

（業務区分によるセグメント情報） 

産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の事業損益は△2,647 百万円と、前
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年度比 2,615 百万円の増(49.7％増)となっている。 

クレジット取得関連業務の業務費は前年度比39,158百万円の減（74.7％減）、受託収入は前年度比39,158

百万円の減（74.7％減）となっている。 

債務保証経過業務・貸付経過業務の事業損益は△1 百万円と、前年度比 115 百万円の減(100.5％減)とな

っている。 

石炭経過業務の事業損益は△1,252 百万円と、前年度 133 百万円の減（11.9％減）となっている。 

 

表 事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

[単位：百万円] 

 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度
経常費用  46,203  45,115  67,929  79,737  63,986

経常収益  46,749  45,592  68,433  80,813  65,472一般勘定 

経常損益  546  477  504  1,076  1,486

経常費用  18,993  10,862  10,874  5,676  3,971

経常収益  19,362  11,294  11,150  6,163  4,573電源利用勘定 

経常損益  369  432  276  486  602

経常費用  159,753  147,319  191,509  160,659  104,539

経常収益  162,939  147,483  191,374  162,073  104,809エネルギー需給勘定 

経常損益  3,186  163  △ 135  1,415  270

経常費用  483  2,297  5,680  8,607  5,184

経常収益  589  387  388  344  166基盤技術研究促進勘定 

経常損益  106  △ 1,910  △ 5,292  △ 8,263  △ 5,018

経常費用  183  151  124  106  11

経常収益  280  273  264  218  11鉱工業承継勘定 

経常損益  97  122  140  113  △ 1

経常費用  5,297  1,865  1,796  1,672  1,745

経常収益  343  547  583  576  505石炭経過勘定 

経常損益  △ 4,954  △ 1,318  △ 1,213  △ 1,097  △ 1,240

経常費用  62  0  0  0  -

経常収益  6  6  4  3  -特定事業活動等促進経過勘定 

経常損益  △ 56  5  4  3  -

経常費用  -  △ 46  △ 196  △ 679  △ 105

経常収益  -  △ 46  △ 196  △ 679  △ 105調整 

経常損益  -  -  -  -  -

経常費用  230,975  207,565  277,716  255,779  179,331

経常収益  230,268  205,534  272,001  249,512  175,431合   計 

経常損益  △ 706  △ 2,030  △ 5,715  △ 6,267  △ 3,900

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間）。特定事業活動等促進経過勘定は、平成２３年４月１日付け

で廃止。 
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表 事業損益の経年比較（業務区分によるセグメント情報） 
[単位：百万円] 

  平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

経常費用  224,712  198,094  209,670  201,570  164,302

経常収益  228,863  197,273  205,050  196,307  161,655

産業技術開発関連業務及び新
エネルギー・省エネルギー関連
業務等 
（旧）研究開発関連業務及び新エ
ネルギー・省エネルギー導入普及
関連業務等 

経常損益  4,151  △ 821  △ 4,620  △ 5,262 
 

△ 2,647

経常費用  783 (注 1） 7,454 (注 1) 66,126  52,431  13,273

経常収益  783 (注 1） 7,454 (注 1) 66,126  52,431  13,273クレジット取得関連業務 

経常損益  -  -  -  -  -

経常費用  183  152  124  106  11

経常収益  280  278  267  221  11

債務保証経過業務・貸付経

過業務 

（旧）出資・貸付経過業

務 経常損益  97  126  143  115 
 

△ 1

経常費用  5,297  1,865  1,796  1,672  1,745

経常収益  343  530  558  553  493石炭経過業務 

経常損益  △ 4,954  △ 1,335  △ 1,238  △ 1,119  △ 1,252

経常費用  230,975  207,565  277,716  255,779  179,331

経常収益  230,268  205,534  272,001  249,512  175,431合   計 

経常損益  △ 706  △ 2,030  △ 5,715  △ 6,267  △ 3,900

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間）。「産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー

関連業務等」及び「債務保証経過業務・貸付経過業務」の区分は、平成 19 事業年度において、それぞれ「研究開発関連業務

及び新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等」、「出資・貸付経過業務」と区分していたものを、第二期中期計画に

おける事業区分の見直しに伴い、平成 20 事業年度からは区分の名称及び事業内容を変更している。このため、平成 19 年度

は変更前の区分による情報、平成 20 年度以降は変更後の情報を記載している。 

   なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微なものである。 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）クレジット取得関連業務の事業規模が増加したため 

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

（区分経理によるセグメント情報）  

一般勘定の総資産は 24,106 百万円と、前年度比 24,068 百万円の減（50.0％減）となっている。これは、

現金及び預金が前年度比 22,120 百万円の減（49.9％減）となったことが主な要因である。  

電源利用勘定の総資産は 5,059 百万円と、前年度比 1,683 百万円の増（49.9％増）となっている。これ

は、現金及び預金が前年度比 2,016 百万円の増（73.9％増）となったことが主な要因である。 

エネルギー需給勘定の総資産は 48,727 百万円と、前年度比 14,490 百万円の増（42.3％増）となってい

る。これは、現金及び預金が前年度比 16,448 百万円の増（68.0％増）となったことが主な要因である。  

基盤技術研究促進勘定の総資産は 11,065 百万円と、前年度比 237 百万円の減（2.1％減）となっている。

これは、前渡金が前年度比 231 百万円の減(100.0％減)となったことが主な要因である。 

鉱工業承継勘定の総資産は 1,741 百万円と、前年度比 113 百万円の減（6.1％減）となっている。これは、

貸付金が前年度比 289 百万円の減（92.0％減）となったことが主な要因である。  

石炭経過勘定の総資産は 52,590 百万円と、前年度比 4,909 百万円の増（10.3％増）となっている。これ

は、現金及び預金が前年度比 621 百万円の増（96.0％増）となったことが主な要因である。 

 

（業務区分によるセグメント情報） 

産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の総資産は 85,846 百万円と、前年度

比 5,392 百万円の減(5.9％減)となっている。  

クレジット取得関連業務の総資産は 3,107 百万円と、前年度比 2,744 百万円の減（46.9％減）となって

いる。これは、クレジット取得に係る長期前渡金が前年度比 2,753 百万円の減（47.2％減）となったこと

が主な要因である。 

債務保証経過業務・貸付経過業務の総資産は 1,741 百万円と、前年度比 721 百万円の減(29.3％減)とな

っている。  

石炭経過業務の総資産は 52,590 百万円と、前年度比 4,909 百万円の増（10.3％増）となっている。 
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表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

[単位：百万円] 

  平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

一般勘定 総資産  26,292  11,223  45,599  48,174  24,106

電源利用勘定 総資産  16,975  4,230  3,678  3,376  5,059

エネルギー需給勘定 総資産  78,832  39,849  32,448  34,237  48,727

基盤技術研究促進勘定 総資産  10,528  10,697  10,901  11,302  11,065

鉱工業承継勘定 総資産  19,502  18,910  18,568  1,853  1,741

石炭経過勘定 総資産  53,572  50,322  49,051  47,681  52,590

特定事業活動等促進経過勘定 総資産  627  599  605  609  -

調整 総資産  △ 24  △ 46  △ 196  0  △ 4

合   計 総資産  206,303  135,784  160,654  147,232  143,284

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間）。特定事業活動等促進経過勘定は、平成２３年４月１日付け

で廃止。 

 

表 総資産の経年比較（業務区分によるセグメント情報） 

[単位：百万円] 

  平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

産業技術開発関連業務及び新エネル
ギー・省エネルギー関連業務等 
（旧）研究開発関連業務及び新エネルギ
ー・省エネルギー導入普及関連業務等 

総資産  119,778  51,989  80,330  

 

91,238 

 

85,846

クレジット取得関連業務 総資産  13,467  10,738  8,883  5,851 (注1) 3,107

債務保証経過業務・貸付経過業務
（旧）出資・貸付経過業務 

総資産  19,502  22,752  22,415  2,462  1,741

石炭経過業務 総資産  53,557  50,305  49,025  47,681  52,590

合   計 総資産  206,303  135,784  160,654  147,232  143,284

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間）。「産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー

関連業務等」及び「債務保証経過業務・貸付経過業務」の区分は、平成 19 事業年度において、それぞれ「研究開発関連業務

及び新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等」、「出資・貸付経過業務」と区分していたものを、第二期中期計画に

おける事業区分の見直しに伴い、平成 20 事業年度からは区分の名称及び事業内容を変更している。このため、平成 19 年度

は変更前の区分による情報、平成 20 年度以降は変更後の情報を記載している。 

   なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微なものである。 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）クレジット取得に係る長期前渡金が減少したため 

 

④ 目的積立金の申請、取崩内容等 

該当なし。 

 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

平成 23 年度の行政サービス実施コストは 158,132 百万円と、前年度比 42,444 百万円の減（21.2％減）と

なっている。これは、業務費用が対前年度比 43,019 百万円の減（21.7％減）となったことが主な要因である。 
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表 行政サービス実施コストの経年比較 

[単位：百万円] 

  平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

業務費用  225,716  194,115  205,820  198,474  155,454

うち損益計算上の費用  230,978  207,611  277,788  255,903  179,400

うち自己収入  △ 5,262  △ 13,497  △ 71,968  △ 57,430  △ 23,946

損益外減価償却等相当額  45  43  6  6  5

損益外減損損失相当額  - (注1) 817  -  5  28

損益外除売却差額相当額 -  -  -  △ 47   1

引当外賞与見積額  △ 19  △ 28  △ 5  △ 11  △ 19

引当外退職給付増加見積額  △ 158  571  111  143  267

機会費用  1,849  2,464  2,774  2,625  2,548

（控除）法人税等及び国庫納付金  △ 1,299  △ 769  △ 757  △ 618  △ 153

行政サービス実施コスト  226,135  197,213  207,949  200,576  158,132

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間） 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）減損処理を行ったため 

 

(2) 施設等投資の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

    該当なし 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

    該当なし 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

    白金台研修センター 

    研究設備（噴出試験設備） 
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(3) 予算・決算の概況 

[単位：百万円] 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 
区分 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 220,370  235,522 257,107 223,513 286,471 310,457 249,526 285,725 164,292 174,204  

 運営費交付金 154,858  154,858 154,826 154,826 190,299 190,299 166,595 166,595 138,514 138,514  

 国庫補助金 48,483  64,611 63,018 53,784 39,357 45,059 29,544 33,700 3,123 11,161 新規に補助金の交付を受けたため

 受託収入 12,996  9,843 30,842 4,709 43,322 64,022 42,824 49,722 16,336 10,520 翌年度への繰越があったため 

 政府出資金 200  - 5,000 2,100 10,500 5,500 5,000 8,663 1,200 4,784 前年度からの繰越があったため

 貸付回収金 1,791  2,169 1,185 2,825 667 965 698 1,410 1,127 2,466 貸付金の回収が予定より多かったため。

 業務収入 343 (注1) 1,186 349 1,336 437 1,379 2,575 4,481 1,951 3,796 収益納付があったこと等のため

 その他収入 1,699  2,856 1,886 3,933 1,888 3,234 2,289 (注2) 21,155 2,041 2,963 資産売却収入が予定より多かった等のため

支出 221,846  237,841 258,483 205,651 288,013 274,638 254,043 274,047 165,195 175,625  

 業務経費 149,693  152,727 154,286 135,240 195,791 156,371 169,520 161,514 137,241 145,783 前年度からの繰越があった等のため

 国庫補助金事業費 48,483  64,611 63,018 53,784 39,357 45,059 29,544 33,700 3,123 11,161 新規に補助金の交付を受けたため

 受託経費 12,996  9,843 30,842 4,709 43,322 64,022 42,824 49,722 16,336 10,520 翌年度への繰越があったため 

 借入金償還 981  981 725 725 484 484 241 241 54 54  

 支払利息 86  86 48 48 23 23 7 7 1 1  

 一般管理費 9,607  9,594 9,564 9,272 9,037 8,679 8,663 8,202 8,367 8,035  

 その他支出 -  - - 1,873 - - 3,243 (注3) 20,660 74 71  

（注）第２期中期目標期間：平成２０年度～平成２４年度（５年間） 

予算額と決算額の差額の説明  

（注１）収益納付があったこと等のため 

（注２）資産売却収入が予定より多かった等のため 

（注３）政府出資の払戻による支出があったため 

 

(4) 経費削減及び効率化目標との関係 

 機構においては、当中期目標期間（平成 20 年度～平成 24 年度）終了年度における一般管理費を、平成 19 年度

比 15％を上回る削減を目標としている。この目標を達成するため、役職員人件費の削減、情報システム関連経費

の抑制等の取組による事務経費の効率化の措置を講じているところである。なお、人件費については、「簡素で効

率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」等に基づき、平成 17 年度比 5％を上回る総人件費削

減を実施することを目標としており、民間出向者の計画的な抑制及び退職者の不補充による人員削減等の取組を

実施し、総人件費の削減を行っているところである。 

 また、事業費については、当中期目標期間終了年度において、平成 19 年度比５％（ただし、京都メカニズム取

得関連業務、基盤技術研究促進事業、競争的資金及び補正予算は除く）を上回る効率化を目標としており、当該

目標達成のため①機構の実施プロジェクト数については、平成 19 年度の 120 件に対し平成 23 年度は 71 件に重点

化、②プロジェクトの大括り化等を実施しつつ、国が行うべき重点的研究開発テーマへの選択と集中、③途中段

階での厳正な中間評価の実施と、プロジェクトのテーマの中止、見直し、資金追加による開発成果促進等のマネ

ジメント、④異なるプロジェクト間の相互連携による成果の相互活用、⑤ユーザー企業を含めた垂直連携等の成

果を挙げるための先進的なプロジェクトフォーメーションの工夫、⑥複数年度契約を始めとする研究現場の状況

変化に対応可能な柔軟な制度設計等の措置を講じ、事業の質を損なうことなく、むしろ向上させながら効率化を

行っているところである。 
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                                            （単位：百万円） 

基準額※1 当中期目標期間 

22 年度 23 年度 区分 
金額 比率 

金額 比率 金額 比率 

①一般管理費 9,208 100％ 7,970 86.6% 7,846 85.2% 

②総人件費 7,418 100％ 6,314 85.1% 5,805 78.2% 

③事業費 186,101 100％ 143,480 77.1% 111,540 59.9% 

※1 一般管理費、事業費については、平成 19 年度予算を基準とし、削減目標を設定している。総人件費 

については、平成 17 年度を基準とし、削減目標を設定している。 

 

５．事業の説明 

(1) 財源構造 

機構の経常収益は 175,431 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 144,561 百万円（収益の 82.4％）、業

務収益 35 百万円（収益の 0.0％）、受託収入 13,273 百万円（収益の 7.6％）、補助金等収益 13,181 百万円（収

益の 7.5％）、資産見返負債戻入 80 百万円（収益の 0.0％）、財務収益 664 百万円（収益の 0.4％）、雑益 3,638

百万円（収益の 2.1％）となっている。 

これを業務別に区分すると、産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等では、運営

費交付金収益 144,561 百万円（事業収益の 89.4％）、業務収益 26 百万円（事業収益の 0.0％）、補助金等収益

13,181 百万円（事業収益の 8.2％）、資産見返負債戻入 80 百万円（事業収益の 0.0％）、財務収益 174 百万円

（事業収益の 0.1％）、雑益 3,632 百万円（事業収益の 2.2％）、クレジット取得関連業務では、受託収入 13,273

百万円（事業収益の 100.0％）、債務保証経過業務・貸付経過業務では、業務収益 8 百万円（事業収益の 79.2％）、

財務収益 2 百万円（事業収益の 19.3％）、雑益 0 百万円（事業収益の 1.5％）、石炭経過業務では、財務収益

488 百万円（事業収益の 98.9％）、雑益 6 百万円（事業収益の 1.1％）となっている。 

 

(2) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 

 ア 産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

産業技術開発関連業務については、我が国の産業競争力の強化を通じた経済活性化及びエネルギー・環境問

題の解決に貢献するよう、１）ナショナルプロジェクト、２）実用化・企業化促進事業、３）技術シーズの育

成事業の３種の事業を組み合わせて実施した。新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、技術開発、

実証試験、導入促進(単純な普及支援は除く)の事業を、三位一体で推進するなどにより、効率的・効果的に実

施した。 

事業の財源は、運営費交付金（平成 23 年度交付額 138,514 百万円）、国庫補助金（平成 23 年度 11,161 百万

円）、政府出資金（平成 23 年度 4,784 百万円）、業務収入（平成 23 年度 3,766 百万円）、その他収入（平成 23

年度 2,455 百万円）となっている。 

事業に要する費用は、業務経費 145,135 百万円、国庫補助金事業費 11,161 百万円、一般管理費 6,922 百万

円である。 

 

 イ クレジット取得関連業務 

クレジット取得関連業務の実施に当たっては、経済産業省及び環境省との緊密な連携の下、「京都議定書目

標達成計画」に沿って実施した。その際、①リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮して取得すること、

②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援を図ること、という観点を踏まえつつ、適切に

業務を推進した。 

事業の財源は、受託収入（平成 23 年度 10,520 百万円）となっている。 

事業に要する費用は、受託経費 10,520 百万円である。 
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 ウ 債務保証経過業務・貸付経過業務 

鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画的

に進めた。 

事業の財源は、貸付回収金（平成 23 年度 295 百万円）、業務収入（平成 23 年度 15 百万円）、その他収入（平

成 23 年度 2 百万円）となっている。 

事業に要する費用は、借入金償還 54 百万円、支払利息 1 百万円、一般管理費 10 百万円となっている。 

 

 エ 石炭経過業務 

  （ア）貸付金償還業務 

回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切な措置を講じ、計

画的に貸付金の回収を進めた。 

  （イ）旧鉱区管理等業務 

旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和三十年制定）により機構が買収し、最終鉱業権者となっている旧

鉱区に関する鉱害の発生の防止のため当該鉱区及びぼた山の管理を行った。 

事業の財源は、貸付回収金（平成 23 年度 2,171 百万円）、業務収入（平成 23 年度 15 百万円）、その他収

入（平成 23 年度 506 百万円）となっている。 

事業に要する費用は、業務経費 648 百万円、一般管理費 1,103 百万円となっている。 

 

各業務の具体的な内容については、「Ⅱ 参考編（平成 23 年度の事業実績）」を参照。 
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Ⅱ 参考編（平成２３年度の事業実績） 
 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（１）産業技術開発関連業務 

［中期計画］ 

 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）におい

て重点分野とされたライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、ものづくり技術等の

基本的な政策に基づく分野について、日本の産業競争力強化へつながるテーマを実施する。併せて、エコイノベーショ

ンの実現を意識し、他の機関にはない機構の特徴とこれまでの業績を明確に意識、検証しつつ、以下の基本方針の下、

産業技術開発関連業務を推進する。 

［２３年度計画］ 

機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）に貢献するためグリー

ン・イノベーション、ライフ・イノベーションなどに関連する技術開発及び国際標準化研究開発などを着実に遂行する。 

 

＜グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーション等の強化＞ 

これまで機構が取り組んできた太陽光、燃料電池、蓄電池等のグリーン・イノベーション関連技術開発、ライフ・イノ

ベーション関連技術開発、国際標準化研究開発などをさらに強化する。 

 

＜国際的取り組みの強化＞ 

世界的なエネルギー・環境問題の解決をリードしつつ、我が国の経済成長を実現させていくため、これまで機構はスマ

ートグリッド分野や水分野などでの国際共同事業を行ってきているが、引き続き、我が国の有するエネルギー・環境関

連技術について、世界標準となる技術の確立を図るとともに、将来におけるエネルギー、環境、産業分野での市場の拡

大を目指し、国際的な協力・協調関係をさらに重層化していく。 

（ア）研究開発マネジメントの高度化 

ⅰ）全般に係る事項 
［中期計画］ 

 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、ＰＤＳ（企画－実施－評価）サイクルを深化させ、高度な研

究開発マネジメントを実践する。具体的には、産業技術開発関連業務を実施するに当たって、以下に留意することとす

る。 

［２３年度計画］ 

 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、ＰＤＳ（企画－実施－評価）サイクルを深化させ、高度な研

究開発マネジメントを実践する。具体的には、産業技術開発関連業務を実施するに当たって、以下に留意することとす

る。 

 

［中期計画］ 

・将来の社会ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポジション等を踏まえ、要素技術、要求スペック、それらの導入

シナリオを時間軸上に示した「技術戦略マップ」の改訂を毎年度継続する。 

・「技術戦略マップ」の策定・改訂及び日々の学界・産業界との情報交換等により構築した有識者とのネットワークを

深化・拡大し、機構の研究開発マネジメントに活用する。 

［２３年度計画］ 

・将来の社会ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポジション等を踏まえ、要素技術、要求スペック、それらの導入

シナリオを時間軸上に示した「技術戦略マップ」の改訂を行う。 

・「技術戦略マップ」の策定・改訂及び日々の学界・産業界との情報交換等により構築した有識者とのネットワークを

深化・拡大し、機構の研究開発マネジメントに活用する。 

［２３年度業務実績］ 

・機構は、経済産業省、産業界等との連携の下、総勢約６００名の産学官の専門家の英知を結集して、研究開発プロジ

ェクト戦略の基本となる「技術戦略マップ２０１２」を策定（全体３１分野のうち、２３分野に関与）した。策定に

当たっては、機構が計４３回の策定ワーキンググループを開催し、最新の技術動向や市場動向、研究開発成果を基に

８分野を対象に改訂を行った。 

・技術戦略マップの策定・改訂において、当該分野の有識者のみならず、異分野の有識者との意見交換を行うことによ

り、有識者とのネットワークの深化・拡大を図り、機構の研究開発マネジメントに活用した。 
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［中期計画］ 

・ＰＤＳサイクルの一層の深化と確実な定着を図るべく、中間評価、事後評価及び追跡調査の各結果から得られた知

見・教訓を「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」において引き続き組織知として蓄積するよう毎年度改訂

するとともに、同ガイドラインが機構内でより一層活用されるよう、毎年度２回以上の機構内の普及活動を実施する。 

［２３年度計画］ 

・「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」については、機構が実施する中間評価、事後評価等から得られた知

見を追加して平成２３年度中に改訂し、機構内に周知する。また、同ガイドラインが機構内でより一層活用されるよ

う、年度内に２回以上、機構内の普及活動を行う。 

・国際的な共同研究・実証を視野に置いた知財戦略・標準化戦略の枠組みの構築や平成２２年度に策定した「知財に関

するマネジメント基本方針」の着実な運用と高度化、更なる出口戦略を強力に推進する。 

［２３年度業務実績］ 

・「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」については、機構が実施する中間評価、事後評価等から得られたマ

ネジメント上の成功事例及び教訓となる事例を８件追加するなどの改訂を行った。また職員向け研修における説明会

を１０回行うなど、機構内の普及活動を行った。 

・平成２３年度新規公募時に求めた知財提案の内容把握や実施事業に係る委員会での出口を意識した検討内容の把握を

行いつつ、知財マネジメントの高度化に向けた知財基本方針の見直しや必要書類の作成ガイドを検討し、また、特許

分析システムの運用を開始した。 

 

［中期計画］ 

・機構職員が研究現場に直接出向くことにより「企業・大学インタビュー」を毎年度実施し、その結果を研究開発マネ

ジメントの高度化等のための具体的な取組に結び付け、翌年度のインタビューで評価する。 

［２３年度計画］ 

・機構職員が研究現場に直接出向くことにより「企業インタビュー」を実施し、その結果を研究開発マネジメントの高

度化等のための具体的な取組に結び付け、平成２４年度のインタビューで評価する。 

［２３年度業務実績］ 

 これまでの「企業・大学インタビュー」での項目に加え直近の情勢を踏まえた質問項目を用いて、機構の取組につい

てさらに改善すべき点が無いかどうか等について「ＣＴＯインタビュー」を民間企業１９社のＣＴＯ等に対して実施し

た。研究現場の評価を把握、改めて制度改善に着手することにより、現場とのＰＤＳサイクルを深化させた。 

 

［中期計画］ 

・国内のみならず海外の企業や機関と共同で研究開発を実施する必要性が高まっていることを踏まえ、必要に応じて海

外機関との国際連携を図り、双方にとってのＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築するため、我が国と相手国双方の利益に結

び付く可能性のある技術等について、その有効性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関係を構築した機関

数を１．５倍以上に増加させる。その際、意図せざる技術流出の防止の強化を図る観点から、機構の事業の実施者の

成果の取扱いについての仕組みの整備等に努めるものとする。 

［２３年度計画］ 

・海外機関との国際連携を図り、双方にとってＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築するため、我が国と相手国双方の利益に結

び付く可能性のある技術等について、その有効性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関係を推進し、また

事業内容によっては共同プロジェクトの構築を図る。共同プロジェクトでは、両国からのファンドにより共同研究を

行うなど仕組みを工夫し、相乗効果を発揮するよう努める。その際、意図せざる技術流出の防止の強化を図る観点か

ら、機構の事業の実施者の成果の取扱についての仕組みの整備等に努めるものとする。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は、国際連携促進のためスマートコミュニティ分野や産業技術分野を中心として以下の取り組みを実施

した。 

・フランス経済財政産業省傘下の起業支援・イノベーション振興機構（ＯＳＥＯ）との間で、環境分野、産業技術分野

において、日仏両国からのファンドによる共同研究事業の仕組みを整備 

・英国エネルギー技術機構（ＥＴＩ）とのスマートコミュニティ分野における協力に関するＬＯＩ締結 

・ポーランド環境省とのスマートコミュニティ分野等における協力に関するＬＯＩ締結 

・ニューヨーク州立大学研究財団（ＳＵＮＹ）とのスマートコミュニティ分野における協力に関するＭＯＵ締結 

 
ⅱ）企画段階 
［中期計画］ 

・類似する研究開発テーマが同時に進行したり同種の研究内容が複数の研究開発事業で行われることによって、今後、

効率的かつ効果的な研究開発業務の実施に問題が生ずることがないよう、第２期中期目標期間中に業務の枠組みを含

めた事業の再編整理、研究テーマの重点化等を行い、必要な実施体制の見直しを行うものとし、実施プロジェクト数

が平成１９年度の数を上回らないようにする。 

［２３年度計画］ 

・必要な実施体制の見直しを行うものとし、実施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないようにするという中

期計画の達成に向けてプロジェクトを重点化する。 

［２３年度業務実績］ 

・必要な実施体制の見直しを行い、機構の実施プロジェクト数については、平成１９年度の１２０件に対し、平成２３
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年度では７１件に重点化した。 

 

［中期計画］ 

・事業実施効果の確保及び事業費の有効活用を図るため、企画型の研究開発事業の立案及びテーマ公募型研究開発事業

の案件採択時において、費用対効果分析の実施を徹底するよう努める。 

［２３年度計画］ 

・研究開発に係るプロジェクトについては、市場創出効果・雇用創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効果を

有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資することや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するな

ど、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果分析の実施を徹底するよう努める。 

［２３年度業務実績］ 

 研究開発に係るプロジェクトについて、企画立案段階において、外部有識者を活用した事前評価を実施し、予算に見

合った成果が期待できるかどうかという費用対効果の観点から評価を実施した。また、平成２３年度新規事業について

も引き続き、それら分析から得られる数値等をプロジェクトの基本計画の中に「アウトカム目標」として項目に入れる

ようマニュアルに記載し、実施段階においても常にアウトカムを意識してプロジェクトマネジメントを実施した。 

 

［中期計画］ 

・有識者をプログラムマネージャー（ＰＭ）・プログラムディレクター（ＰＤ）として採用して活用するとともに、部

署横断的なリエゾン担当を設置し、分野融合型・連携型プロジェクトの企画を促進する。 

［２３年度計画］ 

・有識者をプログラムマネージャー（ＰＭ）・プログラムディレクター（ＰＤ）として採用して活用する。また、分野

融合型・連携型プロジェクトの企画を促進するため、部署横断的なリエゾン担当の設置や、機動的な実施体制の構築

を図る。 

［２３年度業務実績］ 

・ＰＭ１名（環境）を新たに配置し、研究開発マネジメントの高度化を図った。また、部署横断的なリエゾン担当につ

いて、２２年度に引き続きバイオマス技術（新エネルギー部、バイオテクノロジー・医療技術部）１名を配置し、バ

イオマスの総合利用（エネルギー利用、マテリアル利用）における企画及び推進の牽引役を担った。 

 

［中期計画］ 

・地域に埋もれた「まだ見ぬ強豪」のシーズを発掘するために、地方経済産業局や地方の大学との連携強化を図ること

とし、機構職員による「イノベーション・オフィサー」及び外部専門家による「新技術調査委員」を全国各地に配置

して一層の活用を図る。 

［２３年度計画］ 

・機構の支援を受けるに至っていない地域に埋もれた優れた技術シーズを発掘するために、地方経済産業局や地方の大

学等との連携強化を図ることとし、各支部に配置している機構職員による３名の「イノベーション・オフィサー」及

び全国各地に配置している外部専門家による２５名の「新技術調査委員」の一層の活用を図る。 

［２３年度業務実績］ 

・機構の支援を受けるに至っていない地域に埋もれた優れた技術シーズを発掘するために、合同制度説明会の実施等に

より地方経済産業局や地方の大学との連携強化を図った。また、全国各地に配置している２３名の「新技術調査委

員」及び各支部に配置している機構職員による３名の「イノベーション・オフィサー」との連携を強化しつつ、優れ

た技術シーズの発掘を行った。 

 
ⅲ）実施段階 
［中期計画］ 

・採択においては、企画競争・公募を通じて、最高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現し、その過程

で約５，０００人の外部有識者のプールを形成し、これを活用して事前評価及び採択審査を実施する。 

・実施期間中に機構外部の専門家・有識者を活用した評価を適切な手法で実施することとし、特に５年間程度以上の期

間を要する事業については、３年目ごとを目途とする中間評価を必ず行う。また、機構による自主的な点検等により

常に的確に事業の進捗状況を把握するよう努める。これらの結果等を基に事業の加速化・縮小・中止・見直し等を迅

速に行う。 

［２３年度計画］ 

・約５，０００人の外部有識者を活用し、プロジェクト実施前に適切に事前評価を行うとともに、採択においては企画

競争・公募を通じ、審査を厳正かつ公正に行う。 

・最高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現すべく、テーマ間の連携や資金の適切な流れの確保も含め、

実施体制の調整を行う等により、積極的に機構のプロジェクトマネジメント機能を発揮する。 

・特に、実施者を選定する際は、これまで以上にその役割、必要性などを精査していく。その際、他府省等のプロジェ

クトとの重複排除のための仕組み強化や連携強化等に取り組み、事業規模の縮減等を図りつつ、重点化する。 

・ＮＥＤＯの研究開発マネジメント機能が生かせる事業に重点化し、ＮＥＤＯのマネジメント機能が生かされない一者

への資金配分等を徹底的に見直す。 

・機構外部の専門家・有識者を活用して中間評価を１０件実施し、その結果を基にプロジェクト等の加速化・縮小・中

止・見直し等を迅速に行う。 

［２３年度業務実績］ 

－20－



  

・約５，０００人の外部有識者を活用し、プロジェクト実施前に適切に事前評価を行うとともに、採択においては企画

競争・公募を通じ、最高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現できるよう審査を厳正かつ公正に実施

した。 

・平成２３年度は、ナショナルプロジェクト１０件について中間評価を実施した。評価結果は、適切に計画の一部変更

等を施し、迅速に基本計画・実施方針に反映させる等の対応を実施した（テーマの一部を加速し実施するもの（１

件）、計画を一部変更して実施するもの（２件）など）。 

・ＮＥＤＯの研究開発マネジメント機能が生かせる事業に重点化し、ＮＥＤＯのマネジメント機能が生かされない一者

への資金配分等を徹底的に見直した。 

 

［中期計画］ 

・各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組むとともに、分野連携・融合を促進し、成果の最大

化を図る。また、制度においては各制度を連携して実施するとともに、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機

動的な運用を行う。 

［２３年度計画］ 

・各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組むとともに、分野連携・融合を促進し、成果の最大

化を図るため、必要に応じて関係部署の連携による意見交換会を実施する。また、制度においては各制度を連携して

実施するとともに、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機動的な運用を行う。 

［２３年度業務実績］ 

・各事業で得られた成果の相互活用や成果の最大化を図るため、プロジェクトの重点化を実施した。例えば、「ヒト幹

細胞産業応用促進基盤技術開発」において、全てのヒト幹細胞（ＥＳ細胞、Ｍｕｓｅ細胞、間葉系幹細胞、等）を研

究開発対象に追加し、横断的な情報共有や課題抽出を実施することで、ヒト幹細胞の評価基盤技術の確立及び標準化

原案作成を目指した。 

 

［中期計画］ 

・手続き面では、事業の予見性を高めるとともに、進捗に応じた柔軟な執行を可能とするために導入した「複数年度契

約」や、研究開発のニーズに迅速に応える「年複数回採択」等の制度面・手続き面の改善を行うとともに、事業実施

者に対する説明会を毎年度４回以上行う。 

・事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、機構内の検査専門部署を中心に、不正行為を行った事業実施

者に対しては新たな委託契約及び補助金交付決定を最大６年間停止するといった厳しい処分並びに不正事項を処分し

た場合の全件公表及び機構内部での情報共有等の取組を、政府の動向等を踏まえつつ徹底する。 

［２３年度計画］ 

・研究開発については、複数年実施の案件が太宗であることを踏まえ、複数年度契約・交付決定を極力実施する。また、

「複数年度契約・交付決定」、「年複数回採択」等の制度面・手続き面の改善を行うとともに、事業実施者に対する説

明会を平成２３年度に４回以上行う。 

・事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、不正行為を行った事業実施者に対しては新たな委託契約及び

補助金交付決定を最大６年間停止（研究活動における不正行為については最大１０年間停止）するといった厳しい処

分並びに不正事項を処分した場合の全件公表及び機構内部での情報共有等の取組を、関係機関の動向等を踏まえつつ

徹底する。 

［２３年度業務実績］ 

 研究開発については、複数年度契約・交付決定、年複数回採択等の制度を効果的に実施するとともに、平成２３年度は、

労務費単価の改訂及び補助員費の上限単価の見直しを行った。また、平成２４年度に向けた契約・検査制度の改善等に

も着手した。 

 これら改善内容等について、事業実施者向けに６月・９月・１０月・２月の４回、全国７箇所（６月は５箇所、９・ 

１０月は４箇所、２月は７箇所：札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、福岡）で制度面・手続面の説明会を開催し

たところ、１，４６７名の参加があった。 

 不正を行った事業実施者（平成２３年度４件）に対しては、事案の内容に応じた契約等の停止処分及び返還金の請求を

行い、処分内容を公表した。 

 

ⅳ）評価段階 
［中期計画］ 

・研究開発期間中のみならず終了後も、その成果の実用化に向けて、研究開発の実施者を始め幅広く産業界等に働きか

けを行うとともに、研究開発成果をより多く、迅速に社会につなげるための成果普及事業として、プロジェクト成果

物をユーザーにサンプルの形で提供し、その評価結果から課題を抽出するサンプルマッチング事業、プロジェクト成

果を実使用に近い環境で実証する成果実証事業等を実施する。 

・また、制度面で研究開発成果の実用化を阻害する課題があれば、積極的に関係機関に働きかける。 

［２３年度計画］ 

・研究開発期間中のみならず終了後も、その成果の実用化に向けて、研究開発の実施者のみならず幅広く産業界等に働

きかけを行うとともに、研究開発成果をより多く、迅速に社会につなげるための成果普及事業としてサンプルマッチ

ング事業、成果実証事業等を実施する。 

・また、制度面で研究開発成果の実用化を阻害する課題を収集・整理し、関係機関に働きかけるための仕組みを構築す

る。 
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［２３年度業務実績］ 

・機構内全ての事業で開発された成果物を対象として、サンプル提供者と、それを活用した用途展開や実用化または製

品化のアイディアを有するユーザーとのマッチングの場をホームページを通じて提供する「開発成果の新用途展開事

業」を引き続き実施した。 

・工業ナノ粒子の安全性評価など、研究開発成果の実用化を阻害する課題について、関係機関への働きかけを行った。 

 

［中期計画］ 

・機構の研究開発マネジメントの改善や研究開発プロジェクトの企画立案機能の向上に反映させることを目的として、

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１７年３月２９日内閣総理大臣決定）を踏まえ、評価に伴う過重な作

業負担の回避という観点を考慮しつつ、原則として、２４０本以上の終了プロジェクトについて逐次追跡調査を実施す

る。 

・また、追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業実施者が機構の成果を活用して実施

する研究開発等の活動をいう。）の比率を９０％以上とする。 

［２３年度計画］ 

・評価に伴う過重な作業負担の回避という観点を考慮しつつ、第１期中期目標期間中からの継続分のうち平成２３年度

調査対象となっている５７件に加え、第２期中期目標期間から調査を開始した４３件、新たに平成２３年度に事後評

価を行う３１件のナショナルプロジェクト、また、７件のテーマ公募型の研究開発事業についても追跡調査を行い、

計１３８件の結果について分析及び評価を行う。さらに、公募段階における「ＮＥＤＯ研究開発プロジェクトの実施

実績調査」を本格的に運用し、成果の多面的な把握に努める。 

・ナショナルプロジェクトの追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業実施者が機構

の成果を活用して実施する研究開発等の活動をいう。）の比率を把握する。また、機構のプロジェクトは国際競争力

のある産業・製品の創出や社会経済への好影響、ＣＯ２削減や安心・安全な社会を実現する上で重要な役割を果たし

ており、今後もその把握・分析に努める。 

［２３年度業務実績］ 

・平成２３年度においては、評価に伴う過重な作業負担の回避という観点を考慮しつつ、第一期中期目標期間中からの

継続分のうち今年度調査対象となっている５７件、第二期中期目標期間から調査を開始した４３件、平成２３年度に

事後評価を実施した３０件（１件は、２件に分割して評価を実施。２件は、後継案件と併せて翌年度以降の評価とし

たため、当初予定数と異なる。）、７件のテーマ公募型の研究開発事業の計１３７件のナショナルプロジェクトについ

て追跡調査を実施した。うち、製品化に向けて継続実施中のナショナルプロジェクト１０１件に対してアンケートを

送付し、詳細な分析を行った。プロジェクト終了後に上市・製品化に至っている企業や中止等に至っている企業につ

いてその要因を把握・分析するとともに、その結果等を国内外の学会・シンポジウム等において積極的に情報発信し

た。 

・平成２３年度において、追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業実施者が機構の

成果を活用して実施する研究開発等の活動をいう。）の比率は、９９％であった。また、新たに公募段階における

「ＮＥＤＯ研究開発プロジェクトの実績調査」を５プロジェクトにおいて実施し、更なる成果の把握に努めた。 

 
ⅴ）社会への貢献 
［中期計画］ 

・機構の活動は、広く国民・社会からの理解及び支持を得ることが重要であることから、機構の成果を国民・社会へ還

元する観点から、展示会等において、事業で得られた研究開発成果を積極的に発表することにより、引き続きわかり

やすく情報発信することとする。 

・事業で得られた研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。 

［２３年度計画］ 

・機構の活動は、広く国民・社会からの理解及び支持を得ることが重要であることから、機構の成果を国民・社会へ還

元する観点から、展示会等において、事業で得られた研究開発成果を積極的に発表する。 

・事業で得られた研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。 

［２３年度業務実績］ 

・事業で得られた研究開発成果の発表・マッチングのために、イノベーションジャパン等のイベント（展示会・国際会

議・成果報告会・セミナー・シンポジウム）（６９件）を開催した。うち、スマートグリッド展／スマートグリッド

サミット、World Future Energy Summit、エコプロダクツ展等、来場者が１万人を超える、国内外の展示会への出展

等（２１件）を行い、積極的な情報発信を行った。 

・また、ウェブサイトのトップページにおいて、プロジェクトやイベント活動、海外案件のＭＯＵ締結等の情報を紹介

するコーナー「最近の動き」（９６件）をリアルタイムに更新し、情報提供の充実を図るとともに、同じくウェブサ

イトにおいては「開発成果の新用途展開事業（サンプルマッチング）」のページを掲載し、ＮＥＤＯ事業による成果

の最大化を図った。 

 

［中期計画］ 

・付加価値の高い研究開発成果の実用化に向け、事業実施者における強い知的財産権の取得を奨励する。また、研究開

発成果の国際的普及のため、研究開発実施中から国際標準化に一体的に取り組むとともに、研究開発成果の国際標準

化に取り組む。具体的には、毎年度、年度計画に以下の項目に関する数値目標を設定し、その達成を図る。 

 ①研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含んだ基本計画数 
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 ②機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する提案件数 

［２３年度計画］ 

・付加価値の高い研究開発成果の実用化に向け、「知財マネジメント基本方針」に基づき事業実施者における知財管理

の高度化を図るとともに、研究開発成果の国際的普及のため、研究開発実施中から国際標準化に一体的に取り組む。 

・機構における研究成果の出口戦略を策定するため、各事業を支援するための知財・国際標準化の外部アドバイザ等の

体制強化を図る。 

 ①研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含む基本計画数：１７件程度 

 ②機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する提案件数：４件程度 

・機構における研究開発の出口戦略を強化するため、各事業を支援するための国際標準化や知財マネジメントに関する

アドバイザとして２０名以上を整備する。 

［２３年度業務実績］ 

・平成２３年度新規公募については、公募の提出書類に知財の管理・運営方針に関わる提案を追加し、可能な範囲で事

業実施者における知財管理の高度化を促した。 

・出口戦略の策定に向けて外部有識者等を含めた委員会を組織し、様々なアドバイスを取り込めるよう体制を強化した。 

・研究開発と一体的に取り組む標準化活動事例として、①サービスロボットの安全規格、②風力発電に係る数値シミュ

レーション技術を用いた性能評価、③可視光応答型光触媒の抗ウイルス評価方法等を実施した。 

 ①研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取り組みを含む基本計画数：２３件 

 ②機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する提案件数：４件 

・機構における知財戦略・標準化戦略を支援するため、国際標準化機関、各技術分野での国際標準化活動、国際標準化

に係る知財戦略、コンソーシアムにおける知財の取扱等の各種専門家からアドバイスを得る体制を整え（アドバイザ

ー２０名超）、コンソーシアムの知財規程、国際連携に係る海外機関との契約締結等に関して助言等を得ている。 

 

［中期計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用しつつ技術経営力に関する知見を

深化させ、その成果を産業界に発信する。 

［２３年度計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用しつつ技術経営力に関する知見を

深化させ、その成果を産業界に発信する 

［２３年度業務実績］ 

・技術経営力の強化に関する情報の発信を目的として、イノベーションジャパン 2011 や NEDO 産業技術セミナーにてセ

ミナーを開催し、約３２０名の聴講者に講演を行った。「技術」と「知」を国際競争力に結びつける仕組みの構築や

NEDO プロジェクトにおける出口戦略強化の取組みについて情報を発信した。 

 

［中期計画］ 

・大学が研究の中核として、新しい産業技術を生み出しつつあるプロジェクトを対象とし、大学に拠点を設けて人材育

成、人的交流事業等を展開する「ＮＥＤＯ特別講座」について、効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施す

る。 

［２３年度計画］ 

・大学が研究の中核として、新しい産業技術を生み出しつつあるプロジェクトを対象とし、大学に拠点を設けて人材育

成、人的交流事業等を展開する「ＮＥＤＯ特別講座」について、２２年度に実施した中間事業評価の結果を基に効率

的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施する。 

［２３年度業務実績］ 

・「ＮＥＤＯ特別講座」においては、企業単独や関連業界だけでは実施できない人材育成の機会として継続的に実施す

べきとの２２年度期中評価を受け、２３年度は５講座（７拠点）で人材育成や人的交流事業を実施した。全体で８０

回以上の講座を開催し延べ１，５７０名以上が受講、１３回のシンポジウムを開催し延べ１，９３０名以上が参加し、

国内外の多様な人材との交流を推進した。 

（イ）研究開発の実施 

［中期計画］ 

 研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつ

リスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進

事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」、を、技術分野ごとの特性や、

研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 

 上記の３種類の研究開発事業のそれぞれについて、以下の原則の下で実施する。 

 研究開発の実施に際しては、以下の目標の達成を図る。 

［２３年度計画］ 

 研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつ

リスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進

事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、技術分野ごとの特性や

研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 
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 上記の３種類の研究開発事業について、以下の原則の下で実施する。 

・研究開発の実施に際しては、産学官で取組む基盤的技術の開発、安全性基準や市場性のない特定環境技術の開発、国

際共同研究・実証等は委託とし、それ以外は２／３を上限とした共同研究又は助成とする。 

・また、間接費率については、中小企業と大学等を除き、原則として１０％とする。 

・業務委託契約等について、再委託の額を原則として契約金額の５０％未満とする。 

［２３年度実績］ 

 研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつ

リスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進

事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、技術分野ごとの特性や、

研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施した。 

・研究開発の実施に際しては、平成２３年度新規事業については産学官で取組む基盤的技術の開発、安全性基準や市場

性のない特定環境技術の開発、国際共同研究・実証等は委託とし、それ以外は２／３を上限とした共同研究又は助成

とした。 

・また、間接費率については、中小企業と大学等を除き、原則として１０％とした。 

・業務委託契約等について、再委託の額を原則として契約金額の５０％未満とした。 

 

［中期計画］ 

・「ナショナルプロジェクト」においては、機構外部の専門家・有識者を活用した事後評価において、技術的成果、実

用化見通し、マネジメント等を評価項目とし、別途公表される計算式に基づき８割以上が「合格」、６割以上が「優

良」との評価を得る。また、特許については、真に産業競争力の強化に寄与する発明か、海外出願の必要はないか等

に留意しつつ、その出願件数を第２期中期目標期間中に国内特許については５，０００件以上、海外特許については

１，０００件以上とする。 

［２３年度計画］ 

・「ナショナルプロジェクト」においては、平成２３年度に事後評価を実施予定の３１件のプロジェクトについて、成

果、実用化見通し、マネジメント及び位置付けを評価項目とし、評点法を用いて「優良」又は「合格」（＊）との結

果を得たプロジェクトがどの程度あるかを年度内に把握し、速やかに対外的に公表する。 

（＊）原則として、①位置付け、②マネジメント、③成果及び④実用化の見通しをそれぞれＡ（優）＝３点、Ｂ（良）

＝２点、Ｃ（可）＝１点、Ｄ（不可）＝０点で評価者に評価してもらい、それぞれ平均得点を算出した上で、すべ

ての評価軸が１．０点以上かつ③と④の和が４．０点以上であれば「優良」とし、３．０点以上であれば「合格」

とする。 

 また、真に産業競争力の強化に寄与する発明等、その質の向上に留意しつつ、平成２３年度における特許出願件数を

国内特許については１，０００件以上、海外特許については２００件以上を目指し、その取得に取り組む。 

［２３年度業務実績］ 

・平成２２年度に終了したプロジェクト３０件（１件は、２件に分割して評価を実施。２件は、後継案件と併せて翌年

度以降の評価としたため、当初予定数と異なる。）に関し事後評価を行ったところ、２９件（９７％）が合格以上で

あり、このうち２１件（７０％）は優良に該当した。本結果については、ホームページ等を通じて対外的に公表した。 

・特許出願の２３年度実績は、国内特許５３８件、海外特許１１８件であった（平成２３年５月末現在）（ただし、現

在集計中であり、今後増加する。なお、２２年度実績は、平成２３年５月集計中の段階では、国内特許５７９件、海

外特許１７７件であったが、平成２４年４月現在では、国内特許８９１件、海外特許２９３件）。 

 

［中期計画］ 

・「実用化・企業化促進事業」においては、事業終了後、３年以上経過した時点での実用化達成率を２５％以上とする。

また、特にイノベーションの実現に資するものとして実施する事業については、機構外部の専門家・有識者を活用し

た事後評価において、技術的成果、実用化見通し等を評価項目とし、別途公表される計算式に基づき６割以上が「順

調」との評価を得るとともに、同評価により得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏ま

え、事業実施者に対してアドバイスを行う。 

［２３年度計画］ 

・「実用化・企業化促進事業」においては、イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテ

ク・先端部材実用化研究開発を除く。）等の研究開発テーマについて、終了後３年以上経過した時点での実用化達成

率を２５％以上とするという中期計画の達成に向けて取り組む。また、イノベーション推進事業（ナノテク・先端部

材実用化研究開発、福祉用具実用化開発推進事業を除く。）については、機構外部の専門家・有識者を活用した事後

評価において、技術的成果、実用化見通し等を評価項目とし、６割以上が「順調」（＊）との評価を得るという中期

計画の達成に向けてマネジメントを行うとともに、同評価により得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助

言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバイスを行う。 

（＊）原則として、①技術に関する評価項目（技術開発の達成状況等）及び②実用化見通しに関する評価項目（実用化

スケジュール等）をそれぞれＡ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ＝２点、Ｄ＝１点、Ｅ＝０点で評価者に評価してもらい、そ

れぞれ平均得点を算出した上で、原則として合計４．０点以上の場合を「順調」とする。 

［２３年度業務実績］ 

・「実用化・企業化促進事業」において、平成１５年度から平成２０年度までに事業が終了した案件について、平成 

２３年度におけるイノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開

発及びエコイノベーション推進事業を除く。）等の実用化達成率は、３１．０％であった。 
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・イノベーション推進事業については、機構外部の専門家・有識者を活用し、終了事業者に対して、技術的成果、実用

化見通し等を評価項目とした事後評価を実施した結果、７７．７％が「順調」との評価を得た。さらに、同評価によ

り得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバイスを行っ

た。 

 

［中期計画］ 

・「技術シーズの育成事業」においては、事業の実施に基づく査読済み研究論文の予算当たりの発表数を、技術分野ご

との特徴その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等以上とする。また、これらの研究成果が、ど

のような社会的インパクトを与えたかをシミュレートできるモデル及び指標に関する検討を進める。 

・また、これらの結果を対外的に公表する。 

［２３年度計画］ 

・「技術シーズの育成事業」においては、事業の実施に基づく査読済み研究論文の予算当たりの発表数を、技術分野ご

との特徴その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等以上とするという中期計画の達成に向けて取

り組む。さらに、これらの研究成果が、どのような社会的インパクトを与えたかをシミュレートできるモデル及び指

標に関する検討を継続して行う。 

［２３年度業務実績］ 

・平成２３年度の論文数は８１８本であった。また、これらの研究成果が与えるインパクトや波及効果を定量化するた

めの指標を検討するためのデータを収集した。 

 

ⅰ）ナショナルプロジェクト 
［中期計画］ 

 ナショナルプロジェクトは、民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつリスクの

高い技術テーマにつき、民間の能力を活用して機構が資金負担を行うことによりその研究開発を推進するものである。

このため、国際的な研究開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際競争力の状況、エネルギー需給の

動向、当該技術により実現される新市場・新商品による我が国国民経済への貢献の程度、産業技術政策や新エネルギ

ー・省エネルギー政策の動向、国際貢献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切なプロジェクトの企画立案、実施体制の

構築及び着実な推進を図るものとする。かかる目的の実現のため、以下に留意するものとする。 

［２３年度計画］ 

 ナショナルプロジェクトは、民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつリスクの

高い技術テーマにつき、民間の能力を活用して機構が資金負担を行うことによりその研究開発を推進するものである。

このため、国際的な研究開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際競争力の状況、エネルギー需給の

動向、当該技術により実現される新市場・新商品による我が国国民経済への貢献の程度、産業技術政策や新エネルギ

ー・省エネルギー政策の動向、国際貢献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切なプロジェクトの企画立案、実施体制の

構築及び着実な推進を図るものとする。係る目的の実現のため、以下に留意しつつ【産業技術開発関連業務における技

術分野ごとの計画】のとおり実施する。 

 

［中期計画］ 

 また、基盤技術研究促進事業については、第２期中期目標期間中において、事業の廃止を含めた検討を行う。なお、

環境適応型高性能小型航空機研究開発事業については、その将来の売上に不確定な要素はあるが、そのリスクを上回る

政策的意義を有することにかんがみ、基盤技術研究促進事業により実施する。 

［２３年度計画］ 

 また、基盤技術研究促進事業については、新規採択については廃止し、第２期中期目標期間中において、事業の廃止

を含めた検討を行う。また、研究委託先からの収益納付・配当の促進により資金回収の徹底を図る。なお、先進操縦シ

ステム等研究開発については、その将来の売上に不確定な要素はあるが、そのリスクを上回る政策的意義を有すること

にかんがみ、基盤技術研究促進事業により実施する。 

 さらに、最先端研究開発支援プログラムについては、総合科学技術会議にて選定された中心研究者の研究支援担当機

関として業務を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 基盤技術研究促進事業において、継続事業１件を実施した。また、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について

１０９件の報告書を徴収し、研究委託先等への現地調査を９４回実施した。５件の収益実績を確認し、総額約 12 百

万円の収益納付があった。 

 最先端研究開発支援プログラムにおいては、総合科学技術会議にて選定された中心研究者のうち２件（Mega-ton 

Water System、有機系太陽電池開発）の支援を引き続き実施した。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクトの立ち上げに当たっては、産業界・学術界等の外部の専門家・有識者を活用して、市場創出効果・雇用

創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資するこ

とや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果

の観点も含めた事前評価を可能な限り実施し、その結果を反映するとともに、全てのプロジェクトについて開始前に

広く国民から意見を収集するパブリックコメントを１回以上実施する。その結果を活用しつつ、機構は民間では実施

が困難なハイリスクの研究開発を実施することにかんがみ、費用対効果等の不確実性が高くとも、将来の産業・社会
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に大きな改革をもたらす研究課題には果敢に取り組むことが必要であること、また、機構の研究開発の成果は、単純

に実際の投入費用に対する収益額の大小でその成否を判断するのは適切ではなく、むしろ経済全体への波及効果とい

う公共・公益性の観点において社会へ還元すべきであることにも留意して、プロジェクトを実施する。 

［２３年度計画］ 

・プロジェクトの立ち上げに当たっては、産業界・学術界等の外部の専門家・有識者を活用して、市場創出効果・雇用

創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資するこ

とや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果

の観点も含めた事前評価を可能な限り実施し、その結果を反映するとともに、全てのプロジェクトについて開始前に

広く国民から意見を収集するパブリックコメントを１回以上実施する。その結果を活用しつつ、機構は民間では実施

が困難なハイリスクの研究開発を実施することにかんがみ、将来の産業・社会に大きな改革をもたらす研究課題には

果敢に取り組むことが必要であること、また、機構の研究開発の成果は、単純に実際の投入費用に対する収益額の大

小でその成否を判断するのは適切ではなく、むしろ経済全体への波及効果という公共・公益性の観点において社会へ

還元すべきであることにも留意して、プロジェクトを実施する。 

［２３年度業務実績］ 

・全ての新規事業等９件については、外部有識者等による事前評価を実施して事前評価書を作成し、パブリックコメン

トを求めるＮＥＤＯ ＰＯＳＴを実施した。さらに、その内容や反映結果を全てＮＥＤＯのホームページ上に公開し

た。また、事前評価書には、将来的な市場規模やＣＯ２削減効果等について記載し、基本計画のアウトカム目標を明

確化した。 

 

［中期計画］ 

・事前評価の結果実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定めるプログラム基本計画等に沿って、

産業界・学術界等の外部有識者との意見交換及び広く国民から収集した意見を反映させ、適切なプロジェクト基本計

画を策定する。プロジェクト基本計画には、プロジェクト終了時点での最終目標を極力定量的かつ明確に記述し、

「出口イメージ」を明確に記述するものとする。 

・プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に応じ、中期目標期間にとらわれず

柔軟かつ適切に策定する。 

・５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３年目を目途とした中間時点での中

間目標を極力定量的かつ明確に記述する。 

［２３年度計画］ 

・事前評価の結果、実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定めるプログラム基本計画等に沿っ

て、産業界・学術界等の外部有識者との意見交換及び広く国民から収集した意見を反映させ、適切なプロジェクト基

本計画を策定する。プロジェクト基本計画には、プロジェクト終了時点での最終目標を極力定量的かつ明確に記述し、

「出口イメージ」を明確に記述するものとする。 

・プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に応じ、中期目標期間にとらわれず

柔軟かつ適切に策定する。 

・５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３年目を目途とした中間時点での中

間目標を極力定量的かつ明確に記述する。 

［２３年度業務実績］ 

・事前評価の結果、新たに実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定めるイノベーションプログ

ラム基本計画等に沿って、事前評価書やパブリックコメントを反映させ、極力定量的かつ明確な最終目標及び、明確

な「出口イメージ」を記述した基本計画を策定した。また、「アウトカム」を明確に記述した。 

・プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に応じ、中期目標期間にとらわれず

柔軟かつ適切に策定した。 

・５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３年目を目途とした中間時点での中

間目標を極力定量的かつ明確に記述した。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクト内の各実施主体間の競争体制による場合のように、設置が適切でない場合を除き、指導力と先見性を有

するプロジェクトリーダーを選定・設置し、プロジェクトリーダーが、機構内部との明確な役割分担に基づき、機構

と連携してプロジェクトを推進できるよう、当該プロジェクトの推進に必要かつ十分な権限と責任を負うような制度

を構築する。なお、必要に応じてプロジェクトの企画立案段階からプロジェクトリーダーを指名し、プロジェクト基

本計画の策定及び研究体制の構築への参画を求める。 

［２３年度計画］ 

・設置が適切でない場合を除き、指導力と先見性を有するプロジェクトリーダーを選定・設置し、プロジェクトリーダ

ーが機構内部との明確な役割分担に基づき、機構と連携してプロジェクトを推進できるよう、当該プロジェクトの推

進に必要かつ十分な権限と責任を負うような体制の構築に努める。また、必要に応じて企画立案段階からプロジェク

トリーダーが参画できるよう、プロジェクトリーダーのプロジェクト開始前からの選定・設置を行う。 

［２３年度業務実績］ 

・設置が適切な全てのプロジェクトについて、平成２３年度は２２名のプロジェクトリーダー及びサブプロジェクトリ

ーダーを委嘱し、適切な研究開発チーム構成を実現した。また、プロジェクトリーダー等と機構のプロジェクト推進

部部長との間で了解事項メモを締結し、それぞれの役割を明確にするとともに、当該プロジェクトの推進に必要かつ
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十分な権限と責任を付与した。なお、プロジェクト企画段階からのプロジェクトリーダー選定・設置については、平

成２３年度は実施しなかった。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクトについては、その性格や目標に応じ、企業間の競争関係や協調関係を活用した適切な研究開発体制の構

築を行う。特に、研究管理法人を経由するものは、それが真に必要な役割を担うもののみとし極力少数とするととも

に、真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定し、成果を最大化するための最適な研究開発体制の構

築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ることのないよう留意する。 

［２３年度計画］ 

・プロジェクトについては、その性格や目標に応じ、企業間の競争関係や協調関係を活用した適切な研究開発体制の構

築を行う。その際、真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定し、成果を最大化するための最適な研

究開発体制の構築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ることのないよう留意する。 

［２３年度業務実績］ 

・プロジェクトの委託先等の選定については、外部有識者による事前審査と機構内の契約・助成審査委員会の２段階で

審査し、選考にあたっては、提案内容や執行能力などの優位性を審査基準にする他、優れた部分提案者の開発等体制

への組み込みを考慮すべき事項として、適切な研究開発フォーメーションの構築に努めた。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクトの終了後、機構外部の専門家・有識者を活用し、技術的成果、実用化見通し、マネジメント等を評価項

目とした事後評価を実施するとともに、その結果を以後の機構のマネジメントに活用する。 

［２３年度計画］ 

・プロジェクトの終了後、機構外部の専門家・有識者による事後評価３１件を実施し、研究成果、実用化見通し、マネ

ジメント等について評価するとともに、その結果を以後の機構のマネジメントに活用する。 

［２３年度業務実績］ 

・平成２３年度は、ナショナルプロジェクト３０件（１件は、２件に分割して評価を実施。２件は、後継案件と併せて

翌年度以降の評価としたため、当初予定数と異なる。）について外部専門家による事後評価を実施した。その結果得

られた多くの教訓等を、属人的なものとすることなく組織として蓄積し、今後のマネジメントに活かすとともにＰＤ

Ｓサイクルを強化していくため、研究開発マネジメントガイドラインの事例を拡充した。さらに、これらを研究開発

マネジメント能力向上のための研修に活用した。 

 
ⅱ）実用化・企業化促進事業 
［中期計画］ 

 実用化・企業化促進事業は、比較的短期間で成果が得られ、即効的な市場創出・経済活性化に高い効果を有し得るも

のであることにかんがみ、その実施に際しては、以下に留意するものとする。 

 なお、本事業の実施に当たっては、必要に応じて大学等の基礎基盤の科学技術の知見も活用し、実用化・企業化を後

押しするものとする。 

・テーマの採択に当たっては、本事業が比較的短期間で技術の実用化・市場化を行うことを目的とするものであること

に留意し、達成すべき技術目標及び実現すべき新製品等の「出口イメージ」が明確で、我が国の経済活性化やエネル

ギー・環境問題の解決により直接的で、かつ大きな効果を有する案件を選定する。 

・公的機関のニーズ等を踏まえた技術開発課題の解決への取組を行う事業については、その有効性等を検証しつつ実施

する。また、エコイノベーションの実現に資する取組を行う事業については、その有効性等を検討し、必要に応じて

実施する。 

［２３年度計画］ 

 実用化・企業化促進事業として、下記を実施する。 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。） 

②ＳＢＩＲ技術革新事業 

③新エネルギーベンチャー技術革新事業（フェーズＣ） 

④省エネルギー革新技術開発事業（実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ） 

⑤希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。）につ

いては、企業や大学等の技術シーズを実用化に効率的に結実させるため、テーマ重視の柔軟な運用の下に実施する。

事業実施中は実用化を念頭に置いた技術開発マネジメントを支援する。平成２３年度においては、新たに研究を開始

するテーマの採択を行い、また、早期の実用化や大きな波及効果が期待される技術課題を設定し、課題を速やかに解

決しうる革新的な技術に基づく実用化開発の採択を行う。継続分１００件のテーマを実施する。さらに、本事業の実

用化事例等について広く情報発信を行う。 

②ＳＢＩＲ技術革新事業については、公的機関のニーズ等を踏まえた技術開発課題を設定した上で公募を実施し、事前

研究（Ｆ／Ｓ）の採択を行い、実施するとともに、研究開発（Ｒ＆Ｄ）として継続分４件を実施する。なお、新規Ｆ

／Ｓ採択案件に対して、Ｒ＆Ｄへ移行する案件を絞り込むことを目的としてステージゲート評価を実施する。 

③新エネルギーベンチャー技術革新事業（フェーズＣ）については、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技

術オプションの発掘・顕在化を実現し、次世代の社会を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー関連技術

に関し、事業化可能性の高い基盤技術を保有しているベンチャー・中小企業による実用化技術の研究、実証研究等を
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実施する。平成２３年度においては、新規に研究を開始するテーマの採択を行い、助成（助成率２／３）で実施する

とともに、ハンズオン支援を実施する。また、平成２４年度新規採択に係る公募を平成２３年度内に実施する。 

④省エネルギー革新技術開発事業（実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ）については、「省エネルギー技術戦略２

１１」（平成２３年３月）の推進を十分に意識した大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的な技術の開発により、

「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に貢献するため、平成２３年度に研究開発を開始するテーマの採択を行

い、実施するとともに、継続分４４件のテーマを実施する。また、平成２４年度新規採択を行う場合には、公募手続

きを平成２３年度内に実施する。 

⑤希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業については、高性能磁石や電子材料に広く用いられる等、我が国の産業

競争力の確保のために必要不可欠なレアメタル（レアアース１７元素を含む）３１種類について、昨今の供給不安を

解決するため、助成事業終了後数年以内に実用化が見込まれるレアメタル代替、使用量削減およびリサイクル技術等

を支援する。 

［２３年度業務実績］ 

 実用化・企業化促進事業として、下記を実施した。 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。） 

②ＳＢＩＲ技術革新事業 

③新エネルギーベンチャー技術革新事業（フェーズＣ） 

④省エネルギー革新技術開発事業（実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ） 

⑤希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業 

①イノベーション推進事業については、平成２３年度事業の公募のうち一部を２回実施し、申請のあった１４０件につ

いて厳正に審査して４２件を採択するとともに、継続分１００件と合わせて、１４２件のテーマに対し助成金を交付

した。イノベーション推進事業の成果をＰＲするため、建築用石こうボードのリサイクルにつながる高機能フッ素処

理剤開発に関するプレスリリースを行うと共に、ホームページの実用化事例紹介頁にキャパシタ電極材・リチウムイ

オン電池負極材向け炭化物開発等の成果を新たに掲載した。加えて、２３年度公募の採択案件の公表においては、本

年度から、全採択案件の事業概要を掲載し、より分かり易く情報発信することに努めた。 

②ＳＢＩＲ技術革新事業については、公的機関のニーズ等を踏まえた技術研究課題を設定した上で公募を実施し、事前

研究（Ｆ／Ｓ）の採択を行った。申請のあった３０件について厳正に審査し９件を採択した。また、２２年度にＦ／

Ｓ案件として採択した８件について引き続き事業を実施すると共に、当該案件のステージゲート評価を実施し研究開

発（Ｒ＆Ｄ）として決定した継続分４件 についてＦ／Ｓ事業終了後、Ｒ／Ｄを実施した。また、新規Ｆ／Ｓ採択案

件９件に対して、Ｒ＆Ｄへ移行する案件を絞り込むことを 目的としてステージゲート評価を実施し、継続案件４件

を決定した。 

③新エネルギーベンチャー技術革新事業（フェーズＣ）については、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技

術オプションの発掘・顕在化を実現し、次世代の社会を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー関連技術

に関し、事業化可能性の高い基盤技術を保有しているベンチャー・中小企業による実用化技術の研究、実証研究等を

実施した。平成２３年度においては、新規に研究を開始するテーマの採択を行い、申請のあった１４件について厳正

に審査して５件を助成（助成率２／３）で実施するとともに、事業化に向けハンズオン支援を４回実施した。 平成

２４年度新規採択に係る公募については、３月２３日に公募を開始した。 

④省エネルギー革新技術開発事業（実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ）については、平成２３年度事業の公募を

実施し、１２４件の応募に対し２６件を採択・実施するとともに、継続分２１件のテーマを実施した。また、平成２

４年度からは「戦略的省エネルギー技術革新プログラム」を新設し、本事業を統合して実施することとしたため、本

事業での新規採択はおこなっていない。 

⑤希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業については、平成２２年度補正事業にて採択した５９テーマを引き続き

実施した。事業期間中には、より大きな成果が見込まれた５テーマの事業規模を拡大し助成金の増額配賦を行った。

事業終了後早期に実用化の目途を立てたテーマが複数あり、他にも優れた成果を得たテーマについてはプレスリリー

スやイベント出展など、開発した技術の実用化・事業化に向け広報活動も積極的に行った。 

 
ⅲ）技術シーズの育成事業 
［中期計画］ 

 広範な視点から社会・産業界のニーズに対応するため、大学・公的研究機関の研究者やその国際共同研究チームなど

が有する有望な技術シーズを育成する事業を実施する。その際、我が国の競争的な研究開発環境の醸成等研究開発シス

テムの改革にも資するよう努めるとともに、我が国の産業競争力の強化やエネルギー・環境問題解決等の政策目的に即

したテーマの選定を適切に行うため、以下に留意するものとする。 

・テーマの選定に当たっては、基礎的・基盤的なものから、広範な産業への波及効果が期待できるものまで、将来の産

業技術シーズとして広くポテンシャルを有するテーマを採択する。 

・所属機関や経歴・業績などにとらわれず、若手研究者や地方の大学・公的研究機関の優れた提案も積極的に発掘する。

その際、配分先の不必要な重複や過度の集中排除に努めるものとする。 

［２３年度計画］ 

 技術シーズの育成事業として「先導的産業技術創出事業（若手研究グラント）」を実施する。当該事業の実施に当た

っては、将来の産業技術シーズとしてポテンシャルを有するテーマや、広範な産業への波及効果が期待できるテーマを

対象とするとともに、所属機関や経歴・業績などにとらわれず、若手研究者や地方の大学・公的研究機関からの優れた

案件にも助成する。さらに、中間評価において、研究の進捗、企業との連携状況等を評価し、その結果に基づき、助成

の重点化を図ることとする。平成２３年度においては、新たな研究を開始するテーマの採択を行い実施するとともに、
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継続分１７８件のテーマを実施する。また、平成２４年度新規採択に係る公募を平成２３年度内に実施する。 

［２３年度業務実績］ 

・「産業技術研究助成事業」においては、平成２３年度は、継続分１７８件に対し、助成金を交付した。また助成開始

後２年目となる４８件を対象に中間評価を実施するとともに、終了した７４件を対象に事後評価を実施した。 

・研究開発途中の段階から優れた産業技術シーズを広く産業界に周知し、ビジネスパートナー、ユーザーとの連携強化

を促進することにより、産業応用化、実用化の確度を高めるための支援を行った。具体的には、研究成果の分かりや

すい情報発信および連携先企業候補の担当者との情報交換の場の提供支援等を実施した。 

（ウ）産業技術人材養成の推進 

［中期計画］ 

 民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーションの実現に貢献する技術者の養成事業の質的強化

を図る。具体的には、産業技術の将来を担う創造性豊かな技術者・研究者を機構の研究開発プロジェクトや公的研究機

関等の最先端の研究現場において研究開発等に携わらせること及び大学等の研究者への助成をすることにより人材を育

成するとともに、機構の研究開発プロジェクトに併設するＮＥＤＯ特別講座について効率的・効果的な実施方法の工夫

を図りつつ実施する。これらの活動を通じ、民間企業や大学等において中核的人材として活躍する技術者を、高齢化の

進展状況、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等程度養成する。産業技術フェ

ローシップ事業については、高度な学歴と知識を有する鉱工業技術者の養成を図るとともに、その成果を十分に把握す

るため、終了者の追跡調査等により事業成果を的確に把握し、事業目的に即した成果が得られているか検証するととも

に、検証結果を公表する。その際、終了者のうち本事業の養成目的に合致した業務に従事する者の占める割合を６０％

以上とする。 

［２３年度計画］ 

 民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーションの実現に貢献する技術者の養成事業の質的強化

を図る。具体的には、産業技術の将来を担う創造性豊かな技術者・研究者を機構の研究開発プロジェクトや公的研究機

関等の最先端の研究現場において研究開発等に携わらせること及び大学等の研究者への助成をすることにより人材を育

成するとともに、機構の研究開発プロジェクトに併設する「ＮＥＤＯ特別講座」について効率的・効果的な実施方法の

工夫を図りつつ実施する。これらの活動を通じ、民間企業や大学等において中核的人材として活躍する技術者を、高齢

化の進展状況、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等程度養成する。 

［２３年度業務実績］ 

・ナショナルプロジェクト等への若手研究者の参画等の推進を通して、約６６０名の若手研究者を中心とした人材養成

を行った。（第１期中期目標期間実績 ６，２１４名） 

  （定義：平成２３年度中に新たに登録した、４０歳未満の若手研究者（通年ベース）） 

（エ）技術経営力の強化に関する助言 

［中期計画］ 

 ナショナル・イノベーション・システムにおける機構の役割と責務を踏まえ、研究開発等の成果が事業者の経営上活

用されることを重視し、機構が実施してきた研究開発マネジメントの高度化に向けた取組を強化することにより技術経

営力に関する知見を深化させるとともに、その成果を活用した事業者の技術経営力の強化に関する助言に係る業務とし

て、以下の取組を実施する。 

［２３年度計画］ 

 ナショナル・イノベーション・システムにおける機構の役割と責務を踏まえ、研究開発等の成果が事業者の経営上活

用されることを重視し、機構が実施してきた研究開発マネジメントの高度化に向けた取組を強化することにより技術経

営力に関する知見を深化させるとともに、その成果を活用した事業者の技術経営力の強化に関する助言に係る業務とし

て、以下の取組を実施する。 

 

［中期計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用し、技術経営力に関する機構内職

員の研修を毎年度１コース以上実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を毎年度１回以

上開催すること等により、その知見を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクト

のフォーメーション等の決定における採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会などにおけ

る外部有識者を含めた関係各方面とのネットワークを十二分に活用する。 

［２３年度計画］ 

 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用しつつ、研究開発管理に必要なスキルに係る機構内職員の研修

を実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を１回以上開催すること等により、その知見を

産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクトのフォーメーション等の決定における採

択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会などにおける外部有識者を含めた関係各方面とのネッ

トワークを十二分に活用する。 

［２３年度業務実績］ 

・技術経営力の強化に関する情報の発信を目的として、イノベーションジャパン 2011 や NEDO 産業技術セミナーにてセ

ミナーを開催し、約３２０名の聴講者に講演を行った。「技術」と「知」を国際競争力に結びつける仕組みの構築や
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NEDO プロジェクトにおける出口戦略強化の取組みについて情報を発信した。 

・機構内職員向けの研修では、個々の職員が自らの資質・能力向上に効率的、効果的に取り組むために「プロジェクト

マネジメント研修」や「出口戦略セミナー」を実施した。プロジェクトマネジメント研修では、戦略的技術開発支援

のための理論とノウハウなどの講義・実習（全１０回）を実施し、出口戦略セミナーでは各国の取組み事例を用いて

知財マネジメントの重要性について全２３回のセミナーにより技術経営力等の能力を強化した。 

 

［中期計画］ 

・研究開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の研究開発現場等に毎年度１名以上派遣し、その経験を積ませる

とともに、大学における技術経営学、工学等の博士号、修士号等について、第２期中期目標期間中に５名以上の取得

を行わせる等、当該業務実施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開発制度を充実する。 

［２３年度計画］ 

・職員の研究開発マネジメント能力の更なる向上のため、１名の職員を外部の研究開発現場等に派遣し、その経験を積

ませる。また、２名の職員を大学院のＭＯＴコース等に派遣し、博士号、修士号の取得を目指し、必要な知識を習得

させる。 

［２３年度業務実績］ 

・研究開発現場への派遣として東京大学先端科学技術研究センターに１名の固有職員を派遣し、職員の研究開発マネジ

メント能力の向上を図った。また、東京大学博士課程に２名、東京工業大学博士課程に１名、東京理科大学修士課程

に１名、海外大学院の修士課程に１名の職員を派遣し、ＮＥＤＯ職員に求められる政策分析・立案手法、プロジェク

ト運営、技術経営論等に関する専門的知見の更なる習得、深化を図った。 

 

［中期計画］ 

・イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学

会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

［２３年度計画］ 

・イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学

会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として２０本程度の発表を行う。 

［２３年度業務実績］ 

・イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学

会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として、２４本の発表を実施した。 

 

［中期計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用し、機構の事業実施者に対し、知的財産の適切な管理・運営、

国際標準化の取組を含む技術経営力の強化に係る助言を行う。 

［２３年度計画］ 

・知財・国際標準化等の有識者を活用し、知財マネジメントへの取組への支援を強化する。併せて、特許分析システム

による情報収集・提供体制の整備を行う。また、機構の事業実施者に対して、技術経営力に係る助言等を行う。 

［２３年度業務実績］ 

・研究委託・助成先の中小企業、ベンチャー企業等に対し、ＮＥＤＯ職員と技術経営の専門家がコンサルティングを行

うなど、技術経営力の強化に関する助言業務を実施（２１回（２１事業者）） 

・知財マネジメント検討委員会を組織し、NEDO プロジェクトにおける知財マネジメントの運用強化に向けて、「知財マ

ネジメント基本方針」の見直しについて議論し、知財マネジメント支援の強化を目指し「必要書類作成ガイド」策定

に向けた検討を行った。 

・特許分析システムの運用に向けた準備として、システム利用案内と特許分析の試行に着手した。 

 

［中期計画］ 

・研究開発マネジメントのノウハウ等の成果を、社会人向け公開講座等を活用して、企業の技術開発部門や企画部門の

担当者等に発信する。 

［２３年度計画］ 

・研究開発マネジメントのノウハウ等の成果に基づき、研究開発管理に必要なスキルに係る機構内職員の研修を実施す

る。 

［２３年度業務実績］ 

・機構内職員向けの研修では、個々の職員が自らの資質・能力向上に効率的、効果的に取り組むために「プロジェクト

マネジメント研修」や「出口戦略セミナー」を実施した。プロジェクトマネジメント研修では、戦略的技術開発支援

のための理論とノウハウなどの講義・実習（全１０回）を実施し、出口戦略セミナーでは各国の取組み事例を用いて

知財マネジメントの重要性について全２３回のセミナーにより技術経営力等の能力を強化した。 

 

［中期計画］ 

・ベンチャー企業等を対象とする事業において、事業実施者の経営能力に関する要素を審査の過程で重視することとし、

審査の過程で得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバ

イスを行う。 

［２３年度計画］ 
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・イノベーション推進事業においては、申請時に企業経営自己評価レポートの提出を求めるとともに、審査の際に申請

者による知的資産経営のプレゼンテーションを実施することとする。また、審査の過程で得られた知見を基に、技術

経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、ベンチャー企業、中小企業等の事業実施者に対してアドバイスを行

う。 

［２３年度業務実績］ 

・イノベーション推進事業においては、１４０件の申請者全員から企業経営自己評価レポートを提出させ、審査の際に

申請者による知的資産経営のプレゼンテーションを実施し、審査委員から的確なアドバイスを行い、終了事業者評価

委員会の審査の結果、実用化の可能性の高い事業については技術経営力の強化に関する助言業務を実施した。 

 

［中期計画］ 

・研究開発と技術経営を担う人材を育成し、人的ネットワークを更に強化するための研究拠点として、技術経営等につ

いての「ＮＥＤＯ特別講座」を平成２１年度までに設置する。 

 

［中期計画］ 

・事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえつつ、良質な技術シーズを発掘するため、機構

の事業に対する応募に係る相談対応を毎年度２回以上実施する。 

［２３年度計画］ 

・事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえつつ、良質な技術シーズを発掘するため、機構

の事業に対する応募に係る相談対応を２回以上実施する。 

［２３年度業務実績］ 

・分野横断的公募事業の公募時期に合わせて公募説明会をのべ２２回、個別相談会をのべ１１回開催した。その他、経

済産業局等において制度説明会をのべ３３回開催した。 

 

（産業技術開発関連業務における技術分野ごとの計画） 
［中期計画］ 

 後掲 

［２３年度計画］ 

 別添 

［２３年度業務実績］ 

 別添 

（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

［中期計画］ 

 近年の中国・インドを始めアジア諸国の高い経済成長を背景とした世界のエネルギー需要の増加見通し、間近に迫っ

た京都議定書第一約束期間及びポスト京都議定書の議論が活発化の動きがある一方で、ドイツの太陽光発電導入量が平

成１７年度において日本を抜いて世界一となり、また、米国における平成１９年１月のブッシュ大統領の年頭演説にお

けるバイオマスエタノールの積極的導入方針の明確化などのエネルギーを巡る政策の激変も起きている。 

 こうした中、我が国では、中国、インド等アジアを中心とする諸国とのエネルギー・環境協力の動きを活発化させる

一方で、平成１９年５月には「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という全世

界に共通する長期目標を含めた「Ｃｏｏｌ－Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画」をとりまとめているところである。 

［２３年度計画］ 

 我が国では、２０２０年までに温室効果ガス排出量の２５％削減（１９９０年比）の実現を政府が掲げており、「新

成長戦略（平成２２年６月閣議決定）」において、蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率化、情報通信システムの

低消費電力化などの革新的技術開発や再生可能エネルギーやそれを支えるスマートグリッドの構築などが掲げられるな

ど、新エネルギー・省エネルギー関連業務等の重要性はますます高まっている。 

 

［中期計画］ 

 これらの情勢を踏まえ、機構は、我が国産業競争力の強化を果たしつつ我が国のエネルギー安定供給確保と地球温暖

化問題の課題解決に貢献するとともに、アジア地域を始めとする世界のエネルギー・環境問題の課題解決にも適切な貢

献を果たしていくことを念頭に置き、我が国の新エネルギー・省エネルギーの２０１０年度目標及び京都議定書目標達

成計画の達成のための短期対策を加速的に実施することと、２０３０年度を目処とした我が国エネルギー戦略の達成や

地球温暖化問題の究極の目的達成に貢献することを視野に入れた中長期対策を着実に実施すること等のため、新エネル

ギー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組むべき分野の技術開発、実証試験及び導入普及の各業務、石炭

資源開発業務等を戦略的・重点的に推進する。 

［２３年度計画］ 

 これらの情勢を踏まえ、機構は、新エネルギー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組むべき分野の技術

開発、実証試験及び導入普及の各業務等を戦略的・重点的に【新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分

野ごとの計画】のとおり推進する。 

 なお、石炭資源開発業務については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議

決定）」について適切に対応する。 
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［中期計画］ 

 これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他

適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出

抑制を図る。 

［２３年度計画］ 

 これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他

適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出

抑制を図るという中期計画の達成に向けて取り組む。 

［２３年度業務実績］ 

 これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他

適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出

抑制を図るという中期計画の達成に向けて取り組んだ。 

 平成２３年度まででＮＥＤＯでの実施は終了となり、第１期、第２期とも年平均で約２００万トン程度、通算１，７

８１万トンのＣＯ２削減効果をあげた。 

 

［中期計画］ 

 なお、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務においては、石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法

律（昭和５５年法律第７１号）及びエネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に基づき定め

られた目標の達成状況を踏まえつつ、すべての事業について、第２期中期目標期間中に継続の必要性や事業成果につい

て検証し、必要性や成果が乏しい事業については廃止する。また、継続実施する事業及び新たに実施する事業について

は、必ず終期を設定する。 

［２３年度計画］ 

 なお、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務においては、事業の見直しを行い、平成２３年度以降ＮＥＤＯにお

ける新規採択は実施せず、継続事業を推進する。 

［２３年度業務実績］ 

 なお、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務においては、事業の見直しを行い、平成２３年度以降ＮＥＤＯにお

ける新規採択は実施せず、継続事業を推進した。 

 

［中期計画］ 

 また、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務における実施者ごとの個別の案件の実施期間について、原則２年以

内とし、２年を超える場合には、事業ごとに技術的専門家から構成されることとなる委員会によって事業実施期間を設

定する。ただし、設備・機器の生産や設置工事等の関係であらかじめ定めた事業実施期間内での完了が困難な場合は、

有識者から構成されている審査委員会の審査を受けて事業実施期間を延長する。 

 

（新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ごとの計画） 
［中期計画］ 

 後掲 

［２３年度計画］ 

 別添 

［２３年度業務実績］ 

 別添 

（３）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の実施に係る

共通的実施方針 

（ア）企画・公募段階 

［中期計画］ 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算の成立を条件として、実施年度の

前年度の３月までに公募を開始する。 

［２３年度計画］ 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算等の成立を条件として、平成２３

年度の３月までに公募を開始する。 

［２３年度業務実績］ 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算の成立を条件として、平成２３年

度の３月までに公募を開始した。 

 

［中期計画］ 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を実施する。また、公募に際して

は、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除
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く。）には公募に係る事前の周知を行う。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地方の提案者の利便にも

配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図る。 

［２３年度計画］ 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を実施する。また、公募に際して

は、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除

く。）には公募に係る事前の周知を行う。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地方の提案者の利便にも

配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図る。 

［２３年度業務実績］ 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を実施した。また、公募に際して

は、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除

く。）には公募に係る事前の周知を行った。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地方の提案者の利便に

も配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図った。 

 

［中期計画］ 

ⅲ）テーマ公募型の研究開発事業については、採択件数の少ない事業を除き、年度の枠にとらわれない随時の応募相談

受付と年間複数回の採択を行う。 

［２３年度計画］ 

ⅲ）テーマ公募型の研究開発事業については、採択件数の少ない事業を除き、年度の枠にとらわれない随時の応募相談

受付と年間複数回の採択を行う。 

［２３年度業務実績］ 

ⅲ）テーマ公募型の研究開発事業については、随時、応募を予定している者等からの相談等に対応した。また、平成２

３年度においてはイノベーション推進事業（課題解決型実用化開発助成事業）、省エネルギー革新技術開発事業につ

いては２回の採択を実施した。 

 

［中期計画］ 

ⅳ）新エネルギー・省エネルギー関連業務等の「実証」及び「導入普及」業務においては、制度の利用者が容易に事業

の趣旨や応募方法等を理解できるよう、第１期中期目標期間に引き続き、事業横断的な統一マニュアルを策定し、で

きる限り公募方法等を統一化するとともに、補助金交付規程等の規程類を機構のホームページ上で公開し、利用者の

利便性の向上に向けた情報提供を更に充実する。 

［２３年度計画］ 

ⅳ）新エネルギー・省エネルギー関連業務等の「実証」及び「導入普及」業務においては、制度の利用者が容易に事業

の趣旨等を理解できるよう、補助金交付規程等の規程類を機構のホームページ上で公開する等、利用者の利便性の向

上に向けた情報提供を行う。なお、専門性を有しない単純な普及支援は、廃止又は他の民間団体へ移管する。 

［２３年度業務実績］ 

ⅳ）新エネルギー・省エネルギー関連業務等の「実証」及び「導入普及」業務においては、制度の利用者が容易に事業

の趣旨や応募方法等を理解できるよう、第１期中期目標期間に引き続き、事業横断的な統一マニュアルを策定し、で

きる限り公募方法等を統一化するとともに、補助金交付規程等の規程類を機構のホームページ上で公開した。 

 

［中期計画］ 

ⅴ）機構外部からの優れた専門家・有識者の参加による、客観的な審査・採択基準に基づく公正な選定を行う。 

［２３年度計画］ 

ⅴ）機構外部からの優れた専門家・有識者の参加による、客観的な審査・採択基準に基づく公正な選定を行う。 

［２３年度業務実績］ 

ⅴ）事業実施者の審査・選定については、応募要領に審査の方法・基準を示した上で、約５，０００人の外部有識者を

活用して、客観的で公正な審査・選定に努めた。 

 

［中期計画］ 

ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

［２３年度計画］ 

ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

［２３年度業務実績］ 

ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行った。 

（イ）業務実施段階 

［中期計画］ 

ⅰ）交付申請・契約・検査事務などに係る事業実施者の事務負担を極力軽減するとともに、委託事業においては研究開

発資産等の事業終了後の有効活用を図る。 

［２３年度計画］ 

 交付申請・契約・検査事務などに係る事業実施者の事務負担を極力軽減するとともに、委託事業においては研究開発

資産等の事業終了後の有効活用を図る。 
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［２３年度業務実績］ 

 事業者の事務負担の軽減を図るべく、知財に関わる申請書の記載内容をより明確化することにより契約事務の効率化

を推進した。また、共同研究契約終了後の資産の引取価額について、事業終了時点の残存価格とすることにより金額を

客観化、さらに、引取価額の支払い譲渡完了までの間についても事業者に使用を認める対応を行うことにより、資産の

有効活用方法を明確にした。 

 

［中期計画］ 

 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向けた明確なコミットメントが得ら

れる場合には、最長３年間程度の複数年度契約・交付決定を実施する。国からの補助金等を原資とする事業については、

その性格を踏まえつつも、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施システムを構築することにより、年度の切れ

目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、利用者本位の制度運用を行う。 

［２３年度計画］ 

 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向けた明確なコミットメントが得ら

れる場合には、最長３年間程度の複数年度契約・交付決定を実施する。国からの補助金等を原資とする事業については、

その性格を踏まえつつも、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施システムを構築することにより、年度の切れ

目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、利用者本位の制度運用を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向けた明確なコミットメントが得ら

れる場合には、最長３年間程度の複数年度契約・交付決定を原則実施した。平成２３年度新規契約についてもほぼ１０

０％の導入となった。国からの補助金等を原資とする事業についても、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施

システムを構築することにより、年度の切れ目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、早期の事務手

続きにより利用者本位の制度運用を行うように努めた。 

 

［中期計画］ 

 なお、十分な審査期間を確保することに最大限留意の上、応募総数が多い場合等、特段の事情がある場合を除き、公

募締切から採択決定までの期間をそれぞれ以下の日数とすることにより、事務の合理化・迅速化を図る。 

・ナショナルプロジェクト：原則４５日以内 

・実用化・企業化促進事業：原則７０日以内 

・技術シーズの育成事業 ：原則９０日以内 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務の「実証」及び「導入普及業務」：原則６０日以内 

［２３年度計画］ 

 なお、十分な審査期間を確保することに最大限留意の上、応募総数が多い場合等、特段の事情がある場合を除き、公

募締切から採択決定までの期間をそれぞれ以下の日数とすることにより、事務の合理化・迅速化を図る。 

・ナショナルプロジェクト：原則４５日以内 

・実用化・企業化促進事業：原則７０日以内 

・技術シーズの育成事業 ：原則９０日以内 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務の「実証」及び「導入普及業務」：原則６０日以内 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度に公募を実施した研究開発プロジェクト等の受託者・交付先の採択については、海外との調整に時間を

要した案件（３件）、条件付き採択等による実施内容・技術要件・研究体制などの調整に時間を要した案件（４件）及

び震災の影響で、審査に時間を要した案件（１件）を除き、事業区分毎に掲げる公募締切から採択決定までの目標期間

以内で採択決定した。 

・ナショナルプロジェクトでは、期間内で採択決定を行った事業は３２件中２６件（８１％） 

・実用化・企業化促進事業では、公募を行った事業１１件全て期間内で採択決定を行った。（１００％） 

・技術シーズの育成事業（若手研究者に対する助成事業）は、公募を行った事業１件について、期間内で採択決定を行

った。（１００％） 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務の実証・導入普及事業では、期間内で採択決定を行った事業は４０中３８件

（９５％） 

 

［中期計画］ 

ⅱ）委託先の事情により適用できない場合等を除き、委託事業における日本版バイドール条項の適用比率を１００％と

することにより研究開発実施者の事業取組へのインセンティブを高めるとともに、委託先に帰属する特許権等につい

て、委託先における企業化の状況及び第三者への実施許諾の状況等につき毎年調査し、適切な形で対外的に公表する。 

［２３年度計画］ 

 委託先の事情により適用できない場合等を除き、委託事業における日本版バイドール条項の適用比率１００％とする

ことにより、研究開発実施者の事業取組へのインセンティブを高めるとともに、委託先に帰属する特許権等について、

委託先における企業化の状況及び第三者への実施許諾の状況等につき調査し、適切な形で対外的に公表する。 

［２３年度業務実績］ 

 公表している知財マネジメント基本方針の内容向上に向けた調査や検討委員会を実施した。バイドール条項が適用さ

れた知的財産の活用状況をより的確に把握するために特許管理業務とシステム上の連携を図った。バイドール調査によ

り得られたデータを公表し、特許庁と意見交換を行うことにより、プロジェクトから発生した知財について、ＮＥＤＯ

－34－



  

によるグリップ・有効活用の推進に資する取組を強化した。 

 

［中期計画］ 

ⅲ）制度面・手続き面の改善を、変更に伴う事業実施者の利便性の低下にも留意しつつ行うとともに、事業実施者に対

する説明会を毎年度４回以上行う。また、毎年度、事業実施者に対してアンケートを実施し、制度面・手続き面の改

善点等について、８割以上の回答者から肯定的な回答を得る。 

［２３年度計画］ 

 事業実施者に対するアンケートで、中期目標期間中に８割以上の回答者から肯定的な回答を得られるように、事業実

施者の利便性の向上を意識しつつ、制度面・手続き面の改善を行う。また、事業実施者に対する説明会を４回以上行う。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度の当機構の制度改善に係る全体的な取り組みについてアンケート調査を実施したところ、アンケート回

答者から「満足している」との９割を大幅に上回る肯定的回答が得られた。また、平成２３年度に取り組んだ労務費の

単価の改訂及び補助員費の上限単価の見直しについては、改善項目を理解している回答者の８割以上から「改善と思

う」との肯定的な回答を得た。 

 平成２３年度は、事業実施者に対する契約・検査制度についての説明会を６月・９月・１０月・２月の４回、全国７

箇所（６月は５箇所、９・１０月は４箇所、２月は７箇所：札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、福岡）で開催し、

制度の改善事項の一層の周知を図った。 

（ウ）評価及びフィードバック 

［中期計画］ 

 機構外部の専門家・有識者を活用した厳格な評価を行い、その結果を基に、事業の加速化・縮小・中止・見直し等を

迅速に行うとともに、以降の事業実施及び予算要求プロセスに反映する。特に、中間時点での評価結果が一定水準に満

たない事業については、国からの運営費交付金を原資とする事業にあっては抜本的な改善策等がない場合には原則とし

て中止するとともに、国からの補助金等を原資とする事業にあっては技術開発動向、エネルギー市場・産業の動向、制

度利用者の要望等を踏まえた政策当局への提言等をより積極的に行い、政策実施機関としての役割を全うする。 

［２３年度計画］ 

 機構外部の専門家・有識者を活用した厳格な評価を行い、その結果を分析したデータを基に、事業の加速化・縮小・

中止・見直し等を迅速に行うとともに、以降の事業実施及び予算要求プロセスに反映する。 

 特に、中間時点での評価結果が一定水準に満たない事業については、国からの運営費交付金を原資とする事業にあっ

ては抜本的な改善策等がない場合には原則として中止するとともに、国からの補助金等を原資とする事業にあっては技

術開発動向、エネルギー市場・産業の動向、制度利用者の要望等を踏まえた政策当局への提言等をより積極的に行い、

政策実施機関としての役割を全うする。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は、５年間程度以上の期間を要し、かつ事業開始から３年目程度を経過したナショナルプロジェクト１

０件について、機構外部の専門家・有識者を活用した中間評価を実施し、その評価結果を受け、国からの運営費交付金

を原資とする事業の内、１事業はテーマの一部を加速し、別の２事業については計画の見直しなどの改善を行った。 

（エ）成果の広報・情報発信に関する事項 

［中期計画］ 

ⅰ）国民へのわかりやすい成果の情報発信・提供のため、対象に応じた、成果の映像、印刷物、ホームページ等の媒体

の製作・提供、成果発表会、展示会等の開催及び出展等を行う。特に、機構の最新の取組等を紹介する機関誌につい

ては年４回以上発行するとともに、分野ごとのパンフレットについては定期的に更新する。これらの媒体については、

必要に応じて英語版を含む外国語版を作成する。 

 国民一般を対象とした広報・情報発信については、特に、記者発表回数や来場者１万人超の一般向け展示会（産業

技術、エネルギー・環境関連）出展数を毎年度現行水準以上とする。 

 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした広報・情報発信については、特に、科学技術館の展示内容

の充実を図るとともに、子ども向け啓発事業を毎年度３回以上実施する。また、アンケート等を通じてこれらの効果

について検証し、その結果に応じて内容を見直す。 

［２３年度計画］ 

ⅰ）平成２３年度においては、各分野のパンフレットは引き続き、デザイン等の統一性を図るなど、コスト削減を目的

とした合理的な作成を行う。なお、各分野のパンフレットは重複がないように適宜見直し、合理的に作成する。 

 広報誌として、研究成果の最新情報や機構が取り組む様々な活動の紹介などをわかりやすく掲載した「ＦＯＣＵＳ 

ＮＥＤＯ」を４回発行する。 

 国民への情報発信のため、マスメディアへの積極的アピールを進めるべく、各部門の研究成果について記者会見を

実施する。また、マスメディアに対してＮＥＤＯ事業への理解を深めるためのブリーフィングを実施する。 

 さらに、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の社会への貢献を広く国民に理解しても

らえるよう、各種成果報告会の開催、セミナー・シンポジウムの開催、来場者１万人超の展示会への出展等を行う。

なお、出展する展示会の選定にあたってはゼロベースで見直しを行う。 

 また、一般国民への分かりやすく、迅速な情報発信のために、ホームページのコンテンツについて、随時アップデ
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ートを行う。また、海外向けの英語コンテンツの充実を図る。 

 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした情報発信を、科学技術館等において積極的に展開するほか、

小中学生向けのイベント等普及啓発事業を３回以上行う。なお、常設展示業務の効率化の観点から、常設展示につい

ての基本方針を策定する。 

 分かりやすい情報発信を行うよう広報活動を強化するため、引き続き広報室の各部への指導強化を行う。 

［２３年度業務実績］ 

ⅰ）平成２３年度においては、成果のみならず、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の幅

広い活動をわかりやすく伝えるため「ＮＥＤＯ活動報告アニュアルレポート２０１１」を作成。日本語版のみならず

英語版も作成し配賦を行った。また、各分野のパンフレットは重複がないように適宜見直しを図り、コスト削減につ

なげた。 

 広報誌として、研究成果の最新情報や機構が取り組む様々な活動の紹介などをわかりやすく掲載した「ＦＯＣＵＳ 

ＮＥＤＯ」を４回発行。社会的に関心の高い「ロボット技術」や「水循環技術」等について取り上げ、アピールを行

った。 

 国民への情報発信のため、マスメディアへの積極的アピールを進めるべく、各部門の研究成果について記者会見を

実施。また、マスメディアに対してＮＥＤＯ事業への理解を深めるためのブリーフィングを実施した。 

 さらに、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の社会への貢献を広く国民に理解しても

らえるよう、各種成果報告会の開催、セミナー・シンポジウムの開催、来場者１万人超の展示会への出展等を行った。

なお、出展する展示会の選定にあたってはゼロベースで見直しを行ったことにより、出展すべき展示会の絞込みをか

け、それらに重点的に力を入れることが出来た。 

 また、一般国民への分かりやすい情報発信を行うために、適宜ホームページのコンテンツを見直し、バナーを活用

したメリハリのある情報発信を図った。 

 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした情報発信を科学技術館等において積極的展開するほか、小

中学生向けのイベント等普及啓発事業（朝日新聞「環境教室」への協力、霞ヶ関デー、被災地太陽電池工作教室）な

どを行った。 

 分かりやすい情報発信を行うよう広報活動を強化するため、広報室の各部への指導強化を行った結果、特にプレス

リリース案件については、露出の増加につながった。 

 

［中期計画］ 

ⅱ）研究開発の成果を基礎とした産業競争力及び新エネルギー・省エネルギー分野への貢献（アウトカム）については、

中長期な視野で様々な事例とその幅広い波及効果を収集・把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、毎

年度、広く情報発信を行う。 

［２３年度計画］ 

ⅱ）研究開発の成果を基礎とした産業競争力及び新エネルギー・省エネルギー分野への貢献（アウトカム）については、

中長期的な視野で様々な事例とその幅広い波及効果を収集・把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、

広く情報発信を行う。 

［２３年度業務実績］ 

ⅱ）アウトカム把握について、集計データを 30 品目から 50 品目に更新し、ＣＯ２削減効率や市場シェア率の観点から

社会的便益を尺度とする評価を行った。これらアウトカムの情報発信として、ＮＥＤＯのウェブサイトに、追跡調査

等で把握したＮＥＤＯプロジェクトによる成果の実用化事例として下水汚泥ガス発電システムやノンフロン型省エネ

冷凍空調システムなど、新たな情報発信等を行った。 

 

［中期計画］ 

ⅲ）展示会等の企画・開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を通じ、事業で得られた研究開発成果を積極

的に発表することにより、研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その際、成果の

公表等については、国民への情報発信や学界での建設的情報交換等の視点と、知的財産の適切な取得、国際標準化等

その成果の我が国経済活性化への確実な貢献等の視点とに留意するものとする。 

［２３年度計画］ 

ⅲ）展示会等の企画・開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を通じ、事業で得られた研究開発成果を積極

的に発表することにより、研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その際、成果の

公表等については、国民への情報発信や学界での建設的情報交換等の視点と、知的財産の適切な取得、国際標準化等

その成果の我が国経済活性化への確実な貢献等の視点とに留意するものとする。 

［２３年度業務実績］  

ⅲ）事業で得られた研究開発成果の発表・マッチングのために、イノベーションジャパン、国際福祉機器展等のイベン

ト（展示会・国際会議・成果報告会・セミナー・シンポジウム）(６９件)を開催・出展した。うち、スマートグリッ

ド展／スマートグリッドサミット、World Future Energy Summit、エコプロダクツ展等の来場者が１万人を超える国

内外の展示会(２１件)への出展等を行い、積極的な情報発信を行った。 

 

［中期計画］ 

ⅳ）内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及び

プロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等

に機構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 
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［２３年度計画］ 

ⅳ）内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及び

プロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等

に機構自身として２０本程度の発表を行う。 

［２３年度業務実績］ 

ⅳ）イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、

学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として、２４本の発表を実施した。 

 

［中期計画］ 

 なお、補正予算により追加的に措置された交付金及び補助金の活用については、以下のとおりとする。 

ａ）平成２０年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金及び補助金については、「安心実現のための

緊急総合対策」の低炭素社会実現対策のために措置されたことを認識し、低炭素社会の早期実現に向けた取組強化

のために活用する。 

ｂ）平成２０年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「生活対策」の中小・小規模企

業等支援対策のために措置されたことを認識し、中小企業等に対する研究開発支援の強化のために活用する。 

ｃ）平成２１年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「経済危機対策」の低炭素革命、

健康長寿・子育て及び底力発揮・２１世紀型インフラ整備のために措置されたことを認識し、低炭素・循環型社会

の構築、資源大国の実現、医療品等新技術の開発加速、中小企業支援の推進、ＩＴの徹底活用による国民の利便性

向上のために活用する。 

ｄ）平成２１年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「明日の安心と成長のための緊

急経済対策」の環境・エネルギー技術への挑戦のために措置されたことを認識し、低炭素社会の実現に不可欠な素

材の開発等、革新的な環境技術開発の前倒しや低炭素社会システムの実現に向けた取組の推進のために活用する。 

ｅ）平成２２年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「円高・デフレ対応のための緊

急総合経済対策」のグリーン・イノベーションの推進、ライフ・イノベーションの推進のために措置されたことを

認識し、レアアース等代替技術の開発、グリーン・イノベーションの研究開発支援の加速、ライフ・イノベーショ

ンの研究開発支援の加速のために活用する。 

f)平成２３年度補正予算（第３号）により追加的に措置された交付金については、東日本大震災からの復興のために

措置されたことを認識し、省エネルギー分野等の革新的技術開発、災害対応無人化システム研究開発のために活用

する。 

［２３年度計画］ 

 なお、補正予算により追加的に措置された交付金については、それぞれの政策目的のために措置されたことを認識し、

着実に執行する。 

＜平成２３年度補正予算（第３号）＞ 

 東日本大震災からの復興のために措置されたものであることを踏まえ、省エネルギー分野等の革新的技術開発や災害

対応無人化システム研究開発プロジェクトを行った。なお、新規事業者の選定が必要な研究開発については、適切に公

募を行い、平成２３年度中に全ての契約を締結した。 

 

（４）クレジット取得関連業務 

［中期計画］ 

 クレジット取得関連業務は、京都議定書における我が国の目標達成に資するための京都メカニズムクレジットの取得

を確実かつ費用対効果を考慮して行うことを目的として、経済産業省及び環境省が機構に委託したものである。 

 第１期中期目標期間中、政府としてのクレジット取得の制度と運用体制の構築、及びクレジット取得の契約締結を行

ってきた。 

 第２期中期目標期間におけるクレジット取得関連業務の実施に当たっては、引き続き経済産業省及び環境省との緊密

な連携の下、我が国が京都議定書目標達成計画に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内

対策を基本として国民各界各層が最大限努力してもなお京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、計画的に目標

達成に必要と見込まれるクレジットの取得及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強化をしつつ実施するものとす

る。その際、①計画的にクレジットを取得するとともに、国の財政支出の効率化の観点から、取得に係る予算総額の低

減を含めた、効率的かつ着実なクレジットの取得に努めること、②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発

への支援を図ること、という観点を踏まえつつ、適切に業務を推進する。 

 かかる目的の実現のため、以下に留意するものとする。 

［２３年度計画］ 

 クレジット取得関連業務の実施に当たっては、経済産業省及び環境省との緊密な連携の下、「京都議定書目標達成計

画」に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内対策を基本として国民各界各層が最大限努

力してもなお京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、計画的に目標達成に必要と見込まれるクレジットの取得

及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強化をしつつ実施するものとする。その際、①計画的にクレジットを取得

するとともに、国の財政支出の効率化の観点から、取得に係る予算総額の低減を含めた、効率的かつ着実なクレジット

の取得に努めること、②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援を図ること、という観点を踏まえ

つつ、適切に業務を推進する。 
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 以下において「プロジェクト」とは、クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）、共同実施（ＪＩ）又はグリーン投資スキ

ーム（ＧＩＳ）のいずれかに係るプロジェクトをいう。 

 また、クレジット取得事業の形態は、下記のとおりとする。 

①機構が、自らもプロジェクト参加者等として京都議定書に基づく他のプロジェクト参加者等との間でクレジット購入

契約を締結し、クレジット発行者からクレジットを直接取得する事業。 

②機構が、クレジットを既に取得又は今後取得する見込みのある事業者等との間で転売等によるクレジット購入契約等

を締結し、クレジットを取得する事業。 

③機構が、日本国政府と京都議定書附属書Ｂ国※政府による覚書等に基づき、附属書Ｂ国政府と排出割当量売買契約を

締結し、クレジットを取得する事業。 

 ※附属書Ｂ国とは、京都議定書附属書Ｂに掲げられた排出削減に関する数値目標を有している国を指す。 

［２３年度業務実績］ 

 クレジット取得にあたっては、地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援という観点を踏まえ、各

種プロジェクトのうち、効率的かつ着実なクレジット取得を行える体制は維持しているが、平成２３年度は政府方針に

よりクレジットの取得は行わなかった。これまでに、政府取得目標の約１億トン－ＣＯ２に迫る９，７５５．９万トン

－ＣＯ２の契約量を確保している。 

 平成２３年度はクレジットの確実な移転に注力し、引き続き事務管理等の効率化・適正化に努めたところ、新たに７

６５．５万トン－ＣＯ２を政府の管理口座へ移転、累積では８，９５９．３万トン－ＣＯ２となるなど、第一約束期間

の目標達成に貢献した。 

 ＧＩＳ案件については、移転されたクレジットを確実なものとするために、グリーニングの着実な実施を推進すると

ともに、日本の環境技術移転を図るべく、契約相手国において日本技術紹介のワークショップ等を開催した。 

 既契約のＣＤＭ案件については、国連審査の長期化・厳格化の現状に対応するため、プロジェクト実施者や関係機関

等と連携を密にし、国連登録及びクレジット発行の円滑化の推進に努めた。 

（ア）企画・公募段階 

［中期計画］ 

ⅰ）クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）・共同実施（ＪＩ）・グリーン投資スキーム（ＧＩＳ）によるクレジットの取得

に最大限努力する。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下「契約相手先」という。）の選定については、原則とし

て公募によるものとし、その際ホームページ等のメディアの最大限の活用等を図る。また、原則として随時の応募受

付と年間複数回の採択を実施する。また、必要に応じて公募説明会を開催し、契約相手先に対して公募に関する周知

を図る。 

ⅲ）契約相手先の選定においては、客観的な審査・採択基準に基づく公正な審査を行う。具体的には、その信用力、プ

ロジェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期その他必要な事項を考慮して選定する。その際、必要に

応じて世界で取引されているクレジットのデータベース等の活用などを図るなど、優れた提案等を速やかに採択する

ための審査体制を維持する。また、審査に当たっては、提案者等が国際ルール等を踏まえて行った、クレジットを生

成するプロジェクトに係る環境に与える影響及び地域住民に対する配慮の徹底について確認を行う。 

ⅳ）クレジット取得においては、リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、

個々のクレジット取得におけるリスクを厳正に評価することに加えて、取得事業全体として、契約相手先やプロジェ

クト実施国を分散させることなどの措置を講じる。 

［２３年度計画］ 

ⅰ）ＣＤＭ・ＪＩ・ＧＩＳに係るプロジェクトによるクレジットの取得に最大限努力する。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下「契約相手先」という。）の選定については、原則とし

て、公募によるものとし、必要に応じて随時の応募受付と年間複数回の採択を実施するものとする。その際ホームペ

ージ等のメディアの最大限の活用等を図る。また、必要に応じて公募説明会を開催し、契約相手先に対して公募に関

する周知を図る。 

ⅲ）契約相手先の選定においては、客観的な審査・採択基準に基づく公正な審査を行う。具体的には、信用力、プロジ

ェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期その他必要な事項を考慮して選定する。その際、必要に応じ

て世界で取引されているクレジットのデータベース等の活用などを図るなど、優れた提案等を速やかに採択するため

の審査体制を維持する。また、審査に当たっては、提案者等が国際ルール等を踏まえて行った、クレジットを生成す

るプロジェクトに係る環境に与える影響及び地域住民に対する配慮の徹底について確認を行う。 

ⅳ）クレジット取得においては、リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、

個々のクレジット取得におけるリスクを厳正に評価することに加えて、取得事業全体として、契約相手方やプロジェ

クト実施国を分散させることなどの措置を講じる。 

［２３年度業務実績］ 

ⅰ）政府方針により、平成２３年度はクレジット取得を行わなかった。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手方となる事業者等（以下「契約相手先」という）の選定については、クレジット

価格等の状況を精査しつつ公募を検討したが、結果として公募は見送りとした。 

ⅲ）契約相手先の選定にあたって、信用力、プロジェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期等を考慮し、

客観かつ公平な審査を行う体制を維持した。世界で取引されているクレジット価格情報や企業情報等のデータベース

も活用し、クレジットを生成するプロジェクトの環境に与える影響及び地域住民に対する配慮を徹底するため、提案
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者に対するヒアリングを行うこともスキーム化している。 

ⅳ）ＧＩＳ案件について、グリーニングリスク等の固有のリスクを厳正に評価した上で契約締結しており、グリーニン

グ施行に関しては、履行違反を防ぐべくモニタリング等による確認と是正指導を可能とし、着実なグリーニングを可

能とする緻密なスキームを導入し実施した。また、実施国を分散させることで、リスク低減を図った。 

（イ）業務実施段階 

［中期計画］ 

ⅰ）クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、必要に応じ

て取得契約額の一部前払いを行う。この際、契約相手先の業務遂行能力・信用力等を厳格に審査するとともに、原則

前払い額の保全のための措置を講じる。また実際にクレジットが移転されるまでに相当の期間を要することから、必

要に応じ、複数年度契約を締結する。 

ⅱ）契約相手先からの進捗状況に関する定期報告の提出及び随時の報告の聴取や必要に応じた現地調査等を行うことに

より、プロジェクトの進捗状況の把握に努めるとともに、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行い、当

初の取得契約が遵守されるよう管理する。また、管理に当たっては、複数年度契約により年々累積していく契約案件

を効率的に管理していくための体制を構築する。 

ⅲ）クレジット取得等業務を取り巻く環境の変化等を踏まえて柔軟かつ適切に対応する体制とするとともに、必要に応

じた職員の能力向上、機構内の関係部門との連携を図る。また、将来のプロジェクトの案件形成にあっては、その実

施が可能な地域や省エネルギー技術・新エネルギー技術等の拡大を図るため、関連する業務の成果との連携を図る。

これらにより、適切に効率的かつ効果的な業務管理・運営を実施する。 

［２３年度計画］ 

ⅰ）クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、必要に応じ

て取得契約額の一部前払いを行う。この際、契約相手先の業務遂行能力・信用力等を厳格に審査するとともに、原則

前払い額の保全のための措置を講じる。また実際にクレジットが移転されるまでに相当の期間を要することから、必

要に応じ、複数年度契約を締結する。 

ⅱ）契約相手先からの進捗状況に関する定期報告の提出及び随時の報告の聴取や必要に応じた現地調査等を行うことに

より、プロジェクトの進捗状況の把握に努めるとともに、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行い、当

初の取得契約が遵守されるよう管理する。また、管理に当たっては、複数年度契約により年々累積していく契約条件

を効率的に管理していくための体制を構築する。 

ⅲ）クレジット取得等業務を取り巻く環境の変化等を踏まえて柔軟かつ適切に対応する体制とするとともに、必要に応

じた職員の能力向上、機構内の関係部門との連携を図る。また、将来のプロジェクトの案件形成にあっては、その実

施が可能な地域や省エネルギー技術、新エネルギー技術等の拡大を図るため、関連する業務の成果との連携を図る。

これらにより、適切に効率的かつ効果的な業務管理・運営を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

ⅰ）平成２３年度はクレジットの取得に係る新たな契約締結をなかったが、契約相手先の業務遂行能力・信用力等の厳

格な審査等の費用対効果を考慮した審査・契約体制は維持している。 

ⅱ）確実なデリバリー実施の観点から、ＧＩＳ案件においては、グリーニングの進捗状況等について契約相手国からの

定期報告や必要に応じて実施する現地調査（海外事務所の活用を含む）を通して把握、必要に応じて実施計画の見直

しを指示する等、適切な指導を行った。また、年々累積していくＣＤＭ並びにＧＩＳ契約の管理のため、適正規模の

要員数で対応した。 

ⅲ）ＧＩＳによるグリーニング活動への支援の本格化に伴い、欧州事務所、国際部及び各技術部との連携強化に引き続

き注力。今後の取得事業を取り巻く環境変化に対応するため、要員を適切に配置しつつ、取得業務の進捗を踏まえ人

員体制の効率化を図るなど業務体制を整備した。また、気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）等に積極的に参加し、

情報収集及び発信に努めた。 

（ウ）評価及びフィードバック・情報発信 

［中期計画］ 

ⅰ）クレジット取得関連業務が京都議定書の目標達成という国際公約に関係していることのみならず、国民の関心の高

い地球温暖化防止に直結した業務であることを踏まえ、毎年度、クレジット取得量及び取得コストの実績について、

外部の専門家・有識者を活用しつつ、京都メカニズムクレジットの市場価格等を踏まえたクレジット取得事業全体の

検証及び評価を実施する。また、クレジット取得の状況や事業を取り巻く環境の変化などの情報収集・分析を行い、

これらを踏まえて以降の事業実施に反映させる。さらに、制度の運用状況や改善点等について精査し、政策当局への

提言等を行う。 

ⅱ）クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手先の名称、取得契約に係るクレジット

量並びに毎年度の取得量及び取得コストの実績について、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、公表するク

レジットの取得コストについては、我が国がクレジット取得事業を実施するに当たって不利益を被らないものに限定

する。 

 注：我が国が不利益を被らないよう公表時期・内容について十分留意しつつ実施する。 

［２３年度計画］ 

ｉ）クレジット取得関連業務が京都議定書の目標達成という国際公約に関係していることのみならず、国民の関心の高
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い地球温暖化防止に直結した業務であることを踏まえ、毎年度、クレジット取得量及び取得コストの実績について、

外部の専門家・有識者を活用しつつ、京都メカニズムクレジットの市場価格等を踏まえたクレジット取得事業全体の

検証及び評価を実施する。また、クレジット取得の状況や事業を取り巻く環境の変化などの情報収集・分析を行い、

これらを踏まえて以降の事業実施に反映させる。さらに、制度の運用状況や改善点について精査し、政策当局への提

言等を行う。 

ⅱ）クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手先の名称、取得契約に係るクレジット

量並びに毎年度の取得量及び取得コストの実績について、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、公表するク

レジットの取得コストについては、我が国がクレジット取得事業を実施するに当たって不利益を被らないものに限定

する。 

 （注）：我が国が不利益を被らないよう公表時期・内容について十分留意しつつ実施する。 

［２３年度業務実績］  

ⅰ）クレジット取得量及び取得コストの実績について、年度終了後５月に開催した外部専門家・有識者による「京都メ

カニズムクレジット取得事業評価委員会」での意見等を参考に、クレジット市場価格等を踏まえて評価を行った。 

  また、同委員会における意見等を参考に、クレジット取得状況や事業を取り巻く環境変化等の情報収集及び分析等

を行い、政策当局への情報提供等を行った。 

ⅱ）当年度のクレジット取得契約相手先の名称、取得契約クレジット量及び移転クレジット量等については、年度終了

後に速やかに公表した。 

（エ）地球温暖化対策技術普及等推進事業 

［２３年度計画］ 

 我が国が世界に誇る低炭素技術・製品等の普及、地球規模の温暖化対策への貢献を目指し、発掘調査、組成調査等か

らなるＦ／Ｓ事業を展開する。 

［２３年度実績］ 

 年２回の公募を行い、一次公募２２件（発掘調査１１件、組成調査１１件）、二次公募１８件（発掘調査１５件、組

成調査３件）の計４０件（対象国１７ヶ国）のＦ／Ｓ事業を採択し、我が国の低炭素技術・製品の普及をはかりながら

対象国での温室効果ガス排出削減に貢献するプロジェクトの発掘や組成を実施した。さらに、本事業に関連して、ＣＯ

Ｐ１７において制度のＰＲや調査概要についてのＰＲをはかるとともに、政府が行うベトナム、インドネシアにおける

相手国カウンターパートへの報告会への協力等を行った。 

（５）債務保証経過業務・貸付経過業務 

［中期計画］ 

 省エネルギー・リサイクル推進に係る債務保証業務については、保証継続案件及び求償権を有している案件について、

債務保証先の適切な管理及び求償権の回収額から回収コストを差し引いた額の最大化に向け適切な措置を講じる。なお、

同債務保証の新規採択業務の廃止に伴い、当該業務を実施するための基金に係る政府出資金については、所要の法整備

が行われた後に全額国庫納付する。 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画的に進め、

約定回収等を終了した時点をもって当該業務を廃止する。 

［２３年度計画］ 

 省エネルギー・リサイクル支援法債務保証経過業務にかかる出資金については、平成２３年度中に国庫納付を行う。 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画的に進める。 

［２３年度業務実績］ 

 省エネルギー・リサイクル支援法債務保証経過業務については、出資金５００百万円を含めて６０８百万円を平成２

３年度に国庫納付した。 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適正に行うとともに、平成２３年度償還予定分以上の

回収を行った。 

＜平成２３年度償還予定額と回収額＞ 

償還予定額２８６百万円 

回収実績額２９５百万円 

（６）石炭経過業務 

（ア）貸付金償還業務 

［中期計画］ 

 回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切な措置を講じ、計画的に貸付金

の回収を進める。 

［２３年度計画］ 

 回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切な措置を講じ、計画的に貸付金
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の回収を進める。 

 平成２３年度は平成２３年度償還予定分を回収する。ただし、回収額は個別債務者の状況によって変動する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度の償還予定額２，１７１百万円を計画どおり回収した。 

（イ）旧鉱区管理等業務 

［中期計画］ 

 廃止前の石炭鉱業構造調整臨時措置法により機構が買収し、最終鉱業権者となっている旧鉱区及びボタ山に関し、鉱

害発生の未然防止のための管理及び鉱害発生後の賠償を行う。 

［２３年度計画］ 

 旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和３０年制定）により機構が買収し、最終鉱業権者となっている旧鉱区に関する

鉱害の発生の防止のため、当該鉱区の管理及び鉱害発生後の賠償を行う。 

 具体的には、旧鉱区管理マニュアルに従って、旧鉱区及びぼた山等の管理を行うとともに、買収した旧鉱区に係る鉱

害については、過年度採択未処理物件を含め、発生後速やかに、公正かつ適正に賠償する。 

 また、坑廃水改善対策については、２２年度に定めた炭鉱毎の基本方針に従い、関係自治体等と協議を行いつつ、実

施計画の策定等を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 旧鉱区及びぼた山の管理を行った。 

 具体的には、 

１）旧鉱区管理マニュアルに従い、旧鉱区に係る４５炭鉱のぼた山・坑口等の状況調査及び４炭鉱に係るぼた山保全

工事・開放坑口閉塞工事等を実施した。 

２）坑廃水改善対策については、２２年度に定めた炭鉱毎の基本方針に従い、２３年度は、２炭鉱の水量・水質等調

査及び３炭鉱の基本設計の策定を行った。 

３）旧鉱区に係る鉱害処理については、申し出５５７件に対し、鉱害であるか否かの認否件数２５５件（うち、鉱害

である旨採択（認定）した件数６７件、不採択（否認）件数１８８件）の処理を行い、前年度末未処理分２６件及

び２３年度採択件数のうち４７件の計７３件（計４８０百万円）の鉱害処理を適正に実施した。なお、採択未処理

物件１８件及び認否未処理件数３０２件については、平成２４年度において現地調査等を行い適正に処理する。 

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）機動的・効率的な組織 

［中期計画］ 

 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題の動向の推移に迅速かつ適切に

対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その

際、人員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、事務及び事業の見直しを積

極的に実施するとともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、その達成に努める。 

［２３年度計画］ 

 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題の動向の推移に迅速かつ適切に

対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その

際、人員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、「独立行政法人の事務・事

業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議決定）」等を踏まえ、事務及び事業の見直しを積極的に実施すると

ともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、その達成に努める。 

［２３年度業務実績］ 

 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題の動向の推移に迅速かつ適切に

対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図った。そ

の際、人員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議決定）」等を踏まえ、事務及び事業の見直しを積極的に実施する

とともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、その達成に努めた。 

 

［中期計画］ 

（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規程等により明確化するとともに、産

業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、基本計画等により業務の進捗及び成

果に関する目標を明確に設定し、組織内部においてその達成状況を厳格に評価する。 

［２３年度計画］ 

（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規程等により対外的にも明確化する。 

 産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、基本計画等により業務の進捗及

び成果に関する目標を明確に設定し、組織内部においてその達成状況を厳格に評価する。 

［２３年度業務実績］ 

－41－



  

（ア）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、全ての事業について、各部門が

責任を持って策定した基本計画または実施方針により業務の進捗及び成果に関する目標の達成度の把握に努め、そ

のうち、平成２３年度は、５年間程度以上の期間を要し、かつ事業開始から３年目程度を経過したナショナルプロ

ジェクト１０件について、機構外部の専門家・有識者を活用した中間評価を実施した。 

 

［中期計画］ 

（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を行う。また、外部専門家等の外部

資源の有効活用を行う。特に、プログラムマネージャー等、高度の専門性が必要とされるポジションについては、

積極的に外部人材を登用する。 

［２３年度計画］ 

（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を行う。また、外部専門家等の外部

資源の有効活用を行う。特に、プログラムマネージャー等、高度の専門性が必要とされるポジションについては、

積極的に外部人材を登用する。 

［２３年度業務実績］ 

（イ）外部専門家等の有効活用に関し、ＰＭ１名（環境）を新たに配置した。うち、知財・国際標準化分野のＰＭにお

いては、我が国の産業競争力に資するＮＥＤＯの研究開発プロジェクトのあり方、具体的にはオープン標準化及び

知財マネジメント戦略を念頭に置いた「産業競争力の強化に向けた周辺状況調査委員会」において、委員長を務め、

当該委員会の検討において主導的役割を果たした。その他、個別のＮＥＤＯ研究開発プロジェクトにおける知財戦

略、標準化戦略について助言を行うなど、自身の専門性を生かし、ＮＥＤＯの取り組みへ貢献した。 

 

［中期計画］ 

（ウ）各部門の業務が相互に連携して効率的な運営が行われるような体制になるよう、更なる随時見直しを図る。 

［２３年度計画］ 

（ウ）社会情勢、技術動向に迅速に対応できる組織体制になるよう、更なる随時見直しを図る。 

［２３年度業務実績］ 

（ウ）社会情勢、技術動向を踏まえ、部室の統合による部数の縮減、部室名称の変更を実施した。 

 具体的には、所管する事業の親和性及び業務量を考慮し、機械システム部を技術開発推進部に統合した。また、

情報システム部における管理業務の更なる推進のためにシステム運営の実態を踏まえシステム業務部に名称変更を

実施した。加えて、エネルギー対策推進部における省エネルギー業務への集中の実態を反映し省エネルギー部に名

称変更を実施した。 

 

［中期計画］ 

（エ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通・有機的連携を一層図るとともに、業務の状況を踏ま

え必要に応じ組織の見直しを図る。特に国内支部、海外事務所については、戦略的、機動的に見直しをする。 

［２３年度計画］ 

（エ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通・有機的連携を一層図るとともに、組織の見直しを図

る。 

［２３年度業務実績］ 

（エ）本部、支部間は、各種業務打ち合わせ、連絡会議、支部職員対象研修開催等により業務の有機的連携を図った。

本部、海外事務所間は、本部、海外事務所間で連携して海外プロジェクトを推進するなど双方の有機的連携を図っ

た。 

 

［２３年度計画］ 

（オ）東京会議室について、他の独立行政法人と共用化を図り、本法人単独での借り上げは廃止する。 

［２３年度業務実績］ 

（オ）本法人単独で借り上げを行っていた旧東京会議室については廃止し、移転の上、新たにＮＥＤＯ分室を設置して

他の独立行政法人とそれぞれの会議室を共用する方式での運用を開始した。 

 

［２３年度計画］ 

（カ）区分所有宿舎６戸の売却に向けた手続きを行う。 

［２３年度業務実績］ 

（カ）区分所有宿舎６戸について鑑定評価を行い、売却に向けた準備を実施した。 

［２３年度計画］ 

（キ）粕屋敷地、太宰府敷地、筑紫野敷地、吉塚倉庫、篠栗書庫については、引き続き売却処分等を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

（キ）粕屋敷地、太宰府敷地、筑紫野敷地、吉塚倉庫、篠栗書庫について３月に入札を行ったが不調となった。 

 

［２３年度計画］ 

（ク）伊東敷地の国庫納付に向けた手続きを行う。 

［２３年度業務実績］ 

（ク）財務省からの国庫納付に向けた整備事項に関する調査等への対応を実施した。 
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［２３年度計画］ 

（ケ）地熱開発促進調査事業に係る噴出試験設備について、平成２２年度末の事業終了後、売却に向けた手続きを行う。 

［２３年度業務実績］ 

（ケ）地熱開発促進調査事業に係る噴出試験設備について、売却を実施し、平成２３年度末をもって売却額の国庫納付

が完了した。 

 

［２３年度計画］ 

（コ）民間からの出向者数について計画的に抑制する。 

［２３年度業務実績］ 

（コ）民間からの出向者数について計画的に抑制を図った。 

（２）自己改革と外部評価の徹底 

［中期計画］ 

 全ての事業につき、厳格な評価を行い、不断の業務改善を行う。また、評価に当たっては機構外部の専門家・有識者

を活用するなど適切な体制を構築する。評価は、研究開発関連事業に関する技術評価と事業評価の両面から適切に実施

し、その後の事業改善へ向けてのフィードバックを行う。 

 評価の実施に際しては、事業のＰＤＳサイクル全体の評価が可能となるよう「成果重視」の視点を踏まえ、「ＮＥＤ

Ｏ研究開発マネジメントガイドライン」の一層の活用を図る。 

 また、管理会計の視点を可能な限り考慮した評価のあり方を検討する。具体的には、例えば、試行的に中長期にわた

るコスト、進捗、成果を考慮すべき事業を選定し、個別事業毎の中間・事後評価の時点、事業終了後数年経過後に行う

追跡評価の時点において、投入と効果の関係をコストの視点から可能な限り具体的・定量的に評価する方策を検討する。 

 さらに、機構の成果のうち優れたものについては、内外の各種表彰制度に機構自らが応募し、又は事業実施者におけ

る応募を促す。 

［２３年度計画］ 

 平成２３年度に中間評価を行う全てのプロジェクトについて、不断の改善を行う。また、評価に当たっては機構外部

の専門家・有識者を活用するなど適切な体制を構築する。評価は、研究開発関連事業に関する研究評価と事業評価の両

面から適切に実施し、その後の事業改善へ向けてのフィードバックを行う。なお、テーマ公募型の研究開発事業に係る

制度評価に関しては、当該事業の運営・管理等の改善に資するため、中間評価を適切に実施するとともに、事業終了時

には事後評価を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度に中間評価を行った全１０件のプロジェクトの内、テーマの一部を加速し実施するもの（１件）、計画

を一部変更して実施するもの（２件）など、不断の業務改善を行った。また、評価に当たっては機構外部の専門家・有

識者を活用するなど適切な体制で実施した。評価は、研究開発関連事業に関する技術評価と事業評価の両面から適切に

実施し、その後の事業改善へ向けてのフィードバック（中間評価結果の反映方針の策定など）を行った。なお、テーマ

公募型の研究開発事業に係る制度評価（平成２３年度の評価対象全６件）に関しては、当該事業の運営・管理等の改善

に資するため、中間評価を３件行い、事業終了後には事後評価を行った（３件）。 

 さらに、管理会計の視点を可能な限り考慮した評価のあり方については、ＮＥＤＯのプロジェクトにより開発された

成果から実用化したもののうち、企業等へのアンケートおよびヒアリングにより売上高が把握できた主要５０製品につ

いて、２０１１年～２０２０年までの費用対効果に対する試算を実施した。 

（３）職員の意欲向上と能力開発 

［中期計画］ 

 個人評価においては、適切な目標を設定し、その達成状況を多面的かつ客観的に適切にレビューすることにより評価

する。また、個人評価の運用に当たっては、適切なタイミングで職員への説明や研修等を行うことにより、円滑な運用

を目指すとともに、毎年度職員に対する人事評価制度の理解度の調査を行い、その結果を現行水準以上にする。さらに、

評価結果の賞与や昇給・昇格への適切な反映を拡大することにより、職員の勤労意欲の向上を図る。 

 現行の研修コースの見直しを行い、業務を行う上で必要な研修の充実を図るため、第２期中期目標期間中に新規の研

修コースを５コース以上設置する。 

［２３年度計画］ 

 職員の意欲向上と能力開発に関し、平成２３年度は以下の対応を行う。 

・平成２０年度より適用した人事評価制度の定着と円滑な運用を図る。 

・人事評価制度に対する理解度向上のための研修に加え、管理職に対し、評価者の視点の統一と部下の管理・育成能力

強化のため、評価者向け研修を実施する。 

・人事評価制度についての理解度調査、意見徴収を行う。 

・階層別研修やプロジェクトマネジメント研修等の研修全般については、プロジェクトの効率的な運営に専門的な能力

を発揮する職員に求められるキャリア・パス、その効果等を踏まえ必要に応じて見直しを行う。２２年度に定めた固

有職員育成方針にのっとり、若手職員の育成を強化する。さらに、ＮＥＤＯのプロジェクトマネジメント能力を向上

させるための財務・知財関連研修、業務の国際展開を支えるための研修の充実を図る。 
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［２３年度実績］ 

 職員の意欲向上と能力開発に関し、平成２３年度は以下の対応を行った。 

・総合評価積み上げ算出方式等の評価結果に対する透明性、公平性を追求した人事評価制度を平成２０年度より導入し、

定着を図った。 

・制度理解の為、新規着任者に対する研修を８回、評価者研修を３回実施した。 

・人事評価に関する理解度及び意見徴集を目的としたアンケートを実施し、評価制度の理解度について理解できたとの

回答が９８％に達した。 

・固有職員を対象とした平成２３年度階層別研修においては、平成２２年度に定めた固有職員育成方針にのっとり、特

に若手職員の業務遂行能力及び組織内調整能力を強化するメニューを実施した。（新人研修での業務の基本の徹底習

得、２年目職員研修でのマネジメント論導入等） 

・プロジェクトマネジメント研修においては、固有職員のみならず、ＮＥＤＯ内プロジェクト担当者を広く参加させ、

ＮＥＤＯ全体においてマネジメント能力向上を図った。また、知財・国際標準化戦略に関する出口戦略強化セミナー

を実施し、プロジェクト担当者の知財・国際標準化に関する意識向上に努めた。 

・固有職員に対して業務に必要な専門知識を習得させるため、外部で開催される専門研修を積極的に参加させた。（独

法会計、経理、広報、知的財産、イノベーション環境整備等） 

・ＮＥＤＯ業務関連研修としては、新規着任者研修、契約・検査業務関連研修、知財管理研修、資産管理研修、会計検

査研修を平成２２年度の内容にさらに改良を加え、対象受講者が漏れなく受講できるよう実施し、業務遂行能力を高

めた。特に新規着任者研修については、プロジェクト担当者が適切にプロジェクトマネジメントを行うために必要な

項目を教示するカリキュラムを追加し、民間出向者の能力活用・即戦力強化に努めた。 

・管理職に対して部下の労働管理に関する意識向上をさせるため、新たに労務管理研修及び e-ラーニングを実施した。 

・全階層においてコンプライアンス研修を 10～11 月に実施し、さらに外部講師による情報セキュリティセミナーを開

催し、職員の法令遵守と情報管理の意識強化に努めた。 

・急速に高まるＮＥＤＯ業務の国際展開に対応し、国際部門における英語研修を拡大するとともに、「長期在外留学及

び海外語学研修制度」を構築し、平成 23 年度中に１名の職員を派遣した。 

・意欲ある職員へ研修費用を一定額補助する研修補助制度の利用促進を行った。また、研修補助制度を利用した職員の

英語能力強化に努めた。 

 

［中期計画］ 

 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用し、技術経営力に関する機構内職

員の研修を毎年度１コース以上実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を毎年度１回以上

開催すること等により、その知見を産業界等に発信する。 

［２３年度計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用しつつ、研究開発管理に必要なスキルに係る機構内職員の研修

を実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を１回以上開催すること等により、その知見

を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクトのフォーメーション等の決定におけ

る採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会などにおける外部有識者を含めた関係各方面と

のネットワークを十二分に活用する。 

［２３年度業務実績］ 

・技術経営力の強化に関する情報の発信を目的として、イノベーションジャパン 2011 や NEDO 産業技術セミナーにてセ

ミナーを開催し、約３２０名の聴講者に講演を行った。「技術」と「知」を国際競争力に結びつける仕組みの構築や

NEDO プロジェクトにおける出口戦略強化の取組みについて情報を発信した。 

・機構内職員向けの研修では、個々の職員が自らの資質・能力向上に効率的、効果的に取り組むために「プロジェクト

マネジメント研修」や「出口戦略セミナー」を実施した。プロジェクトマネジメント研修では、戦略的技術開発支援

のための理論とノウハウなどの講義・実習（全１０回）を実施し、出口戦略セミナーでは各国の取組み事例を用いて

知財マネジメントの重要性について全２３回のセミナーにより技術経営力等の能力を強化した。 

 

［中期計画］ 

 研究開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の研究開発現場等に毎年度１名以上派遣し、その経験を積ませる

とともに、大学における技術経営学、工学等の博士号、修士号等について、第２期中期目標期間中に５名以上の取得を

行わせる等、当該業務実施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開発制度を充実する。 

［２３年度計画］ 

・職員の研究開発マネジメント能力の更なる向上のため、１名の職員を外部の研究開発現場等に派遣し、その経験を積

ませる。また、２名の職員を大学院のＭＯＴコース等に派遣し、博士号、修士号の取得を目指し、必要な知識を習得

させる。 

［２３年度業務実績］ 

・研究開発現場への派遣として東京大学先端科学技術研究センターに１名の固有職員を派遣し、職員の研究開発マネジ

メント能力の向上を図った。また、東京大学博士課程に２名、東京工業大学博士課程に１名、東京理科大学修士課程

に１名、海外大学院の修士課程に１名の職員を派遣し、ＮＥＤＯ職員に求められる政策分析・立案手法、プロジェク

ト運営方法、技術経営論等に関する専門的知見の更なる習得、深化を図った。 

 

［中期計画］ 
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 内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及びプ

ロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機

構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

［２３年度計画］ 

・内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及びプ

ロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に

機構自身として２０本程度の発表を行う。 

［２３年度実績］ 

・内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及びプ

ロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機

構自身として、２４本の発表を実施した。 

 

［中期計画］ 

 研究開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技術の目利き」の能力向上の機会とし

てその後のキャリア・パスの形成に資するよう、人材の育成に努める。 

［２３年度計画］ 

・研究開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技術の目利き」の能力向上の機会とし

てその後のキャリア・パスの形成に資するよう、人材の育成に努める。 

［２３年度実績］ 

 プロジェクトマネジメント研修においては、ＮＥＤＯ内プロジェクト担当者を広く参加させ、ＮＥＤＯ全体において

マネジメント能力向上を図るとともに、知財・国際標準化戦略に関する出口戦略強化セミナーを実施してプロジェクト

担当者の知財・国際標準化に関する意識向上を図り、能力向上やその後のキャリア・パスの形成にも繋がり得るよう、

人材の育成に努めた。 

 

［中期計画］ 

 研究開発マネジメント、契約・会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャリア・パスを念頭に置き、適切に人

材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、適性及び実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 

［２３年度計画］ 

・研究開発マネジメント、契約・会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャリア・パスを念頭に置き、適切に人

材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、適性及び実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 

［２３年度実績］ 

 個々の職員の業務実績、人事評価、希望調書、面談等を踏まえつつ、職員個人の能力・適性を踏まえた人員配置に努

めた。 

（４）業務の電子化の推進 

［中期計画］ 

 事業者との間の申請・届出等手続きを電子的手法により行うシステムの導入、登録研究員に係る研究経歴書の取扱の

電子化の平成２１年度までの環境整備等、電子化の促進等により事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るとともに、

ホームページの利便性の確保、電子メールによる新着情報の配信等を通じ、機構の制度利用者の利便性の向上に努める。 

 幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の作業を円滑かつ迅速に行うことができるよう、機構内情報ネットワー

クの充実を図る。 

［２３年度計画］ 

 業務の電子化の推進に関し、平成２３年度には以下の対応を行う。 

・新システムの検討・導入により、業務の簡素化、アウトカムデータベースの整備等、効率的な業務運営の充実を図る。 

・ホームページのコンテンツの充実、電子メール等を活用した新着情報の配信、機構の制度利用者の利便性の向上に努

める。 

・システム改善要望アンケートの結果等を再度検討し、費用対効果の観点等を考慮し優先順位を付けた上でシステムの

改善を行い、業務の効率化及び安定運用を図る。 

・幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の行う事務作業を円滑かつ迅速に行うことができるよう、「情報基盤サ

ービス」の機構内情報ネットワークの充実を図る。 

・ウェブブラウザのバージョンアップによりウェブサイトからの攻撃に対するセキュリティ強化を図るとともに、詐称

メール、ウィルスメールのブラックリストの管理・適用により、ウイルス攻撃への監視及び対応を行い情報セキュリ

ティの強化を図る。また、機構内全役職員を対象に情報セキュリティに関する教育研修を実施し、情報セキュリティ

に関する意識の維持・向上を図る。 

［２３年度業務実績］ 

 業務の電子化の推進に関し、平成２３年度には以下の対応を行った。 

・ＮＥＤＯ外部からの電子申請に適していると考えられる業務及びその導入手法の調査検討を行なった結果を踏まえ、

特許ＤＢシステムをベースとしたＮＥＤＯ外部（委託先）へのバイドール調査をＷｅｂで実施できる「研究成果管理

システム」を開発した。なお、当該システムは平成２４年度から本格運用を開始する予定。 

・ホームページのコンテンツにおいて、トップページに、技術や成果情報のキーワード別に情報を整理し、リンク集を
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作成。利用者のニーズに応えた利便性の向上に努めた。 

・サーバ台数削減による費用削減を目的として、イベント登録システムをアンケートシステムに集約するためのシステ

ム改修を実施した。 

・機構内の主要会議室にシンクライアントＰＣを配置し、職員が当該会議室を離れることなく、タイムリーに情報の収

集、データ加工等の作業を実施できる環境を構築した。また、スマートフォンの機種変更を行い、通信性能の向上に

よりネットワークを強化した。 

・ウェブブラウザのバージョンアップにより、Ｗｅｂサイトの閲覧に係る脆弱性対策を強化するとともに、ブラックリ

スト・ホワイトリスト等の管理・適用により、セキュリティ対策の強化を図った。また、機構内全役職員を対象とし

た情報セキュリティｅ－ラーニング・情報セキュリティ対策自己点検を実施し、情報セキュリティに関する意識の維

持・向上を図った。 

 

［中期計画］ 

 情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な強度を確保することにより、業務の安全性、信頼性を確保

する。 

 「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤＯ ＰＣ－ＬＡＮシステムの最適化

計画」を踏まえ、効率的な情報システムの構築に努めるとともに、ＰＤＳサイクルに基づき継続的に実施する。 

［２３年度計画］ 

・「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤＯＰＣ－ＬＡＮシステムの最適化計

画」を踏まえ、昨年度より導入した「情報基盤サービス」について、「ユーザ利便性の向上」「セキュリティ対策の強

化」「運用管理の強化・合理化」等に継続して取り組む。また、サーバ、ＯＳ等の業務システムの更新については、

具体的な更新計画を策定し、業務システム系サーバの更新計画の実施に着手する。 

［２３年度業務実績］ 

・スマートフォンの導入や貸出 PC の増強によりユーザ利便性の向上を図った。また、JAVA のアップデートや OS 等の

パッチ適用により、セキュリティ対策の強化を図るとともに、情報提供系についても、統合・クラウド化により運用

管理の強化・合理化及びセキュリティ対策の強化に取り組んだ。さらに、業務システム系サーバの更新計画案を策定

し、更新計画の実施準備に着手した。 

（５）外部能力の活用 

［中期計画］ 

 費用対効果、専門性等の観点から、法人自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務を精査

し、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務については、外部委託を活用するものとする。特に、機構の研究成

果等を外部発信する活動の一環として設置している科学技術館の常設展示ブースについては、今後も引き続き外部委託

により保守・運営業務を効率的に実施する。 

 なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に最大限配慮するものとする。 

［２３年度計画］ 

 費用対効果、専門性等の観点から、法人自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務を精査

し、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務については、引き続き外部委託を活用する。なお、常設展示業務の

効率化の観点から、科学技術館の常設展示ブースについても含め、常設展示業務の基本方針を策定する。 

 なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に最大限配慮する。 

［２３年度業務実績］ 

 従来から実施している、機構の情報ネットワークシステムの維持管理及び運用のアウトソーシング、職員の給与支給

に係る明細の作成業務及び当該明細の地方組織の職員への発送業務に係る事務処理、海外出張における損害保険付保業

務、総合受付業務、資産管理業務等の外注を継続するとともに、情報基盤サービス関連業務等についても、外部委託に

より効率的に実施した。 

 また、展示協力を行っている科学技術館のＮＥＤＯ展示室については、技術の最新動向に合わせ、展示の見直しを行

った。 

 なお、機構の各種制度の利用者にとっての利便性が低下しないことにも配慮しつつ外部委託を活用した。 

（６）省エネルギー及び省資源の推進と環境への配慮 

［中期計画］ 

 環境に調和して持続的に発展可能な社会に適応するため、毎年度環境報告書を作成・公表するとともにその内容の充

実を図ることにより、日常の業務推進に当たりエネルギー及び資源の有効利用を図るものとする。また、機構の温室効

果ガス排出抑制等のための実施計画（平成１９年７月２日作成）に基づき、平成２４年度において平成１８年度比６％

削減の達成に向け取り組む。 

［２３年度計画］ 

 今日の環境問題に的確に対応し、環境と経済が好循環する持続可能な社会を構築していくため、①環境報告書を作

成・公表することにより積極的な環境配慮の取組を示す。②職員に対する啓蒙普及活動を行うことで、電力消費量の削

減などエネルギー使用量の抑制を図る。③機構の温室効果ガス排出抑制等のための実施計画（平成１９年７月２日作

成）に基づき、平成２４年度において平成１８年度比６％削減の達成に向けた取組を実施する。 
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［２３年度業務実績］ 

環境と経済が好循環する持続可能な社会の構築に率先して取り組むことを目的とし、①２２年度に行った環境配慮の

取り組みを改めて点検・総括し、環境報告書としてまとめ、公表を行った。②東日本大震災等の影響による電力需給状

況を踏まえ、例年よりも更に積極的な節電計画を策定し、職員への啓蒙と併せて機構全体でエネルギー使用量の抑制に

取り組んだ。③機構の温室効果ガス排出抑制等のための実施計画（平成１９年７月２日作成）に基づく取り組みを進め

てきた結果として、平成２３年度の温室効果ガス排出量は平成１８年度比-６８．７％であった。 

（７）業務の効率化 

［中期計画］ 

 一般管理費（退職手当を除く。）については、業務の効率化等を進めることにより段階的に削減し、第２期中期目標

期間の最後の事業年度において平成１９年度比１５％を上回る削減を行う。 

［２３年度計画］ 

 一般管理費（退職手当を除く。）については、業務改善、汎用品の活用等による調達コストの削減の取組等を通じて

業務の効率化を進めることにより、第２期中期目標期間の最後の事業年度において平成１９年度比１５％を上回る削減

に向けた取組を行う。 

［２３年度業務実績］ 

一般管理費（退職手当を除く。）については、業務効率化等による人件費等の削減、夏期節電対策等による電気料等の

削減等の取組により、平成１９年度比▲１４．８％を達成。 

 

［中期計画］ 

 総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７

号）等に基づく総人件費削減（平成２２年度までの５年間において５％の削減を達成。）を図るとともに、経済財政運

営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度

まで継続する。 

［２３年度計画］ 

 総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７

号）等に基づき、平成２３年度において平成１７年度比５％を上回る総人件費削減に向けた取組を引き続き実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 総人件費については、民間出向者の計画的な抑制、退職者の不補充による人員削減等の取組を実施した。これらの取

組により、総人件費削減率は、平成１７年度比▲２１．８％となり、対１７年度比▲６％の目標を大幅に上回る総人件

費削減を達成した。 

 

［中期計画］ 

 給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人件費を引き続き公表するとともに、

国民に対して納得が得られるよう説明する。また、以下のような観点からの給与水準の検証を行い、これを維持する合

理的な理由がない場合には必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組み、その検証結果や取組状況を

公表する。 

［２３年度計画］ 

 給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人件費を引き続き公表するとともに、

国民に対して納得が得られるよう説明する。また、以下のような観点から給与水準の検証を行い、これを維持する合理

的な理由がない場合には必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組み、その検証結果や取組状況を公

表する。 

［２３年度業務実績］ 

 給与水準については、平成２２年度に引き続き、初任給のベースアップを見送ること等を実施した。この結果、平成

２３年度のラスパイレス指数は１０３．９となった。 

 

［中期計画］ 

・法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を上回っていないか。 

・高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水準としているなど給与水準が高い原因に

ついて、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事業者の給与水準等に照らし、現状の給

与水準が適切かどうか十分な説明ができるか。 

・その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっているか。 

［２３年度計画］ 

・法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を上回っていないか。 

・高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水準としているなど給与水準が高い原因に

ついて、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事業者の給与水準等に照らし、現状の給

与水準が適切かどうか十分な説明ができるか。 

・その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっているか。 
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［２３年度業務実績］ 

・在職地域及び学歴構成を考慮したラスパイレス指数は１０４．１となっており、国家公務員の給与水準を上回ってい

るが、当機構は技術的知見を駆使した専門性の高い研究開発マネジメント業務を実施していることから、大学院卒が

高い割合（全体の約３割）を占めており、国家公務員に比べて高い給与水準となっている。 

・平成２３年度支出予算の総額に占める国からの財政支出額は約９６．４％と高い割合を占めているが、当機構が実施

している日本の産業競争力強化、エネルギー・地球環境問題の解決のための研究開発関連事業、新エネルギー・省エ

ネルギー導入普及関連事業、京都メカニズムクレジット取得事業等は、いずれも民間単独で行うことが困難であり、

国からの財政支出によって実施されることを前提としていることによる。また、当機構の支出総額１，７５６億円に

占める給与、報酬等支給総額５２億円の割合は約３．０％であり、割合としては僅少であることから給与水準は適切

であると考えられる。 

・２２年度末時点における累積欠損額は５２６億円であったが、その主な発生理由は下記の通りである。 

 石炭経過業務については、主に政府から出資を受けた資金を取り崩す形で業務にかかる経費を賄っているため、業

務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避的に生じるものである。引き続き管理コスト等を勘案し業務を計画的・

効率的に実施するとともに、貸付金回収を計画的に行う。 

 基盤技術研究促進事業については、政府出資金を原資として事業を実施する仕組みとなっていること及び民間企業

と同一の会計処理を法律により義務化されていることから、事業を遂行する過程で、会計上の欠損金が不可避に生じ

るものである。平成２３年度は、委託先への現地調査や売上等による納付慫慂を実施した結果、約１，２００万円の

納付実績を挙げたところであり、引き続き終了案件に対する資金回収の徹底を図る。 

 上述の通り、当機構の累積欠損は会計上不可避に発生するものであり、給与水準と直接結びつくものではないと考

えられる。 

 

［中期計画］ 

 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金を除き、第２期中

期目標期間の最後の事業年度において平成１９年度比５％を上回る効率化を行う。また、既存事業については進捗状況

を踏まえて不断の見直しを行う。 

［２３年度計画］ 

 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金（先導的産業技術

創出事業、省エネルギー革新技術開発事業、大学発事業創出実用化研究開発事業及び最先端研究開発支援プログラム）

を除き、第２期中期目標期間の最後の事業年度において平成１９年度比５％を上回る効率化に向けた取組を行うともに、

事業の着実な遂行に必要となる研究開発管理費については必要額を厳正に精査の上効率的な執行を図る。また、既存事

業については進捗状況を踏まえて不断の見直しを行う。 

［２３年度業務実績］ 

 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金（先導的産業技術

創出事業、省エネルギー革新技術開発事業、大学発事業創出実用化研究開発事業及び最先端研究開発支援プログラム）

を除き、平成１９年度比４０％減とするなど、十分な効率化を図った。また、既存事業については１０件の中間評価を

行い、テーマの一部を加速して実施するもの（１件）、計画を一部変更して実施するもの（２件）など、不断の業務改

善を行った。 

 

［中期計画］ 

 事務及び事業の見直し、石炭経過業務の縮小、内部管理部門と事業実施部門との連携推進、各種申請の電子化の拡大

等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないよう重点化を図る。 

［２３年度計画］ 

 事務及び事業の見直し、石炭経過業務の縮小、内部管理部門と事業実施部門との連携推進、各種申請の電子化の拡大

等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないようにするという中

期計画の達成に向けてプロジェクトを重点化する。 

［２３年度業務実績］ 

・必要な実施体制の見直しを行い、機構の実施プロジェクト数については、平成１９年度の１２０件に対し、平成２３

年度では７１件に重点化した。 

［中期計画］ 

 民間委託による経費削減については、既に実施している窓口業務の民間委託に加え、特に間接部門における更なる委

託の可能性につき検討する。また、既に試行的に行っている各種申請の電子化の範囲を拡大し、その有効活用を図るこ

とにより経費削減を図る。 

［２３年度計画］ 

 民間委託による経費削減については、既に実施している窓口業務の民間委託に加え、特に間接部門における更なる委

託の可能性につき検討する。また、各種申請の電子化の範囲を拡大し、その有効活用を図ることにより経費削減を図る。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２２年１１月から利用している「ＮＥＤＯ情報基盤サービス」により、運用管理の強化・合理化をアウトソーシ

ングすることにより実現し、引き続き経費の削減を図った。また、公募説明会や入札説明会などの参加登録を Web で受

け付けることにより、参加者一覧などの集計作業の軽減を図るとともに、参加者数に応じた最適な会場の選定・設営に

も役立った。 
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（８）石炭経過業務の効率化に関する事項 

［中期計画］ 

 業務に係るマニュアル策定等による定形化の推進等、業務運営の円滑化を図る。 

［２３年度計画］ 

 必要に応じマニュアルを見直すとともに、これに従って、効果的かつ適切な業務の運用を図る。 

［２３年度業務実績］ 

 特定鉱害金銭賠償等マニュアルを見直し、他の鉱害賠償マュアルとの整合を図り、効率的かつ適切に業務への運用を

図った。 

（９）随意契約の見直しに関する事項 

［中期計画］ 

 契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公表し、透明性の向上を図る。また、

「随意契約見直し計画（平成１９年１２月作成）」に基づく取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。 

 具体的には、物品調達等の契約については、競争入札の厳格な適用により透明性・公平性を確保するとともに、国に

準じた随意契約によることができる限度額の基準を厳格に運用する。一方、研究開発関連事業等の委託契約については、

選定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の方法により効率的な運用を行う。 

［２３年度計画］ 

 契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公表し、透明性の向上を図る。また、

「随意契約等見直し計画（平成２２年４月作成）」に基づく取組を引き続き着実に実施するとともに、その取組状況を

公表する。具体的には、物品調達等の契約については、競争性のない随意契約を原則廃止し、競争入札の厳格な適用に

より透明性・公平性を確保するとともに、国に準じた随意契約によることができる限度額の基準を厳格に運用する。一

方、研究開発関連事業等の委託契約については、選定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の

方法により効率的な運用を行う。 

 これらの方策により、競争性のある契約方式における国の水準を上回るようにする。 

［２３年度業務実績］ 

 随意契約の見直し状況及び月別の契約締結内容について、ＮＥＤＯホームページ上で公表を行い引き続き透明性の向

上を図った。また、物品調達等の契約については、随意契約によることが真にやむを得ないものを除き、引き続き一般

競争入札等による契約を行い、契約の透明性・公平性を図った。一方、研究開発関連事業等の委託契約については、選

定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の方法により効率的な運用を行った。 

 これらの取組により、平成２３年度の競争性のある契約は、件数：９６.８％、金額：９９．５％となった。 

 

［中期計画］ 

 さらに、全ての契約に係る入札・契約の適正な実施がなされているかどうかについて、監事等による監査を受ける。 

［２３年度計画］ 

 また、契約監視委員会による契約の点検・見直しの結果を踏まえ、過年度に締結した競争性のない随意契約のうち可

能なものについては競争契約に移行させるとともに、一者応札・応募についても、これまでに取り組んできた仕様書の

具体性の確保、参加要件の緩和、公告期間の見直し、情報提供の充実等を通じて、引き続き競争性の確保に努める。 

 さらに、入札・契約の適正な実施がなされているかどうかについて、監事等による監査および契約監視委員会による

点検を受ける。 

［２３年度業務実績］ 

 また、契約監視委員会を開催し、契約の点検・見直しを行った結果、研究開発等については引き続き一者応募の場合

に公募期間の延長を行う、広く公募・入札情報を周知するため公募予告、公募、説明会時にメール配信サービスへの登

録を慫慂する等、一層の契約の適正化に努めた。 

 さらに、全ての契約に係る入札・契約手続きに関しては、契約プロセスの適切性・透明性等の観点から、平成２３年

度中の四半期毎に監事による監査を受けた。 

（１０）コンプライアンスの推進 

［中期計画］ 

 法令遵守や法人倫理確立等コンプライアンスの取組については、今後更なる徹底を図るべく、管理部門の効率化に配

慮しつつ、機構が果たすべき責任・機能との関係でプライオリティをつけながら、コンプライアンスや情報公開・情報

管理に関する法務関連業務を扱うグループの設置などによる事業部との連携強化・迅速対応など内部統制機能の強化を

図るとともに、不正を行った者に対する処分等講じた措置については全て公表する。特に、コンプライアンス体制につ

いては、必要な組織体制・規程の整備により、ＰＤＳサイクル確立の観点から体系的に強化を図る。 

 具体的には、機構職員に対するコンプライアンス研修の年４回以上の実施に加え、受託者や補助事業者に対してもコ

ンプライアンス研修を年４回以上行う。また、不正事業者への対応については、機構職員の教育研修の充実、新規の受

託者や補助事業者のうち過去に公的資金の受入実績がない者に対する経理指導を全件実施する。さらに、談合等の不正

を行った者に対する処分に係る規程等を平成２０年度末までに整備するとともに、不正を行った者に対する処分は全件
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公表するといった厳正な対応を徹底する。 

［２３年度計画］ 

 機構におけるコンプライアンスの取組については、個々のリスク事項の発生防止を目指すとともに、発生を前提とし

た抑止策の調査・検討を行い、研修を活用しつつ組織全体でリスクを最小化するよう取り組む。職員研修は年間４回以

上実施するなどにより、コンプライアンスの取組を体系的に強化する。 

 不正事業者の抑制に向け、新規の受託者や補助事業者のうち過去に公的資金の受入実績がない者に対する経理指導を

全件実施するとともに、受託者や補助事業者に対してもコンプライアンス研修を年４回実施する。さらに、不正事業者

に対して厳正な対応を図るため、不正を行った者に対する処分は全件公表するといった措置を徹底する。 

［２３年度業務実績］ 

 機構におけるコンプライアンスの取組については、経営幹部による「コンプライアンス推進委員会」（１回）、各部管

理職による「コンプライアンス担当者会議」（３回）をそれぞれ開催し、職員間でのコンプライアンス情報の共有を推

進した。また、研修（１２回）を本部で実施したほか、地方支部に講師を派遣して同内容の研修（３回）を実施し、コ

ンプライアンスに対する職員の意識向上に取り組むことで、体系的な強化を図った。 

 新規の受託・補助事業者のうち公的資金の受入実績がない全ての事業者に対して、採択決定後や中間検査時にあわせ

て経理指導を実施するとともに、新規採択事業者や契約・検査事務に不慣れな事業者向けに説明会を開催し、公的資金

の適正執行について周知を図った。 

 また、平成２３年度中に６月・９月・１０月・１２月の４回、全国主要都市で開催した事業者向け検査研修では、コ

ンプライアンスの取組や法令・規定等に則した適正な経費執行について研修を行った。 

 不正事業者に対しては、不正金額の返還請求、契約等停止の処分を行い、これらの内容について公表するとともに、

再発防止策の策定及び報告を求めた。 

 

［中期計画］ 

 監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監査や会計監査を毎年度必ず実施する。

なお、監査組織は、単なる問題点の指摘に留まることなく、可能な限り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を

作成する。 

 関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等の状況について情報を開示する。 

［２３年度計画］ 

 監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監査や会計監査を実施する。その際に

は、単なる問題点の指摘にとどまることなく、可能な限り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を作成するよう

努める。 

 関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等の状況について情報を開示する。 

［２３年度業務実績］ 

 監査については、内部監査計画に基づき計画的に業務監査及び会計監査を実施するとともに、平成２１年度の監査結

果のフォローアップ監査をあわせて実施し、改善状況を盛り込んだ監査報告とした。 

 関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等の状況について情報を開示し

た。 

３．予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

［中期計画］ 

 予算、収支計画及び資金計画は以下の通り。予算の見積もりは運営費交付金の算定ルールに基づき２．（７）の目標

を踏まえ試算したものであり、実際の予算は毎年度の予算編成において決定される係数等に基づき決定されるため、こ

れらの計画の額を下回ることや上回ることがあり得る。 

（１）予算 

［中期計画］ 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金（Ｇ（ｙ））については、以下の数式により決定する。 

 

G(y)（運営費交付金）＝A(y)（一般管理費）×α（一般管理費の効率化係数）＋B(y)（事業に要する経費）×β（事業

の効率化係数）×γ（中長期的政策係数）＋C(y)（調整経費）－D(y)（自己収入） 

 

 A(y)（一般管理費）＝Sa(y)（一般管理費人件費）＋Ra(y)（その他一般管理費）  

 Sa(y)＝Sa(y－1)×s1(一般管理費人件費調整係数)  

 Ra(y)＝Ra(y－1)×δ（消費者物価指数）  

 B(y)（事業に要する経費）＝Sb(y)（事業費人件費）＋Rb(y)（その他事業に要する経費）  

 Sb(y)＝Sb（y－1）×s2（事業費人件費調整係数）  

 Rb(y)＝Rb（y－1）×δ（消費者物価指数）  

 D(y)（自己収入）＝D（y－1）×d(自己収入調整係数) 
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A(y)：運営費交付金額のうち一般管理費相当分。 

B(y)：運営費交付金額のうち事業に要する経費相当分。 

C(y)：短期的な政策ニーズ及び特殊要因に基づいて増加する経費。短期間で成果が求められる技術開発への対応、重点

施策の実施（競争的資金推進制度）、法令改正に伴い必要となる措置等の政策ニーズ、及び退職手当の支給、事

故の発生等の特殊要因により特定の年度に一時的に発生する資金需要について必要に応じ計上する。 

D(y)：自己収入。基本財産の運用より生じる利子収入等が想定される。 

Sa(y)：役員報酬、職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する額。 

Sb(y)：事業費中の人件費。 

 係数α、β、γ、δ、s 及び d については、以下の諸点を勘案した上で、各年度の予算編成過程において、当該年度

における具体的な係数値を決定する。 

α（一般管理費の効率化係数）：２．（７）にて２４年度において１９年度比１５％を上回る削減を達成することとして

いるため、この達成に必要な係数値とする。 

β（事業の効率化係数）：２．（７）にて２４年度において平成１９年度比５％を上回る削減を達成することとしている

ため、この達成に必要な係数値とする。 

γ（中長期的政策係数）：中長期的に必要となる技術シーズへの対応の必要性、科学技術基本計画に基づく科学技術関

係予算の方針、独立行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を決定する。 

δ（消費者物価指数）：前年度の実績値を使用する。 

s1（一般管理費人件費調整係数）：職員の新規採用、昇給・昇格、減給・降格、退職及び休職等に起因した一人当たり

給与等の変動の見込みに基づき決定する。 

s2（事業費人件費調整係数）：事業内容に基づき決定する。 

d （自己収入調整係数）：自己収入の見込みに基づき決定する。 

 

 ①総計           （別表１－１） 

 ②一般勘定         （別表１－２） 

 ③電源利用勘定       （別表１－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表１－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表１－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表１－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表１－７） 

 ⑧特定事業活動等促進経過勘定（別表１－８） 

［２３年度計画］ 

（１）予算 

 ①総計（別表１－１） 

 ②一般勘定（別表１－２） 

 ③電源利用勘定（別表１－３） 

 ④エネルギー需給勘定（別表１－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定（別表１－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定（別表１－６） 

 ⑦石炭経過勘定（別表１－７） 

［２３年度業務実績］ 

（１）決算報告書 

 平成２３事業年度財務諸表「決算報告書」に記載のとおり。 

（２）収支計画 

［中期計画］ 

 ①総計           （別表２－１） 

 ②一般勘定         （別表２－２） 

 ③電源利用勘定       （別表２－３） 

 ④エネルギー需給勘定     （別表２－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表２－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定       （別表２－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表２－７） 

 ⑧特定事業活動等促進経過勘定（別表２－８） 

［２３年度計画］ 

（２）収支計画 

 ①総計（別表２－１） 

 ②一般勘定（別表２－２） 

 ③電源利用勘定（別表２－３） 

 ④エネルギー需給勘定（別表２－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定（別表２－５） 
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 ⑥鉱工業承継勘定（別表２－６） 

 ⑦石炭経過勘定（別表２－７） 

［２３年度業務実績］ 

（２－１）貸借対照表 

 平成２３事業年度財務諸表「貸借対照表」に記載のとおり。 

（２－２）損益計算書 

 平成２３事業年度財務諸表「損益計算書」に記載のとおり。 

（３）資金計画 

［中期計画］ 

 ①総計           （別表３－１） 

 ②一般勘定         （別表３－２） 

 ③電源利用勘定       （別表３－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表３－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表３－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表３－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表３－７） 

 ⑧特定事業活動等促進経過勘定（別表３－８） 

［２３年度計画］ 

（３）資金計画 

 ①総計（別表３－１） 

 ②一般勘定（別表３－２） 

 ③電源利用勘定（別表３－３） 

 ④エネルギー需給勘定（別表３－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定（別表３－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定（別表３－６） 

 ⑦石炭経過勘定（別表３－７） 

［２３年度業務実績］ 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 平成２３事業年度財務諸表「キャッシュ・フロー計算書」に記載のとおり。 

（４）経費の削減等による財務内容の改善 

［中期計画］ 

 各種経費を必要最小限にとどめることにより、財務内容の改善を図る観点からも、２．（７）に記載した、一般管理

費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組並びに事業の効率化を行う。 

［２３年度計画］ 

（４）経費の削減等による財務内容の改善 

 ２．（７）に記載した、一般管理費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組並びに事業の効率化を行うことによ

り、各種経費を必要最小限にとどめ、財務内容の改善を図る。 

［２３年度業務実績］ 

（４）経費の削減等による財務内容の改善 

 ２．（７）に記載した、一般管理費の削減等の取り組みを進め、各種経費を必要最小限にとどめたことなどにより、

制度的に不可避に生じる欠損金などの特殊要因の除き、法人全体で 115 億円の利益剰余金を計上。 

 また、平成２０年度に概算払制度を改正したところ。平成２３年度は引き続き、より精緻な執行管理を徹底したこと

により、更に未払金を減少させた。 

 

（５）繰越欠損金の増加の抑制 

［中期計画］ 

 基盤技術研究促進事業については、政府出資金を原資として事業を実施する仕組みとなっていることから、事業を遂

行する過程で、実施した研究開発が成功してその成果を基にした収益が上がるまでの間は、民間企業と同一の会計処理

を法律により義務化されていることから、会計上の欠損金が不可避に生じるものである。このため、第２期中期目標期

間中においては、環境適応型高性能小型航空機研究開発事業の実施に伴い本事業に係る欠損金は増加する予定である。 

 また、基盤技術研究促進事業については、平成１８年度末時点で４１４億円の欠損金が生じているところであるが、

独立行政法人の欠損金をめぐる様々な議論に配慮しつつ、特に新規案件については事業の見通しを精査し慎重を期す一

方、資金回収の徹底を図る。具体的には、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について報告の徴収のみならず研究

委託先等への現地調査を励行し、必要に応じ委託契約に従った売上等の納付を慫慂するとともに、当該年度において納
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付される見込みの総額を年度計画において公表する。また、終了評価において所期の目標が達成されなかった事業につ

いては、その原因を究明し、今後の研究開発に役立たせる。 

 石炭経過業務については、平成１３年度の石炭政策終了に伴い、旧鉱区の管理等の業務に必要となる経費を、主とし

て政府から出資を受けた資金を取り崩す形で賄うこととしているため、業務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避

に生じるものである。このため、第２期中期目標期間中においては、旧鉱区の管理等の業務の実施に伴い本業務に係る

欠損金は増加する予定である。 

 このことに留意しつつ、石炭経過業務については、平成１８年度末時点で９６億円の欠損金が生じているところであ

るが、独立行政法人の欠損金をめぐる様々な議論に配慮した上で、管理コスト等を勘案し業務を計画的・効率的に実施

する。 

［２３年度計画］ 

 基盤技術研究促進事業については、資金回収の徹底を図るために研究成果の事業化の状況や売上等の状況について報

告の徴収のみならず研究委託先等への現地調査を励行し、必要に応じ委託契約に従った売上等の納付を慫慂する。平成

２３年度において納付される総額については、５００万円程度を見込んでいる。 

 石炭経過業務については、平成１３年度の石炭政策終了に伴い、旧鉱区の管理等の業務に必要となる経費を、主とし

て政府から出資を受けた資金を取り崩す形で賄うこととしているため、業務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避

に生じるものである。このため、平成２３年度においても、旧鉱区の管理等の業務の実施に伴い本業務に係る欠損金が

発生する予定である。 

 このことに留意しつつ、石炭経過業務については、独立行政法人の欠損金を巡る様々な議論に配慮した上で、管理コ

スト等を勘案し業務を計画的・効率的に実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 基盤技術研究促進事業において、継続事業１件を実施した。また、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について

１０３件の報告書を徴収し、研究委託先等への現地調査を９４回実施し、慫慂を行った。５件の収益実績を確認し、総

額約１２百万円の収益納付があった。 

 石炭経過業務については、旧鉱区の管理及び旧鉱区に発生した鉱害の賠償等を適切に実施した。また、貸付金につい

ては、計画に基づき回収を着実に実施。一方、２３年度末においては、貸付金債権区分の見直しによる貸倒引当金の戻

入が生じた結果、繰越欠損金を解消し２２．４億円の積立金が生じた。 

（６）自己収入の増加へ向けた取組 

［中期計画］ 

 独立行政法人化することによって可能となった事業遂行の自由度を最大限に活用して、国以外から自主的かつ柔軟に

自己収入を確保していくことが重要である。このため、補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、成果把握の

促進による収益納付制度の活用、利益相反等に留意しつつ寄付金を活用する可能性等、自己収入の増加に向けた検討を

行い、現行水準以上の自己収入の獲得に努める。 

 また、収益事業を行う場合は、法人所得課税に加え、その収益額に因らず法人住民税の負担が増大するため、税法上

の取扱の見直しを含め税に係る制約を克服する方法を検討し、その上で、研究開発マネジメントノウハウを活用した指

導や出版を通じた発信等により、そこから収益が挙がる場合には、さらなる発信の原資として活用する。 

［２３年度計画］ 

 収益納付については、成果の把握を確実に行うこととする一方、納付しやすい仕組みを導入することで、納付額の増

大に努める。 

 収益事業を行う場合は、法人税に加え、その収益額によらず法人住民税の負担が増大するため、税法上の取扱の見直

しを含め税に係る制約を克服する方法について検討を行う。また、補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、

利益相反等に留意しつつ寄付金を活用する可能性等の検討を行う等、自己収入の増加に向けた検討を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 収益事業を行う場合の法人税等の税法上の取り扱いについてを調査した。また、自己収入成果把握の促進による収益

納付制度の活用については、自己収入の増加に向けた取り組みとして、２２年度から収益納付しやすい仕組み（当該年

度納付）を導入することとした。 

（７）資産売却収入の拡大 

［中期計画］ 

 土地・建物の売却については、鑑定評価等市場調査を行い、かつ競争原理を働かせる（予定価格の公表による一般競

争入札等）ことにより実施する。 

 第２期中期目標期間中に、機構が行う業務への供用を終了した研究開発資産の翌年度における売却手続きに要する期

間を平均９ヶ月以内とすることを目指す。 

［２３年度計画］ 

 業務への供用を終了した研究開発資産の売却手続きの迅速化に向け、処分手続きの短縮につながる改善を引き続き実

施する。 

［２３年度業務実績］ 

 研究開発資産については、事業部門と管理部門が処分手続きに係る進捗状況を共有する体制を強化したことにより、

手続きが迅速化した。 

－53－



  

（８）金融資産の運用 

［中期計画］ 

 金融資産の運用については、機構内で定めた運用方針に基づき、資金源別の留意事項、運用主体の選定時における競

争原理などを確保しつつ運用を行ってきた。更なる効率化に向け、現行の運用方法の見直しを検討する。 

［２３年度計画］ 

 金融資産の運用については、運用方針の下、これまで取り組んできた運用状況の動向分析及び精度の高い資金需要の

把握等を踏まえ、引き続き効率的な運用に努める。 

［２３年度業務実績］ 

 金融資産の運用については、運用方針に基づき効率的な運用を実施した。 

（９）運営費交付金の効率的活用の促進 

［中期計画］ 

 機構においては、その資金の大部分を第三者への委託、助成等によって使用していることから、年度末の確定検査に

よって不適当と認められた費用等については、費用化できずに結果として運営費交付金債務として残ってしまうという

仕組みとなっている。しかしながら、運営費交付金の効率的活用の観点からは、費用化できずに運営費交付金債務とな

ってしまうものの抑制を図ることが重要である。 

 このため、独立行政法人化における運営費交付金のメリットを最大限に活用するという観点を踏まえ、第２期中期目

標期間終了時における運営費交付金債務残の同期間の最終年度の予算額に対する比率を９％以内に抑制する。 

［２３年度計画］ 

 最終年度における計画の達成に向けて、毎年度末における契約済又は交付決定済でない運営費交付金債務を抑制する

ために、事業の進捗状況の把握を中心とした予算の執行管理を行い、国内外の状況を踏まえつつ、事業の加速化等を行

うことによって費用化を促進する。 

［２３年度業務実績］ 

＜早期執行に向けた予算執行管理の高度化＞ 

・月次の執行状況調査において未執行額の精査を行い、不要不急な予算は加速財源として有効活用する運用を実施。 

・引き続き、より精緻な執行管理の徹底を図ったことにより、未払い金を前年度と同様に抑制させた。（２１年度末 ９

１億円→２２年度末 ６２億円→２３年度末５４億円） 

＜事業計画の前倒しによる予算の追加配賦＞ 

・積極的な事業計画の前倒しにより成果の最大化が期待できる案件に対して優先的に追加配賦。 

・以上の取り組みを行った結果、補正予算を除いた交付金債務は４３７億円、３４．０％の見込み。さらに、国際事業

における相手国側の都合に伴う事業遅延など、避け難い事由によるものを除いた債務は２９４億円、２２．９％とな

った。（補正予算等を含めた場合、交付金債務は５３５億円、３８．６％） 

４．短期借入金の限度額 

［中期計画］ 

 運営費交付金の受入の遅延、補助金・受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測し難い事故の発生等により生じた

資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、６００億円とする。 

［２３年度計画］ 

 運営費交付金の受入の遅延、補助金・受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測し難い事故の発生等により生じた

資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、６００億円とする。 

［２３年度業務実績］ 

 実績なし。 

５．重要な財産の譲渡・担保計画 

［中期計画］ 

 桜新町倉庫（東京都世田谷区桜新町）については、平成２２年度末までに売却する。 

 祖師谷宿舎（東京都世田谷区祖師谷）については、新規入居を抑制することにより遊休資産化し平成２２年度末まで

に売却する。 

 白金台研修センター（東京都港区白金台）については、平成２３年度中に現物納付する。 

［２３年度計画］ 

 白金台研修センターについては、平成２３年末現物国庫納付に向けた手続きを行う。 

［２３年度業務実績］ 

 白金台研修センターについては、平成２３年度末をもって国庫への現物納付が完了した。 
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６．剰余金の使途 

［中期計画］ 

 各勘定に剰余金が発生したときには、後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に帰属すべき次の使途に充当できる。 

・研究開発業務の促進 

・広報並びに成果発表及び成果展示等 

・職員教育・福利厚生の充実と施設等の補修・整備 

・事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための電子化の推進 

・債務保証に係る求償権回収等業務に係る経費 

［２３年度計画］ 

 平成２３年度において各勘定に剰余金が発生したときには、翌年度において後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の

負担に帰属すべき次の使途に充当できる。 

・研究開発業務の促進 

・広報並びに成果発表及び成果展示等 

・職員教育・福利厚生の充実と施設等の補修・整備 

・事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための電子化の推進 

・債務保証に係る求償権回収等業務に係る経費 

［２３年度業務実績］ 

 実績なし。 

７．その他主務省令で定める事項等 

（１）施設及び設備に関する計画 

［中期計画］ 

・白金台研修センターの処分に伴い必要となる研修会議施設 

 （注）上記の計画については、状況の変化に応じ柔軟に対応するものとし、予見しがたい事情により変更する場合が

ある。 

［２３年度計画］ 

 白金台研修センターの現物納付に伴い必要となる研修会議施設については、引き続き代替施設の検討を行う。 

［２３年度実績］ 

 研修センターの代替施設については、引き続き、慎重に検討を行った。 

（２）人事に関する計画 

（ア）方針 

［中期計画］ 

・研究開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積・継承等の観点から職員の更なる能力向上に努めるとともに、組織と

しての柔軟性の確保・多様性の向上等の観点から、産学官から有能な外部人材を積極的に登用し、一体的に運用する。 

［２３年度計画］ 

 研究開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積・継承等の観点から職員の更なる能力向上に努めるとともに、組織と

しての柔軟性の確保・多様性の向上等の観点から、産学官から有能な外部人材を積極的に登用し、一体的に運用する。 

［２３年度業務実績］ 

 研究開発マネジメントの質的向上を図るため、職員の研究現場・大学への派遣、階層別研修の強化、プロジェクトマ

ネジメント研修の実施等、職員の能力向上のための様々な取組を実施した。また、環境分野に新たにＰＭを配置する等

産官学から有能な外部人材を積極的に登用するとともに、個々の職員の業務実績、面談等を踏まえ、適材適所の人員配

置に努めた。 

（イ）人員に係る指標 

［中期計画］ 

・研究開発業務、導入普及業務については、業務のマニュアル化の推進等を通じ、定型化可能な業務は極力定型化し、

可能な限りアウトソーシング等を活用することにより、職員をより高次の判断を要するマネジメント業務等に集中さ

せるとともに、人件費の抑制を図る。 

（参考１）常勤職員数 

・期初の常勤職員数        ９７２人 

・期末の常勤職員数の見積もり ： 期初と同程度の範囲内で、人件費５％削減計画を踏まえ弾力的に対応する。 

（参考２）中期目標期間中の人件費総額 

 第２期中期目標期間中の人件費総額見込み  ３４，５６５百万円 
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 ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

［２３年度計画］ 

 業務のマニュアル化、システム化、アウトソーシング等を通じ、業務の一層の効率化を図り、人件費の抑制を図る。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は民間出向者の計画的な抑制、退職者の不補充による人員削減等の取組を実施することにより、人件費

の抑制を図った。 

（３）中期目標の期間を超える債務負担 

［中期計画］ 

 中期目標の期間を超える債務負担については、研究開発委託契約等において当該事業のプロジェクト基本計画が中期

目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性・適切性を勘案し合理的と判断されるもの及びクレジット取得に

係る契約について予定している。 

 クレジット取得については、多くの日数を要するものがあるため、債務負担を必要とするものである。債務負担の計

画については以下のとおり。 

 債務負担の限 債務負担を行 支出を行うべ 第１期及び第２ 

 度額     った年度   き年度    期中期目標期間 

                      中の支出見込額 

 12,242 百万円 平成 18 年度 平成 18 年度  11,018 百万円 

以降８箇年度 

 40,692 百万円 平成 19 年度 平成 19 年度  35,945 百万円 

以降７箇年度 

※ 上記金額については、政府からの受託状況等により変動があり得る。 

［２３年度計画］ 

 中期目標の期間を超える債務負担については、研究開発委託契約等において当該事業のプロジェクト基本計画が中期

目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性・適切性を勘案し合理的と判断されるものについて予定している。 

［２３年度業務実績］ 

 実績なし。 

（４）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１９条第１項に規定する

積立金の使途 

［中期計画］ 

 第１期中期目標期間中の繰越積立金は、第１期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第２期中期目標期間へ繰り

越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

［２３年度計画］ 

 第１期中期目標期間中の繰越積立金は、第１期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第２期中期目標期間へ繰り

越した有形固定資産の減価償却に要する費用に充当する。 

［２３年度業務実績］ 

 第１期中期目標期間中の繰越積立金 162 百万円のうち 20 百万円を有形固定資産の減価償却に要する費用に充当した。 

－56－



 

８．産業技術開発関連業務における技術分野ごとの実績 

＜１＞ライフサイエンス分野 

［中期計画］ 

 ライフサイエンスの進展は、ヒトゲノム解読完了により従来にも増して目覚ましいものがある。ポストゲノム研究に

おける国際競争が更に激化するとともに、ＲＮＡ（リボ核酸：タンパク質合成等に関与する生体内物質の一種）の機能

の重要性等、これまでの知識体系を大きく変える画期的な科学的成果やエピジェネティクス（後天的ＤＮＡ修飾による

遺伝発現制御に関する研究分野）といった新たな研究分野も次々と出現している。こうした研究成果を医薬品開発に活

用した分子標的薬が徐々に出始めるとともに、個人のゲノム情報に基づき医薬品の投与量を調整して副作用を回避する、

病態に応じて医薬品の有効性を投薬前に判断するなど、個別化医療の実現につながり始めている。 

 また、バイオテクノロジーを活用した新しい医療分野として期待されている再生医療については、皮膚、角膜、軟骨

といった一部の分野において、既に臨床研究が進み現実的な医療により近づいているとともに、新たな幹細胞技術等の

基礎的知見も充実している。さらに、ゲノム解析コストの低下により多くの微生物・植物のゲノム解読が進展したこと

から、ゲノムの知見と遺伝子改変により有用機能を強化された微生物・植物の利用が進んだ。この結果、バイオプロセ

スによる多様な有用物質（抗体等のタンパク質医薬品、化成品等）の生産が可能となりつつある。 

 第２期中期目標期間においては、我が国で今後本格化する少子高齢社会において、健康で活力に満ちた安心できる生

活を実現するため、健康・医療基盤技術、生物機能を活用した生産・処理・再資源化プロセス技術等の課題について重

点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進するものとする。 

①健康・医療基盤技術 

［中期計画］ 

 健康・医療基盤技術に関しては、創薬分野及び医療技術分野に取り組む。 

・創薬分野 

［中期計画］ 

 治験コストの増大、大型医薬の特許切れ、市場のグローバル化等を背景として、十分な開発投資に耐え得る企業規模

を求め、合併による業界再編が急速に進んだ。また、進展著しいライフサイエンス分野の知見を活用した新たな創薬コ

ンセプトの創造や創薬支援ツールの開発など、創薬プロセスにおけるベンチャー企業（特に米国）の存在感が増すとと

もに、治験支援を行う企業の成長など、自前主義から分業化へと創薬プロセスの大きな変革の中にある。 

 第２期中期目標期間中においては、欧米の大手製薬企業といえども急速に進展するポストゲノム研究開発を全て自前

でまかなうことは難しい状況にあることから、最先端の研究成果を積極的に取り込むとともに、これまでに蓄積した遺

伝子機能情報等の基盤的知見、完全長ｃＤＮＡ（タンパク質をコードする配列に対応したＤＮＡ）等のリソース及び解

析技術を十分に活用し、製薬企業のニーズを踏まえ、生体内で実際に機能しているタンパク質複合体を解析する技術、

Å単位で生体分子の３次元構造を解析する技術、研究用モデル細胞の創製等により、創薬プロセスの高度化・効率化を

一層進める。加えて、機能性ＲＮＡ、糖鎖、エピジェネティクス、幹細胞等、ライフサイエンスの急速な進展による知

識体系の変化に機動的に対応し、産業界の意見を吸い上げ、産業技術につながる的確な技術シーズへの対応を行い、疾

患や発生・分化など細胞機能に重要な働きを示す生体分子を十個以上解析し、新たな創薬コンセプトに基づく画期的な

新薬の開発や新たな診断技術の開発等につなげる。また、基礎研究の成果をいち早く臨床現場に繋げるため、医療上の

重要性や、医療産業、医療現場へのインパクトの大きな技術開発課題に対し、関係各省との連携と適切な役割分担の下

に橋渡し研究を推進し、その中で新規創薬候補遺伝子５０個以上を同定する等、技術の開発と円滑な普及に向けた取組

を行う。 

《１》染色体解析技術開発 ［平成１８年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 平成２２年度まで、(独)産業技術総合研究所イノベーション推進本部 平野 隆氏、および東京医科歯科大学難治疾患

研究所教授 稲澤譲治氏をプロジェクトリーダーとして、バクテリア人工染色体ＢＡＣを用いた、高感度・高精度、か

つ迅速、安価なＣＧＨ解析技術のシステム開発を、実際の臨床サンプルを用いた検証により実施してきた。平成２３年

度は、これまでの開発技術を普及促進させることを目的とし、以下の研究開発を実施する。 

①密度ジェノタイピング情報を付加した日本人の良性、および病因ＣＮＶデータベースの構築と次世代ゲノムアレイコ

ンテンツを開発する。 

②本事業により実用化した先天異常症診断用ゲノムアレイ（Genome Disorder array：ＧＤアレイ）の日本人病因ＣＮ

Ｖを判定するためのリファレンス情報を取得する。 

③ＧＤアレイを含む高精度ゲノムアレイ、ならびにがん診断用ゲノムアレイの診断精度を向上させる。 

［２３年度業務実績］ 

 東京医科歯科大学難治疾患研究所教授 稲澤 譲治氏をプロジェクトリーダーとする、「臨床診断用全自動染色体異常

解析システムの開発」について、開発技術／成果の普及促進を目的とした取り組みを実施し以下の成果を得た。 
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①次世代ゲノムアレイコンテンツの完成に向けて、高密度ジェノタイピング情報を付加した日本人の良性、および病因

ＣＮＶデータベースを構築した。 

②また、実用化した先天異常症診断用ゲノムアレイ（ＧＤアレイ）の日本人病因ＣＮＶを判定するためのリファレンス

情報を取得した。 

③ＧＤアレイを含む高精度ゲノムアレイ、ならびにがん診断用ゲノムアレイの診断精度を向上させ、設定した開発課題

における最終目標を達成した。 

 なお、最終年度までに、特許出願数６５ (国内３０、 外国３５)、 論文・著書発表総数１１９、学会発表数２３８、

新聞等７報の成果を得た。 

《２》基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発／橋渡し促進技術開発 ［平成１

９年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 少子高齢化が進む中、がん、生活習慣病、免疫・アレルギー疾患、精神神経疾患等に関する先端的医療技術の創出を

目指す。医療現場のニーズに基づき、急速に発展している多様なバイオ技術、工学技術等の基礎・基盤研究の成果を融

合し、また民間企業と臨床研究機関が一体となって、円滑に実用化につなげる技術開発を推進する。 

 平成２３年度は、平成１９年度から平成２２年度までに採択した継続課題について研究開発を行う。また、中間年度

あるいは最終年度に該当するテーマについては、自主評価を実施することにより橋渡し技術開発を促進する。 

［２３年度業務実績］ 

 医療現場のニーズに基づき、急速に発展している多様なバイオ技術、工学技術等の基礎・基盤研究の成果を融合し、

また民間企業と臨床研究機関が一体となって、円滑に実用化につなげる技術開発を推進した。平成２３年度は１２件の

テーマを継続実施した。また、研究進捗に応じた加速予算の追加による研究支援と自主テーマ評価を行った（橋渡し：

橋渡し研究、レギュラトリー：レギュラトリーサイエンス支援のための実証研究）。 

①創薬技術 

・遺伝子発現解析技術を活用した個別がん医療の実現と抗がん剤開発の加速（平成１９年度～、橋渡し） 

・マイクロドーズ臨床試験を活用した革新的創薬技術の開発（薬物動態・薬効の定量的予測技術を基盤として）（平

成２０年度～、橋渡し） 

・自然免疫を刺激する次世代トラベラーズマラリアワクチンの開発（平成２１年度～、橋渡し） 

・アルツハイマー病の根本治療を目指した新規治療法の研究開発（平成２１年度～、橋渡し） 

・癌特異的抗原受容体改変Ｔ細胞の輸注とがんワクチンによる複合的がん免疫療法の研究開発（平成２１年度～、橋

渡し） 

・腸管下痢症経口ワクチンの研究開発（平成２２年度～、橋渡し） 

・がん細胞に発現する必須アミノ酸トランスポーター（ＬＡＴ１）を分子標的とする新規抗がん療法の研究開発（平

成２２年度～、橋渡し） 

②診断技術 

・アルツハイマー病総合診断体系実用化プロジェクト：根本治療の実現に向けて（平成１９年度～、橋渡し） 

・精神性疾患等の治療に貢献する次世代ＰＥＴ診断システムの研究開発（平成２１年度～、橋渡し） 

③再生・細胞医療技術 

・細胞シートによる多施設臨床研究を目指した基盤システムの構築（平成２１年度～、レギュラトリー） 

・高密度スキャフォールドフリー脂肪由来幹細胞構造体を用いた骨軟骨組織再生の臨床研究（平成２２年度～、橋渡

し） 

④治療機器 

・次世代型高機能血液ポンプシステムの研究開発（平成２１年度～、橋渡し） 

《３》ゲノム創薬加速化支援バイオ産業基盤技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 膜タンパク質とその複合体の生体内に近い状態での立体構造解析、相互作用解析、計算科学分野における基盤技術、

および天然物化学情報基盤技術の開発により、創薬加速に資することを目的として、京都大学大学院理学研究科教授 

藤吉 好則氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

①創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発 

（１）電子線等による膜タンパク質およびその複合体の構造解析技術開発 

 結晶性が不十分でも効率良い構造解析が可能なシステムの技術開発を行う。電子線トモグラフィー用システムも

活用する。 

（２）核磁気共鳴法による膜タンパク質およびその複合体とリガンド分子の相互作用解析技術開発 

 創薬標的タンパク質の構造解析事例として、イオンチャネルなどを取り上げ、新規の創薬作用点を探る。 

（３）高精度 in silico スクリーニング等のシミュレーション技術開発 

 従来の開発した成果を改良・応用し高速性が発揮できるプログラムを開発する。大学・創薬企業等と協働しなが

ら、チャネル・タンパク質やＧＰＣＲ等を対象とする、より具体的な創薬実証研究を展開する。 

②有用天然化合物の安定的な生産技術開発 
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 有用天然物の生合成遺伝子クラスターライブラリーを構築する。 

 また、創薬上有用となる天然物の安定的生産技術を開発する。 

［２３年度業務実績］ 

①創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発 

 膜タンパク質とその複合体の生体内に近い状態での立体構造解析、相互作用解析、計算科学分野における基盤技術、

および天然物化学情報基盤技術の開発により、創薬加速に資することを目的に、京都大学大学院理学研究科教授 藤

吉 好則氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）電子線等による膜タンパク質およびその複合体の構造解析技術開発 

 膜タンパク質とその複合体の構造解析基盤技術の開発・改良を進めており、実際に膜タンパク質とその複合体の

構造解析に成功した。具体的には、水チャネルとその阻害剤との複合体の構造解析に成功し、ギャップ結合チャネ

ルＣｘ２６Ｍ３４Ａ変異体構造の分解能を向上させ、ＨＫ－ＡＴＰａｓｅとその阻害剤との複合体の構造解析を行

い、Ｎａ＋イオンチャネルの不活性化の構造と機能解析を行った。 

（２）核磁気共鳴法による膜タンパク質およびその複合体とリガンド分子の相互作用解析技術開発 

 ＫチャネルＫｃｓＡを用いて、チャネル動作機構を解明した。ＮＭＲを用いて開条件下における活性・不活性化

状態の間の交換速度を決定し、電気生理学から得られた不活性化挙動を完全に再現することができた。また、膜貫

通領域に位置する選択フィルタの運動性が、離れた細胞質内領域によって制御されていることを明らかにした。得

られた知見はＫｖチャネルに適用可能である。 

（３）高精度 in silico スクリーニング等のシミュレーション技術開発 

 受容体とリガンド双方の動的構造を考慮した複合体構造と結合エネルギーの算出法開発を行いドッキングを高精

度にした。天然変性蛋白質の構造形成メカニズムを解明した。蛋白質分子表面解析により複合体構造予測の精度を

上げた。ＧＰＵを活用した膜蛋白質の高速分子動力学計算手法を開発にした。低分子化合物の高速な類似性検索手

法を開発し公開した。 

②有用天然化合物の安定的な生産技術開発 

 天然物化学情報基盤技術の開発により創薬加速に資することを目的に、産業技術総合研究所バイオメディシナル情

報研究センター主任研究員 新家 一男氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）生合成遺伝子クラスターライブラリーの構築および安定生産技術の開発 

 次世代シークエンサーを用いたゲノム解析結果より、目的とする生合成クラスターを同定する手法を開発し、１

００ｋｂｐ超の巨大な生合成遺伝子クラスターを取得する手法 (ＢＡＣ法) を確立した。また、放線菌ホストＳＵ

ＫＡ株を用いて、巨大な生合成遺伝子クラスターが生産する化合物、および休眠生合成遺伝子が生産する化合物の

異種発現生産に成功した。 

《４》ヒト幹細胞産業応用促進基盤技術開発 ［平成２０年度～平成２７年度、中間評

価：平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的として、ＮＥＤＯが指名する研究開発責任者（プロジェクトリーダー）

を置き、以下の研究開発を実施する。なお、本事業は「ｉＰＳ細胞等幹細胞産業応用促進基盤技術開発」（平成２０年

度～）の研究開発進捗状況と内外の研究開発動向を勘案し、開発項目の統合・再編を行って実施する。 

①ヒト幹細胞実用化に向けた評価基盤技術の開発 

（１）ヒト幹細胞の安定な培養・保存技術の開発 

 ロボット技術や画像処理技術などを組み合わせた自動培養技術を開発する。また有用な性質を損なわずに安定培

養を可能とする培養液・培養基材を開発する。 

（２）ヒト幹細胞の品質評価指標の開発 

 さまざまな分化指向性や造腫瘍性等の性質の違いを、未分化な状態で簡便かつ迅速に評価・判別可能とする品質

評価指標を開発する。 

②ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を用いた創薬スクリーニングシステムの開発 

（１）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞から心筋細胞への高効率な分化誘導技術の開発 

 入手可能な健常人由来のヒトｉＰＳ等幹細胞及び心毒性等評価に有用な心疾患等患者由来のヒトｉＰＳ細胞等幹

細胞から、心筋細胞への誘導効率を高める因子の探索や効率的な分化誘導技術を開発する。 

（２）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を活用した創薬スクリーニングシステムの開発 

 心毒性等が報告されている既存薬等を用いて、既存法との比較等によって心毒性等評価システムの有用性を評価

する。また製薬企業等によるユーザー評価結果を踏まえてシステムを改良する。 

［２３年度業務実績］ 

①ヒト幹細胞実用化に向けた評価基盤技術の開発 

 ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的に、京都大学ｉＰＳ細胞研究所特定拠点長・副所長教授 中畑 龍俊

氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）ｉＰＳ細胞の安定な培養・保存技術の開発 

 ヒト幹細胞の安定な培養・保存技術の開発における、自動培養装置、凍結保存装置の開発では、自動培養装置と

凍結保存装置を連結し、凍結保存側の連係動作を実現した。ｉＰＳ細胞京大株の自動培養にフィーダー細胞使用の

条件から着手するとともに、ｉＰＳ細胞を見分ける観察評価技術の開発に着手した。培養基材及び培地の開発では、

培養基材としてラミニン活性フラグメントの調製と活性評価、市販培地の評価を実施した。 
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 ヒト幹細胞の品質管理・安定供給技術の開発において、国際標準化案の策定のため動向調査を行うともに、国際

規格化に向けての合意形成を図った。なお、品質評価指標の開発については、京都大学 ｉＰＳ細胞研究所と連携

して行った。 

（２）ヒトＥＳ細胞の安定な培養・保存技術の開発と品質評価指標の開発 

 ヒトＥＳ細胞の安定な培養・保存技術の開発において、各種因子の代替化合物について従来法よりも精度の高い

スクリーニング法を開発し、ヒトＥＳ細胞の未分化維持に有効な化合物を見出した。また、ヒトＥＳ幹細胞のフィ

ーダーフリー培養および三次元培養法の検討に着手。自動培養装置仕様を確定し、試作機作製に着手した。定量的

にヒトＥＳ細胞コロニーを測定するためのイメージング装置の設計を完了した。 

 ヒトＥＳ細胞の品質評価指標の開発において、継代初期および長期培養後の細胞についてゲノム、エピゲノム、

遺伝子発現、脂質、糖鎖など品質指標につき解析を行い、データを統合・比較する為の標準化に着手した。また、

培養細胞の神経系細胞、心筋細胞と血球系細胞および内胚葉系への多分化能と分化指向性を評価軸とする基礎デー

タの取得に着手した。 

（３）滑膜由来間葉系幹細胞の大量培養・保存基盤技術開発 

 滑膜由来間葉系幹細胞の無血清培地の検討については、ヒト滑膜由来ＭＳＣの未分化性、有用性、安全性を維持

した状態でのディッシュ底面接着法による大量培養に、現在研究用として量産されている無血清培地は十分に対応

できることが判明した。また、ヒト滑膜組織においては、脱コラゲナーゼ処理の検討を行い、Explant culture 法

でのＭＳＣ分離が高い増殖能をもつことが判明した。さらに、無血清培地で培養した細胞においても安定してＴＥ

Ｃ作成が可能であることを確認し、細胞培養とＴＥＣ作製期間を大幅に短縮することに成功した。 滑膜由来間葉

系幹細胞の大量培養方法の開発については、滑膜ＭＳＣを微小重力環境で培養し続けた場合、１Ｇ環境で培養し続

けた場合と比較して、細胞数が増加し、未分化マーカーの発現に変化があることが判った。容量５リットルの浮遊

回転培養装置の試作機を製作し回転条件や培養液組成等での課題が洗い出せた。 

 培養細胞評価基盤技術の検討については、滑膜ＭＳＣの遺伝子発現解析に着手し、遺伝子プロファイルを行い滑

膜由来ＭＳＣに特徴的な遺伝子候補を抽出した。有血清培養した細胞の表面抗原の発現解析、サイトカインアレイ

による培養細胞の品質解析を行った。細胞保存条件の検討については、ＣＡＳプログラムフリーザーを使った滑膜

由来ＭＳＣの凍結条件を検討した。 

（４）Ｍｕｓｅ細胞の評価基盤技術の開発 

 これまでに開発した間葉系組織に存在するＳＳＥＡ３陽性細胞として分取する手法を用いて取得したＭｕｓｅ細

胞とＮｏｎ－Ｍｕｓｅ細胞の比較、異なるヒト組織（骨髄、皮膚、脂肪）由来のＭｕｓｅ細胞間の比較及び異なる

動物種（ラット、マウス、ウサギ）由来のＭｕｓｅ細胞間の比較による共通因子の解析を、遺伝子発現解析、プロ

テオーム解析技術等を用いて行い、分離精製によるダメージの少ないＭｕｓｅ細胞の選別に有用な因子となる候補

を複数見出した。 

 分化能及びクラスター形成能について異なるヒト組織（骨髄、皮膚、脂肪）由来のＭｕｓｅ細胞間の比較を行な

ったところ、脂肪組織が含有率やクラスター形成能が高く、有望なソースである可能性を得た。また、レンチウィ

ルスを用いてＧＦＰを導入したＭｕｓｅ細胞を、肝硬変モデル動物に移植し、in vivo における分化能の検証を進

めた。 

（５）間葉系幹細胞の品質管理・安定供給技術の開発 

 再生医療に用いる細胞（組織）として期待されている脂肪組織由来幹細胞を２株、及び間葉系細胞の由来組織に

よる影響を解析するために同一個体由来の間葉系細胞を３株、計５細胞株を選定し、培養環境の異なる条件下での

細胞品質の解析を開始した。参加機関間での細胞品質安定性が網羅的遺伝子発現解析により相関係数０．９８とな

り、非常に高い同等性のもとで参加機関における細胞培養が行われていることが示された。間葉系細胞の増殖能は

細胞株（異なる由来組織別）で異なり、培地環境によっても影響を受け、分化能力は細胞株間でも異なるが、細胞

継代（増殖）とともに減弱することが示された。 

 細胞の生物学的なデータを取得した培養細胞試料を網羅的遺伝子発現解析及びそのバイオインフォマティクス解

析により分子レベルでの特質を解析し、培地開発に有用なマーカーとなりうる候補分子群を同定した。 

 

②ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を用いた創薬スクリーニングシステムの開発 

 ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的に、東京医科歯科大学生体材料工学研究所教授 安田 賢二氏をプロジ

ェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞から心筋細胞への高効率な分化誘導技術の開発 

 ヒトｉＰＳ細胞からの心筋細胞誘導化法を開発しＸ因子法＋Ｇ－ＣＳＦ法の組み合わせによる方法を確立した。ま

た拍動性を維持したヒト心筋細胞含有率９０％以上の任意の大きさのヒトｉＰＳ細胞由来の心筋細胞塊作製法と心筋

細胞塊を単一細胞へ分散させる分散方法を確立するとともに、心筋細胞塊の凍結保存条件を見出した。更にヒト心筋

細胞とヒトｉＰＳ細胞の糖代謝特徴の解析により、両者の必要とするエネルギー源の違いを利用した心筋細胞の純化

精製法を見出した。 

遺伝性心筋疾患患者からのヒトｉＰＳ細胞の樹立では、遺伝性ＱＴ延長症候群１型、２型、３型患者の皮膚細胞およ

び抹消血液中Ｔ細胞よりヒトｉＰＳ細胞を作製し、心筋細胞の分化誘導を行った。その結果、１型遺伝性ＱＴ症候群

患者由来の心筋細胞を用いたフィールド電位計測において、疾患関連と考えられる活動電位変化が観察され、ＩＫｒ

チャネル遮断薬投与の検討では用量依存性に Torsade de point 様不整脈の誘発が確認された。 

（２）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を活用した創薬スクリーニングシステムの開発 

 細胞電位推定機能、細胞間ゆらぎ計測機能、全自動波形解析機能・分析機能、薬剤濃度制御・モニター機能、筋収

縮力評価用細胞変位計測高速カメラシステム、長期細胞培養機能を有する操作自動化が可能なシステム即ち実用化プ
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ロトタイプ機（第２世代システム）を構築した。本システム並びにヒトｉＰＳ細胞由来心筋細胞を用い、偽陰性、偽

陽性薬剤の応答性を検討し、更に計測条件等の最適化を行い、標準プロトコールを作成した。既知薬剤を用いた検討

では取得されたデータを既存法による結果と比較して本システムの評価を行うとともに、標準化に必要なデータの取

得、蓄積を行った。本結果については国内外の学会で発表した。また、検討薬剤の提供を受けた海外メガファーマか

らは、本検討結果に対し高い評価が得られた。 

 なお、ヒトＥＳ細胞由来心筋塊およびヒトｉＰＳ細胞由来分散心筋細胞から作成した平面細胞シートを用いてシス

テム評価した結果、薬物応答性の基礎的データが取得された。ヒトＥＳ細胞由来心筋細胞塊の品質改善の可能性と開

発中である心筋細胞ネットワークチップの研究に寄与する成果が得られた。 

 次年度以降の本システムの国内外評価に先立ち、「ヒトＥＳ細胞あるいはヒトｉＰＳ細胞から分化した心筋細胞を

用いる in vitro 心臓安全性薬理試験方法」について世界の競合開発状況の総合調査を行った。 

《５》後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発 ［平成２２年度～

平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 後天的ゲノム修飾の効果的・効率的な解析手法の開発により、画期的な診断技術や新薬コンセプトの創造につなげる

創薬基盤とすることを目的に、東京大学先端科学技術研究センター教授 油谷 浩幸氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究を実施する。 

①後天的ゲノム修飾解析技術開発 

 ヒストン修飾解析等に必要な解析用抗体を作成し、多種類のヒストン修飾や修飾因子を系統的に解析する技術を開

発する。また、質量分析法等を用いて、後天的ヒストン修飾の組み合わせを微量の検体で測定可能な、高感度な解析

基盤技術を開発する。後天的ゲノム修飾を解析して得られる膨大な情報と既存の生命情報データから必要な情報を効

率的に抽出する、標準的情報処理技術を開発する。 

②後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける基盤技術開発 

 どのような後天的ゲノム修飾の変化によってどのような後天的疾患が発生するか、疾患と後天的ゲノム修飾の関連

付けを行う。解析対象となるヒト臨床サンプルを効率的に収集して疾患と正常の比較分析を行うことにより、疾患発

症に関わる後天的ゲノム修飾異常を引き起こす原因因子等を探索するとともに、新たな創薬・診断の標的候補分子を

探索する。 

③探索的実証研究 

 標的分子に対する後天的ゲノム修飾を再現性よく定量的に解析する手法を開発し、多数の試験サンプルに対して適応

可能な、高感度かつ高精度なハイスループットアッセイ法を構築する。後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける創薬・

診断の標的候補分子に対し、これらの後天的ゲノム修飾を制御する因子を探索し、標的としての妥当性を検討すること

により、基盤技術としての有用性を実証する。 

［２３年度業務実績］ 

 東京大学先端科学技術研究センター教授 油谷 浩幸氏をプロジェクトリーダーとして、東京大学先端研に設置した

先進的なエピゲノム修飾解析技術・質量分析技術を有する集中研（オープンラボ）を中核に、医療機関および製薬・診

断企業が構成するエピゲノム技術研究組合が参加する研究体制にて技術開発を推進した。また、ＮＥＤＯによる主体的

な事業運営を実施するため、平成２４年３月にＮＥＤＯ主催によるプロジェクト運営会議を開催し、今後の事業方針に

ついての議論をとりまとめた。 

①後天的ゲノム修飾解析技術開発 

 修飾ヒストン特異的モノクローナル抗体の親和性を、ＢＩＡＣＯＲＥ及びＦＲＡＰアッセイにより検討した。微量

なＣｈＩＰ検体の増幅法の開発および微量検体からの染色体分離法について検討した。８０近くのヒストンＨ４テー

ルの修飾組み合わせパターンの分離が可能となり、Ｈ４テールの修飾パターンの時系列変化を比較定量できる技術を

開発した。また、ＲＮＡ－ｓｅｑ解析パイプラインをデータベースに登録し、解析の最終結果および中間結果を共有

検証できるようにした。 

②後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける基盤技術開発 

 ４５０Ｋエピジェノタイピングアレイを用いて、癌組織と非癌部組織のデータ取得を行い、高感度かつ高特異的な

マーカーの選出に着手した。ヒストン修飾酵素およびＤＮＡメチル化修飾酵素のｓｈＲＮＡノックダウンによる表現

型解析、及びヒストン修飾の変動を調べるとともに、酵素活性測定系の樹立を進めた。累積で計６０例（胃癌２０例、

肺癌２０例、肝癌２０例）の腫瘍組織から検体採取を行うとともに、体系的にＤＮＡ、ＲＮＡの抽出、精製を行った。 

③探索的実証研究 

 ウェスタンブロット法を用いて、培養細胞の細胞周期におけるヒストンＨ４の修飾組み合わせの解析に着手した。

質量分析計によるヒストンメチル化活性のスクリーニングに加え、α-スクリーニング法を用いた活性測定法の開発

に着手した。約２００化合物の in vitro スクリーニングにより、さらに阻害活性の高い化合物を得た。ヒストンＨ

３Ｋ９メチル化酵素Ｇ９ａの in silico および in vitro 阻害剤スクリーニングを行った。 

・医療技術分野 

［中期計画］ 

 診断・治療機器の国内外における日本製品のシェア等について、大きな変動はないものの、内視鏡や超音波関連の技

術や機器の国際競争力は技術的に優位である。高齢化の進展する日本においては、充実した医療による国民の健康の確
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保及び患者のＱＯＬ（生活の質）の向上が重要な課題となる。 

 第２期中期目標期間は、厚生労働省を始め関係省庁との連携の下、これまでに蓄積した知見を基に診断機器や低侵襲

治療機器の開発、標準化等成果普及のための環境整備に取り組み、早期医療の実現、再生医療の実用化を目指す。また、

診断・治療機器の一体化や高機能化、更にはナノテクや情報通信等の先端技術との融合を図り、新たな「医薬工連携」

領域となる基盤構築を進める。具体的には、分子イメージング機器開発では、高精度な工学技術や手法、新規診断薬開

発等を融合することにより、悪性腫瘍等の早期診断を目指す。この開発では、空間分解能１ｍｍ以下のＤＯＩ検出器

（深さ方向の放射線位置検出器）を用いた近接撮像型部位別ＰＥＴ装置（乳房用プロトタイプ）の開発などを目標とす

る。また、薬剤と外部エネルギーの組み合わせによる画期的な低侵襲治療システムを目指すＤＤＳ研究開発、より低侵

襲かつ安全な手術を可能とする診断治療一体型手術支援システムの開発等を進める。ＤＤＳ研究開発では、従来型光増

感剤の１／１０の濃度、及び１／１０の光エネルギー密度で従来型光線力学療法（ＰＤＴ）と同等以上の抗腫瘍効果を

達成する光線力学治療システムの開発などを目標とする。さらに、再生医療分野では心筋、運動器等組織の構築を目指

すとともに、製造プロセスの有効性・安全性にかかる評価技術開発や、これら技術のＪＩＳ化を通じてＩＳＯ等への国

際標準への提案を行う。この開発では、細胞厚みを１μｍの精度で非侵襲的・継続的に計測する間葉系幹細胞の一次培

養プロセスの計測・評価装置の開発などを目標とする。 

 また、加齢や疾病等によって衰えた身体機能を補助できる社会参加支援機器等の研究開発を行う。加えて、医療・福

祉の現場にそれらの技術が円滑に導入されることを支援するためのデータ提供等や、機械操作等人間の行動特性に適合

させた製品技術に関する研究開発等を行う。 

 福祉用具の実用化開発については、第２期中期目標期間中に、広く社会への普及啓発を図るため、助成事業終了後、

その開発成果について、年間５事業者以上を展示会等のイベントを通じて広く社会へ紹介すること等を行う。 

《１》がん超早期診断・治療機器の総合研究開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 がんによる死亡率を低下させることを目指し、がん性状・位置等の情報を正確に得るための超早期高精度診断機器シ

ステムと、その情報に基づく低侵襲な治療の可能性を広げる超低侵襲治療機器システムの開発を目的に、山口大学名誉

教授 加藤紘氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

①超早期高精度診断システムの研究開発 

（１）画像診断システムの開発 

 悪性度の高いがんをより早期に診断するために必要な診断システム及び分子プローブ等の開発を行うため下記項

目を実施する。 

（ア）高機能画像診断機器の研究開発 

（イ）がんの性状をとらえる分子プローブ等の研究開発 

（２）病理画像等認識技術の研究開発 

 高効率な画像認識技術（画像パターン認識技術、画像パターン情報の共有技術等）の開発を行うため下記項目を

実施する。 

（ア）病理画像等認識基礎技術の研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像認識技術 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングﾞによる超高精度がん組織診断技術 

（イ）病理画像等認識自動化システムの研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像解析システム 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングﾞによる超高精度がん組織診断システム 

（３）血液中のがん分子・遺伝子診断を実現するための技術・システムの研究開発 

 血中がん分子・遺伝子診断の結果に対する信頼性向上を目指し、検体管理、品質評価等の検体処理プロセスの開

発を行うため下記項目を実施する。 

（ア）血中がん分子・遺伝子診断のための基礎技術の研究開発 

（イ）血中がん分子・遺伝子診断自動化システムの研究開発 

②超低侵襲治療機器の研究開発 

（１）内視鏡下手術支援システムの研究開発 

 病巣部等を可視化することにより医療従事者が扱いやすく、病巣部のみを精度高く摘出して正常な臓器機能を可

能な限り温存し患者の負担を軽減するインテリジェントな治療機器を開発するため下記項目を実施する。 

（ア）脳神経外科手術用インテリジェント手術機器研究開発 

（イ）胸部外科手術用インテリジェント手術機器研究開発 

（ウ）消化器外科手術用インテリジェント手術機器研究開発 

（２）高精度Ｘ線治療機器の研究開発 

 Ｘ線出力を向上する技術や効率的な治療計画の作成及び治療検証補助技術の開発を通じて、より効率的なＸ線治

療装置等を開発するため下記項目を実施する。 

（ア）小型高出力Ｘ線ビーム発生装置の開発 

（イ）動体追跡が可能な高精度Ｘ線照射装置の開発 

（ウ）治療計画作成支援技術の開発 

（エ）治療検証技術の研究開発 

［２３年度業務実績］ 
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 山口大学名誉教授 加藤 紘氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

①「超早期高精度診断システムの研究開発」 

（１）画像診断システムの研究開発 

（ア）高機能画像診断機器の研究開発 

 ＭＲＩ磁場対応ＤＯＩ－ＴＯＦ検出器モジュールとしてＳｉＰＭ素子配置の最適化を行い、モジュールを試作

した。この計測・評価のために検出器評価システムを構築した。また、ＳｉＰＭ用フロントエンド回路の試作・

評価を行った。 

 フレキシブルＰＥＴ対応データ収集系は、さまざまな検出器配置に対応したフレキシブルな同時収集回路を設

計・試作した。データ処理系は、部分リングＰＥＴに対応した逐次近似画像再構成ソフトウェアを試作し、シミ

ュレーションデータによる評価を行った。 

（イ）がんの性状をとらえる分子プローブ等の研究開発 

 乳がん、前立腺がん、膵がん、或いは肺がんを標的とする分子プローブにつき、８５種類以上の候補化合物を

設計・合成し、評価系を構築するとともにインビボ・インビトロ評価を行った。そのうち５つの受容体に対して

は、インビボイメージングに高い有効性を期待できるプローブを見出した。光・電磁波・電解反応を利用した高

速・高効率な標識合成法を検討し、各反応機構を実装する自動合成装置の試作を行った。 

（２）病理画像認識技術の研究開発 

（ア）病理画像等認識基礎技術の研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像認識技術 

画像データと、診断情報、画像解析から得られた定量値で構成されるデータベースの蓄積を継続した。肝細 

胞がん悪性度マーカーとして、新たに分子Ｘの発現相関を検討した。また、画像の認識、特徴の数量化を可能 

とした。超早期がんを特徴付ける情報の選択と測定ツールを構築した。染色のばらつきを考慮した色・スペク

トル処理技術を開発した。画像処理の劣化耐性を定量評価可能とした。 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングによる超高精度がん組織診断技術 

 蛍光性ナノ粒子について、汎用顕微鏡での目視確認できる高輝度化を実現した。また粒子表面構造の改良に

より非特異性を低減する技術を確立した。先行検証の症例数を３７症例に拡大した。 

（イ）病理画像等認識自動化システムの研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像解析システム 

 悪性度を認識するための特徴量の探索・比較検討を行った。肝細胞がんについては、全自動での特徴量抽出

システムの構築を行い、本プロジェクトを市場展開するためのプロトタイプを構築した。 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングによる超高精度がん組織診断システム 

 ＨＥ染色と蛍光タンパク発現量染色の同時染色の試作を開始した。また、同時染色の病理ワークフローの意

義を検討した。 

（３）血中がん分子・遺伝子診断を実現するための技術・システムの研究開発 

（ア）血中がん分子・遺伝子診断のための基礎技術の研究開発 

 フローサイトメーターを用いた血中循環癌細胞(ＣＴＣ)検出のための前処理プロトコルと装置の改良を実施し

た。 

（イ）血中がん分子・遺伝子診断自動化システムの研究開発 

（ⅰ）血中循環がん細胞検出技術 

 血液前処置法として、操作が容易（自動検出に適した）なフィルター法を選択し、前処理条件の検討を行っ

た。ＣＴＣ検出全工程において乳がん細胞を１細胞単位で検出可能であることを確認した。試作機として、Ｃ

ＴＣ検出全工程の自動化装置を製作し動作確認を完了した。 

（ⅱ）血中がん遺伝子診断の検体処理自動化システム 

 ＣＴＣ検出のための血液前処理方法を最適化し、染色プロトコルと併せて光学検出の基本条件を導出した。

モデル細胞からマイクロアレイ品質のＲＮＡが高速に精製できるプロトコルを確立。ＲＮＡ精製と品質評価を

一体化したシステムの試作に着手した。 

②「超低侵襲治療機器システムの研究開発」 

（１）内視鏡下手術支援システムの研究開発（平成２３年度まで） 

（ア）脳神経外科手術用インテリジェント手術機器研究開発  

 手術器具の機構については、挿入時に開口する脳回を１カ所程度にとどめることを実現した。高精度な力覚呈

示付き鉗子を実現した。計測した情報、内視鏡画像、術前或いは術中の３次元断層画像等を統合する際の誤差を

小さくし、非臨床評価試験により開発機器の有用性を確認した。 

（イ）胸部外科手術用インテリジェント手術機器研究開発 

 直径１０ｍｍの内視鏡、内視鏡下用超音波プローブ、心電用多点電極アレイ、力情報取得デバイス、吻合デバ

イス、さらにこれらを操作可能でかつ吻合操作が可能な鉗子、心臓や肺の裏側にもアプローチ可能な鉗子等を開

発し、これらを統合制御可能なインテリジェント手術システムを開発した。また、シミュレーションによる習熟

度訓練を目的として、臓器の応力変形や鉗子動作や手術時間等の記録、習熟度レベル判定、レビュー機能を有す

るＶＲシミュレータを開発した。非臨床評価試験により開発機器の有用性を確認した。 

（ウ）消化器外科手術用インテリジェント手術機器研究開発 

 ＮＯＴＥＳ手技用ロボットの技術について、収束超音波プローブ・３Ｄ軟性内視鏡・力覚デバイスなど、各種

手術デバイスを自在に組み合わせることのできる機構、軟性的アプローチが可能で、脳神経外科領域を共用可能

な力触覚情報の呈示機構を達成した。また、超音波画像を用いた照射予定部分の自動追尾機構も搭載した。非臨

－63－



 

床評価試験により開発機器の有用性を確認した。 

（２）高精度Ｘ線治療機器の研究開発 

（ア）小型高出力Ｘ線ビーム発生装置の開発 

 試作した大電力小型加速管と電子銃が定格通りの性能を有していることを単体レベルで確認した。また、試作

した大電力小型加速管と電子銃におけるビームコントロールシステムの改良及び超高速化を行った。 

（イ）動体追跡が可能な高精度Ｘ線照射装置の開発 

 リアルタイム位置情報検出と検出した治療部位の動きに追尾して照射するシステムを試作した。高精度Ｘ線照

射装置を操作制御するコンソールの試作開発を行い、治療計画に基づいた動体追跡照射を含む一連の治療を行う

操作機能を実装した。ロボット型治療に対しては、リアルタイムでシミュレータが動体追跡用Ｘ線をロボット型

Ｘ線治療機が遮った時のロボット動作をシミュレートできることを確認した。 

（ウ）治療計画作成支援技術の開発 

 治療計画装置フレームワーク開発を継続し、ＤＩＣＯＭ－ＲＴデータの読み込み、画像表示機能を完成させた。

ＣＴ画像読み込みから線量計算までの一連の治療計画を実施できるまでの統合システムの構築を行った。４次元

線量計算・評価ソフトウェアの基本機能を実装したプロトタイプを完成させ、４次元線量計算・評価モジュール

単体の性能試験を開始した。ナロービーム顕微鏡手術的Ｘ線治療計算ソフトのプロトタイプを作成した。 

（エ）治療検証技術の研究開発 

 マルチプルゲーティングの機能を動体追跡ソフトウェアに組み込み確認した。また、治療位置検証システムの

構築を進め、マーカーについて、ネットワーク経由で参照できるシステムを開発した。また、リアルタイム線量

測定システム評価のための動体ファントムや、照射線量と座標位置の検出機構を試作した。透過型線量モニタシ

ステムの開発を進めた。 

《２》がん細胞選択的な非侵襲治療機器の基盤技術開発 ［平成２２年度～平成２４年

度］ 

［２３年度計画］ 

 広範囲に浸潤するがんや再発がん等に対して高い有効性が示されている中性子捕捉療法に用いる小型・高出力直線加

速装置に係る陽子線加速技術を確立することを目的に、中性子捕捉療法に適した小型直線陽子加速装置の試作と、その

装置並びに発生させた陽子線の有効性の検証を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 中性子捕捉療法用病院併設型小型直線加速器を開発するため、病院内に併設して運用可能で、かつＢＮＣＴ実施に十

分な中性子を発生させるための小型直線型陽子線加速器（ＲＦＱ＋ＤＴＬタイプ）の加速器本体の製作を実施した。Ｒ

ＦＱについては、装置本体までの製作を実施した。ＤＴＬについては、詳細設計、材料手配まで終了した。一方、加速

器の製作と並行して治療計画システム、線量計測等に係る基盤技術の開発を行った。また、加速器システムの検証のた

め、ＢＮＣＴ用の液体リチウム中性子発生ターゲットについて、実際にターゲット及びリチウム循環システムを製作し、

実用機に必要とされる設計性能を世界で初めて実証した。 

《３》次世代機能代替技術の研究開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 従来の医療技術では根治に至らない疾患の治療を可能とするため、生体内で自己組織の再生を促すセルフリー型再生

デバイス、少量の細胞により生体内で自律的に成熟する自律成熟型再生デバイス、及び、長期在宅使用が可能な小柄患

者用植込み型補助人工心臓の実用化を目的に、東京女子医科大学教授 岡野光夫氏をプロジェクトリーダーとして、以

下の研究開発を実施する。 

①次世代再生医療技術の研究開発 

 生体外での細胞培養を行わずに、生体内において幹細胞の分化誘導等を促進して組織再生を促すデバイス等の研究

開発を行うため下記項目を実施する。また、この再生医療技術の有効性・安全性に関する評価手法を確立するととも

にこれらの標準化を図ることで、再生医療の産業化を促進する。 

（１）生体内で自己組織の再生を促すセルフリー型再生デバイスの開発 

（ア）セルフリー型再生デバイスの基盤研究開発 

（イ）セルフリー型再生デバイスの実用化研究開発 

（２）少量の細胞により生体内で自己組織の再生を促す自律成熟型再生デバイスの開発 

（ア）自律成熟型再生デバイスの基盤研究開発 

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための基盤研究開発 

（ⅱ）Ｍｕｓｅ細胞を用いた in situ stem cell therapy の基盤研究開発  

（イ）自律成熟型再生デバイスの実用化研究開発  

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための実用化研究開発 

（ⅱ）Ｍｕｓｅ細胞を用いた in situ stem cell therapy の実用化研究開発 

（３）有効性･安全性評価技術等の開発 

②次世代心機能代替治療技術の研究開発 

 小柄な体型にも適用可能な小型製品とし、血栓形成や感染を防ぎ、長期在宅使用が可能な植込み型補助人工心臓を

開発するため下記項目を実施する。加えて、本プロジェクト終了後に臨床試験の実施が可能な装置を完成させること
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を目標とし、機械的・電気的・生物学的有効性および安全性を検証する。 

（１）小柄な患者に適用できる植込み型補助人工心臓の開発 

（２）有効性及び安全性の評価 

［２３年度業務実績］ 

 東京女子医科大学教授 岡野 光夫氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

①「次世代再生医療技術の研究開発」 

（１）生体内で自己組織の再生を促すセルフリー型再生デバイスの開発 

（ア）セルフリー型再生デバイスの基盤研究開発 

 幹細胞ニッチを構築する基底膜分子候補を絞り込み、組織幹細胞を用いてその分子候補の機能評価系を立ち上

げると共に、人工幹細胞ニッチの構築戦略を策定した。 

 幹細胞誘導因子の開発として、Ｌ－Ｐ＋ＭＳＣの心筋梗塞部位への集積促進のための分子及び徐放化技術とデ

バイスの組み合わせの最適化を行うと共に、心筋分化誘導因子の探索及び分化誘導機構の解明を行った。 

 幹細胞誘導と分化因子の徐放に適した薬物包含ハイドロゲル及び細胞接着に最適な徐放化ハイドロゲルの細胞

足場の作製を行い、ドラッグデリバリーシステムとしてのデバイスデザインを決定した。 

（イ）セルフリー型再生デバイスの実用化研究開発 

 セルフリー型再生デバイスの実用化に向け、デバイスの材料の選定と加工技術の検討を行い、その結果に基づ

いて、心血管デバイスの骨格製造を再現性良く、かつ安定的に行うための製造技術の検討を行った。 

（２）少量の細胞により生体内で自己組織の再生を促す自律成熟型再生デバイスの開発 

（ア）自律成熟型再生デバイスの基盤研究開発 

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための基盤研究開発 

 軟骨用再生デバイスでは、増殖因子と分化因子の検討、及び足場素材が培養装置の役割をする培養モジュー

ルを試作した。製膜条件を変化させ、孔径や透水量など種々の膜特性を有する培養モジュール用生分解性中空

糸膜を作製するとともにその製造方法を確立した。さらに、生体内での成熟が可能となるコントロールリリー

スハイドロゲルを作製し、培養モジュールとによる組込型 one-piece 再生デバイスを試作した。またこれらの

有効性を評価するための動物実験を行った。 

 骨用再生デバイスでは、微小人工骨と外殻の仕様の検討を継続した。 

 関節用再生デバイスでは、血漿タンパク質・人工骨複合体の軟骨下骨再生への有用性に関する動物実験を実

施した。また、無血清培地を用いた間葉系幹細胞の増幅効果、及び軟骨分化能の至適化を検討した。 

 細胞の増殖・分化の効率をより向上させるために、これらのデバイスを移植する母床側において、接触状態

の改善、幹細胞動員環境の改善、再生デバイスに対する免疫反応の抑制等を行った。 

（ⅱ）Ｍｕｓｅ細胞を用いた in situ stem cell therapy の基盤研究開発 

 Ｍｕｓｅ細胞の損傷部位への誘導に関する研究開発として、疾患モデルマウスを作製し、当該マウスから採

取した末梢血での増加因子及び遊走細胞の同定のためのアッセイ系の確立を行うとともに、他の細胞遊走モデ

ルを参考にした遊走因子候補について検証した。当該遊走因子候補につき、in vitro での細胞の遊走状態の

解析システムの立ち上げを行った。また、in vivo でもマウスを用いたＭｕｓｅ細胞の遊走の検証を行う系の

検討を行った。 

 生体内での分化制御に関する研究開発として、Ｍｕｓｅ細胞からの分化誘導に成功した細胞につき、支持体

と一体化した医療デバイスの検討を行った。さらに他家Ｍｕｓｅ細胞又は他家Ｍｕｓｅ細胞から分化させた細

胞の免疫応答についての検討を行った。 

（イ）自律成熟型再生デバイスの実用化研究開発  

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための実用化研究開発 

 軟骨用自律再生デバイスに関して、増殖刺激や分化刺激の検討を行い、これらの機能を担持した移植用培養

モジュールを試作した。 

（ⅱ）Ｍｕｓｅ細胞を用いた in situ stem cell therapy の実用化研究開発 

 白斑症では、Ｍｕｓｅ細胞から分化誘導したメラノサイトを用いた培養皮膚の作製検討を行った。脳梗塞で

は、Ｍｕｓｅ細胞から分化誘導した神経前駆細胞の移植検討を行った。 

（３）有効性･安全性評価技術等の開発 

 細胞の安全性に関しては、マーカー遺伝子の選出や軟寒天培養法の適応、ＮＯＧマウスの応用を検討した。製品

の安全性に関しては、細胞形質変化の評価方法を検討した。評価ガイドライン確立に関しては、有効性評価項目な

らびに評価方法の検討を行った。 

②「次世代心機能代替治療技術の研究開発」 

（１）小柄な患者に適用できる植込み型補助人工心臓の開発 

 体重１５－３０キロの患者にも体内植込み可能な補助人工心臓システムとして、低流量運転に向けた流路設計、

流動解析に着手した。流動解析結果から低流量運転領域についての評価を進めた。性能試験評価羽根車の機械加工

用３次元ＣＡＤデータの作成と機械加工を行った。性能試験用ポンプの組立に着手し、性能試験評価に向けた準備

を進めた。 

 製作した１次試作機駆動装置小型化のための筐体／基板改造と、電源喪失時のアラーム機能追加を取り進めた。

また、携帯バッテリとその充電器の電磁環境両立性試験を着手した。 

（２）有効性及び安全性の評価 

 耐久性試験・抗血栓性試験については、小児患者の循環を再現した高心拍数かつ小血流量の拍動血流波形を実現する

ための、血流量の日内変動を勘案した拍動機構を試作した。拍動機構の弁について検討し、駆動系の改良設計に着手し
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た。モニタリング・警報システムの基本アルゴリズムを構築し、基本動作を確認した。また、粘弾性装置を使用して、

活性化凝固時間の低下およびせん断応力の低下にともなって、血液凝固が促進することが定量的に得られた。生物学的

安全性試験に関しては、試験結果を評価するための構成部品の試作を行った。慢性動物実験による生体適合性評価につ

いては、ヤギを用いてその解剖学的特徴から最適な送脱血管形状に関する検討を行った。また、トロンボエラストメト

リー法によるヒトとヤギの血小板凝集能の違いについて検討した。 

 

②生物機能を活用した生産・処理・再資源化プロセス技術 

［中期計画］ 

 近年、原油価格の急騰などによる資源枯渇に対し、化成品等の化石資源由来物質の価格高騰が予想されている。さら

に、地球環境問題より、以前にも増して化石資源に依存しない環境負荷の少ない化成品等の製造プロセスの確立や、処

理システムの確立が求められている。すなわち、生物機能を利用したいわゆる循環型産業システムの実現が強く望まれ

るようになってきている。 

 第２期中期目標期間中には、集約されつつある微生物、植物等に対しての基盤技術に関する知見を基に、生物機能を

利用した有用物質の生産基盤技術を構築するため、微生物機能を活用した高度製造基盤技術や、植物を利用した工業原

料生産技術開発に注力し、更なる技術の高度化、実用化を図る。具体的には、例えば、高性能宿主細胞創製技術につい

て生産性をプロジェクト開始時（平成１８年度世界最高値）の２倍以上とすること、工業原材料生産代謝系の前駆体及

び有用代謝物質が従来の１．２～２倍程度に増量されたモデル植物を作出すること等を目標とする技術開発を行う。こ

れら生物機能の利用については、食料、エネルギー等物質生産以外の分野との共通課題もあるため、新たな産業分野で

の生物機能活用や省庁連携も視野に入れた研究開発を行う。また、循環型産業システムの実現のため、微生物群の機能

を活用した高効率型環境バイオ処理技術開発を行い、生物機能の高度化による廃水・廃棄物の高効率化処理システムの

実用化を目指す。 

《１》微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発 ［平成１９年度

～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 省エネルギー効果が大きく高効率の廃水等処理を目指し、微生物群の構成や配置等を人為的に制御する技術等を開発

するために、大阪大学名誉教授 藤田 正憲氏をプロジェクトリーダーとし、次の研究開発を実施する。 

①好気性微生物処理技術における特定有用微生物（群）を人為的に安定的導入・維持するための技術開発：下記（１）

（２）（４）（５） 

②嫌気性微生物処理技術における特定有用微生物群を人為的に空間配置させ安定的に維持・優占化するための技術開

発：下記（３）（４）（５） 

（１）有用微生物群による高効率好気水処理技術の研究開発 

 担体のアルカリ処理法実証装置で有用菌の活性持続性のさらなる解明等を行う。 

（２）高濃度微生物保持ＤＨＳリアクターによるリン回収技術の開発 

 実下水からのリン回収をパイロットプラントで実証し、操作・運転方法を確立する。 

（３）高効率固定床メタン発酵の研究開発 

 実廃棄物による通電式メタン発酵槽の性能評価等を行う。 

（４）嫌気性アンモニア酸化ＡＮＡＭＭＯＸプロセスを軸とした高効率窒素除去システムの開発 

 部分硝化ＡＮＡＭＭＯＸプロセスの効率化を図る。 

（５）バイオフィルム工学による微生物のデザイン化の研究開発 

 ＡＮＡＭＭＯＸ細菌のグラニュール形成機構の解析をさらに進め、実用化に向けた微生物アンモニア処理効率化

に資する知見をまとめる。 

［２３年度業務実績］ 

 省エネルギー効果が大きく高効率の廃水等処理を目指し、微生物群の構成や配置等を人為的に制御する技術等を開発

するために、大阪大学名誉教授 藤田 正憲氏をプロジェクトリーダーとし、次の研究開発を実施した。 

①好気性微生物処理技術における特定有用微生物（群）を人為的に安定的導入・維持するための技術開発：下記（１）、

（２）、（４）、（５） 

②嫌気性微生物処理技術における特定有用微生物群を人為的に空間配置させ安定的に維持・優占化するための技術開

発：下記（３）、（４）、（５） 

（１）有用微生物群による高効率好気水処理技術の研究開発 

 担体のアルカリ処理法実証装置で有用菌の活性持続性のさらなる解明等を行った。本年度も引き続き廃水処理場

の実廃水を用い実験を行った。 

（２）高濃度微生物保持ＤＨＳリアクターによるリン回収技術の開発 

 リン回収を実用化に向けた大型プラントで実証し、操作・運転方法を確立するための実験を行った。 

（３）高効率固定床メタン発酵の研究開発 

 実廃棄物による通電式メタン発酵槽の性能評価等を行った。 

（４）嫌気性アンモニア酸化ＡＮＡＭＭＯＸプロセスを軸とした高効率窒素除去システムの開発 

 部分硝化ＡＮＡＭＭＯＸプロセスの効率化を図るとともに、アナモックス反応装置（グラニュールタイプ）で、
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スケールアップのための実験を行い、廃水処理場の実廃水を使い実験を行った。 

（５）バイオフィルム工学による微生物のデザイン化の研究開発 

 ＡＮＡＭＭＯＸ細菌のグラニュール形成機構の解析をさらに進めるとともに、実用化に向けた微生物アンモニア

処理効率化に資する知見をまとめた。 
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＜２＞情報通信分野 

［中期計画］ 

 誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮することが可能となる高度な情報通

信（ＩＴ）社会を実現するとともに、我が国経済の牽引役としての産業発展を促進するため、技術の多様性、技術革新

の速さ、情報化に伴うエネルギー需要の増大といった状況も踏まえつつ、高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術、

新製造技術、ロボット技術、宇宙産業高度化基盤技術等の課題について、引き続き重点的に取り組むこととし、以下の

ような研究開発を推進するものとする。 

①高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術 

［中期計画］ 

 電子・情報産業は、高度情報通信社会の構築にあたって中核となる産業であり、我が国の経済を牽引する産業の一つ

と言える。当該分野は、技術の多様化、技術革新の早さといった特徴を有しており、欧米諸国に加えアジア諸国も巻き

込んだ厳しい国際競争が展開されている。 

 電子・情報産業を取り巻く環境としては、近年、情報ネットワークが拡大し、ユビキタス環境が進展している。また、

国際競争は一層の激化を見せており、国内外の産業再編も進展している。さらに、地球温暖化対策としてＩＴ機器の低

消費電力化や安全・安心の観点からのＩＴの役割、少子高齢化時代におけるＩＴによる生産性向上・成長力維持の必要

性が増大している。 

 第２期中期目標期間においては、これらの外部環境の変化を踏まえ、今後も「高度情報通信社会の実現」と、「ＩＴ

産業の国際競争力の強化」を二大目標とし、高機能化（高速化、高信頼化、大容量化、使いやすさ向上等）、省エネル

ギー化、生産性の向上といった各分野に共通の重要課題に取り組む。 

（１）半導体分野 

［中期計画］ 

 半導体の微細化は第１期中期目標期間に引き続き、世界的に基本的潮流であるものの、設備投資・研究開発投資の巨

額化や微細化に伴う製品歩留まり・生産性の低下が懸念されており、総合生産性向上への取組は不可欠である。他方、

半導体製品の更なる性能向上を図る上で、二次元的な微細化のみならず、もう一つの競争軸として三次元立体化に向け

た世界的な取組が活発化している。三次元立体化技術は我が国に優位性のある技術であるが今後各国との競争は熾烈化

していくことが予想される。 

 第２期中期目標期間中には、引き続き微細化限界に挑戦し、ｈｐ３２ｎｍ（ｈｐ：half pitch，回路配線の幅と間隔

の合計の１／２）に対応する材料・プロセス基盤や設計技術等を確立するとともに、三次元化技術への新たな取組等に

挑戦し、微細化・三次元化の手段等による半導体性能の向上を図る。 

《１》立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）技術開発 ［平成２０年度～平成２

４年度］ 

［２３年度計画］ 

 三次元化技術により、新たな機能の発揮と飛躍的な性能向上を実現する立体構造新機能集積回路技術を開発すること

を目的に、東京工業大学統合研究院教授 益 一哉氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「多機能高密度三次元集積化技術」 

 本プロジェクトでは、実用的なアプリケーション製品を想定し、その要求仕様に準ずる設計に基づ

いて、Ｓｉ貫通ビア（ＴＳＶ（Through-Silicon Via））を用いた三次元積層ＳｉＰ(System in 

Package)の設計技術、試作・製造に向けた共通基盤技術を開発するとともに、応用製品の実現に向け

個別デバイスへの展開に必須となる三次元集積化技術も併せて開発する。具体的な開発内容は以下の

通りである。 

・素子内蔵インターポーザの異種機能集積への対応と高度化を行う。 

・実使用環境を想定した三次元積層ＳｉＰの放熱設計と評価解析技術開発を行う。 

・２００／３００ｍｍ径ウェハ同士の積層による三次元化技術の実現に向けた要素プロセス技術を開

発する。 

・三次元積層ＳｉＰの試作・評価を行い、三次元積層の優位性の実証を行う。 

・開発内容のプロジェクト内標準化を進めるとともにプロジェクト外への標準化提案の可能性探査を

行う。 

・視覚支援システム・次世代集積化ＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical Systems）モジュール等へ

の展開に向けて、異なる機能を持つ回路を積層して三次元化するための要素技術を開発する。 

研究開発項目②「複数周波数対応通信三次元デバイス技術」 

 平成２２年度をもって終了 

研究開発項目③「三次元回路再構成可能デバイス技術」 

 平成２２年度をもって終了 
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［２３年度業務実績］ 

①「多機能高密度三次元集積化技術」 

（２）次世代三次元集積化のための評価解析技術の研究開発 

・ＴＳＶの電気特性のモデル化、信頼性設計およびレイアウト仕様の策定、積層チップに適した通信

回路方式、電源ノイズを対策する電源回路方式、ＴＳＶのテスト・救済方式、積層チップ間同期方

式を開発した。 

・これらの技術を構築するため、要素回路を搭載したＴＥＧチップの設計を行った。 

・ＴＳＶの設計には周波数依存性や電圧依存性を考慮した設計を行った。 

・静電破壊や積層によるチップひずみなどの影響を考慮した設計を行った。 

・次世代三次元集積化共通要素技術として、２００ｍｍ径以上のウェハを用いたウェハレベルの三次

元集積化基本プロセス技術を開発した。 

・ウェハの薄化技術、薄化ウェハへのＴＳＶ形成技術、３層以上のウェハ積層技術を開発した。 

・裏面ビアラストプロセス開発を行った。 

・３層以上のウェハ積層を行うためにウェハレベルのバンプ保護技術を開発した。 

・自動車内を想定し、放熱評価用構造体の設計、試作、評価を行い解析技術を開発した。 

・ＴＳＶ付Ｓｉインターポーザ等の超低容量ＴＳＶを低コストで実現する微紛体シリカ焼結絶縁層形

成技術の要素技術開発にめどをつけた。 

・最適な解析手法の選定や、実デバイスからの高精度な物理パラメータ抽出によるインターポーザの

高精度設計手法と、デカップリング広帯域化技術を開発し、デジアナ混載回路・多電源化に対応し

たインターポーザの設計基盤技術の開発を行った。 

・±１μｍの高精度ウェハ加工技術、極薄チップ加工技術を確立し、デバイス特性変動機構の解明、

薄ウェハにおける結晶欠陥・金属汚染の評価方法の確立とゲッタリング機構の解明を行った。 

①「多機能高密度三次元集積化技術」 

（３）次世代三次元集積化設計技術及び次世代三次元集積化のための評価解析技術の有効性実証 

・超ワイドバスＳｉＰおよびをヘテロジーニアス積層構造を実現するために①ノイズ制御、②高性

能・低消費電力化の技術開発を行った。 

・ノイズ発生回路・ノイズモニター端子、ノイズ低減用の位相調整回路の搭載、端子テスト回路の組

み込み、超多ピンレイアウト及び関連する電源系のレイアウトノウハウの蓄積を主眼とした設計を

行った。 

・ノイズ制御のために、Ｓｉインターポーザにノイズモニター回路を含む能動素子を搭載し、データ

転送仕様をシステム要求に応じて最適化できるアーキテクチャを開発し設計・試作・評価をおこな

った。 

・高性能、低消費電力化のために、ロジックと超ワイドバスメモリ（ビット幅２ｋ本以上、伝送能力

１００ＧＢ／ｓｅｃ以上）をインターポーザで相互接続した三次元積層ＳｉＰの設計・試作・評価

を行い、伝送能力や消費電力などの特性面における三次元積層の優位性を検証した。 

・低コスト化のために、超低容量ＴＳＶの微紛体シリカ焼結絶縁層形成技術を開発した。  

・画像センサモジュール（Ｓｉインターポーザ、有機インターポーザを含む)のコンカーレント設計

とチップ試作を行い、その実装組み立てに着手した。（Ｈ２３年度は開発のみ） 

・ＣＭＯＳ半導体デバイス、機能デバイス等を、相互に接続可能とする機械的・電気的インターフェ

ースを設定した。 

・自動車用運転支援画像処理システムのために、デジアナ混載ＳｉＰ（画像センサ／ ＣＤＳ／ＡＤ

Ｃ／ＩＦチップ積層）とＴＳＶ型デカップリングキャパシタ内蔵インターポーザを開発した。 

・セラミックウェハを用いたＭＥＭＳデバイスを試作し、特性を確認した。 

・セラミックＭＥＭＳデバイスを搭載した三次元積層技術のデバイス設計とプロセス設計を行った。 

・また、ＷＬＰパッケージのＭＥＭＳチップを作成し、インターポーザに搭載して性能評価を行った。 

・ヘテロジーニアス三次元集積化のための異種ウェハチップ試作と動作検証、およびＷＬＰ試作と評

価を行った。 

・２００ｍｍ以上径ウェハを用い、Ｗ２Ｗ（Wafer to Wafer）積層技術を開発した。 

・超ワイドバスメモリ構成ロジックＳｉＰの評価結果に基づく耐ノイズ性と高速化の改良設計及びウ

ェハ試作を行った。 

・画像処理システム（視覚支援システム等）に必要なデジアナ混載三次元要素技術の開発を行った。 

《２》極低電力回路・システム技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成２１年度

～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、極低電圧技術と極低電力無線通信技術を開発し、これ

ら要素技術の主要部分を統合最適化する技術により、半導体集積回路（ＬＳＩ（Large Scale Integration））の低消費

電力化を図る。また、ソフトウェアによる電力制御技術を開発し、プロセッサコアを中心としたシステムの低消費電力

化を図る。同じ処理を行うための消費エネルギーを従来技術に比べ１／１０以下に削減することを目的に、以下の研究

開発を実施する。 
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研究開発項目①「ロジック回路技術」 

 最低動作電圧とばらつき課題への対応を改良したゲートレベルばらつき考慮技術やロジック向け冗

長回路技術、細粒度電源タイミング制御技術の４０ｎｍ（ナノメートル）回路ＴＥＧ（Test Element 

Group）の評価を進め、本開発技術の組合せにより、最終目標の消費電力１／１０を達成する。 

研究開発項目②「メモリ回路技術」 

 ＳＲＡＭ（Static Random Access Memory）メモリ周辺回路を制御する高度アシスト回路や新規メ

モリアレイ、メモリへの電気的ストレスによる電荷注入を行うメモリ特性改善により、最終目標の消

費電力１／１０を達成する。 

研究開発項目③「アナログ回路技術」 

・０．５Ｖ動作のデジタル制御ＰＬＬ（位相同期回路（Phase-locked loop））回路とアナログ制御Ｐ 

ＬＬ回路の実証チップを作成し、ロジックも含めた動作実証を行なう。 

・０．５Ｖ動作のアナログフロントエンド（ＡＦＥ）回路となる最小分解能が４ｍＶ相当以下で製品レ

ベルの従来技術である１００μW ＠１００ｋＨｚに対して１桁以上低電力で動作するアナログデジタルコンバー

タを開発する。 

研究開発項目④「電源回路技術」 

・電源電圧０．５Ｖ動作ＬＳＩ向け電源回路・システムを試作し、動作マージンを確保した電源回路

であることを実証する。 

・極低電力ＬＳＩチップにはロジックとメモリのコア部分からなるチップ（Ａチップ）に加えて、電

源、ＰＬＬ、ＡＤＣをも内蔵しデータ処理が出来るチップ（Ｂチップ）に向けたコア開発ならびに

プロトタイプ版詳細設計に着手する。 

研究開発項目⑤「極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術」 

 要素回路技術の主要部分を統合し、省エネ制御と統合電源システムを組み合わせた極低電力ＬＳＩ

チップ設計手法の開発に着手する。 

研究開発項目⑥「低電力無線/チップ間ワイヤレス技術」 

・短ミリ波帯無線通信方式の技術開発において、１００ＧＨｚ超送受信機での無線通信伝送速度の高

速化を図る。 

・非接触インターフェースの技術開発において、クロック再生回路を含む単一チャネル送受信機を実

現し、特性評価を行う。 

・低電力無線技術開発において、低電圧用新アーキテクチャによる送受信機の試作と特性評価を行う。 

研究開発項目⑦｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣ 

・アーキテクチャ・レベルでの最適化および仮想アクセラレータの導入により従来技術と比べ、性能

２倍、消費電力量１／１０が実現可能であることを簡易シミュレーションによって検証する。 

・仮想アクセラレータ向けに合成・マッピング・自動並列化の機能をもったコンパイラを開発し、簡

易シミュレーションによって２倍以上の性能向上が可能であることを検証する。 

・低消費電力メニーコアの技術普及、適用アプリケーションの拡大に向けた市場調査等の検討を行う。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「ロジック回路技術」 

・最低動作電圧（ＶＤＤｍｉｎ）とばらつき課題への対応を改良したＦＦ（Flip Flop）と電源分離

法を用いた４０ｎｍ、１６ビット整数演算回路ＴＥＧを測定し、０．３６５Ｖ動作で従来の１／１

１に相当する０．５０８ｐＪの処理エネルギーと、エラーレート１．３９×１０－１１の結果を得た。 

・実用規模回路に向けて細粒度複数電圧制御技術の４０ｎｍ回路ＴＥＧの評価を進め、８％～１２％

の低消費電力化が可能であることを実証した。 

・上記開発技術により、最終目標の消費電力１／１０以下とエラーレート１×１０－１０を達成した。 

・更に、ＣＰＵコアを題材として、０．５Ｖライブラリを用いたＳｏＣ設計フローによる大規模ロジ

ック回路設計、試作、評価を行い、０．５Ｖ（２ＭＨｚ動作）のＣＰＵコアの動作下限が０．３Ｖ

（２５ＫＨｚ以下で動作）であることを確認するとともに、設計課題を明らかにした。 

研究開発項目②「メモリ回路技術」 

・ＳＲＡＭメモリ周辺回路を制御する高度アシスト回路の試作、評価を行い、従来技術の１／１１に

相当する１４．６ｐＪ／Ｍｂｉｔの低消費電力特性を得た。最終目標の１Ｍｂｉｔあたり消費電力

１／１０を達成した。 

研究開発項目③「アナログ回路技術」 

・０．５Ｖ動作のデジタル制御ＰＬＬシステムを設計、試作、評価し、３％以下の低ジッタ性能及び

９０クロック以下の高速応答、ロジックを含めた動作実証した。これにより最終目標を達成した。 

・０．５Ｖ動作の電圧制御発信器（ＶＣＯ）を含むＰＬＬは、平成２２年度末で未達の２項目（消費

電力、位相雑音＠２０ＫＨｚ -offset)を解決策する実証チップ設計を完了し、計画通り作製中で

ある。目標は達成の見込みである。 

・０．５Ｖ動作のアナログフロントエンド（ＡＦＥ）回路となる最小分解能が 4 ｍＶ相当以下のア

ナログデジタルコンバータ（ＡＤＣ）を開発し、製品レベルの従来技術より一桁以上少なくかつ世

界最小レベルの低消費電力動作を達成した。 

研究開発項目④「電源回路技術」 

・電源電圧０．５Ｖ動作ＬＳＩ向け電源回路・システムを設計、試作、評価し、電源回路の入力電圧
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が２０％変動してもロジック回路が安定に動作することを確認し、高い動作マージンを実証した。

最終目標を達成した。 

研究開発項目⑤「極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術」 

・開発された極低電圧要素回路技術の主要部分を統合し、省エネ制御と統合電源システムを組み合わ

せた極低電力ＬＳＩチップ設計手法の開発に着手した。 

・極低電力ＬＳＩチップにはロジックとメモリのコア部分からなるチップ（Ａチップ）に加えて、電

源、ＰＬＬ、ＡＤＣも内蔵しデータ処理が出来るチップ（Ｂチップ）に向けたコア開発ならびにプ

ロトタイプ版詳細設計に着手した。 

研究開発項目⑥「低電力無線/チップ間ワイヤレス技術」 

・短ミリ波帯無線通信方式の技術開発において、１３５ＧＨｚ送受信機で５Ｇｂｐｓの無線通信を実

現した。伝送速度の高速化を図るとともに、最終目標達成に求められるデバイスモデルの精度向上

を行った。 

・非接触インターフェースの技術開発において、ノイズ除去機能付きクロック再生回路の動作を確認

するとともに、クロック再生回路を含む単一チャネル送受信機を評価して０．９Ｇｂｐｓの伝送速

度を得た。単一チャネルの目標性能を達成した。 

・低電力無線技術用新アーキテクチャによる送受信機の試作と特性評価を行い、送信機で５２ｐＪ／

ｂｉｔ、受信機で３２ｐＪ／ｂｉｔの低消費電力特性を得た。最終目標達成に向けての課題を絞り

込んだ。 

研究開発項目⑦｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣ 

・仮想アクセラレータ向けに合成・マッピング・自動並列化の機能をもったコンパイラを開発し、簡

易シミュレーションによって従来技術と比べ２倍以上の性能向上が可能であることを検証した。 

・より実用的な研究開発を行うため、ビデオ・マイニングに適したスケーラブルなヘテロジニアス・

メニーコア・アーキテクチャの検討を進めた。本アーキテクチャの機能検証を加速するため、大規

模ハードウェアエミュレータについて、有効性をコンパイル時間、エミュレーション速度、デバッ

グ容易性、大規模デザインへの適用性等の指標に基づいて評価した。 

・低消費電力メニーコアの技術普及、適用アプリケーションの拡大に向けた市場調査等の検討を行っ

た。 

《３》低炭素社会を実現する超低電圧ナノエレクトロニクスプロジェクト［平成２１年

度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

＜低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト ［平成２２年度～平成２６年度］＞ 

 ＬＳＩの低動作電圧化と高機能・高集積化を実現し、エレクトロニクス機器の消費電力を大幅に低減する技術を確立

することを目的に、以下を行う。 

研究開発項目①「ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を有

する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 材料成膜および加工技術の開発、および、ＢＥＯＬ（Back End Of Line；配線層）設計･製造基盤

に整合する製造プロセスを構築する。 

 ３５０℃のＢＥＯＬ製造基盤に対して、特性劣化が実用上問題ないことを実証する。 

研究開発項目②「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機能を有す

る超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 外部記憶向け素子材料の成膜および加工技術の開発、および、ＢＥＯＬ設計･製造基盤に整合する

製造プロセスを構築する。 

 クロスポイント選択スイッチ材料の成膜および加工技術の開発、単体デバイスとして試作し動作を

実証する。 

研究開発項目③「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、

小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発」 

 素子材料の成膜および加工技術の開発、および、ＢＥＯＬ設計･製造基盤に整合する製造プロセス

を構築する。 

 ３５０℃のＢＥＯＬ製造基盤に対して、スイッチ素子の劣化がないことを実証する。 

研究開発項目④「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気抵抗、

超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

 横方向配線評価構造試作と配線特性を実証（シート抵抗≦５００Ω/□）する。 

 ３００ｍｍ基板全面でのコンタクトホール底に適用可能な導電性下地層（Ａｌフリー）上の高密度

ＣＮＴ（Carbon Nano Tube)成長を実証（密度≧１０１１/ｃｍ２）する。 

研究開発項目⑤「ＣＭＯＳトランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい値

ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子にお

ける低電圧動作実証」 

 ナノトランジスタとバルクＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconductor）を共存させた

ハイブリッド構造の集積化プロセスを構築する。 
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 １万個以上のトランジスタで、平均±０．０６（±４σ）Ｖ以下の局所しきい電圧ばらつきを達成

する。 

研究開発項目⑥「ＢＥＯＬ設計･製造基盤（プラットフォーム）開発」 

 個別デバイス（研究開発項目①～③）の研究開発を推進するための共通設計基盤として、ＢＥＯＬ

設計･製造基盤（プラットフォーム）を開発する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「ロジック集積回路内１次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を有

する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 磁性変化デバイスの研究開発を行い、そのデバイス構造および要素プロセスとして、トップピン構

造、界面垂直磁化膜/材料垂直磁化膜の多層構造、プロセス歪の導入、ＣｏＦｅシード層上に Mg 後酸

化トンネル膜を形成した構造の採用を決定し、その基本プロセスフローを構築した。 

磁性変化デバイスの多値化の検討を行い、トップピン積層構造、一括加工方式、高速読み出し手法な

どの、多値デバイス設計指針を得た。 

 回路シミュレーションに適したＭＴＪ(Magnetic Tunnel Junction)のコンパクトモデルを提案し、

実測値との整合性を確認した。 

 ３００ｍｍウェハで、２層Ｃｕ配線間への磁性変化デバイスの埋め込みフロー案を作成し、それに

沿った試作を行い、動作を確認した。 

 ３５０℃のＢＥＯＬ製造基盤に対して、上記デバイスの特性劣化が実用上問題ないことを実証した。 

磁性変化デバイスを、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むための集積化プロ

セス構築に着手した。 

研究開発項目②「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機能を有す

る超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 相変化材料および熱拡散防止層の材料開発を行い、元素添加実験により、これらの材料の抵抗値を

１０倍以上に制御する指針を得た。さらに、シミュレーションを行い、相変化材料と熱拡散防止層の

抵抗値制御により、外部記憶向けの書き込み電力０．１倍～０．８５倍化が得られる見通しを示した。 

 外部記憶向け素子材料の成膜および加工技術の開発を行い、金属／Ｇｅ２Ｓｂ２Ｔｅ５をパターニ

ングすることに成功した。さらに、抵抗素子（１Ｒ素子）を単体デバイスとして試作し、メモリ動作

を実証することで、開発した素子材料技術が、ＢＥＯＬ設計・製造基盤に整合する製造プロセスであ

ることを示した。 

 ポリＳｉダイオードの電界緩和と電極金属の拡散を防止する成膜・アニール技術を開発した。さら

に、金属／ｐ－Ｓｉ／ｉ－Ｓｉ／ｎ－Ｓｉ／金属の積層をパターニングする加工技術を開発して、ポ

リＳｉダイオードのクロスポイント選択スイッチを単体デバイスとして試作し、動作を実証した。 

 外部記憶向け素子材料を、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むための集積

化プロセス構築に着手した。 

研究開発項目③「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、

小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発」 

 低電圧書き換え時の信頼性劣化を抑制でき、低電圧、低電流動作に対応した３端子型のデバイス構

造を開発し、２Ｖでの書き込みと１０年の信頼性を実現した。また、固体電解質材料としてＰＳＥを

用いることにより、スイッチの高いＯＦＦ信頼性が得られることを示した。 

 原子移動型スイッチの抵抗変化状態の伝導機構をモデリングした。 

 原子移動型スイッチのしきい電圧ばらつきの原因として、下部電極であるＣｕ表面のラフネスおよ

びＣｕと固体電解質の界面の低酸化状態のバルブメタルの存在であることを明らかにし、しきい電圧

ばらつきを改善した原子移動型スイッチの製造プロセスを構築した。さらに、６５ｎｍのＣＭＯＳ基

板上に、ＢＥＯＬ設計・製造基盤に整合した、「原子移動型スイッチ」、「ローカル配線」、「セミグロ

ーバル配線」の形成プロセスを構築した。 

 構築した形成プロセスにより製造した、原子移動型スイッチの正常な抵抗変化動作を確認し、製造

プロセスに起因するスイッチ特性の劣化がないことを示した。 

 原子移動型スイッチ素子を、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むための集

積化プロセス構築に着手した。 

研究開発項目④「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気抵抗、

超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

 横方向配線用多層グラフェンの低温成長（～６００℃）をプラズマＣＶＤ(Chemical Vapor 

Deposition)により実現するとともに、触媒段差を起点とする低温固有の成長機構を明らかにした。 

 剥離グラフェンで横方向配線評価構造を電子ビームリソグラフィにより作成し、基礎的な配線特性

（シート抵抗≒３００Ω／□）を実証した。 

 ３００ｍｍ成長装置に触媒Ｎｉ－ＣＶＤモジュールとナノカーボン熱ＣＶＤモジュールを導入して、

３００ｍｍ基板全面で、コンタクトホール底に適用可能な高密度カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）成

長（密度１～２×１０１１／ｃｍ２）を実証した。 

 高アスペクト比（ＡＲ）コンタクトホール埋め込み用に、ＣＮＴの固定化プロセス（ＳＯＧ含浸、

硬化）を構築し、３００ｍｍ基板でＣＮＴ固定層の割れ・欠けのないＣＭＰ（Chemical Mechanical 

Polishing）研磨を実証した。 
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 アスペクト比（ＡＲ）１～４及び１０のホールＴＥＧを作製し、ＡＲ～４でのＣＮＴ埋め込みを実

証するとともに、ＡＲ～１０でのＣＮＴ成長評価を行って、ホール底からのＣＮＴ成長を確認した。 

 微細直径（９０ｎｍ）、超高アスペクト比（≧１６）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋

め込み実証に向けた、ナノカーボン成長・評価用ＴＥＧの作製、３００ｍｍでのナノカーボン成長・

加工プロセス開発、及び、集積化技術開発に着手した。 

研究開発項目⑤「ＣＭＯＳトランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい値

ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子にお

ける低電圧動作実証」 

 低電圧動作のために最適な特性、かつ低ばらつきとなる構造を考案し、試作したデバイスで特性を

確認した。 

 試作したトランジスタのばらつき評価を行い、局所しきい電圧ばらつきが、１万個以上のトランジ

スタで、平均±０．０６（±４σ）Ｖ以下となることを示した。 

 ナノトランジスタとバルクＣＭＯＳを共存させたハイブリッド構造の集積化プロセスを構築し、各

トランジスタの正常動作を確認した。 

 ＳＲＡＭ動作検証用ＴＥＧを用いて、ナノトランジスタ構造デバイスによるＳＲＡＭの０．４Ｖに

おける動作性能を検証した。 

 基板バイアス電圧印加を行うことが可能なナノトランジスタ構造用最適化セルライブラリ、さらに

超低電圧ＬＳＩを構築するための設計手法と設計フローを開発し、回路検証用ＴＥＧを作成した。 

 低い電源電圧に動作を最適化し、基板バイアス制御技術を適用したナノトランジスタ構造デバイス

を集積した１Ｍｂｉｔ以上のＳＲＡＭでの、０．４Ｖ動作実証に着手した。 

 従来デバイスに比較して消費電力を１／１０に低減できる基盤技術の確立と実用化回路レベルでの

達成目処の提示に向けた基本検討に着手した。 

研究開発項目⑥「ＢＥＯＬ設計・製造基盤（プラットフォーム）開発」 

 ＳＣＲ３００ｍｍラインで、ＬＳＩ製造ラインで形成した多層配線／ＣＭＯＳ基板上にファイン配

線、およびグローバル配線を形成する配線製造基盤技術を開発し、ＣＭＯＳ特性、配線特性が所望の

特性を実現していることを確認した。 

 新材料の汚染管理手法として、「エッジカットリングによる新材料付着防止」「薬液による新材料除

去」、「新材料上ＨＤＰ膜による汚染拡散防止」、「ＦＯＵＰ（Front Opening Unified Pod）によるハ

ンドリング管理」の４つの管理手法を検討し、効果を確認した。 

 連携ファブＰＤＫ（Process Design Kit）として、ＬＳＩ製造ラインＰＤＫとＳＣＲ－ＰＤＫを統

合した設計ルールを策定し、試作に適用して効果を確認した。さらに、配線特性パラメータの取得、

ＯＰＣ（Optical Proximity Correction:光近接効果補正）データの取得とＯＰＣモデルの構築を行

った。 

［２３年度計画］ 

＜ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電子デバイス技術開発 ［平成２１年度～平成２３年度］＞ 

 次世代の電子デバイスのために「シリコンで培った微細化技術やデバイス原理をこれまで同様に活用しながら、シリ

コンという材料の物理的限界を突破するための“新材料”、“新プロセス”、“新構造”を実現する」半導体技術を、ナノ

テクノロジーを最大限に活用することによって創生し、将来の産業応用への芽を見出すことを目的に、以下の研究開発

を実施する。 

研究開発項目①「シリコンナノワイヤ技術」 

 シリコンＣＭＯＳの微細化が進み、チャネルがワイヤ構造になり、その長さや断面寸法が１０ナノ

メートル級になった際に顕在化する物理現象を積極的に取り込んだ高性能デバイス技術を開発する。

具体的には、ＳｉナノワイヤＦＥＴ（Field Effect Transistor）の作製技術、電気特性計測技術、

シミュレーション技術を開発し、先端シリコンプロセスラインを用いたデバイス検証を行う。 

研究開発項目②「次世代メモリ技術」 

 新構造及び新材料により既存メモリを代替する技術を開発する。具体的には、立体構造トランジス

タＳＲＡＭ（Static Random Access Memory）における消費電力低減、ナノギャップ不揮発メモリの

集積アレイ動作の実証を行う。 

研究開発項目③「新材料技術」 

 新チャネル材料技術及び新材料評価技術を開発する。具体的には、化合物半導体チャネルトランジ

スタのＣＭＯＳ構造への集積化可能性、原子空孔濃度とデバイス特性との関連を検証する。 

［２３年度業務実績］ 

①シリコンナノワイヤ技術 

研究開発項目①シリコンナノワイヤ技術-（２）ナノワイヤＦＥＴの研究開発 

（１）Ｓｉナノワイヤの電子構造の量子論的検討 

・Ｓｉナノワイヤの電子構造解析により、ＳｉナノワイヤＦＥＴ実用化に向けて解明すべき物理現

象を明らかにした。 

・金属とワイヤ状物質との間の曲率のあるナノ界面におけるショットキー障壁を第一原理計算等に

よって解析し、その特徴を理論的に明らかにした。 

（２）ナノワイヤＦＥＴのバリシティシティ制御 

・準バリスティックＳｉナノワイヤＦＥＴの電圧・電流特性をコンパクトモデルで定式化した。 
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・コンパクトモデルによる解析と実験で得た実測値との比較を通じて、バリシティシティを高める

など性能最適化のための指針を明確化し、その理論・技術上の問題点を明らかにした。 

（３）ＳｉナノワイヤＦＥＴの作製 

・ＳｉナノワイヤＦＥＴの作製とその性能評価を通じて、理論予測との違いを明らかにし、その技

術上の課題を明確にした。 

（４）Ｓｉナノワイヤデバイスのロードマップ作成 

・上記の研究開発の結果および他機関の研究結果も含めた総合的な検討に基づいて、最終目的であ

るＳｉナノワイヤデバイスのロードマップを作成。さらにこれらの課題を解決するための具体的

施策を示し、そのための今後の研究開発体制のあるべき姿を提案した。 

研究開発項目①シリコンナノワイヤ技術-（３）シリコンナノワイヤトランジスタの物性探究と集積化の研究開発  

（１）極細シリコンナノワイヤトランジスタの電気伝導探究と集積化に関する研究開発 

・量子閉じ込めおよびひずみ等の効果を総合して通常のプレーナバルクＭＯＳＦＥＴより高い移動

度を示すシリコンナノワイヤトランジスタのパラメータを明らかにした。 

（２）短チャネルシリコンナノワイヤトランジスタの電気伝導探究と集積化に関する研究開発 

・チャネル長２５ｎｍ以下、チャネル径１０ｎｍ以下のシリコンナノワイヤトランジスタを作製し

た。 

②世代メモリ技術 

研究開発項目②次世代メモリ技術-（１）新構造ＦｉｎＦＥＴによるＳＲＡＭ技術の研究開発 

（１）立体構造ＦｉｎＦＥＴ技術の研究開発 

・Ｆｌｅｘ－Ｐａｓｓ－Ｇａｔｅ ＳＲＡＭへの上記ＦｉｎＦＥＴ導入を行った。 

（２）４端子ＦｉｎＦＥＴを用いた低消費電力・高ノイズ耐性ＳＲＡＭ回路技術の研究開発 

・（１）で確立した微細４端子ＦｉｎＦＥＴを用いたＳＲＡＭアレイを試作し、特性評価・解析に

よりＩＰを確立した。 

・従来トランジスタと比較して、セル面積増加なしに、動作余裕を１．５倍に、待機時消費電力を

１／２０にできることを示した。 

研究開発項目②次世代メモリ技術-（３）ナノギャップ不揮発性メモリ技術の研究開発 

（１）平面先鋭型金属ナノギャップ素子およびその基本特性評価技術の開発 

・ナノギャップ領域が極限的に微細化してもＮＧＳメモリ動作することを検証するために、中間目

標のデバイスサイズよりもさらに微細化した、ギャップ長５ｎｍ、ギャップ幅１０ｎｍの電極を

有する平面型ＮＧＳ素子を開発した。 

 平成２１年度までに開発した高感度ナノプローブ計測評価技術をさらに発展させ、ＡＦＭ散逸

計測などのナノプローブ物性計測法を用いてナノギャップ部の物性変化を測定することにより、

長時間動作後のナノギャップ部の電気特性変化や組成変化を評価した。 

（２）金属ナノギャプメモリ・デバイスの研究開発 

・縦型ＮＧＳ素子の微細化を進めるとともに、４ｋｂｉｔのデバイスを試作・評価し、下記の性能

を実証した。 

 ・高速性：１００ｎｓ以下の書き換えスピード 

 ・稠密性：上下電極交点のＶｉａ－ｈｏｌｅ径でφ４０ｎｍ 

 ・書き換え耐性：１０６回以上 

また、このデバイスを用いてＮＧＳ素子の特性バラツキを評価した。 

（３）高性能メモリ金属ナノギャップ素子の研究開発 

・素子特性として、最大電流値２０μＡ以下、動作電圧５Ｖ程度を実現した。 

③新材料技術 

研究開発項目③新材料技術-（２）シリコンプラットフォーム上Ⅲ-Ⅴ族半導体チャネルトランジスタ技術の研究開発 

・Ｓｉ上あるいは絶縁膜上のｎチャネルⅢ－Ⅴ族半導体チャネルＭＩＳＦＥＴの作製技術を開発し、

その高移動度動作を実証した。 

・Ｓｉ上のⅢ－Ｖ ＭＩＳＦＥＴの最適素子構造・材料の明確化を進め、ＣＭＯＳプラットフォーム

への適用性を明らかにすると共に、将来のＣＭＯＳ構造への集積化の可能性を検証した。 

研究開発項目③新材料技術-（３）シリコンウェハ中の原子空孔濃度定量評価技術の研究開発 

（１）超音波計測を用いた原子空孔濃度分析の研究開発 

・超音波計測によって低温ソフト化の量を測定することで、産業界で実用化が進んでいる完全結晶

ウェハの原子空孔濃度の面内分布の分析技術を確立した。 

（２）原子空孔のナノレベルシミュレーション技術の研究開発 

・超音波計測の結果と比較しながら、大規模ナノレベルシミュレーションを行い、原子空孔軌道と

超音波歪みとの結合定数を求め，産業界で実用化が進んでいる完全結晶ウェハ中の原子空孔濃度

の評価に適用した。 

（３）シリコン結晶中の原子空孔分布計測と欠陥制御技術の開発 

・as-grown 結晶欠陥分布を決定する結晶育成時の熱履歴を厳密に制御する事で、原子空孔濃度を

制御したデバイス評価に適した完全結晶ウェハを作製することを可能にした。 

（４）原子空孔濃度を評価した完全結晶ウェハを用いたデバイスの動作特性評価 

・低温超音波計測により原子空孔濃度を予め評価した完全結晶ウェハを用いてテストデバイスを作
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製し、原子空孔濃度とデバイス特性との関連を調査し、次世代の完全結晶ウェハを用いたデバイ

ス製造のための基礎技術を確立した。 

《４》低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト［平成２１年

度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト ［平成２２年度～平成２６年度］ 

 本プロジェクトは、高品質・大口径なＳｉＣ結晶成長、ウェハ加工、エピタキシャル膜形成まで一

貫した製造技術の確立と、高耐圧スイッチングデバイス製造技術の確立、及びこれを用いた低損失電

力変換器の試作・実証等により、電力分野における省エネルギー技術の国際的牽引、及び我が国の産

業競争力強化を目的に、以下の研究開発を実施する。 

（１）高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 

 昇華法の抜本的な高度化のほか、飛躍的な品質や生産性の向上が期待される革新的な結晶成長

技術（ガス法、液相法等）を開発する。また、大口径・高品質ＳｉＣ結晶の評価技術を開発する。 

（２）大口径ＳｉＣウェハ加工技術開発 

 切断、研削、研磨の各技術について、６インチウェハに対応した高精度化、高速化及び低コス

ト化に資する加工技術を開発する。 

（３）ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術） 

 ＳｉＣウェハの大口径化に対応した、大面積で均一かつ低欠陥なエピタキシャル膜を高スルー

プットで成長できるエピタキシャル膜成長技術及び高耐圧デバイスの作製に対応できる厚膜を高

均一・高純度かつ高速で成長できるエピタキシャル膜成長技術を開発する。また、その両者に対

応した大口径／厚膜ＳｉＣエピタキシャルウェハ評価技術を開発する。 

（４）ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

 ３～５ｋＶ級の高耐圧かつ低損失なＳｉＣスイッチングデバイスを製造するための新規耐圧構

造の設計／作製技術、高耐圧デバイス酸化膜信頼性向上技術、限界性能向上技術、高耐圧デバイ

ス実装技術、高耐圧デバイス評価技術、大容量電力変換器設計技術を開発する。 

（５）ＳｉＣウェハ量産化技術開発  

 高品質・低コストな大口径ＳｉＣウェハ製造技術の確立に向けて、昇華法による６インチ径Ｓ

ｉＣ結晶成長とウェハ加工プロセスによって６インチ４Ｈ－ＳｉＣウェハを実現するＳｉＣウェ

ハ量産化技術開発を行う。 

（６）大口径ＳｉＣウェハ加工要素プロセス検証 

 大口径ＳｉＣインゴットから高品質ウェハを実現する大口径ウェハ一貫加工プロセス開発に資

するため、インゴット切断、研削、粗研磨、仕上げ研磨の各要素プロセスに関して、現状技術で

の試加工実験を通して、能力限界･個別課題の抽出を行う。 

（７）ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証 

 高耐圧（３．３ｋＶ級）かつ低損失なＳｉＣショットキーバリアダイオードを実現するための

新規耐圧構造設計･作製プロセス技術、高耐圧デバイス評価技術の開発を行う。併せて、当該Ｓ

ｉＣショットキーバリアダイオードとスイッチング素子としてＳｉ絶縁ゲートバイポーラトラン

ジスタを選択（ハイブリッド構造）した大容量パワーモジュール設計技術開発を行う。 

（８）大口径対応デバイスプロセス装置開発 

 Ｓｉデバイスよりも高いプロセス温度や、基板の高透過率など、物性の相異に起因するＳｉＣ

特有の開発要素があって、かつ緊急性・重要性が高いプロセスに対して、６インチＳｉＣウェハ

を取り扱うことのできる大口径対応プロセス装置の開発を行う。 

研究開発項目②次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成２１年度～平成２４

年度］ 

 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、次世代ＳｉＣスイッチングデバイス

を用いたデータセンタや、その電力源としての分散型太陽光発電システムに用いる電力制御機器実用

化技術を確立することを目的に、以下の研究開発を実施する。 

（１）「ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発」 

 サーバー電源に適した耐圧・容量のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。Ｓｉパワーデバ

イスで一般的な信頼性試験によってＳｉＣパワーデバイスの信頼性を実証する。また、電力容量

２ｋＷ 級のサーバ電源の電力変換効率が５０％負荷で９３％以上であることを実証する。 

（２）「ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発」 

 太陽光発電用パワーコンディショナに適した耐圧・容量のＭＯＳＦＥＴを開発する。また、３

０ｋＷ級パワーコンディショナのプロトタイプの設計検討を行う。 

（３）「次世代ＳｉＣパワーデバイス・電力変換器基盤技術開発」 

 高いパワー密度に向けた実装、組立、駆動の要素技術を開発する。それらを適用した電力変換

器を試作し、デバイスの接合部温度を２００℃以上とすることで２５Ｗ／ｃｍ３以上という高い

パワー密度を達成する。駆動回路をモジュール内に実装するための技術開発も行う。 

［２３年度業務実績］ 
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研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト （１）高品質・大口径Ｓｉ

Ｃ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 

 ＲＡＦ（Repeated a-Face）法（日進分室）ではＲＡＦ固有の応力抑制に目処がついた。昇華

法（富津分室）では貫通螺旋転位の大幅低減に繋がる転位のＣ面内偏向現象を見出した。ガス法

では成長炉の改造を行うとともに、再委託先でＣｌ系ガス添加によるクラスター防止・高速・高

品質両立の可能性が得られた。溶液法では拠点を整備して２４００℃・１００気圧の成長炉を導

入するなど本格稼働を開始したほか、ボイド抑制技術を見出すなどの成果を得た。 

（２）大口径ＳｉＣウェハ加工技術開発 

 切断・研削・研磨技術において３インチインゴットを用い連接工程間の最適化が進んだ。放電

加工法では４００μｍ／分の高速マルチ切断を実験実証し、触媒基準平坦化加工法では４ｉｎｃ

ｈウェハでスクラッチフリーの研磨面を実証した。 

（３）ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術 

 大口径化に向けた成長条件の検討を行い水素エッチングの有効性を示したほか表面に現れない

研磨傷が欠陥の発生に影響するなどの知見を得たほか、みなし６インチでの成長実験でσ＝２．

１％の膜厚均一性などを得た。高速・厚膜成長技術開発ではハライド成長で１００μｍ／ｈ以上

の高速成長を達成した。ガスフロー法では面内±２％以内の膜厚分布を実現した。 

（４）ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

 プレーナ型ＭＯＳ構造ではＰＮダイオードで３．３ｋＶを超える耐圧が得られたためＭＯＳＦ

ＥＴの第１次試作に進んだ。トレンチＭＯＳ構造では新たな堆積酸化膜／再酸化による耐圧とオ

ン抵抗両立の可能性を見出し、１，２００Ｖ耐圧のＭＯＳＦＥＴの試作を行った。ＳＪ構造では、

深さ７．３μｍのトレンチ埋込に成功するなどの成果を得た。高耐圧大容量デバイス／変換器技

術開発では高耐圧ＭＯＳＦＥＴに関しては小容量でデバイスの試作を行い４ｋＶのアバランシェ

電圧を得、十分な耐圧特性を実現した。 

（５）ＳｉＣウェハ量産化技術開発  

 昇華法による６インチ径ＳｉＣ結晶成長炉等の整備を行い、６インチ結晶の成長に成功した。

ＲＡＦ法では６インチ化に向けたシードの成長に成功した。 

（６）大口径ＳｉＣウェハ加工要素プロセス検証 

 拠点整備を進めダイヤラッピング装置等を導入した。ウェハ切断では最大ワイヤ速度：４，０

００ｍ／ｍｉｎ、最大張力：７０Ｎのスペックを有するマルチワイヤーソーでの高速切断を実証

し、切断・研削・研磨の各要素間の連携形態と加工速度・表面粗さとの相関性を見出した。また、

ＣＭＰによる仕上げ加工の問題を抽出とするとともに加工面の解析法や加工法の改善方針を見出

した。 

（７）ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証 

 ３．３ｋＶ耐圧・７５Ａのショットキーバリアダイオードを開発しＳｉ絶縁ゲートバイポーラ

トランジスタと組み合わせて１０００Ａ級のハイブリッド型の大容量パワーモジュールを作製し

た。また、パワーモジュールの１０００Ａを超える通電試験及びスイッチング試験を実施し安定

動作を検証した。 

（８）大口径対応デバイスプロセス装置開発 

 ６インチＳｉＣウェハの高温処理・透明ウェハのハンドリング等に関する課題を解決して対応

するアニール炉とイオン注入装置を開発し所期の特性を得た。 

研究開発項目②次世代パワーエレクトロニクス技術開発 

（１）ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

 接合ＦＥＴの開発では、耐圧６００Ｖ・電流４０Ａの接合ＦＥＴを開発し２．１ｍΩ・ｃｍ２

のオン抵抗率を実証し最終目標をクリアしたほか、Ｓｉパワーデバイスと同等の信頼性試験をク

リアして信頼性を実証した。サーバ用回路・電源システム技術の開発では、ＰＦＣ（Power 

Factor Correction）回路、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路を試作し動作を確認し、ゲート駆動回路

の最適化によってそれらの損失を低減した。これらの検討を基に２ｋＷの電源実験回路を試作し、

平成２３年度の目標である高効率を達成した。 

（２）ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

 デバイス開発では最終目標に合致する耐圧１２００Ｖ・定格電流７５Ａ・オン抵抗５ｍΩｃｍ
２のＭＯＳＦＥＴを実現した。回路・システム開発では太陽光発電用パワーコンディショナの高

効率を実現する主回路方式の最適化設計を行い３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナ

のプロトタイプ１相分を試作・特性評価を行い、目標のプロトタイプパワーコンディショナにお

いて効率９８％以上の見通しを得た。 

（３）次世代ＳｉＣパワーデバイス・電力変換器基盤技術開発 

 ＪＦＥＴを用いて二回のインバータ試作・試験を行い、接合部温度２００℃以上での連続スイ

ッチング試験で最終目標パワー密度４０ｋＷ／Ｌの動作に成功した。引き続きより優れたＤＭＯ

ＳＦＥＴの採用に向けドライブ技術の開発を行い、十分なドライバビリティを達成したほか、Ｅ

ＭＩノイズの対策を行いＩＥＣクラス３を達成した。さらに、ＳｉＣチップの電極接合で３３

０℃１０００時間の信頼性を確認、統合設計に向けたシミュレーションと測定の連携手法の確立、

高効率化時の課題である過渡的な大電圧のためにシミュレーションモデルの開発などの成果を得
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た。 

《５》次世代半導体微細加工・評価基盤技術の開発 ［平成２２年度～平成２７年度］ 

［２３年度計画］ 

 次世代の半導体微細化技術として極端紫外線（Extreme Ultra Violet：ＥＵＶ）露光システムを構築するマスク関連

評価技術、レジスト評価技術等を平成２７年度までに確立することを目的とし、ＮＥＤＯがプロジェクトリーダーを指

名し、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①ＥＵＶマスク検査・レジスト材料技術開発 

（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査技術開発 

 欠陥検出効率と、スループットの向上を進め、ウェハへの欠陥転写性や欠陥サイズ等を高精度

に評価する手法を開発する。 

（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査技術開発 

 低ノイズ化、高感度化、高スループット化を進め、ウェハへの欠陥転写性を高速、高精度に評

価可能な手法を開発する。 

（３）ＥＵＶレジスト材料技術開発 

 露光時にレジスト材料から発生するアウトガスに関する測定方法を確立し、解像度、側面粗さ、

感度、アウトガスに優れたレジスト材料を開発する。 

研究開発項目②ＥＵＶマスク検査装置・レジスト材料基盤技術開発 

（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置開発 

 ＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置において、高感度・低ノイズ化、高スループットを実現す

るための要素技術を開発する。 

（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査装置開発 

 ＥＵＶマスクパターン欠陥検査装置において、高感度、低ノイズ化、高スループットを実現す

るための要素技術を開発する。 

（３）ＥＵＶレジスト材料基礎研究 

 レジスト材料の反応機構の解明、新規計測・評価技術などについての基礎的研究を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

平成２３年５月３１日から、株式会社ＥＵＶＬ基盤開発センター 代表取締役社長 渡邊久恆をプロジェクト

リーダーとし、以下の成果を得た。 

研究開発項目①ＥＵＶマスク検査・レジスト材料技術開発 

（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査技術開発 

 ｈｐ１６ｎｍ世代での量産に対応できるＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置仕様を検討した。

検討項目は、高感度欠陥検出モジュール、ステージに関する技術、光学系検討、高感度信号処理

システム等である。また、実際の露光試験を行うためアライメント確認用のマスクの準備を行い、

ＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置実機での読み取り評価も終了した。一方、計算機シミュレー

ションにより位相欠陥の構造の露光へ与える影響に関する評価において、計算環境の整備を終え、

必要な技術検討項目に対して評価を継続している。位相欠陥の評価手段として再委託をおこなっ

ている兵庫県立大学のＣＳＭ（Coherent Scatterometory Microscope）研究は、装置の組立が終

了し、来年度以降性能の検証と実欠陥の評価を行う。 

（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査技術開発 

 欠陥画像の忠実な再現性を得るためには数百ｅＶ以上の入射電子エネルギーが必要であり、検

出電子数を稼ぐためには低エネルギーの画像電子を取り出すことが必要なことを確認した。また、

目標感度を達成するために必要なノイズレベルの解析を検出電子数の観点から行い、これを装置

仕様にフィードバックした。これらの得られた結果をもとに委託業務において高分解能電子光学

系の開発とその製作をおこなっている。電子光学系の優位性を試料との相互作用を織り込んだ電

子軌道計算より確認した。今後、製作した電子高分解能電子光学系を用い実際のマスク検査に対

する最適化を行い、ｈｐ１６ｎｍ世代のＥＵＶマスクパターン検査に必要な装置性能を実現して

いく。 

（３）ＥＵＶレジスト材料技術開発 

 ２００サンプル以上のレジスト材料を評価し、解像度、ＬＷＲ（Line Width Roughness）、感

度のバランスが良好な「第１次標準レジスト」を選定した。「第１次標準レジスト材料」の限界

解像度評価として、超解像露光技術を用いた評価を行い、限界解像度１６ｎｍを得た。レジスト

プロセス開発としては、トップコートプロセス、有機下地膜の有効性・効果を確認できた。現在

も詳細な評価を継続している。 

 ＥＵＶレジスト材料のアウトガスに関する統一的な知見を得るために計５種類のレジストを試

作した。また、高出力ＥＵＶ光を用いたアウトガス評価装置を改良することにより、実験精度の

向上を達成した。試作した５種類のレジストにおいて、ＥＵＶ、電子ビーム照射によるアウトガ

ス起因で形成されたコンタミ膜の比較評価を実施した。ＥＵＶと電子ビームの違いによるアウト

ガス評価結果で異なる挙動を示すデータが一部で得られ、次年度以降解析を進める。 

研究開発項目②ＥＵＶマスク検査装置・レジスト材料基盤技術開発 
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（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置開発 

 ｈｐ１６ｎｍ以細に対応するＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置の設計を完了し、装置構成に

おいて核となる要素技術の有効性を確認し、目標を達成した。 

 研究開発項目①で検討された、ｈｐ１６ｎｍ世代での量産装置の仕様を実現するために、 最

適な照明光学系、対物光学系およびシステム全体の検討と基本設計を行った。光学シミュレーシ

ョンにより検査光学系での結像画像の解析を行い、開発装置の光学系の構成を決定した。この過

程で、各々の要素部品に要求される取り付け精度を確認し、求められた精度を実現するために必

要な装置の機械的な構造を振動解析等の計算機シミュレーションにより最適化し、装置の基本設

計を完了した。これと合わせ、前記の装置仕様であるｈｐ１６ｎｍ世代のＥＵＶマスクブランク

を製造するために必要とされる欠陥検出感度において４５分以内での欠陥検査を実現するために

必要なＥＵＶ光源の仕様を定めた。この仕様を満たす光源を選定するために、光源評価のための

測定系テストベンチを製作し、ＥＵＶ光源の性能を評価法を確立した。これら方法を用いて、市

販されている４種類のＥＵＶ光源性能の比較評価を行い、ＥＵＶマスクブランク欠陥検査装置の

ＥＵＶ光源として選定した。 

（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査装置開発 

 ｈｐ１６ｎｍ以細に対応するＥＵＶマスクパターン欠陥検査装置の設計を完了させ、装置構成

において核となる要素技術の有効性を示し、目標を達成した。 

 既存の試験電子光学系を用い、電子投影光学系により得られる試料の画像を、電子の入射エネ

ルギー等の電子光学系の光学条件を変化させて取得し、開発目標であるｈｐ１６ｎｍ世代の量産

装置に必要な光学条件を確認した。この結果を基に、電子ビーム結像光学系および電子ビーム照

明光学系に対する要件を絞り込み、光学系の設計・製作を行った。今後、完成された電子線投影

光学系および電子ビーム照明光学系を用い、実際のマスク検査に対し最適化を行う。 

（３）ＥＵＶレジスト材料基礎研究 

 ＥＵＶレジスト材料の反応機構の解明、レジスト材料やレジストパターン等に関する新規計

測・評価技術などについての基礎的データが得られ、当初の目標を達成した。具体的には、下記

の成果が得られている。 

 酸アニオン固定型のレジスト中における酸拡散をモデル化し、シミュレーションコードを作製

した。このシミュレーションにより、レジストプロセスの露光量、クエンチャー濃度、露光後熱

処理時間依存性を明らかにした。逆解析モデルにレジスト溶解点のパターンサイズ依存性を考慮

可能とし、実際の露光結果に適用することにより、微細化に伴うレジスト溶解特性の劣化を評価

した。ｈｐ１６ｎｍ以細のレジスト設計では微細構造からのレジスト溶解特性の改善が重要にな

ることを明らかにした。 

 モンテカルロシミュレーションにより、二次電子による解像度ボケ、量子収率の波長依存性を

明らかにした。波長５ｎｍ程度までは、ｈｐ１１ｎｍにおいて解像度ボケは許容範囲であり、酸

の発生効率もほとんど影響を受けないが、吸収係数が小さくなるため感度が著しく低下すること

が分かった。 

 液中ＡＦＭ（Atomic Force Microscope）を用いたレジスト膜厚薄膜化による影響の解析を行

った。その結果、レジストのプラットフォームによって、溶解挙動が異なることが明らかになっ

た。また、レジストの薄膜化によってクラスターサイズが縮小していることが明らかになった。

これにより、レジストを薄膜化することで、ＬＷＲを低減できる可能性が示唆された。一連の研

究から、液中ＡＦＭがレジストの反応機構の解析に極めて有用であることが分かった。今後、

種々のレジストの解析を進め、レジスト材料・プロセス開発にフィードバックしていく。 

 ＥＵＶレジスト材料の電子ビームによるアウトガス評価装置の仕様を決定した。この仕様に基

づき、実際に電子ビームによるアウトガス評価装置を導入し、導入評価装置が露光装置メーカー

提案のアウトガス評価手法の仕様を満たしていることを確認した。また、アウトガス物理分析装

置が評価に問題無いことを確認した。実際に、露光装置メーカーの汚染膜標準サンプルを用い当

該装置で測定した結果、十分な測定精度があることを確認した。 

（２）ストレージ・メモリ分野 

［中期計画］ 

  メモリについては、低消費電力化、大容量データの蓄積など、情報家電の進展により、不揮発性メモリの必要性が

増している。このため、従来型の揮発性メモリ（ＤＲＡＭ等）と比べ、不揮発性メモリ（フラッシュメモリ）の市場が

大きく増加しており、さらに、複数の新規不揮発性メモリの研究開発が活発化している。 

 ストレージについては、情報家電・モバイルＰＣ向けの中小型（２．５インチ以下）高密度ＨＤＤを中心に市場が拡

大するとともに、国際的な業界再編等により高密度化技術競争が激化している。 

 以上のことから、ストレージ・メモリ分野は引き続き国際競争力の維持・強化を図っていくことが必要である。 

 第２期中期目標期間中には、メモリについては、不揮発性メモリＭＲＡＭ（Magnetoresistive Random Access 

Memory，磁気抵抗メモリ）の更なる性能向上を目指し、大容量化・高速化のための技術開発に取り組む。具体的には、

第１期中期目標期間に開発したＭＲＡＭのメモリ容量に比べて１０倍以上の高集積化を可能とするスピンＲＡＭ（電子

スピンの特徴を利用したＭＲＡＭ）技術等を確立する。 
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 ストレージ（ＨＤＤ）については、記録密度の向上及び省電力性の追求のための技術開発等に取り組む。 

《６》超高密度ナノビット磁気記録技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト）［平成２０

年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、ＨＤＤの記録密度を向上させるための技術開発に取り

組み、ＩＴ機器の大幅な省エネルギーの達成等を目指すことを目的に、株式会社日立製作所研究開発本部主管研究長 

城石 芳博氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「超高密度ナノビット磁気媒体技術の研究開発」 

 面積１００ｎ㎡程度、位置精度を±５ｎｍ以下の円周配列構造でナノビットを加工する技術を開発

する。５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２の面密度に対応するナノビットにおいて、磁化反転が制御可能で、

かつ、その際に当該ナノビットの周辺ナノビットにおける磁気情報に影響がないことを確認する。 

 ２．５インチ径のナノビット媒体界面内における表面凹凸を±５ｎｍ以下とする技術を開発する。

また、媒体表面に付加機能層（表面保護層、潤滑剤など）を付与する場合は、ヘッドの安定低浮上動

作と磁気情報の記録／再生を阻害することがないように、当該層が十分薄くかつ均一に作製可能で、

さらに、ヘッドの安定低浮上動作やアシストエネルギー照射に対して十分な耐性を有することを達成

する。 

研究開発項目②「超高性能磁気ヘッド技術の研究開発」 

 平成２２年度において抽出したアシスト機構を垂直記録ヘッドに組込む際の課題を解決し、さらに

アシスト効果を向上させるためのアシスト機構部と垂直記録ヘッド部の形状および相対位置関係を制

御する基本技術を確立する。 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２級に必要な再生センサの要素技術開発に向け、必要な感度、分解能を実

現するための低抵抗高出力再生センサ薄膜形成技術を検証する。また、現行センサ構造の分解能限界

を打破する極薄新素子構造の基本センサ動作を検証する。 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２に向けたヘッド記録動作の課題を抽出するため、エネルギーアシスト素

子搭載のヘッドを用いて、磁気媒体上に記録を行うことにより記録ヘッドの基本動作を検証する。 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２に向けたヘッド再生動作の課題を抽出するため、再生ヘッドのＳＮ比、

分解能などの再生ヘッドの基本動作を検証する。 

研究開発項目③「超高精度ナノアドレッシング技術の研究開発」 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２級ＨＤＤを模擬した環境において、ナノビット媒体に対してヘッドの安

定浮上および動的位置制御に着手する。ナノビット媒体へのアドレッシング技術のためのシミュレー

ションの開発に着手し、同面密度に対応したナノビット位置決めの実現技術の方向性を検討する。 

研究開発項目④「ハードディスクドライブシステム化技術の研究開発」 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２の面密度に対応する超高密度ナノビット媒体と超高性能ハイブリッド磁

気ヘッド、超高性能ナノアドレッシング技術、または、それらの組み合わせによって得られる各性能

値をもとに同面密度のＨＤＤシステム化のための概略仕様を策定し、ＨＤＤ全体性能の検討及び要素

技術に対する課題抽出を行う。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「超高密度ナノビット磁気媒体技術の研究開発」 

（１）ナノビット微細加工技術の研究開発 

 ナノビットの面積を１００ｎｍ２程度（１２ｎｍピッチ、直径６ｎｍドット（２８．３ｍｍ
２））、かつ、位置精度を±４．５ ｎｍ以下の円周配列構造で加工する技術を開発した。また、

２．５インチ径の媒体面内における少なくとも３トラックで前記特性を確認した。 

（２）単一ナノビット記録性の検証 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２の面密度に対応するナノビットにおいて、磁化反転が制御可能で、

かつ、その際に当該ナノビットの周辺ナノビットにおける磁気情報に影響がないことを確認した。 

（３）ナノビット媒体界面技術の研究開発 

 ２．５インチ径のナノビット媒体界面内における表面凹凸を±５ｎｍ以下とする技術を開発し

た。また、媒体表面に付加機能層（表面保護層、潤滑剤など）を付与する場合は、ヘッドの安定

低浮上動作と磁気情報の記録／再生を阻害することがないように、当該層が十分薄くかつ均一に

作製可能で、さらに、ヘッドの安定低浮上動作やアシストエネルギー照射に対して十分な耐性を

有することを達成した。 

研究開発項目②「超高性能磁気ヘッド技術の研究開発」 

（１）強磁場発生記録ヘッドの研究開発、（２）エネルギーアシスト機構の研究開発 

 平成２２年度において抽出したアシスト機構を垂直記録ヘッドに組込む際の課題を解決し、さ

らにアシスト効果を向上させるためのアシスト機構部と垂直記録ヘッド部の形状および相対位置

関係を制御する基本技術を確立した。 

（３）高感度・高分解能再生ヘッドの研究開発 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２級に必要な再生センサの要素技術開発に向け、必要な感度（⊿Ｒ／

Ｒ＝３０～４０％／ＲＡ～０．２Ωμｍ２）、分解能を実現するための低抵抗高出力再生センサ
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薄膜形成技術を検証した。また、現行センサ構造の分解能限界を打破する極薄新素子構造の基本

センサ動作（媒体磁界相当の正負外部磁界による線形応答動作）を検証した。 

（４）ヘッド動作の検証 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２に向けたヘッド記録動作の課題を抽出するため、エネルギーアシス

ト素子搭載のヘッドを用いて、磁気媒体上に記録を行うことにより記録ヘッドの基本動作を検証

した。 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２に向けたヘッド再生動作の課題を抽出するため、再生ヘッドのＳＮ

比、分解能などの再生ヘッドの基本動作を検証した。 

研究開発項目③「超高精度ナノアドレッシング技術の研究開発」 

（１）超精密位置決め技術の確立 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２級ＨＤＤを模擬した環境において、ナノビット媒体に対してヘッド

の安定浮上および動的位置制御ができることを確認した。 

（２）ナノアドレッシング技術のシミュレーション開発 

 ナノビット媒体へのアドレッシング技術のためのシミュレーションの開発に着手し、５Ｔｂｉ

ｔｓ／ｉｎｃｈ２の面密度に対応したナノビット位置決めの実現技術の方向性を検討した。さら

に、ＨＤＤの動的位置制御条件を模擬したシミュレーションにおける空間分解能が２ｎｍ以下で

行えることを検証の上、５Ｔｂｉｔ／ｉｎｃｈ２の面密度に対応したナノビット媒体へのナノア

ドレッシング技術のためのシミュレーション技術を確立した。 

研究開発項目④「ハードディスクドライブシステム化技術の研究開発」 

（１）システム化とＨＤＤ性能の検証 

 ５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２の面密度に対応する超高密度ナノビット媒体と超高性能ハイブリッ

ド磁気ヘッド、超高性能ナノアドレッシング技術、または、それらの組み合わせによって得られ

る各性能値をもとに５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２ＨＤＤシステム化のための概略仕様を策定し、Ｈ

ＤＤ全体性能の検討及び要素技術に対する課題抽出を行った。 

《７》高速不揮発メモリ機能技術開発 ［平成２２年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 不揮発メモリによる大幅な低消費電力化を目的に、以下を行う。 

研究開発項目①「高速不揮発メモリの開発」 

・中規模アレイ搭載テストチップを試作し、アレイ特性を確認する。 

・この評価を通して、書き換え速度・書き換え電流・抵抗分布などの特性データを取得する。また、

書き換え回数・データ保持特性などの信頼度データを取得する。更に、大量のデータからばらつき

を抽出するとともに、ばらつき低減方法を検討し、これらを「不揮発性アーキテクチャの研究開

発」へ提示する。 

・中規模アレイ搭載テストチップから得られるアレイ特性データや信頼性データを基に、大容量プロ

トタイプチップの仕様検討を行い、設計をスタートさせる。 

・設計に当っては、「不揮発性アーキテクチャの研究開発」で検討したギガビットクラスのメモリチ

ップ仕様も踏まえて行う。 

研究開発項目②「不揮発アーキテクチャの研究開発」 

・平成２２年度に開発したメモリシステム開発プラットフォーム上にメモリ等のデバイスの機能モデ

ルを作成する。そして、ＳＳＤ（Solid State Drive）など所定のアプリケーションに対して、性

能等の評価を行い、ノーマリー・オフを志向した新メモリアーキテクチャの優位性を探索する。 

・前年度に引き続き、不揮発性メモリのインターフェースとアーキテクチャおよび、仕様の検討を実

施する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「高速不揮発メモリの開発」（共同研究） 

・メモリ素子構造および電極構造を改良し、書き換え電流≦２０μＡ、書き換え時間１０ｎｓを達成

した。書き換え耐性は、１０６回程度と実用化に向けては十分なレベルであることを確認したが、

最終目標（≧１０１６程度）に向けて、スイッチングモデルを明確にして改善を続けていく。 

・５０ｎｍサイズの中規模アレイ搭載テストチップを試作し、６４Ｍビットのアレイ動作を確認した。

この評価を通じて、書き換え電流、書き換え速度、抵抗などの特性データを取得し、ばらつき低減

方法の検討を進めている。 

・大容量プロトタイプチップの開発において、アレイ構成を検討した。単体メモリ素子および、中規

模アレイ搭載テストチップの評価結果を元に、読み書き時間の高速化の見通しを得た。 

研究開発項目②「不揮発アーキテクチャの研究開発」（委託） 

・高速不揮発メモリの書き換え回数を５０倍増加する、ターンバック書き込み方式を開発し、５０ｎ

ｍサイズの高速不揮発メモリ素子を用いて、有効性を実証した。提案手法はシステム性能の劣化な

しに信頼性を向上することが出来る。 

・ＥＳＬ（ＣＡＤ）ツールを用いて、平成２２年度に開発したメモリシステム開発プラットフォーム

上に、メモリ等のデバイスの機能モデルから成る仮想デモシステムを構築した。 
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（３）コンピュータ分野 

［中期計画］ 

 コンピュータ分野においては、ユビキタス化の進展に伴い、コンピューティング機器の小型化・多様化・分散化が進

展し、組み込みコンピュータやサーバシステムの市場が拡大している。また、ＣＰＵ（Central Processing Unit，中

央演算処理装置）、サーバシステムの高性能化の追求から、低消費電力化と電力対性能比の改善へと競争軸が変化して

いる。さらに、システムの信頼性向上や開発効率の向上も求められている。 

 第２期中期目標期間中には、信頼性・セキュリティ、開発効率の向上に寄与する技術、３０ＧＯＰＳ／Ｗ（Giga 

Operation Per Second/W）程度の電力対性能比を実現するマルチコア技術の開発等に取り組む。 

《８》ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 ［平成２３年度～平成２７年

度］ 

［２３年度計画］ 

 事業終了時に求められると予測される不揮発性素子の性能を前提に、機器・システムにおいて、事業開始時の１０倍

の電力消費性能（電力あたりの性能）を実現するために以下を行う。 

研究開発項目①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」 

 想定アプリケーションにおける事業終了時に予測される次世代不揮発性素子の性能を想定した上で、

それを用いて消費電力を抑える動作技術を志向する新しいメモリアーキテクチャ、基本ソフトウェア、

アルゴリズム等の開発を開始する。 

研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する新しい

コンピューティング技術の検討」 

 次世代不揮発性素子ならではの機能を活かすことができる基本ソフトウェア、コンピュータアーキ

テクチャの根本的な見直し・拡張を検討するなどの新しいコンピューティング技術の開発を開始する。

また、ノーマリーオフコンピューティングの開発に有用と考えられる評価技術の動向を把握・整理す

るとともに、評価基盤およびプラットフォームに関する検討を開始する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」 

・単体磁性体素子の開発を前倒しで実施し、動作エネルギー効率が従来の１０倍以上改善することを

確認した。 

・マイコンシステムにノーマリーオフ技術を活用するアーキテクチャを提案し、ＭＲＡＭを搭載した

評価ボードで技術開発を開始した。 

・ヘルスケア用に生体情報計測センサーノードＬＳＩの設計を実施中で、不揮発デバイスの低電圧化

にも取組み中である。 

研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する新しい

コンピューティング技術の検討」 

・ノーマリーオフ・アーキテクチャの基本構成の検討を完了し、評価ボード仕様書を作成した。 

・プロセッサ内部のキャッシュメモリを超高速不揮発メモリで置き換えたプロセッサにおいて、プロ

セッサの消費電力と性能をシミュレーション計算できるプラットフォームの構築を行った。 

・さらに当該プラットフォーム上で超高速不揮発メモリと従来の中速不揮発メモリのモデリングを行

うことで、複数のベンチマークプログラムを実行させた場合の消費電力と性能の評価・比較を行った。 

（４）ネットワーク分野 

［中期計画］ 

 通信ネットワークの状況を見ると、トラヒックはますます増大し、既存ルータの機能的限界が顕在化している。また、

データセンタにおいて要求される処理能力の高まり及び消費電力の急増といった問題が顕在化している。 

 第２期中期目標期間中には、第１期中期目標期間において確立した革新的光デバイス技術等を基礎として、エッジル

ータ機器については信号処理速度４０Ｇｂｐｓ以上、ＬＡＮ－ＳＡＮシステムについては伝送速度１６０Ｇｂｐｓ伝送

を可能とする高効率ネットワーク機器・システムの実現に向けた研究開発等に取り組む。 

《９》次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 ［平成１９年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 次世代ネットワークにおける省電力化・大規模化・超高速化というニーズに応えることを目指した光インターフェー

スや光デバイス等の基盤技術開発及びシステム化技術開発の推進を目的に、東京大学大学院情報理工学系研究科教授 

浅見 徹氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」 

 量子ドットレーザの温度安定２５Ｇｂｐｓ（ギガビット／秒）直接変調動作、集積型ＩＳＢＴ

（Inter Sub-Band Transition サブバンドのエネルギーレベル間の光学遷移）をモジュール化したＯ
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ＴＤＭ（Optical Time Division Multiplexing 光領域上での時分割多重）集積型全光スイッチ実装、

サンプリング速度５０ＧＳ／ｓでの波形観測実証等により、システム化技術構築のための共通基盤技

術を開発する。 

研究開発項目②「次世代高効率ネットワークデバイスシステム化技術の開発」 

（１）大規模エッジルータシステム化技術開発 

 光信号接続によるルータ内結合構造に向けた１００Ｇｂｐｓ双方向・省電力光インタフェース

モジュールの安定動作化を図り、光モジュールをルータのバックプレーン接続に適用しシステム

特性を評価する。 

（２）超高速ＬＡＮ（Local Area Network）－ＳＡＮ（Storage Area Network）システム化技術開発 

 集積型ＩＳＢＴのモジュール、ＳＯＡ（Semiconductor Optical Amplifier 半導体光増幅器）、

光ＮＩＣ（Network Interface Card）を接続し、１６０Ｇｂｐｓ光ＬＡＮ上で、フル解像度スー

パーハイビジョン配信システムを開発し、各デバイス・システムの検証を行う。また、ＬＡＮ－

ＷＡＮ（Wide Area Network 広域ネットワーク）光信号変換のシステムを構築し、相互接続性お

よび信号特性を評価する。 

（３）超低消費電力型光電子ハイブリッド回路技術 

 小型・低消費電力で実現が可能な光配線の技術を、基板内のモジュール接続に適用した、光電

子ハイブリッド回路基板技術を確立するための課題抽出を行う。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」 

 ２５Ｇｂｐｓ量子ドットレーザを７５℃での温度安定動作を実現した。 

 (1)大規模エッジルータシステム化技術開発。集積型ＩＳＢＴをモジュール化したＯＴＤＭ集積型

全光スイッチを開発し、開発項目②（２）の実証実験に適用した。サンプリング速度５０ＧＳ／ｓで

の超電導リアルタイムオシロスコープを開発し、開発項目②（１）の２５Ｇｂｐｓ波形観測を実証し

た。 

研究開発項目②「次世代高効率ネットワークデバイスシステム化技術の開発」 

（１）大規模エッジルータシステム化技術開発 

 光信号接続によるルータ内結合構造に向けた１００Ｇｂｐｓ（２５Ｇｂｐｓ×４ｃｈ）双方

向・省電力光インタフェースモジュールを開発した。８５℃にて２８Ｇｂｐｓ×４ｃｈまでの動

作を確認。消費電力は２Ｗ。世界発の空冷小型１００Ｇｂｐｓ動作としてプレス発表を行い（２

０１２／３／１)、また国際展示会であるＯＦＣ(Optical Fiber Communication Conference)２

０１２へ出展した。ルータのバックプレーン接続に適用して動作を確認した。 

（２）超高速ＬＡＮ－ＳＡＮシステム化技術開発 

 集積型ＩＳＢＴのモジュール、ＳＯＡ、光ＮＩＣを接続し、１６０Ｇｂｐｓ光ＬＡＮ上で、７

２Ｇｂｐｓのフル解像度非圧縮スーパーハイビジョン２ｃｈを切り替えて配信するシステムを世

界で初めて開発し、各デバイス・システムの検証を行った。開発したシステムの公開デモを実施

した（２０１２／１／３１） 

（３）超低消費電力型光電子ハイブリッド回路技術 

 小型・低消費電力で実現が可能な光配線の技術を、基板内のモジュール接続に適用した、光電

子ハイブリッド回路基板技術を確立するため、２５Ｇｂｐｓ／ｃｈのボード内光インターコネク

トプロトタイプの試作評価による優位性検証と課題抽出、並びに装着用光源及び高精度装着技術

検討を実施した。また、装着用光源及び光源装着技術の検討、長距離データ伝送モジュールの小

型化・省電力化の検討、高速光導波路に接続する高速低消費電力の光スイッチ技術の検討を実施

し、超低消費電力型光電子ハイブリッド回路技術を構築するための課題を抽出した。 

（５）ユーザビリティ分野 

［中期計画］ 

 ＩＴ情報機器関連では、近年、ますますインターネット・ブロードバンドが浸透するとともに、携帯情報端末が普及

し、ユビキタス社会化が進展している。これに伴い、セキュリティの確保など安全・安心を中心とした新たな社会的課

題が登場してきている。 

 ディスプレイ関連では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）が引き続き薄型平面ディス

プレイ（ＦＰＤ）市場の主流をなしており、韓国・台湾との競争が激化している。これからの大画面ＦＰＤについては、

高精細化・高画質化・低消費電力化などの高付加価値機能搭載、薄型化が進むと考えられる。有機ＥＬについては、小

型ディスプレイ搭載デバイスが既に事業化されており、市場は今後も堅調に拡大する見通しであるが、大型化に向けて

は開発リスクの高い技術課題が残されている。 

 第２期中期目標期間中には、ＩＴ情報機器関連では、コンシューマ、ビジネスユーザからサービス提供業者までを含

め、ユビキタス社会において、ＩＴ機器を活用するためのインターフェース技術やセキュリティ技術等の「人中心型利

用技術」の開発を推進する。 

 ディスプレイ関連では、第２期中期目標期間中に、大画面・高精細・高画質でありながら従来比（平成１８年度時

点）１／２以下の低消費電力化を実現するＬＣＤ技術、新たなパネル材料を用いて年間消費電力量を従来比（平成１８

年度時点）２／３以下にできるＰＤＰ技術の開発等を推進する。また、ＬＣＤ・ＰＤＰを性能面で上回る大型有機ＥＬ
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ディスプレイの開発等を推進する。 

《１０》次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発 ［平成１９年度～平成

２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 低消費電力を実現する次世代大型液晶ディスプレイに係る民間企業等が実施する実用化開発を支援する。 

研究開発項目①「装置技術およびプロセス技術の開発」 

 平成２２年度をもって終了する。 

研究開発項目②「画像表示技術の開発」 

 画像表示技術では、人間工学的画像評価をすすめるとともに、その解析結果と液晶テレビの光学指

標値の関係の取りまとめを行うことで、人間工学的な見地から、高画質と低消費電力化との両立を図

るための画質指針を策定する。 

研究開発項目③「高効率部材の開発」 

 効率を大幅に向上できるカラーフィルタレス技術について、抽出された課題である視野角対策や均

一性向上に対する対策を実施し、実用化可能な要素技術として確立する。 

 バックライト評価手法および検査システムの構築については、平成２２年度をもって終了する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目②「画像表示技術の開発」 

 輝度、画質、環境に関するユーザー評価結果を基に、適切な表示輝度と視聴環境に関するガイドラ

インを作成した。 

研究開発項目③「高効率部材の開発」 

 効率を大幅に向上できるカラーフィルタレス技術の課題（広視野角化と均一化向上）対策法につい

て光学シミュレーションにより検討を行い、対策法を確定。試作パネルによる実証を完了した。 

上記以外のテーマは平成２２年度までに終了した。 

《１１》次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプロジェク

ト） ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 大型有機ＥＬディスプレイを実現する共通基盤技術開発に取り組み、ディスプレイ機器の大幅な省エネルギーの達成

等を目指すことを目的に、ソニー株式会社 業務執行役員ＳＶＰ、コアデバイス開発本部 ディスプレイデバイス開発

部門 部門長 占部 哲夫氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

・標準素子を用いて有機膜に対するダメージ評価を行い、ダメージ因子を確定させるとともに解決策

を具体化する。また対角１０インチ以上の大型基板への適用に向けたプロセス検討を行い、検証手

法について絞り込みを行う。 

研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

・実素子によるダメージ評価を推進し、開発した材料及びプロセスによるバリア性の効果確認を行う。 

・大型基板への適用可能性の検証を推進し、均一性、膜質などの各特性について性能確認を行う。 

研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

・Ｇ６サイズ（１５００ｍｍ×１８５０ｍｍ）基板への適用可能性の検証を推進する。また、最終目

標達成のために残された解決課題を明確化し、取り組み方針を決定する。 

研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

・上記研究開発項目①②③の個別要素技術の、Ｇ６サイズ（１５００ｍｍ×１８５０ｍｍ）以上の基

板に対する適用可能性を明らかにし、各要素技術に対してフィードバックを行うことで残された課

題を明確化する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

・真空一貫プロセスで成膜した標準素子の評価を行い、有機膜に対するダメージ因子を特定した。ま

た成膜速度と膜特性との相関について調査を行うとともに、大型基板によるトータルなプロセス確

立に向けた取り組みを開始した。 

研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

・実素子によるダメージ評価を推進し、開発した材料及びプロセスによるバリア性について検証を行

った。ガラス封止した構造で素子の信頼性評価を行い、良好なバリア特性を確認した。 

・大型基板への適用可能性の検証を推進し、均一性、膜質などの各特性について性能確認を行った。

その結果、基板内での面内膜厚均一性水蒸気透過率ともに良好な特性を確認した。 

研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

・面蒸着方式において、最終目標に対する検証・実証に必要なＧ６サイズ（１５００ｍｍ×１８５０

ｍｍ）基板に適用可能な面蒸着装置の試作を行った。また、実プロセスによる特性評価を推進する
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とともに、大型基板への適用性について実証検討を行い、残る課題を明確にするとともに、解決方

針を決定した。 

研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

・大型基板適用性および消費電力に関して、上記研究開発項目①②③の達成レベルをもとにシミュレ

ーションを行い、最終目標達成に向けた方針を決定した。 

《１２》次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発 ［平成１９年度～

平成２５年度］ 

［２３年度計画］ 

 化合物半導体や有機物半導体等の新材料を用いたデバイスに関する基盤技術開発を行い、デバイスの大幅な省エネル

ギー化を目指す。具体的には光デバイス（ＬＥＤ、有機ＥＬ）と電子デバイス（窒化物半導体を用いたワイドバンドギ

ャップ半導体）を対象とし、平成２３年度は以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発 

（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発［平成２１年度～平成２５年度、中間評

価：平成２３年度］ 

 高品質ＧａＮ基板を低コストで育成する結晶成長手法の高度化を行うと同時に高品質ＧａＮ基

板を用いた高演色・高効率ＬＥＤを実現するために高光取り出し効率が期待できるエピタキシャ

ル成長技術及びＬＥＤ構造についての研究開発を実施する。 

（２）有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発［平成２１年度～平成２５年度、中間評

価：平成２３年度］ 

 目標実現に向けた課題分析、実現方針の確定、及び方策の検討・検証を行い、技術開発として

高効率光取り出し技術、低抵抗・高透過率電極の開発、高効率・長寿命・低電圧駆動材料に関わ

るデバイス技術開発に取り組む。同時に、０.３円／ｌｍ・年以下を目指す低コスト化に向けた

製造プロセス技術開発に着手する。 

（３）戦略的国際標準化推進事業［平成２２年度～平成２５年度］ 

 ＬＥＤ照明に関する標準化に関しては動向調査を行い、光の強さ、色、寿命等、ＬＥＤ照明の

性能を正しく試験評価するために必要な研究開発を行い、標準化に寄与する以下の研究に取り組

む。 

（ア）ＬＥＤ照明利用技術に関わる評価技術開発 

ⅰ）ＬＥＤ照明の色再現性能評価技術開発 

ⅱ）ＬＥＤ照明のグレア評価技術開発 

（イ）ＬＥＤ照明の測光技術の開発 

ⅰ）ＬＥＤ照明の配光測定技術の開発 

ⅱ）ＬＥＤ照明の視作業効率測光技術の開発 

 有機ＥＬ照明に関する標準化については従来の照明器具の標準化活動を土台に、有機ＥＬ照

明標準化の課題に絞り必要とされる光源／器具測光方法・測色方法の研究に取り組み、測光設

備を利用した測光方法の検討・試験・評価・検証を行い基礎データの分析・集積を行う。 

研究開発項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル

成長技術の開発［平成１９年度～平成２３度］ 

（１）高品質大口径単結晶基板の開発 

 ４インチ有極性単結晶基板、及び３～４インチ無極性単結晶基板を実現し、前者では転位密度

＜５×１０３ｃｍ－２、後者では転位密度＜１０５ｃｍ－２、積層欠陥密度＜１０３ｃｍ－１の特性を

得る。また、それらの伝導度制御として、導電性基板では比抵抗＜１０－２Ω・ｃｍ、高抵抗基

板では比抵抗＞１０６Ω・Ｃｍの特性を得る。 

（２）大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術  

 無欠陥へテロ接合構造を実現するために、高品質、高導電性制御されたエピタキシャル成長法

を開発し、口径４インチの有極性、及び口径３～４インチの無極性窒化物半導体バルク基板上に

おいて、低欠陥高品質ＧａＮ、及び混晶エピ層を実現する。 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

 有極性単結晶基板上ＦＥＴと無極性単結晶基板上ＦＥＴの特性の差違、及びその利害得失の明

確化を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発 

（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 高品質ＧａＮ基板の結晶成長をＮａフラ

ックス法とＨＶＰＥ（Hydride Vapor Phase Epitaxy）改良法の異なる方式を採用して実施。本

基板上にエピタキシャル成長させて、発光効率１７５ｌｍ／Ｗを超える高品質・高効率ＬＥＤデ

バイスを試作した。また最終目標を実現する上での課題の抽出と実現方式を開発した。 

（２）有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発 高効率化に必要な青色燐光材料開発及

び高効率光取り出し技術を実施。最終目標の１３０ｌｍ／Ｗに近づく８５ｌｍ／Ｗの発光効率を

達成した。また並行してＩＴＯ（Indium Tin Oxide）に匹敵する抵抗・透過率と低コスト化を目

－84－



 

指す電極開発にも着手した。 

（３）戦略的国際標準化推進事業 ＬＥＤ照明に関する標準化に向けて光の強さ、色、寿命等、ＬＥ

Ｄ照明の性能試験評価方法に関する以下の項目について研究開発を行った。本性能試験評価結果は照

明の国際標準規格組織（国際電気標準会議、国際照明委員会）の日本代表である電球工業会、照明器

具工業会、ＪＣＩＥ（Japanese National Committee of CIE）と情報共有を行った。 

（ア）ＬＥＤ照明利用技術に関わる評価技術開発 

ⅰ）ＬＥＤ照明の色再現性能評価技術開発 

ⅱ）ＬＥＤ照明のグレア評価技術開発 

（イ）ＬＥＤ照明の測光技術の開発 

ⅰ）ＬＥＤ照明の配光測定技術の開発 

ⅱ）ＬＥＤ照明の視作業効率測光技術の開発 

 有機ＥＬ照明に関する標準化については有機ＥＬ照明の光源／器具測光方法・測色方法の研究

に取り組み、研究基礎データを蓄積すると同時に測光評価項目の絞り込み及び測光方法を考案し

た。本基礎データと測光方法を元に（財）照明学会にて国際標準規格作成時のガイドラインを作

成中。 

研究開発項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル

成長技術の開発 

（１）高品質大口径単結晶基板の開発 

 ４インチ有極性単結晶基板の実現に成功した。また、導電性基板では比抵抗＜１０－２Ω・ｃ

ｍ、高抵抗基板では比抵抗＞１０６Ω・ｃｍの特性を確認した。 

 ３～４インチ無極性単結晶基板の実現上の課題が明確となり、転位密度及び積層欠陥密度の特

性の実現課題を明確にすることが確認した。 

 別途、大口径有極性種結晶を開発した。 

（２）大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術  

 無欠陥へテロ接合構造を実現するために、高品質、高導電性制御されたエピタキシャル成長法

を開発し、口径４インチの有極性、及び口径３～４インチの無極性窒化物半導体バルク基板上に

おいて、低欠陥高品質ＧａＮ、及び混晶エピ層を実現した。 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

 デバイス評価により有極性と無極性の単結晶基盤の比較、窒化物単結晶デバイスの優位性が確

認できた。また横型ＦＥＴと縦型ＦＥＴの評価により特性の差違、及びその利害得失が明確化で

きた。 

②新製造技術［後掲：＜６＞新製造技術分野 ① 新製造技術 参照］ 

③ロボット技術［後掲：＜６＞新製造技術分野 ② ロボット技術 参照］ 

④宇宙産業高度化基盤技術 

［中期計画］ 

 宇宙開発は研究開発中心から利用・産業化の時代に移行しつつあるが、当該分野における中国やインドの急速な台頭

もあり、国際競争は一層激化している。 

 第２期中期目標期間においては、国内産業全般への幅広い波及効果を狙い、宇宙の産業利用促進のための基盤技術

（リモートセンシング技術等）、及び、宇宙機器産業の国際競争力強化のための基盤技術（小型化・即応化・軽量化・

高機能化・低コスト化・短納期化技術、民生部品の宇宙転用技術、ロケット設計合理化技術、高信頼性化技術等）の開

発を行う。例えば民生部品の宇宙転用技術については、第２期中期目標期間中に、宇宙実証衛星への適用数を３０種以

上とすること等を目標とする。 
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＜３＞環境分野 

［中期計画］ 

 平成１７年２月の京都議定書の発効を受け、温室効果ガスの排出抑制の一環として地球温暖化係数の低いフロン代替

物質の工業的合成技術開発、ノンフロン化の技術開発を実施してきた。これらの技術開発及び成果普及を通じて、地球

温暖化対策推進大綱での目標である９５年比で＋２％以下の削減目標を達成できることが明らかとなり、さらに京都議

定書目標達成計画では＋０．１％以下という厳しい目標を掲げられた。 

 また、３Ｒ分野では、循環型経済社会システムの構築に向け、着実な改善が見られる等対策の効果が現れてきている。 

 第２期中期目標期間中においては、環境保全を図りつつ資源・エネルギーの効率的利用を促進する持続可能な社会構

築を実現するとともに、健康の維持や生活環境の保全を図り将来にわたって生活基盤と産業基盤を両立させていくこと

を目指して、温暖化対策技術、３Ｒ関連技術、輸送系低環境負荷技術等の課題に重点的に取り組むため、以下の研究開

発等を推進する。 

①フロン対策技術 

［中期計画］ 

 代替フロンについては、より厳しい排出削減目標値を設定されており、温室効果の低い物質の開発とともに、その普

及や代替フロン等３ガスの排出抑制設備の導入・実用化支援事業等、京都議定書第１約束期間の目標達成に直接貢献す

ることが求められている。 

 第２期中期目標期間では９５年比で代替フロン等３ガスを＋０．１％以下にするという目標達成に貢献するべく、温

室効果の低いフロン代替物質の合成技術の開発成果等の一層の普及に力を注ぐとともに、冷凍空調分野、断熱材分野で

のノンフロン化の技術開発を促進し、京都議定書第１約束期間のみならずポスト京都議定書を見据えたフロン排出削減

技術開発事業を展開する。さらに、我が国が開発した効率の良い温室効果ガス排出削減技術の海外移転を促進し、我が

国が地球規模での地球温暖化対策防止に貢献できるようリーダーシップを発揮することを目指す。 

《１》革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト ［平成１９年度～平成２４年

度］ 

［２３年度計画］ 

 高分子素材の発泡等による断熱材分野において、平成２３年度までに、現状のフロン系硬質ウレタンフォームと同等

以上（熱伝導率λ≦０．０２４Ｗ／（ｍ・Ｋ）を目安）の断熱性能を有し、かつ、実用化、市場化に際して経済性を考

慮した上で、従来技術と比較して優位性のある性能・特徴を有する革新的なノンフロン系断熱技術を確立するための技

術課題を解決することを目的に、京都大学大学院工学研究科教授 大嶋 正裕氏をプロジェクトリーダー、ウレタンフ

ォーム工業会専務理事 横山 茂氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の革新的断熱技術開発を実施する。 

研究開発項目 「革新的断熱技術開発」 

・超低熱伝導率構造部材に必要な物性と構造の同定とその創製のための基盤研究では、ナノセルラー

発泡体の創製などによる発泡体のセル構造の微細化と高空隙率の実現のための技術を開発する。 

・次世代断熱発泡剤の研究開発では、断熱性が優れ、環境への負荷の小さい発泡剤の試作と性能評価

を行う。 

・ポリマー／シリカ複合系断熱材開発では、製造プロセスで必要な発泡挙動の物性データを体系化す

るとともに、実用的な製造プロセス技術を確立する。 

・押出発泡技術開発では、小スケール技術、成形条件、樹脂と配合剤組成の基礎技術を確立するとと

もに、スケールアップ仕様と実機事業化を立案する。 

・新規断熱性向上シート開発では、発泡構造の微細化やマイクロ／ナノ化により断熱性能を向上させ

ると共に、ガスバリアフィルム実用性を評価する。 

・新規現場発泡高断熱ウレタン技術開発では、疎水ポリオール構造、処方、成形方法において開始材

や反応の最適条件を開発して熱伝導率低減させる。 

・ナノゲル断熱材の研究開発では、塗工や含浸加工などの製品への展開のための性能開発を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 京都大学大学院工学研究科教授 大嶋 正裕氏をプロジェクトリーダー、ウレタンフォーム工業会専務理事 横山 

茂氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の革新的断熱技術の開発を実施した。 

研究開発項目 「革新的断熱技術開発」 

・超低熱伝導率構造部材に必要な物性と構造の同定とその創製のための基盤研究 

 課題である生産性・コストの問題を解決しようと超臨界乾燥を使用しないキセロゲルを検討し、

キセロゲル＋ポリマー剤により断熱材の低熱伝導率化が実現できることを明らかにし、プロジェク

ト内でその技術を指導した。 

・次世代断熱発泡剤の研究開発 

 低熱伝導率、低ＧＷＰ、難燃性、無毒性の要求を満足し、ウレタン発泡に適用できる発泡剤を見

出し、独自の合成プロセスでガスの試作に成功した。 

・ポリマー／シリカ複合系断熱材開発 
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 ポリマー内に極低熱伝導率のシリカ系ナノゲルを含浸した断熱材を連続製造できる見通しを得た。 

・押出発泡技術開発 

 これまで検討してきた多層構造から、実用化・スケールアップを意識して５層構造として、その

成形方法を確立することで実用化の見通しを得た。 

・新規断熱性向上シート開発 

 耐熱性の弱さからＰＬＡ材からＰＥＴ材に展開し、バイモーダル発泡技術とガスバリアフィルム

の組み合わせにより、目標を満足する低熱伝導率を長期間維持できる断熱材製造の見通しを得た。 

・新規現場発泡高断熱ウレタン技術開発 

 現場での水発泡にて長期間熱伝導率を維持するポリオール選定条件を作成し、その設計指標を見

出した。 

・ナノゲル断熱材の研究開発 

 耐湿性を向上するためにナノゲルの疎水化処理を施した結果、長期間低熱伝導率を維持でき性能

が向上した。このナノゲルを用いた各種断熱材を試作し、製品化の検討に入った。 

 震災の影響で一部事業者（産総研：ポリマー／シリカ複合系断熱材開発）は平成２４年度５月ま

で延長するが、本プロジェクトは、平成２３年度で終了する。 

《２》高効率ノンフロン型空調機器技術の開発 ［平成２３年度～平成２７年度］ 

［２３年度計画］ 

 従来のフロン冷媒使用機器と同等以上の省エネルギー性と（オゾン層の破壊および温室効果等の環境影響が少ない）

低温室効果冷媒の使用を両立する業務用空調機器技術を実現するために、機器システムおよび冷媒の両面からの革新的

技術を開発することを目的に、ＮＥＤＯが委嘱するプロジェクトリーダーの下に、以下の研究開発を実施する。 

 平成２３年度は、下記研究開発項目について、新規公募により実施者を選定して実施する。 

研究開発項目①「低温室効果の冷媒で高効率を達成する主要機器の開発」 

主要な要素部品（熱交換器、圧縮機等）の材料、形状、特性等に係る仕様検討、設計を実施すると

ともに、試作、性能評価を行う。併せて、主要な要素部品についての共通基盤的な設計・評価手法等

の技術開発を行う。 

研究開発項目②「高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発」 

新冷媒の分子設計、合成試作を行うとともに、基本物性の評価試験（沸点、蒸気圧、ＧＷＰ、物質

安定性、安全性、熱力学特性等）を行う。併せて、冷媒についての共通基盤的な設計・評価手法等の

技術開発を行う。 

研究開発項目③「冷媒の性能、安全性評価」 

低温室効果冷媒に関するリスク評価等を検討・実施する。また、必要に応じて、規格化・標準化に

ついて検討を開始する。 

［２３年度業務実績］ 

 東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻教授 飛原 英治氏をプロジェクトリーダーに、日本冷凍空調

工業会環境企画委員長 藤本 悟氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

 平成２３年度は、下記研究開発項目について新規公募を実施し、実施体制を構築した。（採択テーマ：９件） 

研究開発項目①「低温室効果の冷媒で高効率を達成する主要機器の開発」 

 業務用ＰＡＣ（パッケージエアコン）、ビル用マルチエアコン及び温熱用ヒートポンプを対象に、

低温室効果冷媒を適用するための主要な要素部品（熱交換器、圧縮機等）の材料、形状、特性等に係

る仕様検討、設計を実施するとともに、試作、性能評価を行った。その結果、温熱用ヒートポンプへ

の低温室効果冷媒の適用が可能であるとの見通しを得た。 

研究開発項目②「高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発」 

 業務用空調機器用の高効率かつ低温室効果の新冷媒を開発するために、新冷媒の設計研究（分子設

計、合成・試作）及び特性評価研究（基本特性、環境影響、安全性、熱力学特性）を実施し、一部候

補媒体について試作を完了して特性評価に着手した。 

研究開発項目③「冷媒の性能、安全性評価」 

 低温室効果冷媒の性能評価のため、冷媒の基本物性およびサイクル性能に関する研究と共にエアコ

ンの性能評価法の確立を実施した。また、微燃性物質を低温室効果冷媒として使用する際の安全性評

価のため、実用条件の燃焼性評価、着火エネルギー評価法の開発及び燃焼爆発影響評価を実施した。

更に、着火事故が発生した場合の人的・物的な危害度（フィジカルハザード）を明確化するために、

室内への冷媒リーク時及び暖房機器と同時使用時の安全性評価を実施した。 

②３Ｒ関連技術 

［中期計画］ 

 ３Ｒ関連技術分野においては、主に最終処分量削減技術、有用資源回収利用技術等の開発に取り組むことにより、資

源生産性の向上等の政策目標の達成が求められているところである。 

 第２期中期目標期間においては、従来の最終処分量削減、有用資源回収利用の下流工程を中心とした対策に加え、国

際的な技術普及という観点も踏まえ、枯渇性資源及び地球温暖化・省エネに関する上流工程での対策や、資源・エネル
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ギーの有効利用、環境リスクの低減等を考慮した流域圏水再生循環システムの実現に必要な対策等に向けた技術課題の

整理及び必要に応じた技術開発等の取組を行う。 

《１》省水型・環境調和型水循環プロジェクト ［平成２１年度～平成２５年度］ 

［２３年度計画］ 

 我が国が強みを持つ膜技術を始めとする水処理技術を強化するとともに、こうした技術を活用した省水型・環境調和

型の水循環システムを構築して、国内外での普及支援等を推進し、さらには省水型・環境調和型の水資源管理技術を国

内外に普及させることで、水資源管理における省エネ、産業競争力の強化に資することを目的とし、東洋大学常勤理事 

松尾 友矩氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目① 水循環要素技術研究開発  

１）革新的膜分離技術の開発 

・ＲＯ膜の開発 

 平成２２年度の基礎解析で獲得した設計指針に基づいてＲＯ性能を達成する。さらに連続性膜

基本技術を確立するとともに、５０ｃｍ幅エレメント作成技術を開発しエレメントを試作する。 

・ＮＦ膜の開発 

 エレメント化に向けて極超低圧ＮＦ膜の量産化技術の開発を行うとともに、極超低圧ＮＦ膜に

適したエレメント設計を行う。 

・分離膜の細孔計測技術の開発及び標準化に向けた性能評価手法の開発 

 陽電子消滅法による、ＲＯ膜より細孔の大きいＮＦ膜の細孔を測定するための校正技術基準を

確立する。さらに、各種分離膜の膜性能を測定し、陽電子消滅法で測定された細孔径との相関を

求める。 

２）省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発 

・平成２２年度に製作し実験を開始したベンチスケール装置による連続処理運転実験を継続し、長

期間連続処理性能について評価する。また、同年に製作したパイロット装置においても下水処理

場にて実下水を用いた処理実験を実施する。 

・下水処理場に設置したパイロット試験装置を用いた開発膜および開発装置の実証実験を継続し、

膜ろ過流束の向上、膜洗浄空気量の削減効果を検証する。さらに、付帯装置の省略・効率化の検

討を行いパイロット試験装置により検証を行う。 

３）有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発 

・最適化した含浸樹脂法と既存法との経済性比較検討を行いめっき液の長寿命化法として工業化で

きるか検証する。メッキ廃液からニッケルを回収する油相成分除去装置を実用化する際の課題解

決を図る。亜鉛除去のための含浸樹脂耐久性向上およびニッケル抽出の加速機構を検討する。 

・経済性を考慮した無電解メッキ廃液の最適処理法を確立するとともに、無電解メッキ液の処理水

を受け入れた洗浄廃液の最適処理条件を明らかにする。硫化ニッケル汚泥の大型酸化装置を現場

に設置し、汚泥酸化の最適条件を明らかにするとともに、晶析法による硫酸ソーダ除去の最適条

件を求める。 

・ほう素吸着剤の立体構造の改良およびほう素吸着条件の最適化によりほう素吸着量の更なる向上

を図る。ミカン搾汁残渣を用いたフッ素吸着剤については、連続式吸着装置によりフッ素の吸

着・回収プロセスの課題抽出と装置の改良を行う。 

４）高効率難分解性物質分解技術の開発 

・難分解性化学物質分解 

 実証試験装置を現場に設置し、連続試験により基礎データの取得を行い最適運転条件を検討す

る。また、１槽式アナモックス装置を用いてラボ実験による運転データを取得する。併せて新し

い低温アナモックス菌の培養と分解性能評価を行う。 

 なお、研究開発項目② 水資源管理技術研究開発については平成２３年度より「環境・医療分

野の国際研究開発・実証プロジェクト」の一部として実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 我が国が強みを持つ膜技術を始めとする水処理技術を強化するとともに、こうした技術を活用した省水型・環境調和

型の水循環システムを構築して、国内外での普及支援等を推進し、さらには省水型・環境調和型の水資源管理技術を国

内外に普及させることで、水資源管理における省エネ、産業競争力の強化に資することを目的とし、東洋大学常勤理事 

松尾 友矩氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目① 水循環要素技術研究開発  

１）革新的膜分離技術の開発 

・ＲＯ膜の開発 

 平成２２年度までに確立した製膜基本技術をもとに、大型製膜機においても均一な薄膜形成が

なされることを検証するとともに、５０ｃｍモジュールを試作した。 

・ＮＦ膜の開発 

 従来の界面重合反応による製膜技術から、各種ナノ粒子を用いて行う有機・無機ハイブリッド

極超低圧ＮＦ膜の開発へ移行する中で発生しうる材料変更に合わせ、膜面の無機ナノ粒子の状態

（粒径、装飾の有無）を確認した。 
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・分離膜の細孔計測技術の開発及び標準化に向けた性能評価手法の開発 

 ＮＦ膜の低速陽電子消滅分光測定を行い、分離活性層中の細孔評価のための陽電子照射エネル

ギーなどの最適な測定条件を見いだした。さらに、ポリアミド系複合膜の膜性能を測定し、陽電

子消滅法で測定された細孔との相関を比較した。 

２）省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発 

・担体添加型ＭＢＲシステムの開発 

 平成２２年度に製作し実験を開始したベンチスケール装置による連続処理運転実験を継続評価

し、低ＭＬＳＳ濃度条件で膜面洗浄散気量を５０％削減可能なことを確認した。また、パイロッ

ト装置については、平成２３年度にウォータープラザ北九州のテストベットに設置完了し、機能

確認を経て実下水を用いた連続処理運転実験を開始し、膜面の洗浄性が向上すること確認した。 

・省エネ型ＭＢＲ技術の開発 

 平成２２年度に開始した実下水を用いたパイロット試験を継続実施し、開発膜シートの実液評

価、膜洗浄空気量の削減試験、サイフォンろ過による膜ろ過ポンプ省略等、個別テーマの実証確

認を行った。開発膜シートの実液評価では運転フラックス１．０ｍ／ｄで２ヶ月以上安定運転が

可能であることを確認し、また膜洗浄空気量の削減試験ではろ過圧上昇を抑制しながら膜洗浄空

気量を従来比５０％に削減できることを確認した。 

３）有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発 

・抽出 

 含浸樹脂法による亜鉛除去の最適化を検討し、含浸樹脂をネットバックに詰めた場合と樹脂を

繊維に変えた場合のめっき槽への投入方式を検討した。 

 めっき廃液からニッケルを回収する新型エマルションフロー装置（昇流式）について、多段式

で正・逆抽出を結合させたシステムを開発し、ニッケルの回収率 95％を達成した。また、ニッ

ケル回収装置および油相成分除去装置を実用化する際の課題であるスケールアップについて、ヘ

ッド構造の工夫により、大型化しても安定したエマルションを発生させられる見通しを得た。 

 溶媒含浸樹脂の耐久性を高めることを目的として、ポリビニルアルコールによる被覆方法を確

立した。また定界面積セルによるニッケル抽出速度結果を解析し、抽出機構を推定した。 

・沈殿 

 無電解銅めっき廃液の処理水を添加した排水の最適処理法を明らかにするとともに、含水率６

０％以下の汚泥を得ることができた。 

 ニッケル含有汚泥／廃液処理から得られた硫化ニッケル汚泥を現場に設置された大型酸化装置

で酸化実験を行い、規模を拡大しても実施できることを確認した。酸化後の硫酸ニッケル汚泥を

水で溶解し、高濃度ニッケル電解液を得て、中規模電解実験を行った結果、電解析出の最適条件

を得た。合わせて電解で生じる硫酸ナトリウム除去方法を検討した。 

・吸着 

 ほう素吸着剤の二つの合成条件、①吸着剤の母剤であるポリアリルアミン（ＰＡＡ）の架橋度、

②吸着サイトであるグルコースの導入温度を最適化することにより、従来剤の２倍の吸着量を持

つ剤の合成に成功した。その後、ほう素濃度や共存イオンなどの吸着条件を最適化することで、

従来剤の３倍の吸着量を達成した。 

 ミカン搾汁残渣を用いたフッ素吸着剤については、連続式吸着装置によりフッ素の吸着・回収

プロセスの課題抽出と装置の改良を行った。 

４）高効率難分解性物質分解技術の開発 

・難分解性化学物質分解 

 生物処理試験を行いその特性を把握した。現場に設置した試験装置でも特性を確認した。また

処理エネルギー、コスト試算、文献調査、実態調査を行った。 

・新機能生物利用 

 １槽式アナモックス装置を用いてラボ実験による運転データを取得した。併せて新しい低温ア

ナモックス菌の培養と分解性能評価を行った。 

③化学物質のリスク評価・管理技術 

［中期計画］ 

 人の健康や生態系に有害な化学物質のリスクを最小化するため、化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リス

クを評価・管理できる技術体系を構築する。 

 近年、シックハウス症候、化学物質過敏症が大きな社会問題となってきた。今後は化学物質の製造、利用、廃棄段階

などのライフサイクルにわたる適切な管理が潮流となってきている。一方、海外では欧州のＲＥＡＣＨ（化学物質の登

録、評価、認可及び制限に関する規則）、ＲｏＨＳ（電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令）

規制の導入を始め、中国等においても同じような化学品規制が始まろうとしている。また、国内の産業では、アスベス

ト飛散による健康被害が報告されている。このように、従来にはない新たな化学品を巡る課題が明らかになってきた。 

 今後、化学物質の管理に関する国内外の規制は、ハザードベースの規制から、企業の自主管理促進・リスクベースの

管理に移行すると見込まれる。また、ＥＵでは２０１２年から化粧品開発での動物実験が禁止になる等、動物愛護の傾

向がますます高まっている。 
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 このため、第２期中期目標期間中においては、企業の自主管理促進と化学物質開発の効率化を促進するため、化学物

質の安全性を低コストで簡易かつ迅速に評価できる新しい手法の開発を行う。具体的には、構造活性相関手法に関する

５００物質以上の化学物質の既知の反復投与毒性データ等のデータベースの構築と有害性を予測するシステムの開発等

を行う。その際、ＯＥＣＤ試験ガイドライン等の国際標準化を目指した技術開発を行う。また、化学物質のライフサイ

クルにわたるリスク等を評価する手法の開発、アスベストの簡易計測・無害化処理技術等の開発、実用化を進める。具

体的には、５つの用途群（洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類及び家庭用製品）を対象としたリスクト

レードオフ評価書の作成、アスベストに関する処理量５ｔ／日以上の無害化処理、再資源化技術開発等を行う。さらに、

有害化学物質を原料やプロセス中の中間体として使用しない等の代替技術、新規化学プロセス等を活用した環境負荷低

減技術等を開発する。 

［２３年度業務実績］ 

 アスベスト含有廃棄物の無害化実証開発[平成 23 年度～平成 24 年度] 

 被災地で発生している大量のアスベスト含有廃棄物を、安全に、且つ被災地のエネルギー事情に鑑み極力自立型のエ

ネルギーを用いて無害化処理するための実証開発を行うことを目的として、委託者は公募により選定し、事業を実施し

た。 

 石綿含有震災廃棄物を無害化するためのロータリーキルン式の設備、及び廃棄物中の木質系及びプラスチック系のも

のから炭化水素ガスを回収しそれを燃料とするエネルギー自立型の処理システムについて設計を行い、実証設備の一部

を設置した。２月からは無害化処理にかかる実証試験を開始し、アスベストの無害化や実験時の周辺環境への影響確認

および最適な処理条件の検討に着手した。 

《１》グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 ［平成２１年度～平
成２７年度］ 

［２３年度計画］ 

研究開発項目①「有害な化学物質を削減できる、又は使わない革新的プロセス及び化学品の開発」 

（１）革新的アクア・固定化触媒プロセス技術開発［平成２１年度～平成２３年度］ 

工業廃棄物からの有価物の回収、金属廃棄物を出さない触媒プロセスの実現を目的に、東京大

学大学院理工学系研究科教授小林修氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 水中エステル化反応にて、エステル化収率向上の触媒/反応系開発を進める。希薄酢酸濃縮/水

中エステル化プロセスのプロセス試算を実施し、プロセスフローとコスト試算を行う。また、そ

の他プロセスへの適用について、提案を行う。プラント設計に必要なエンジニアリングデータの

収集し、プラント設計を開始する。 

（２）高機能不均一触媒の開発と環境調和型化学プロセスの研究開発［平成２１年度～平成２３年

度］ 

高付加価値電子材料などをクリーン・グリーンに合成する技術の開発を目的に、分子科学研究

所教授魚住泰広氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 電子材料洗浄剤となるアルキル（オリゴエチレンオキシ）カルボン酸界面活性剤に標的を絞り、

数百グラムの試験的工程における条件の最適化とフロー・プロセス化検討を進める。また、サン

プル提供により精密な性能試験を実施する。 

研究開発項目②「廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（１）革新的酸化プロセス基盤技術開発［平成２１年度～平成２３年度］化学プロセスにおいて３

０％を占める酸化プロセスの革新を目的に、産業技術総合研究所つくばセンター次長島田広道氏

をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 多官能性基質、高分子量基質、易加水分解性基質及び難酸化性基質の酸化技術開発において、

大量のサンプル配布に向けて反応成績、触媒寿命を向上させるために触媒改良を実施するととも

に、大量サンプル合成、実用面での評価を実施する。 

研究開発項目③「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（１）触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発［平成２１年度～平成２５年度、中間評

価：平成２３年度］ 

 エネルギー多消費であった石油化学プラントの大幅な省資源化、省エネルギー化を可能にする

接触分解技術の確立を目的に、東京工業大学資源化学研究所教授辰巳敬氏をプロジェクトリーダ

ーとし、以下の研究開発を実施する。 

 「酸点密度の最適化」、「アルミニウム（Ａｌ）の脱離の影響」、「ナノサイズ化合成法確立とと

もに結晶サイズの影響」「触媒長寿命化」「脱Ａｌ抑制に寄与する添加物」、「表面酸点の選択的不

活性化手法」、「修飾原子の局所構造解析」、「触媒成形技術」「バインダーレス成形」「開発触媒デ

ータで反応機構解析」の検討を行う。 

（２）規則性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発［平成２１年度～平成２５年度、中間評価：

平成２３年度］ 

 化学・石油関連産業においてエネルギー多消費である蒸留プロセスの大規模な省エネルギー化

を達成するための膜分離技術の開発を目的に、早稲田大学理工学術院松方正彦氏をプロジェクト

リーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 「分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発」、「分離膜用セラミックス多孔質基材の開
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発」、「モジュール化技術の開発」、「試作材の実環境評価技術の開発」を実施する。ＩＰＡ脱水膜

に関して１ｍの管状膜化と酢酸脱水膜に関し１ｍの管状膜長尺化検討を行う。 

（３）副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発［平成２１年度～平成２５年度、中間評価：

平成２３年度］ 

 各種化学プロセスから発生するＣＯ２等の副生ガスを高効率・低エネルギーで分離回収し、回

収ガスから有用な化学品の合成をすることを目的に、京都大学大学院理学研究科北川宏氏をプロ

ジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 分離・精製材料の開発は、実用化に向けた課題の明確化とその早期解決を図るべく、合成条件

適正化、成形体の多角的評価及びプロセス検討を進める。ＰＣＰ複合触媒については、詳細な構

造解析と性能評価により、開発を促進する。 

研究開発項目④「化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発」 

（１）気体原料の化学品原料化プロセスの開発［平成２２～２５年度］ 

 高効率な分離・精製技術等により、低品位の気体（バイオメタン等の混合ガス）を利用するた

めの分離・精製プロセスや、低環境負荷で且つ総合的に二酸化炭素排出量の低減が可能となる気

体原料を利用した新規製造プロセスの開発を行う。 

（２）植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発［平成２２～２５年度］ 

 既存の転換・多様化プロセスを組み合わせて、非可食性植物由来原料の特徴を活かした製品・

部材やポリエステル・ポリアミド等の含酸素系樹脂を製造する省エネルギー・高効率なプロセス

の開発を行なう。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「有害な化学物質を削減できる、又は使わない革新的プロセス及び化学品の開発」 

（１）革新的アクア・固定化触媒プロセス技術開発 

 水中エステル化反応にて、目標エステル化収率９０％をほぼ達成した。また、実用化に向けた

技術課題を明確化した。水素化反応は、リアクターの内径を２００ｍｍへとスケールアップし、

十分な反応率・生産量で反応確認。触媒メーカーでの触媒大量調製成功。高分子固定化Ｏｓ触媒

では、新たに医薬品であるエリブリン中間体合成に応用し、まず実験スケールで金属漏出１％以

下、反応率＞９９％、ジアステレオ選択率３：１の結果が得られ、実用化できることが判った。 

（２）高機能不均一触媒の開発と環境調和型化学プロセスの研究開発［平成２１年度～平成２３年

度］ 

 電子材料洗浄剤（界面活性剤）では、反応条件や触媒構造の最適化を行いｋｇスケール連続反

応システムを構築。触媒回転数＞７００，反応選択性＞９５％、＞９５％化学収率到達した。大

量合成したサンプルを提供予定である。 

研究開発項目②「廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（１）革新的酸化プロセス基盤技術開発 

 全ての反応系において、ベンチ設備にて大量合成可能であることを確認。多官能性基質は、反

応初期の異常分解反応を抑え込め、中間体、未反応原料のリサイクル出来ることを確認した。電

子材料原料として外部での物性評価を行った。高分子量基質は、改質剤・相溶化剤として実用特

性評価を行い一定の性能発揮を確認した。易加水分解性基質は、反応率８０％以上、選択率９

０％以上を達成した。難酸化性基質は、最終数値目標を達成した。新規触媒開発に関しては、目

標値を達成した。 

研究開発項目③「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（１）触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発 

中間評価前の段階で、中間目標は全て達成した。酸点密度を変化させたサンプルを合成し、酸

点密度の最適化、Ａｌの脱離の程度に及ぼす影響を検討し、反応速度、収率および触媒劣化抑制

の観点から、実用化プロセスに導入できる候補触媒を２種類に絞り込んだ。活性維持のため、修

飾元素種の探索を実施、コークおよびコーク前駆体の生成を抑制、分解除去を促進する金属等の

第二、第三成分の探索に着手。触媒成形技術開発においては各種成形条件（成形助剤の種類及び

配合比率、押出条件、賦孔剤、洗浄条件等）について課題を抽出。プロセス設計は、開発触媒で

得られたデータで反応機構を解析し反応器のモデリング、総付加価値表で感度解析にて他技術と

の比較検討を行い本技術の優位性を示した。 

（２）規則性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発［中間評価：平成２３年度］ 

年度内に中間目標値は全て達成した。「分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発」につ

いては、イソプロピルアルコール（ＩＰＡ）及び酢酸脱水膜について長尺化（１ｍ）の検討を行

った。また管状ゼオライト膜の微細構造解析については順調に分離膜構造の観察を進めるととも

に、結晶内と粒界の透過性を個別に評価する手法の開発を進めた。「分離膜用セラミックス多孔

質基材の開発」については、細孔径、気孔率を制御する製造方法の開発と、熱・機械的特性の評

価を行った。 

 「モジュール化技術の開発」については、シミュレーションと評価試験装置により、内部構造

の最適化を検討した。目標操作条件での耐久性を満足するシール材料候補について選定した。

「試作材の実環境評価技術の開発」については、透過試験設備のフロー、機器の仕様について検

討した。また、ＩＰＡ脱水については蒸留と膜を組み合わせたＨｙｂｒｉｄプロセスのシミュレ
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ーションを行い、３０％～６５％の省エネが可能であることを明らかにした。酢酸脱水プロセス

については、酢酸の腐食性により操作温度を制限したＨｙｂｒｉｄプロセスの検討を開始した。 

（３）副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発［中間評価：平成２３年度］ 

分離・精製材料の開発としては、中間目標は全て達成した。各企業で実用化を想定している混

合ガス系に対する吸着性能等の評価を行い、性能を確保し低コスト化が可能なＰＣＰの探索を行

った。ＰＣＰの成形についても種々の手法を検討し、基本的な吸着性能を維持できる目処が立ち

つつある。一部の混合ガス系では、好適な候補ＰＣＰによるラボベースでの繰り返し吸着試験等

の耐久性の評価に着手した。ＰＣＰ複合触媒の開発は、液相法によるＰＣＰ複合触媒では既に昨

年度に中間目標を達成した。気相法によるＰＣＰと触媒の複合化にも成功し、電流効率６０％で

含酸素化合物が得られることを確認した。 

研究開発項目④「化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発」 

（１）気体原料の化学品原料化プロセスの開発 

（ア）化学品原料の転換・多様化を実現するために、現行のアントラキノン法に代わる水素と空気

から過酸化水素を直接製造するプロセスの開発を行った。過酸化水素濃度１０％を短い時間で達

成した。 

（イ）天然ガス等から基幹化学品を製造するプロセスの開発として、メタン改質によるシンガスの

生成は、高転化率を達成した。プロピレン製造は、分子量制御と、収率向上原理の確認をした。 

（ウ）二酸化炭素から安価に製造できるＣＯ２等価物を原料として、有害物質であるホスゲンを用

いずにヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）を製造する新規プロセスの開発を行った。原

料からＨＤＩを得るまでの素反応等の解析、ベンチ設備での確認により、カルバメート収率９

０％相当を達成した。 

（２）植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発 

（ア）セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）強化による高機能化部材の研究開発では、ＣＮＦの精

密化学修飾技術、製造プロセスの改良、及び製造されたＣＮＦ強化プラスチックの特性評価を行

った。 

（イ）木質バイオマスからのフルフラール製造では、製造条件の探索や触媒の改良により、効率的

な製造技術の検討を行った。また、フルフラールからＴＨＦ（テトラヒドロフラン)等の化学品

へのプロセスについて、触媒技術の向上及び製造プロセスの検討を行った。 

（ウ）非可食原料からのバイオポリエステル製造では、植物油精製副産物やパルプから、微生物の

優れた物質変換機能を利用したバイオポリエステルの生産技術の検討を行った。バイオポリエス

テルや分岐状ポリエステルを用いて、実用部材化に向けてコンパウンド、成形加工技術や高強度

繊維化の開発を行った。 

（エ）非可食性植物由来原料からのナイロン樹脂原料の製造技術では、新規微生物技術、分離膜を

利用した革新バイオプロセス技術および化学変換技術の開発を行った。糖類を原料とする油脂発

酵菌・油脂分泌生産菌の育種に成功し、微生物による水酸化脂肪酸生産に有用な脂肪酸変換反応

の基本技術を確立した。また、膜利用バイオプロセス適用による油脂発酵の生産性向上の可能性

を見出した。さらに、水酸化脂肪酸からナイロン原料に誘導する化学変換の基本技術を確立した。 

（オ）グリセロールからの基幹化合物製造では、バイオディーゼルに由来した廃グリセロールを原

料とし、モノオール、ジオールを中心とする基幹原料を合成するプロセス及びポリエステル高分

子材料の開発を行った。具体的には、廃グリセロールからの基幹原料の選択率・寿命の向上、工

業プロセスの検討、ポリエステル製造プロセスの検討を行った。 

（カ）高性能ポリ乳酸の製造プロセスでは、原料となるラクチドの非可食化・コストダウンのため

非可食原料からの乳酸の収率向上、ステレオブロック型ポリマーの重合条件の検討及び高光学純

度ポリ乳酸の製造プロセスの検討を行った。 

（キ）木粉・樹皮からのリグニン樹脂の高効率製造プロセス開発では、異なるバイオマス種からの

リグニン単離法を確立し、リグニン樹脂製造条件を明らかにした。また、単離リグニンの利用率

の向上、及びリグニン樹脂製造プロセスの検討を行った。一方、乳酸類からのピルビン酸類及び

アクリレート系モノマーへの転換に関しては、鍵となるマイクロリアクターの操作法を確立する

とともに、収率の向上についての検討を行った。 

④燃料電池・水素エネルギー利用技術【後掲】 

［２３年度計画］ 

 ［後掲：＜５＞エネルギー分野 ①燃料電池／水素エネルギー利用技術 参照］ 

【注】本項目は１．（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等、＜１＞燃料電池・水素エネルギー分野に記載。 

［２３年度業務実績］ 

 ［後掲：＜５＞エネルギー分野 ①燃料電池／水素エネルギー利用技術 参照］ 

【注】本項目は１．（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等、＜１＞燃料電池・水素エネルギー分野に記載。 
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⑤民間航空機基盤技術 

［中期計画］ 

 環境負荷低減、運航安全性向上等の要請に対応した民間航空機及びエンジンに関する基盤技術力の強化を図るため、

環境適応型の小型航空機を対象とした、操縦容易性の実現による運航安全性の向上等を可能とする技術の開発及び飛行

試験を含む実証や、エネルギー効率を向上させて直接運航費を現行機種よりも１５％向上し、かつ窒素酸化物排出量で

もＩＣＡＯ２００４規制値に対して５０％削減する等環境適合性に優れた小型航空機用エンジンの実用化に向けた技術

開発等を実施する。 

《１》環境適応型小型航空機用エンジン研究開発 平成１５年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 エネルギー使用効率を大幅に向上し、かつ低コストで環境対策にも優れた次世代小型航空機用エンジンの実用化に向

け、最終目標であるエンジン仕様目標値達成の見通しを得るためのインテグレーション技術開発として民間企業等が実

施する実用化開発を支援する。 

①インテグレーション技術開発 

（ア）エンジンシステム特性向上技術 

ⅰ）全体システムエンジン実証 

 設計確認試験、製造工程確認試験を実施し、市場・技術動向や圧縮機、燃焼器要素研究状況を反映して、目標

エンジンのインテグレーション設計を行うとともに、システム評価を実施する。なお、目標エンジンのインテグ

レーション設計およびシステム評価に必要な、ダクトロスの低減や冷却空気量最適化、制御技術、騒音低減技術

の高度化等については、ＪＡＸＡとの共同研究を活用する。 

ⅱ）関連要素実証 

（ａ）圧縮機 

 第２期圧縮機をベースとした燃費重視仕様のための高圧力比化対応高圧圧縮機について、実機形態の供試体

により、実作動環境における要素試験を実施する。また、その試験結果を受けた改良設計・製作および試験を

実施する。更に、高圧圧縮機の性能評価データ取得のため、引き続き部分段圧縮機の要素試験を大学等にて実

施する。 

（ｂ）燃焼器 

 燃費重視仕様のためのエンジン用高圧力比化対応低ＮＯｘ化燃焼器（急速混合形態）および比較技術の燃焼

器（部分希薄形態、部分過濃形態）の各々について、これまでの燃焼試験結果等を基にして評価を行う。さら

に、部分希薄形態燃焼器については、更なる低ＮＯｘ化のためにマルチセクタ燃焼器の設計を行い、実作動環

境での燃焼試験にて性能評価を行う。 

（イ）耐久性評価技術 

 引き続き、材料特性取得試験等を実施し、データを蓄積して材料データベースの信頼性向上を図る。 

（ウ）耐空性適合化技術 

 エンジン部品の温度予測精度向上、寿命予測精度向上、ローターダイナミクス解析技術向上についてのモデル試

験等を行い、構造解析手法等耐空性適合化に関わる技術を構築する。 

 

［エンジン仕様目標］ 

（１）直接運航費用の削減（エンジン寄与分） 

 現在運行されている同クラス小型航空機用エンジンと比較して、エンジン寄与分の直接運航費用を１５%削減可

能なエンジン仕様であること。 

（２）環境適応性の向上 

   ＩＣＡＯ規制値（２００６年適用）に対して、－２０ｄＢの低騒音化 

   ＩＣＡＯ規制値（２００４年適用）に対して、－５０％の低ＮＯｘ化 

     注）ＩＣＡＯ：国際民間航空機関 

［２３年度業務実績］ 

 エネルギー使用効率を大幅に向上し、かつ低コストで環境対策にも優れた次世代小型航空機用エンジンの実用化に向

け、民間企業等が実施する以下の技術開発を支援する。平成２３年度はインテグレーション技術開発として、以下を実

施した。 

①インテグレーション技術開発 

（ア）エンジンシステム特性向上技術 

ⅰ）全体システムエンジン実証 

 設計確認試験、製造工程確認試験を実施し、市場・技術動向や圧縮機、燃焼器要素研究状況を反映して、目標

エンジンのインテグレーション設計を行うとともに、システム評価を実施した。なお、目標エンジンのインテグ

レーション設計およびシステム評価に必要な、ダクトロスの低減や冷却空気量最適化、制御技術、騒音低減技術

の高度化等については、共同研究を活用した。 

 但し、圧縮機要素実証について、東日本大震災の影響により、一部作業が平成２４年度に後倒しとなったこと

から、圧縮機要素研究状況を反映する必要があることから、目標エンジンのインテグレーション設計およびシス
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テム評価も平成２４年度に後倒しとなった。 

ⅱ）関連要素実証 

（a）圧縮機 

 第２期圧縮機をベースとした燃費重視仕様のための高圧力比化対応高圧圧縮機について、実機形態の供試体

により、実作動環境における要素試験を実施する。また、その試験結果を受けた改良設計、供試体製作の準備

を行った。更に、高圧圧縮機の性能評価データ取得のため、引き続き部分段圧縮機の要素試験を大学等にて実

施した。 

（b）燃焼器 

 燃費重視仕様のための高圧力比化対応低ＮＯｘ化燃焼器（エンジン用燃焼器）では、実作動環境での燃焼試

験、性能評価を行った。また、エンジン用燃焼器および比較技術の燃焼器（部分希薄形態、部分過濃形態）の

各々について、これまでの燃焼試験結果等を基にして評価を行った。 

 さらに、部分希薄形態燃焼器については、更なる低ＮＯｘ化のためマルチセクタ燃焼器の設計を行い、実作

動環境での燃焼試験にて性能評価を行った。 

 ＮＯｘ低減目標は、エンジン用燃焼器、比較技術の燃焼器ともに目標を達成した。（２３年度終了） 

（イ）耐久性評価技術 

 引き続き、材料特性取得試験等を実施し、データを蓄積して材料データベースの信頼性向上を図り、目標とした

データの取得を２３年度で完了した。 

（ウ）耐空性適合化技術 

 エンジン部品の温度予測精度向上、寿命予測精度向上、ローターダイナミクス解析技術向上についてのモデル試

験等を行い、構造解析手法等耐空性適合化に関わる技術を構築し、目標とした技術の取得を本年度で完了した。 
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＜４＞ナノテクノロジー・材料分野 

［中期計画］ 

 我が国の材料技術は、過去数十年にわたる多くの研究者、研究機関のたゆまぬ取組と研究成果の蓄積により、基礎研

究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまで全ての段階において世界のトップレベルを堅持しており、我が国製造

業の国際競争力の源泉となっている。 

 ナノテクノロジー（物質の構造をナノレベルで制御することにより、機能・特性の向上や新機能の発現を図る材料技

術等）についても、１９８０年代に世界に先駆けて技術の斬新性と重要性を認識して研究に着手したこともあって、現

時点において世界トップレベルにある。特に、カーボンナノチューブや酸化チタン光触媒などに代表されるナノ材料の

研究が全体を牽引していることが我が国のナノテクノロジーの特徴の１つであり、いわば材料技術の強みがナノテクノ

ロジーの強みの源泉となっている。 

 また、材料技術においては、ナノメートル（１０－９ｍ）の領域にまで踏み込んだ組織制御・合成技術と、高分解能

電子顕微鏡などの高精度分析・計測・解析技術を両輪として、更に進化し続けている。 

 このように、我が国のナノテクノロジーや材料技術は、研究開発の成果を製品に仕上げるものづくり技術によって支

えられており、ナノテクノロジーと材料技術の融合やものづくり技術との相互連関こそが、我が国の科学技術の強み、

あるいは技術の特徴となっている。 

 一方、２０００年以降、欧米ではナノテクノロジーの研究開発を国家戦略として政策的に推進してきており、情報通

信、環境、ライフサイエンス等の分野においてナノテクノロジーと融合した研究開発が進展している。また、中国、韓

国を始めとしたアジア諸国もこれに追随しており、ナノテクノロジー・材料分野における科学技術力が急速に向上して

いる。これらアジア諸国はいずれも、当該分野で科学技術の国際競争力を確保しようとしている。 

 このような背景の下、広範な科学技術の飛躍的な発展の基盤となる技術を確立するため、川上、川下の連携、異分野

異業種の連携による技術の融合を図りつつ、ナノテクノロジー、革新的部材創製技術等の課題について重点的に取り組

むこととし、以下のような研究開発を推進するものとする。 

①ナノテクノロジー 

［中期計画］ 

 ２１世紀の革新的技術として、情報通信、環境、バイオテクノロジー、エネルギー等の広範な分野の基盤技術である

材料技術を根幹から変貌させることが期待されるナノテクノロジーの基盤技術を構築し、川上・川下の連携による早期

の実用化を図る。さらに、ナノテクノロジーは広範な産業分野にまたがる基盤技術であることから、縦方向の連携だけ

でなく、ナノバイオ・ナノＩＴ・環境ナノ等の、複数の技術領域の組合せや横への広がりを持った異分野・異業種の連

携による技術の融合を図り、新たな産業分野の創出・イノベーション等を実現する。具体的には、第２期中期目標期間

中に異分野・異業種の連携による研究テーマを１０件程度実施し、ナノテク関連テーマの早期の実用化等の促進に努め

る。具体的研究テーマでは、第２期中期目標期間中に、ナノカーボン１０ｗｔ％添加複合ポリエチレンで弾性率２０％

向上（ポリエチレン比）、摩耗量低減１０％（ポリエチレン比）を実現し材料の高度化を図るとともに医工連携により

高耐久性人工関節部材への適用等を目指す開発等を行う。 

《１》低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト 

［平成２２年度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、国内技術が海外と比べて優位性をもっていながら、実用化に至っていない単層カーボンナノチュ

ーブ（ＣＮＴ）に的を絞り、以下の研究開発を行う。 

研究開発項目①「単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」 

 単層ＣＮＴの大量供給開始を受けて、単層ＣＮＴ形状制御、分離技術の開発を本格化する。並行して、中間目標を

見据えた一定の品質の単層ＣＮＴを、企業、大学等の外部機関に対して試料提供を開始するための準備に着手する。研

究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」 

 水や有機溶媒、樹脂・ゴム、金属及び高分子系材料に単層ＣＮＴを均一に分散する技術の開発を本格化する。研究

開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 

 自主安全管理のためのＣＮＴ等ナノ材料の安価かつ簡便な評価手法の確立に向けて、細胞（in vitro）試験のための

ナノ材料の分散調整・測定技術の開発、簡便な作業環境濃度計測手法の開発に着手する。また、最低限必要な試験項目

等の選定を開始する。［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発」 

 グループリーダーの所属：東レ（株）化学品研究所 本田史郎 ケミカル研究室長 

・ｅＤＩＰＳ（enhanced Direct Injective Pyrolytic Synthesis）の直径範囲０．９～２．１ｎｍ

において直径制御合成を達成 

・ｅＤＩＰＳ法のＣＮＴにおいて結晶性を示すＧ／Ｄ比２００以上を達成 

・大型ｅＤＩＰＳ合成装置を作製し、反応器容量として従来の４倍を達成 

・スーパーグロース（ＳＧ）法のＣＮＴ配向係数０．１３～０．８５（分解能０．０５）を実現 

・ＳＧ法のＣＮＴ密度０．００３～０．０５ｇ／ｃｍ３を分解能０．００５ｇ／ｃｍ３で達成 
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・ＳＧ法のＣＮＴ直径制御１．３～３．０ｎｍ（分解能０．１ｎｍ）を達成 

・ＣＮＴ半金分離で収率９０％以上、純度（金属９７％、半導体９５％）、処理量１．３ｇ／ｄａｙ

を達成 

研究開発項目②「単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発」 

 グループリーダーの所属：ＴＡＳＣ 上島貢 

・Ｇ／Ｄ比劣化無し、ＣＮＴ収率２０％、０．６ｇ／ｈ処理能の分散技術を確立 

・収率１００％の分散技術構築を達成 

・チタン並み熱電伝導率（２５Ｗ／ｍＫ）を持つ炭素繊維・ゴム・ＣＮＴ複合材料を開発 

・電界めっき技術による１０－５Ω・ｃｍ以下の金属ＣＮＴ複合材料を開発 

・ＳＧ法のＣＮＴ使用で１００Ｓ／ｃｍ以上のフッ素ゴム複合材料の実現に成功 

・放電プラズマによる最大８４０Ｗ／ｍＫの高熱伝導性金属ＣＮＴ複合材料を実現 

研究開発項目③「ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立」 

 グループリーダーの所属：産業技術総合研究所 岸本充生 

・ＣＮＴの安定分散調整法の開発に成功 

・粉塵計、光散乱式粒子計数器等のＣＮＴ応答を評価 

・炭素分析によるＣＮＴの定量分析の条件を検討中 

・ウエブサイトにて国際動向の情報提供 

Ｈ２４年１／１３に技術推進委員会を実施 

以下の応用研究開発項目（助成事業）を追加（公募） 

④「高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発」 

⑤「導電性高分子複合材料の開発」 

⑥「単層ＣＮＴ透明導電膜の開発」 

《２》革新的ナノカーボン材料先導研究開発［平成２３年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

新たな成長産業創出による国際競争力維持・強化を目的として、ナノカーボン材料を用いた部材開発を先導的に実

施し、既存材料による部材を超える特性が発現することを確認する。２３年度は新規に公募を行い、研究開発を開始

する。 

［２３年度業務実績］ 

 新規に実施方針を策定し公募を行った。契約・助成審査委員会を経て５件を採択先として決定し、研究開発を開始し

た。 

②革新的部材創製技術 

［中期計画］ 

 現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し世界で勝ち抜いていくために、

資源、エネルギー等の制約に対応した持続可能性も踏まえつつ、多様な連携（川上・川下産業の垂直連携、材料創製・

加工との水平連携）による研究開発を推進する。これにより、当該市場のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な

高品質・高性能の部品・部材を適時に提供するとともに、提案することができる部材の基盤技術を確立する。また、得

られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図り、早期普及・実用化を目指す。具体的に

は、例えば、第２期中期目標期間中に、２０μｌ／本・分の噴出速度、２０万本のノズルに相当する機能を有する大型

電界紡糸装置基盤技術や現状と比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０倍の光触媒の高感度化等の開発を行う。 

《１》鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発 ［平成１９年度～平成２３年

度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトでは、鋼材の高強度化・利用技術及びその信頼性向上技術の開発により、高度な省エネルギー社会を

構築するとともに、日本の製造業の国際競争力の更なる向上を目的に、名古屋大学副総長 宮田 隆司氏をプロジェク

トリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

【共通基盤技術】 

研究開発項目①「高級鋼材の革新的溶接接合技術の基盤開発」 

 予熱なしの高強度鋼板用高効率溶接制御技術を完成し、溶接構造継手を製作し、助成事業に提供す

る。さらに溶接割れ防止条件や強度靱性確保条件を明示する。耐熱材料においては、強度予測プラッ

トフォーム・データベースを完成させ、Factor of 1.2（従来比５倍）の高精度クリープ強度予測法

を開発する。 

研究開発項目②「先端的制御鍛造技術の基盤開発」 

 助成事業で提案した鍛造プロセスにおいて、ＶＣ（炭化バナジウム）の析出制御及び変態制御メタ

ラジーの解明により、現実的かつ効率的なプロトタイプ部品鍛造における指導原理を確立し、傾斜機

能付与を達成する合金設計指針を提示する。また、高強度鍛造材の疲労き裂発生・伝播メカニズムを
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提示して限界き裂長さに及ぼす非金属介在物と応力の影響を明確にする。 

【実用化技術】 

研究開発項目③「高級鋼材の革新的溶接接合技術の開発」 

 研究開発項目①で開発したクリーンＭＩＧ(Metal Inert Gas)溶接プロセスと新開発溶接材料を用

いて大型モデル溶接構造体を作製し、施工性及び継手特性を検証する。また、耐熱材料においては、

クリープ変形物理モデルの提案と強度予測技術の開発を行い、委託事業①と共同して Factor of 1.2

の高精度クリープ強度予測法を開発する。 

研究開発項目④「先端的制御鍛造技術の開発」 

 研究開発項目②で確立された析出と変態制御の指導原理を元に、プロトタイプ鍛造部品を試作し、

高強度化（１０００ＭＰａ以上）と傾斜機能を検証する。また、高強度鍛造材の疲労き裂発生・進展

挙動を３次元観察し、応力シミュレーションと併せて、破壊モデルを一般化し、転動疲労の寿命予測

式を構築する。 

［２３年度業務実績］ 

 鋼材の高強度化・利用技術及びその信頼性向上技術の開発により、高度な省エネルギー社会を構築するとともに、日

本の製造業の国際競争力の更なる向上を目的に、名古屋大学副総長 宮田 隆司氏をプロジェクトリーダーとし、以下

の研究開発を実施した。 

【共通基盤技術】 

研究開発項目①「高級鋼材の革新的溶接接合技術の基盤開発」 

 実用適用性を確認するため，クリーンＭＩＧ（Metal Inert Gas）溶接の高強度鋼大型模擬構造体

製作を可能にする最適条件を助成事業へ提供し，レーザー・アークハブリッド溶接による大型模擬構

造体を製作した．低温割れ抑止を可能にするマスターカーブを提供し，各種大型構造体で目標破壊性

能・信頼性を評価する手法を確立した．耐熱材料では破断データ解析に基づく寿命予測法を開発し，

高精度の組織診断およびクリープ寿命/強度予測のためのプラットフォームを構築した． 

研究開発項目②「先端的制御鍛造技術の基盤開発」 

 開発鋼における組織変態速度の支配因子，およびＶＣ（炭化バナジウム）による析出強化鋼の強化

機構を特定し，傾斜機能を有するプロトタイプ部品鍛造に対するプロセス・合金設計指針の指導原理

を確立した．また，鍛造鋼材の転動疲労面直下における介在物・き裂・応力状態を分析するためのソ

フトウェアおよび装置を開発し，これらを活用して内部起点型疲労破壊におけるき裂発生とき裂伝播

機構を明確にした． 

【実用化技術】 

研究開発項目③「高級鋼材の革新的溶接接合技術の開発」 

 Ｃｒ－Ｎｉ系最終成分系ワイヤを用いて大型モデル溶接構造体を製作し，目標継手性能が得られる

ことを確認した．耐熱材料では，究開発項目①の委託事業と共同でクリープ劣化・損傷の進行を検出，

評価できる有効な手法を見出し，高精度の組織診断およびクリープ寿命/強度予測のためのプラット

フォームを構築した． 

研究開発項目④「先端的制御鍛造技術の開発」 

 研究開発項目②で得られた傾斜機能を有する部品鍛造に対するプロセス・合金設計指針の指導原理

を活用して小型，中型，大型の自動車用部品を想定したプロトタイプ部品を製作し，目標性能が得ら

れることを実証した．また，内部起点型疲労破壊のモデルを構築し，き裂伝播寿命下限曲線から疲労

寿命予測の考え方を提示した． 

委託事業と助成事業の連携を図るべく，財団法人金属系材料研究開発センターを中心に各研究分野毎

に４つのサブグループを組織して研究開発を実施した．その結果，成果普及が促進され，下記成果を

得た． 

《２》循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト ［平成１９年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 光触媒技術の新産業創成を可能にする高活性化（紫外光応答２倍、可視光応答１０倍）光触媒材料の開発及びそれら

の技術を担う人材を育成することを目的に、東京大学大学院工学系研究科教授 橋本 和仁氏をプロジェクトリーダー

とし、以下の研究開発を実施する。また、アジア主要国の光触媒関係者及びＩＳＯ／ＴＣ２０６関係者による可視光応

答型光触媒の国際標準化の協調のための会議（ＣＡＳＰ）を実施する。 

【研究開発】 

（共通基盤技術） 

①光触媒共通サイエンスの構築 

 多電子還元反応触媒利用の最適化、伝導帯を下げる等によるバンド構造制御、結晶構造制御等により、酸化チタン

系光触媒の高感度化に取り組む。また、ウィルス・細菌の不活性化に高い活性を持つ光触媒材料を探索する。 

（実用化技術） 

②光触媒基盤技術の研究開発 

 新規高感度光触媒について、成膜を容易にするために光触媒粉体の改良と量産化プロセスの検討を行う。また、生

産コスト低減のため、成膜プロセス短縮化技術等について検討を行う。 

③高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 
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 新規高感度光触媒の製品サンプルを作成し、その効果を評価する。また、新たに空港、医療施設等で実環境におけ

るウィルス・細菌の不活性化の実証実験を実施する。さらに、光触媒と吸着剤等との複合化より処理対象物に応じた

性能向上を図る。 

④酸化チタンの新機能創出 

 滑水性膜に関して、滑水性能向上及び光触媒との複合化、滑水性能付与の検討を行う。また、エネルギー貯蔵型光

触媒の最適化等関する検討を行う。さらに、酸化チタンナノ微粒子からなる光誘起相転移材料の最適化及び実用的合

成手法の開発を行う。 

⑤光触媒新産業分野開拓 

 ＶＯＣ、細菌・ウィルス等を光触媒により除去するための実証試験装置を開発し、ウィルス・細菌の不活性化の実

証実験を引き続き空港で行うと共に、新たに医療施設等でウィルス・細菌の不活性化及びＶＯＣ除去の実証実験を実

施する。 

【共通基盤整備（人材育成、標準化等）】 

（ⅰ）特別講座等による人材育成事業 

（ⅱ）交流促進事業 

（ⅲ）成果の活用促進 

（ⅳ）標準化事業 

 「可視光応答型光触媒の性能評価試験方法に関する標準化及び国際標準化の協調事業」を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科教授 橋本 和仁氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発等を実

施した。また、アジア主要国の光触媒関係者及びＩＳＯ／ＴＣ２０６関係者による可視光応答型光触媒の国際標準化の

協調のための会議（ＣＡＳＰ）を１１月２９日、３０日に開催した。 

 基本計画最終目標に向けて開発を行った結果、共通基盤技術については下記のとおり、紫外光活性、可視光活性とも

最終目標を達成した。 

実用化技術に関しても下記のとおり、ほぼ最終目標を達成した。 

【研究開発】 

（共通基盤技術） 

①光触媒共通サイエンスの構築 

 多電子還元反応触媒利用の最適化、伝導帯を下げる等によるバンド構造制御、結晶構造制御等により、酸化チタン

系光触媒の高感度化に取り組み、ラボレベルにおける活性度評価において現状と比較して紫外光活性 2 倍、可視光活

性 10 倍の高感度化を達成した。また、ウィルス・細菌の不活性化に高い活性を持つ光触媒材料を探索した。 

（実用化技術） 

②光触媒基盤技術の研究開発 

 新規高感度光触媒について、成膜を容易にするために光触媒粉体の改良と量産化プロセスの検討、生産コスト低減

のため、成膜プロセス短縮化技術等について検討を行い、光触媒製品の低コスト・省エネルギー製造プロセスに適し

た、光触媒粒子、コーティング液、成膜方法等の基盤技術を開発した。 

③高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 

 新規高感度光触媒の製品サンプルを作成し、その効果を評価を行い、また、光触媒と吸着剤等との複合化より処理

対象物に応じた性能向上の検討を行い、室内環境でも高い効果を発揮する高感度可視光応答型光触媒材料を開発する

ことが出来、内装部材として製品化の目途が立った。さらに加速予算により医療施設等での実証実験を期間延長（平

成２４年８月３１日まで）して行う。 

④酸化チタンの新機能創出 

撥水性酸化チタン、親水－撥水変換技術、強磁性等の新しい物性の探索、エネルギー貯蔵材料との複合化技術等を開

発することにより酸化チタンの新機能を創出した｡滑水性膜に関して、滑水性能向上及び光触媒との複合化、滑水性

能付与の検討を行なった。また、エネルギー貯蔵型光触媒の最適化等関する検討を行なった。さらに、酸化チタンナ

ノ微粒子からなる光誘起相転移材料の最適化及び実用的合成手法の開発を行なった。 

⑤光触媒新産業分野開拓 

 揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic Compound）等の除去システム、土壌浄化システム、実環境におけるウ

ィルス ・細菌の不活性化システム等を開発した。これにより光触媒の新産業分野を開拓できる目処が立った。さら

に加速予算により医療施設等での実証実験を期間延長（平成２４年８月３１日まで）して行う。 

上記研究開発の成果として、特許８０件を申請した。 

【共通基盤整備（人材育成、標準化等）】 

 人材育成事業の成果報告として、「東京大学ＮＥＤＯ新環境エネルギー科学創成特別部門成果報告シンポジウム～環

境とエネルギーの未来を創る人材の育成～」を１２月３日に開催した。その他特別講座による人材育成事業、交流促進

事業、成果の活用促進事業を実施した。また、標準化事業では可視光光触媒の性能評価試験方法に関するＪＩＳ／ＩＳ

Ｏ原案各１２件を作成した。 

《３》超ハイブリッド材料技術開発 ［平成２０年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、単なるハイブリッド化ではなく、従来材料ではなし得なかったトレードオフ（相反機能）をナノ

レベルでの界面・分散・構造制御で解消し、相反機能を合目的的に制御・実現することができる技術及びそれに資する
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要素技術の開発を行うとともに、実用化に向けた技術の開発を行うことを目的に、東北大学教授 阿尻 雅文氏をプロ

ジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「超ハイブリッド材料創製技術開発」 

（ア）－１ 電気・電子材料分野（パワーデバイス周辺材料・ＩＣパッケージ（Integrated 

Circuit：集積回路）材料） 

 無機粒子の表面修飾による界面熱抵抗低減、成型加工性の向上を更に進め、パワーデバイス周

辺材料ではＢＮ粒子（窒化ホウ素粒子）を中心に、ＩＣパッケージ周辺材料ではアルミナ等酸化

物粒子を中心にハイブリッド材料の試作、評価を行い、最終目標を達成する。また、実用化に向

けたサンプル試作を促進し、ユーザー評価等を通じて製品化に向けた諸特性に関する開発課題を

明確化する。 

（イ）光学材料分野（高・低屈折率光学材料） 

 無機ナノ粒子と親和性の高いノニオン系界面活性剤の開発に関しては、高濃度ナノ粒子分散条

件と膜物性設計を行い、低屈折率層として中空シリカ、高屈折率層としてジルコニア粒子を用い、

高屈折率層と低屈折率層を積層することで反射防止フィルムを試作する。配合組成の最適化によ

り、高機能な反射防止フィルムの実用化開発を進める。 

 高屈折率樹脂向けの表面修飾剤の構造最適化、表面修飾条件の最適化、樹脂中への分散技術を

開発する。重合条件を検討し、樹脂中でのチタニア粒子、ジルコニア粒子の凝集を抑制させるこ

とで、光透過率の低下を抑えた、高充填光学材料を形成する。バルク体サンプルの試作を行う。 

 評価サンプルのユーザー企業等への提供等により、実用化への課題を把握する。 

（ウ）その他工業材料分野（放熱性材料） 

 実用化の対象顧客の要求物性をバランスさせながら、所望の熱伝導性能を付与するフィラー、

マトリックス、複合化（分散・混合）プロセス、成形プロセスを総合的に組み合わせて解決すべ

く、スケールアップ試作、社内評価、顧客求評を行う。 

研究開発項目②「相反機能発現基盤技術開発」 

（ア）電気・電子材料分野、及び（イ）光学材料分野 

 以下の研究課題を遂行することで、超ハイブリッド材料創製技術開発の最終目標の達成に貢献

する。まず、超臨界法による界面修飾技術のＩｎ－Ｓｉｔｕ観察とメカニズム解析を行う。さら

に表面修飾ナノ粒子の示す熱力学的挙動を解明し、マトリックス中の均一分散、配向配列を制御

する指針を得る。さらに、２段重合法の高精度化による高屈折材料の機能向上と、ミクロ相分離

による熱伝導パスの形成およびＢＮ粒子の配向・配位列手法の確立を目指す。 

（ウ）その他工業材料分野（放熱性材料） 

 熱伝導性、加工特性、その他の実用特性のバランスを満足するようにその特性を制御したフィ

ラーの製造技術を検討する。また、印加磁場と液晶ドメイン及び熱伝導性フィラーの配向構造と

の関係、さらにその複合材の熱伝導率との関係について検討する。さらに、フィラーの有機無機

ハイブリッド処理による実用化に向けた課題の解決可能性について検討する。 

研究開発項目③「相反機能材料創製プロセス基盤技術開発」 

（ア）電気・電子材料分野、及び（イ）光学材料分野 

 以下の研究課題を遂行することで、超ハイブリッド材料創製技術開発（パワーデバイス周辺材

料、ＩＣパッケージ周辺材料、高・低屈折率光学材料）の最終目標の達成に貢献する。 

ⅰ）官能基導入無機ナノ粒子合成プロセス 

 平成２２年度までに開発した流通式装置をトータルシステムとするために、ナノ粒子の濃

縮・分離精製プロセスの設計基盤を確立する。具体的には、膜分離などの分離プロセスを検討

し、量産対応のナノ粒子濃縮分離精製装置を設計するための基盤を確立する。 

ⅱ）高分子中ナノ粒子等均一分散・配向・配列プロセス技術開発 

 平成２１年度までに開発した基盤技術に基づき、外力付与による粒子の配向・配列プロセス

を開発し、その効果を確認する。特に、前年度までに研究レベルで優位性が明確になったナノ

秒、交流、直流電場を用いた電場配向での実用化の可能性を探索し、解決課題を明確にする。 

ⅲ）プロセス最適化技術 

 粒子形成・表面修飾及び濃縮回収までの一連のプロセスをシステムとして構築した装置の実

用化に必要な、量産安定化、再現性に資する課題を確認する。具体的には流通式超臨界表面修

飾ナノ粒子製造大型試作機（１０ｔ／ｙ）、及び大型の濃縮／分離装置試作機を設置・運転し、

実用化のための一貫した生産システムとしての課題を抽出し、解決策を見出す。 

（ウ）その他工業材料分野（放熱性材料） 

 実用化に向けた材料開発において、フィラー特性を踏まえた分散混合プロセス、成形加工プロ

セスの最適化を検討し、材料やプロセスの改良のためのフィードバックを行う。また、磁場配向

プロセスの適用性について定量的な評価を実施する。 

研究開発項目④「材料設計に資する統合評価・支援技術開発」 

 プロジェクト最終目標達成に向け、試作材、開発材の計測・解析を継続し、結果を材料開発グルー

プにフィードバックすることに加え、計測データの統合化プログラムを完成させ、超ハイブリッド材

料のような複雑構造を持つ材料解析に有効であることを検証する。具体的には、熱物性の測定・解析

と有限要素法によるシミュレーションを実施し、材料組織とバルク熱伝導率との相関を解析する。ま
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た、材料中に分散させたナノ粒子の相互距離や体積を含めた３次元分布計測をナノスケールの分解能

で行う。更に、ナノ空孔の３次元分布計測、ＢＮ粒子表面修飾状態の解析を進めるとともに、以上か

ら得られる粒子分布形態、ナノ空隙分布、分散粒子の表面修飾状態の情報と、熱物性顕微鏡によって

得られる熱浸透率分布との相関を統合的に解析し、異なるスケールでの情報を基にしたプロセス－構

造－機能の関係を明らかにする。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「超ハイブリッド材料創製技術開発」 

（ア）－１ 電気・電子材料分野（パワーデバイス周辺材料・ＩＣパッケージ材料） 

 無機ナノ粒子の表面を高度に制御することで、マトリックスとの界面での効率的な熱伝達を実

現した。また、マトリックスとの親和性を高めることで、粘度を大幅に低減させ、それにより、

無機ナノ粒子の充填率を大幅に向上させた。これによって、加工性を保ちつつ、世界最高レベル

の熱伝導率４０Ｗ／ｍ・Ｋ（従来比１０倍）、絶縁耐圧５０ｋＶ／ｍｍ、耐熱４００℃を有する

絶縁放熱材料の開発に成功し、最終目標を達成した。 

（イ）光学材料分野（高・低屈折率光学材料） 

 無機ナノ粒子と高分子の界面における親和性を分子レベルで制御する技術を開発し、この相反

機能を両立させることに成功した。この技術に基づき、無機ナノ粒子を高濃度かつ透明分散させ

た反射防止フィルム用材料(高屈折率：≧１．７、低屈折率：≦１．４）や、バルク材用途の表

面修飾ナノ粒子など、多岐にわたる光学材料を開発し、最終目標を達成した。 

（ウ）その他工業材料分野（放熱性材料） 

 粒子特性が制御された熱伝導性フィラーを用い、混合成形プロセスを選択することで、熱伝導

率が４０Ｗ／ｍ・Ｋを超える材料を開発し、最終目標を達成した。 

研究開発項目②「相反機能発現基盤技術開発」 

（ア）電気・電子材料分野、及び（イ）光学材料分野 

 超臨界水熱法を用いて表面有機修飾無機ナノ粒子を生産する技術を確立したと共に、ポリマー

中に高濃度でナノ粒子を良分散できる有機修飾ナノ粒子合成を実現した。また、表面修飾ナノ粒

子の溶媒・ポリマー中での相互作用評価のための基盤を確立したと共に、有機修飾ナノ粒子を高

濃度にポリマー中に分散させる基盤技術を確立した。プレポリマーを用いた２段階重合最適化、

電場応答性分子修飾形態制御ナノ粒子の合成法の確立、多波長レイリー散乱測定系の構築を行い、

ナノ粒子表面の有機修飾に関する基盤技術を開発した。ナノ粒子の相平衡・溶解度・粘性を評価

することにより、ナノ粒子と媒体との相互作用評価に関する基盤技術を確立した。さらに、パタ

ーン基板と表面修飾モデル粒子との相互作用解析による分散因子検証を行い、親水・疎水パター

ン基板上での表面修飾モデル粒子の吸着挙動を明らかにし、表面修飾ナノ粒子と媒体との相互作

用に関する基盤技術を確立した。以上により最終目標を達成した。 

（ウ）その他工業材料分野（放熱性材料） 

 高熱伝導性が期待できる様々な形態の無機ナノ粒子の合成を検討し、Ｔｉ０２被覆Ａｇナノロ

ッド、ＢＮナノプレート、Ｓｉ３Ｎ４ナノワイヤーの合成に成功し、フィラーのさらなる高熱伝

導化のための合成条件を確立した。液晶性エポキシ樹脂の開発としては、ターフェニル型液晶性

エポキシ樹脂の磁場印加による液晶ドメイン配向促進による熱伝導率の向上を確認し、熱伝導性

フィラーの充填量と磁場配向による熱伝導率向上効果の関係について検討した。無機材料の表面

修飾技術開発としては、シランカップリング剤による熱伝導性フィラーの表面修飾条件と修飾構

造評価方法を確立し、ＢＮに対する表面処理が、粘度低下、熱伝導率向上、強度向上に効果があ

ることを確認した。以上により最終目標を達成した。 

研究開発項目③「相反機能材料創製プロセス基盤技術開発」 

（ア）電気・電子材料分野、及び（イ）光学材料分野 

ⅰ）官能基導入無機ナノ粒子合成プロセス 

 有機修飾ナノ粒子を高速、高濃度に合成・回収するプロセスの設計基盤を確立するため、合

成・回収プロセスのスケールアップに必要な設計基盤技術を確立した。 

ⅱ）高分子中ナノ粒子等均一分散・配向・配列プロセス技術開発 

 ナノ粒子分散光硬化樹脂の合成条件を最適化し、ナノ粒子配列を行った。 

ⅲ）プロセス最適化技術 

 表面修飾ナノ粒子等の合成プロセスをＩｎ－Ｓｉｔｕに解析し、最適化技術を確立するため、

合成プロセスの可視化技術、シミュレーション手法を開発し、最適化を可能とした。超臨界水

熱処理プロセスにより無機フィラー表面に有機修飾剤を結合させる１０ｔ／ｙの連続式処理装

置の開発に成功した。そのために必要な、高濃度の粒子スラリーを連続的に高圧供給・回収す

る独自のシステムも開発した。 

以上により最終目標を達成した。 

（ウ）その他工業材料分野（放熱性材料） 

 高熱伝導性高分子繊維表面を高熱伝導性フィラーで被覆した高熱伝導性複合繊維の作製を検討

した。また、射出成形の流動場を利用したフィラー配向制御を検討し、特殊な金型構造により熱

伝導率の異方性制御を可能にした。ハニカム構造による少量の熱伝導性フィラーによる高熱伝導

化を確認した。高充填成形が可能で熱伝導率がほぼ等方的な材料が、粉体の凝集崩壊特性の制御
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により得られることを見出した。以上により最終目標を達成した。 

研究開発項目④「材料設計に資する統合評価・支援技術開発」 

 フィラー単体の熱物性評価に有効な、熱伝導イメージング装置による単一フィラー粒子の熱拡散率

が評価可能となった。外線光電子顕微鏡（ＵＶ－ＰＥＥＭ）を開発により、母材に分散させた微粒子

の分散状態を 1μm の空間分解能で観察することに成功した。陽電子消滅法によるナノ空隙計測・解

析では、ナノ空隙の生成とプロセス条件の関係を探索した。得られた成果をプロジェクト内研究者ら

に材料開発指針として提供し、材料特性改善のための対象データとしてフィードバックを継続的に行

った。以上により最終目標を達成した。 

《４》希少金属代替材料開発プロジェクト ［平成２０年度～平成２５年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、希少金属の代替／使用量低減を目指すものでもあり、これを通じて我が国の希少金属の中長期的

な安定供給を確保すること等を目的として、研究開発項目毎に研究開発責任者（テーマリーダー）を設置し、以下の研

究開発を実施する。 

研究開発項目①～⑤[平成２０年度～平成２３年度] 

研究開発項目①「透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 

・第一原理計算の精度の向上とＴｉ（チタン）,Ｓｂ（アンチモン）以外の元素の高濃度添加におけ

るバンド構造、キャリア濃度、有効質量の濃度依存性を計算する。また、パーコレーションモデル

を発展させ、ＩＴＯ※ナノ粒子の濃度と電流値の関係をさらに詳細に評価を行う。 

 ※ インジウムと錫の酸化物 

・広範な第４元素を高濃度添加したＩＴＯにおけるバンド構造、キャリア濃度、有効質量の濃度依存

性および光透過率の波長依存性を計算する。バンドギャップ値の算定をＧＷ近似で行う。また、パ

ーコレーションモデルを３次元化し、ＩＴＯナノ粒子の濃度と電流値の関係をさらに詳細に評価を

行う。 

・Ａｌ（アルミニウム）等の添加元素で、平成２１年度に開発した手法で電気伝導度と光透過度で従

来のＩＴＯ薄膜と同等あるいはそれ以上の性能を持つ薄膜の作製を行う。 

・Ｉｎ２Ｏ３を５０ｍａｓｓ％まで減少させた薄膜の従来とおりのエッチング性能が確保できるため

の湿式エッチング技術を確立する。 

・更なる原料の造粒、成型・焼成工程の最適化を図り、高密度で実機スパッタ装置へ搭載可能なＩｎ

２Ｏ３が５０ｗｔ％組成のＩＴＯ大型ターゲットの製法を確立する。 

・上記ターゲットを用いて大型スパッタ装置での省インジウム組成ＩＴＯ膜作製を行い、体積抵抗率

２５０μΩｃｍ以下、透過率８５％以上の特性を持つプロセス技術を完成させる。 

・インクジェット法塗布用ナノインクの工業化技術確立を目指して、インクとなる単分散粒子の再現

性のある安定的な生産技術の開発を重点的に行う。同時にＩＴＯナノインクの経時安定性向上に関

する検討を行い、インクの完成度を高める。 

・高性能ＩＴＯナノ粒子に低温焼成ナノ粒子を混合し、低抵抗かつ低温焼成性を有するＩＴＯナノイ

ンク開発を行う。この際、ＩＴＯナノインクのさらなる低抵抗化のため、ガス・有機物吸着分析装

置を導入し、ＩＴＯナノ粒子表面の吸着物の解析を行う。 

研究開発項目②「透明電極向けインジウム代替材料開発」 

・大型基板対応製膜技術開発の推進として、平成２２年度導入した飛来粒子のエネルギーを制御した

低ダメージを実現するためのスパッタ製膜装置では期待通りの薄膜特性が実現しつつある。そこで

考えている効果の原因の検証を行うとともに、平成２２年度ＺｎＯ（酸化亜鉛）透明導電膜部材の

開発として実施していたＺｎＯ透明導電膜の課題である耐湿熱性向上のための材料開発の成果につ

いて、平成２３年度は上記検証との両立、および相乗効果を図るべく、精査する。 

・液晶ディスプレイパネルへの応用開発では、大型液晶パネルと同等の製造プロセスからなる２０イ

ンチ液晶ディスプレイパネルの平成２２年度試作（第２回目）により抽出されたカラーフィルター

側共通電極としての課題に対する対策技術の開発を引き続いて行う。加えて、ＴＦＴ（Thin Film 

Transistor）画素側電極としての膜特性とプロセス適合性、さらに積層膜でのコンタクト特性の検

討を平成２２年度に引き続いて行う。 

研究開発項目③「希土類磁石向けジスプロシウム使用量低減技術開発」 

・微細化Ｇｒでは、微細結晶粒で元素分布最適化された原料合金の安定的生産条件や、Ｄｙ（ジスプ

ロシウム）フリーで保磁力２０ｋＯｅ以上の焼結磁石量産化技術を確立する。また、Ｎｄ（ネオジ

ム）リッチ相の分布評価など、組織観察を通じて焼結磁石作製工程の最適化を図る。 

・界面Ｇｒでは、種々の構造制御技術を駆使することで、高保磁力が得られる作製プロセスの探索と、

理想的な界面構造の提案を行う。また、Ｈ－ＨＡＬ（Homogenious High Anisotropy Field 

layer）法条件最適化により、Ｄｙ量を３０％削減した焼結磁石を開発する。 

・解析Ｇｒでは、改良された磁石のマルチスケール解析、中性子小角散乱により省Ｄｙで高保磁力焼

結磁石の開発に資する。また、磁化反転機構の解析では、磁化反転核発生から試料全体の磁化反転

機構までを、計算科学では、保磁力向上のための最適界面構造を明らかにする。 

・応用Ｇｒでは、モータ評価、一連のシミュレーションを完了し、Ｄｙを３０％以上削減したＮｄ－
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Ｆｅ－Ｂ系磁石の性能を提示する。 

研究開発項目④「超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発」 

・これまでの基盤技術を基に、超硬母材なし硬質材料とタングステンの削減割合が４０質量％以上と

した炭窒化チタン系硬質材料基材との強固で耐熱性を持った短時間接合技術を確立する。得られた

切削工具を用いて、高負荷切削加工を実施して工具性能を評価する。また、超硬合金とサーメット

の積層構造を有する複合構造硬質工具において、焼結時の変形量を抑制するための技術を開発し、

焼結したままで３次元ブレーカ付き切削チップを試作する。得られたチップにコーティングを行い、

断続切削試験を実施して、実用化に向けた工具性能を評価する。 

研究開発項目⑤「超硬工具向けタングステン代替材料開発」 

・サーメットの基盤研究の成果を基に材料設計の指針を示すとともに、サーメット製造の基盤技術を

確立する。得られた各種の開発サンプルについて、サーメットの諸特性を評価すると共に、開発し

た新規サーメット基材へのコーティング技術を確立する。 

・スローアウェイ工具用新規サーメットの焼結技術および軸物工具用サーメットの成形･焼結技術を

確立する。耐摩耗工具用の新規サーメットの成形・焼結などの製造技術を確立する。 

研究開発項目⑥～⑧［平成２１年度～平成２５年度、中間評価：２３年度］ 

研究開発項目⑥「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発 

（１）遷移元素による白金族代替技術及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金族低減技術の開発 

・代替触媒の開発では、ＤＯＣ（酸化触媒）、ＬＮＴ（リーンＮＯｘトラップ触媒）、ＤＰＦ（ディー

ゼルパティキュレートフィルター）用遷移元素活性材料候補について、各触媒に対する不足機能を

向上させ３つ以上の候補を決定する。この遷移元素酸化物のＴＧ測定法（電子遷移の速さ・保持性

の解析）を決定する。 

・触媒の機能向上では、Ｐｄ（パラジウム）とＲｈ（ロジウム）の最適サイズ、最適担体の明確化を

行い、耐久試験での耐久性向上方法を開発する。 

・フィルターの開発では、シミュレーションから得られた知見をもとに、実際に触媒を製作し効果の

確認を行う。 

・プラズマを使った反応促進手法の開発では、実際に触媒を試作し設計の指針を得る。 

・ＤＯＣとＤＰＦの機能一体化では、機能統合した時の課題を明らかにし、また、実用化、量産時の

課題を検討する。（２）ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発」 

・酸化触媒開発では、活性が高くかつ安定性の優れた触媒を見出し、実排ガス条件における評価と改

良を行う。また、活性種を凍結乾燥ゲルに担持する技術を開発し特性評価により触媒設計指針を得

る。 

・耐久性の高い担体をパイロットスケールの装置を導入して作製し、長期性能評価を行い必要な改良

の指針を得る。 

・上述の要素技術を総合して、候補触媒の実排ガス条件における評価を行う。また、酸化触媒および

ＤＰＦ用触媒に関し、プロトタイプを試作することで量産適合性を確認し課題を明らかにする。 

・ＤＰＦ用白金代替銀触媒の開発では、銀合金触媒をベースにして耐熱性と酸化性能を両立させた触

媒仕様を確立する。 

・開発品の実用性について検討するために、実機エンジンベンチによりシステムでの耐久性能を評価

し、触媒システムとしての基本性能を明らかにする。 

研究開発項目⑦「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」             （１）

「代替砥粒及び革新的研磨技術を活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発」 

・代替砥粒の開発では、研磨プロセスシミュレータにより開発の指針を得、ペロブスカイト型酸化物

の開発により５％の代替を実現する。また、この砥粒に適した研磨パッドの開発を行う。 

・研摩パッドの開発では、酸化セリウムを３０％以上低減もしくは代替砥粒の効果的加工条件を明示

し、仕様の指針を得る。 

・電界制御トライボケミカル研磨技術の開発では、両面研摩対応型の研磨装置を開発するとともに、

セリウム砥粒、スラリー溶媒、代替砥粒での研磨条件を明らかにする。導入した大型電界制御研磨

評価装置では、研磨レートの向上技術、低濃度スラリーについて検討し実用化開発を進める。 

（２）「４ＢＯＤＹ研磨技術の概念を活用したセリウム使用量低減技術の開発」 

・複合粒子（メディア粒子）、有機無機複合砥粒の開発では最も優れた研磨特性を実現する粒子、砥

粒を確定し砥粒の工業的製造方法を確立したうえで、加工特性および加工品質を評価する。 

・多孔質エポキシ樹脂研磨パッドの開発では、研磨時のガラス材質依存性を明確にし、材質に適した

パッドの供給体制を整える。 

・隙間調整型研磨パッドの開発では、パッドの構成材料となる粒子の材質および寸法を確定し、その

研磨特性の加工条件依存性を明確にする。 

・化学研磨の開発では、最適なエッチャントを確定し、その効果が最もよく現れる装置およびシステ

ムを明確にしたうえ、生産に使用できる装置を開発する。 

研究開発項目⑧「蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／高速合成・評価法に

よる蛍光ランプ用蛍光体向けＴｂ（テルビウム）、Ｅｕ（ユウロピウム）低減技術の開発」 

・蛍光体の開発では、高速合成装置を用い特に赤色蛍光体をターゲットとした探索を行う。ここで見

出した蛍光体の評価、量産技術の開発を行いＴｂ，Ｅｕの２０％以上を低減できる蛍光体の組み合
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わせを提示する。また、高速化量子化学計算を利用し蛍光体の発光効率を予測する新規手法、計算

による組成開発支援を確立する。 

・ガラス部材の開発では、発光シリカの開発により従来より１５％以上光束を向上させ、実ランプ試

作を行う。また、ガラス開発では、表面にパターニングを行い全方位光に対して１０％以上光取り

出し効率が高くなる方法を確立する。 

・蛍光体の高速評価法を確立し、開発した各種材料を用いてランプ試作を行い最終目標達成に向けて

の課題を明確にする。 

・磁気力分離によって蛍光体を種別分離する手法を確立する。またランプ製造プロセスの低温化につ

いて方針の目途を立てる。 

研究開発項目⑨－３「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発」 

小項目「窒化鉄ナノ粒子の大量合成技術およびバルク化技術の構築」 

・単磁区ナノ粒子を達成するべく、窒化鉄ナノ粒子の分散技術、ならびに、窒化鉄ナノ粒子表面を非 

磁性材料で覆う表面ナノ修飾技術を構築する。 

・Ｆｅ１６Ｎ２単相の窒化鉄ナノ粒子を５～１０ｇ／Ｂ合成する技術を確立する。 

・簡易プレス成型を基盤技術とした小型のバルク成型技術の構築に着手する。 

・窒化鉄系材料の構造的知見および義気特性を作製プロセス条件等へフィードバックする。 

小項目「非平衡状態相の形成を利用したＮｄ系磁石代替実用永久磁石の研究開発」 

・新規磁性材料の探索の方向性を明確にする。 

・複合磁石の組織制御および成型技術の研究開発を実施する。 

研究開発項目⑩「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向けインジウムを代替する 

グラフェンの開発」 

（１）「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発」 

・排ガス浄化に対するセリウムの作用原理の獲得、セリウムを代替・使用量を低減する材料の開発、

セリウムの使用を低減した触媒付きフィルターの開発、触媒付きフィルターの製造時のセリウムの

省使用技術の開発、触媒付きフィルターの製造工程内からのセリウム回収システムの開発、セリウ

ムを使用しない排ガス浄化触媒システムの開発、セリウム回収技術の開発等に係る研究体制を構築

した上で、基盤技術開発を開始する。 

（２）「透明電極向けインジウムを代替するグラフェンの開発」 

・透明電極用途の特性を満足するグラフェンの開発、透明電極用途の特性を満足するグラフェンの大

量合成技術の開発、透明電極の使用に供する透明フィルムの製造技術（ロールｔｏロール製造技術

等）の開発等に係る研究体制を構築した上で、基盤技術開発を開始する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 

研究期間：平成２０年度～平成２３年度、平成２４年度事後評価 

ＴＬの所属：東北大学多元物質科学研究所サステナブル理工学研究センター金属資源循環システム研

究分野中村崇教授 

・最終目標：インジウムの使用原単位で５０％以上低減する。 

・成果：インジウムの使用原単位を薄膜化技術をベースに５０％以上達成した。 

・インジウム含有量を従来の９０から５０ｍａｓｓ％に削減した、新規省インジウム組成のＩＴＯ

（Indium Tin Oxid）ターゲットの大型化・高密度化に成功した。 

・元素添加、基板加熱、従来組成ＩＴＯシート層の積層化により、新規省インジウム組成ＩＴＯ薄膜

の低抵抗率、高等化率を実現した。 

・シミュレーションにより高等化率を実現できる第４元素候補を絞り込めた。 

・液相法によるＩＴＯナノ粒子の合成とインク化によるインジウム削減においては、 

・ソルボサーマル法によりサイズ及び形態制御されたＩＴＯナノ粒子の一段階合成に成功した。 

・高性能ＩＴＯナノ粒子に低温焼成ナノ粒子を混合し、低抵抗かつ低温焼成性を有するＩＴＯナノイ

ンク開発し、Ｓｎ濃度増加とＩＴＯ層厚１０％以上減で，インジウム使用量１０％削減に成功した。 

研究開発項目②「透明電極向けインジウム代替材料開発」 

研究期間：平成２０年度～平成２３年度、平成２４年度事後評価 

ＴＬの所属：高知工科大総合研究所マテリアルデザインセンター山本哲也教授 

・最終目標：インジウムの使用原単位で５０％以上低減する。 

・成果：インジウムの使用原単位で５０％以上達成した。 

・課題であった耐湿熱特性について、膜厚１００ｎｍでも耐湿熱試験（温度６０℃、湿度９５％、５

００時間）前後の抵抗変化率が１０％程度と、耐湿熱特性に優れたＺｎＯ透明電極材料を開発した。 

・液晶ディスプレイパネルへの応用開発では、Ｇａ添加ＺｎＯ透明電極を適用した２０インチ液晶カ

ラーテレビを試作し、従来テレビ（ＩＴＯ電極）に比較して、可視光透過率に優れている事を確認

した。 

・ＴＦＴ（Thin Film Transistor）画素側電極としての膜特性とプロセス適合性、さらに積層膜での

コンタクト特性等の原理確認を行いＺｎＯ透明電極の可能性を確認した。 

研究開発項目③「希土類磁石向けジスプロシウム使用量低減技術開発」 

研究期間：平成２０年度～平成２３年度、平成２４年度事後評価 
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ＴＬの所属：東北大学大学院工学研究科杉本諭教授 

・最終目標：ジスプロシウムの使用原単位を３０％以上低減する。 

・成果：ジスプロシウムの使用原単位で４０％以上達成した。 

・結晶の微細化では、ヘリウム・ジェット・ミルを用いた微細化により、従来の１／５である１μｍ

径の微細粉末を開発し、ジスプロシウム使用量４０％削減に相当するジスプロシウムフリー合金で

２０ｋＯｅの高保磁力を達成した。 

・界面ナノ構造制御でもＨ－ＨＡＬ法によりジスプロシウム使用量３０％削減に成功した。 

・結晶内部、界面の微細構造と保磁力との相関や磁化反転を明らかにし、高保磁力省ジスプロシウム

磁石開発の指導原理を明らかにした。 

・モーターにおける漏洩磁束密度が高い箇所と渦電流損との関係を解明し、モーター出力密度高度化

の指針を提示した。 

研究開発項目④「超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発」 

研究期間：平成２０年度～平成２３年度平成２４年事後評価 

ＴＬの所属は、産業技術総合研究所サステナブルマテリアル研究部門小林慶三研究グループ長 

・最終目標：従来の超硬工具（ＷＣ）と同等の性能を持ち、ＷＣの使用量を３０％低減する切削工具

の開発。 

・成果：ハイブリッド切削工具ではサーメット基材と硬質チップを短時間で高強度接合する技術を開

発し、最終目標を達成した。複合構造硬質切削工具では積層プレス成形技術・同時焼成技術・界面

制御技術を開発し、最終目標を達成した。 

・ハイブリッド切削工具では刃先を構成する硬質材料とサーメット基材とを強固にかつ耐熱性を持た

せて短時間で接合する新しい技術を開発した。これによりタングステンの使用量を４０％以上低減

した工具の開発に成功した。複合構造硬質切削工具では超硬合金とサーメットを複合成型し、同時

に焼成する技術を開発した。その結果タングステン使用量を３０％以上低減した切削工具の開発に

成功した。 

研究開発項目⑤「超硬工具向けタングステン代替材料開発」 

研究期間：平成２０年度～平成２３年度、平成２４年事後評価 

ＴＬの所属は、東京大学 林宏爾名誉教授 

・最終目標：新サーメットを開発し、切削工具ではＷＣ３０％低減、耐摩耗工具ではＷＣの一部代替

を狙う。 

・成果：新規固溶体粉末を開発し均質組成を有する新サーメットを開発した。切削工具・耐摩耗工具

とも製品化が視野に入って来た。 

・新サーメットの基盤技術としては●高温に於ける炭窒化物とニッケル間の濡れ性評価技術●新規固

溶体粉末を開発し均質組成を有する新サーメットを開発●大型サーメットの高速脱脂を実現した成

型技術の開発●新サーメットの耐久性を向上させる新コーティング技術を確立した。 

・切削工具については新規固溶体粉とサーメットの組成制御技術を開発、従来より高い熱伝導率、破

壊靱性を有するサーメットを開発した。耐摩耗工具については新サーメットの開発を通じて研削加

工性の向上、大型部品焼結の為の粉末成形技術を開発し、製造技術を確立した。 

研究開発項目⑥「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（１）遷移元素による白金族代替技術及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金族低減技術の開発 

研究期間：平成２１年度～平成２５年度、平成２３年度中間評価 

ＴＬの所属：日産自動車（株）総合研究所先端材料研究所 菅克雄主幹研究員 

・最終目標：白金族の使用原単位を５０％以上低減する。 

・成果：触媒材料及び触媒システムに関する要素技術を確立した。 

・触媒活性点の材料候補種（酸化鉄）を決定した。 

・反応活性に有効なＰｔ、Ｒｈサイズが存在することを確認した。 

・各排ガス成分が混合した状態のパティキュレートマタ―（ＰＭ）堆積・燃焼反応モデルが完成した。 

・プラズマは、連続的に添加しなくても間欠的に添加することで連続的なＮＯｘ浄化可能であること

を実証した。 

・酸化触媒とＤＰＦは、大きな跳ね返りなく一体化できコンパクト化の可能性があることを実証した。 

（２）「ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発」 

研究期間：平成２１年度～平成２５年度、平成２３年度中間評価 

ＴＬの所属：（独）産業技術総合研究所新燃料 自動車技術研究センター濱田秀昭副研究センター長 

・最終目標：白金族の使用原単位を５０％以上低減する。 

・成果：使用原単位を４０％以上低減する要素技術を確立した。 

・白金族低減に効果的な、白金族と助触媒金属からなる複合ナノ粒子を相互の配置を制御しつつ合成

する手法を開発した。 

・第２成分添加により長期的に高活性を保持するシリカ及びアルミナベースの担体を開発した。また、

担体構造に関して、マクロ孔形成により高いミスト酸化活性が得られるとの開発指針を得た。 

・上述の研究成果を統合し、模擬排ガス条件で現市販品に対して白金族を４０％低減できる酸化触媒

開発の目途を得た。 

・４００℃以下のスス燃焼性能を有し、白金族金属を現市販品に対して４０％低減したＤＰＦ用触媒
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を開発した。 

・白金族使用量を現市販品に対して３０％低減できる機能分離コート技術やマクロ孔形成技術を開発

した。 

研究開発項目⑦「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」  

（１）「代替砥粒及び革新的研磨技術を活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発」 

研究期間：平成２１年度～平成２５年度、平成２３年度中間評価 

ＴＬの所属：(財)ファインセラミックスセンター材料技術研究所 エレクトロ・マテリアルグループ 

須田聖一グループ長 

・最終目標：セリウムの使用原単位を３０％以上低減する。 

・成果：使用原単位を１５％以上削減する技術を開発した。 

・シミュレーションにより研磨における酸化セリウムの役割を明らかにした。この解析結果を元に代

替砥粒を設計した。 

・ＳｒＦｅＯｘペロブスカイト等による砥粒の代替化研究を進め代替の候補材料を選定した。 

・電界印加条件の最適化により研磨レートが２０％向上し、また、トライボケミカル研磨技術に電界

環境を取り入れることによって、研磨特性を維持したままで、スラリー濃度を従来の１／５で、約

２倍の研磨レートを実現した。 

・電界印加およびスラリー投入方式等を最適化することで従来の研磨方法と比較して、片面研磨では

約２０％、両面研磨では約１６％の研磨速度の向上を実現した。 

（２）「４ＢＯＤＹ研磨技術の概念を活用したセリウム使用量低減技術の開発」 

研究期間：平成２１年度～平成２５年度、平成２３年度中間評価 

ＴＬの所属：立命館大学理工学部機械工学科 谷泰弘教授 

・最終目標：セリウムの使用原単位を３０％以上低減する。 

・成果：使用原単位を５０％以上削減する技術、一部代替する技術を開発した。 

・酸化セリウムの成分割合が３０％以下で、研磨特性が従来研磨より５０％向上する有機無機複合砥

粒を開発した。また、親水性の強い無機酸化物粒子をメディア粒子に採用することで、１．４倍の

研磨特性を達成した。 

・エポキシ研磨パッドを開発し２倍の研磨特性を達成した。また、酸化ジルコニウム等の砥粒により

代替ができることを見出した。 

・アドバイザー企業での開発した砥粒、研磨パッドのサンプル評価を開始した。 

・三元系の化学研磨液で鏡面仕上げが可能なことを見出した。研磨時間の短縮に関してはエッチャン

ト液の流動が重要であることを見出した。 

研究開発項目⑧「蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／高速合成・評価法に

よる蛍光ランプ用蛍光体向けＴｂ（テルビウム）、Ｅｕ（ユウロピウム）低減技術の開発」 

研究期間：平成２１年度～平成２５年度、平成２３年度中間評価 

ＴＬの所属：（独）産業技術総合研究所ユビキタスエネルギー研究部門 高機能ガラスグループ 赤

井智子研究グループ長 

・最終目標：テルビウム・ユウロピウムの使用原単位を８０％以上低減する。 

・成果：使用原単位を５５％以上削減する技術を開発した。 

・量子化学計算手法を確立し、高効率で可視光発光する可能性のある３種類の蛍光体を予測した。ま

た、高速合成炉の導入・コンビケム開発を進めることで、Ｔｂ，Ｅｕ使用量を低減した３種類の新

規蛍光体を得た。既存蛍光体の改良により２０％低減できる可能性のある蛍光体を見出した。 

・ 市販の緑色蛍光体の６０％の輝度をもつ内部量子効率０．２－０．７の発光シリカを開発した。

また、無機パターンを設計どおりに精密にガラス上に転写する技術の開発に成功した。 

・低コストで分離が可能な高磁場勾配磁選を用いて各蛍光体の分離が可能な分散媒・プロセスを見出

した。また、ランプ製造時の工程条件の見直しを行い、今後の検討方針の策定を行った。 

研究開発項目⑨－３「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発」研究期間：平成２

３年度～平成２４年度、事後評価：平成２４年度 

小項目「窒化鉄ナノ粒子の大量合成技術およびバルク化技術の構築」 

・Ｆｅ１６Ｎ２単相窒化鉄ナノ粒子５－１０ｇ／バッチの合成技術に向け、設備の改造と熱処理条件の

検討を行っている。 

・Ｆｅ１６Ｎ２単相窒化鉄ナノ粒子の一部を一次粒子相当の粒径まで分散安定化させることに成功し、

コア・シェル型の非磁性／窒化鉄ナノ粒子の合成を実施中。 

・窒化鉄ナノ粒子を磁場中でｍｍスケールにて固化できることを確認した。 

小項目「非平衡状態相の形成を利用したＮｄ系磁石代替実用永久磁石の研究開発」 

・α－Ｆｅ／ＳｍＣｏ５、α－Ｆｅ／ＭｎＢｉ系のＳｎ金属バインダーとしたメタルボンド磁石にお

いて、組成の最適化により１．０Ｔ以上の保磁力が得られた。 

・ＳｍＣｏ５／α－Ｆｅ積層周期を２０ｎｍのナノコンポジットの作製に成功した。 

・ＣｏＺｒ合金にＢ、Ｔｉ、Ｍｏなどを添加することにより保磁力をＨｃｊ＝０．５ＭＡ／ｍまで高

めることができ、ＳｍＦｅ合金でＨｃｊ＝２．０ＭＡ／ｍを越える保磁力が得られた。 

研究開発項目⑩「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向けインジウムを代替するグ

ラフェンの開発」 
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研究期間：平成２２年度～平成２３年度、事後評価：平成２４年度 

（１）「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発」 

（ア）「排ガス浄化用触媒のセリウム量低減代替技術の開発」 

ＴＬの所属氏名：名古屋工業大学セラミックス基盤工学研究センター 小澤正邦教授 

・セリア・ジルコニア系助触媒について、セリア使用量を３０％以上低減した新規な助触媒材料を開

発した。 

・開発したセリア・ジルコニア系助触媒材料の調製プロセスを検討し、大量合成工程を確立した。 

・非セリア系助触媒についても検討を行った。 

・開発した助触媒材料を用いてガソリンエンジン自動車用ハニカムを試作し、模擬ガス試験および実

車エンジン排気による性能試験を行い、性能を確認した。 

（イ）「高次構造制御による酸化セリウム機能向上技術および代替材料技術を活用したセリウム使用量低減技術開

発」 

ＴＬの所属氏名：東北大学未来科学共同研究センター 宮本明教授 

・第一原理計算法により、セリア助触媒のシンタリングシミュレーションを行い、シンタリング機構

を解明した。 

・セリア系および非セリア系助触媒について、組成を変えた新規触媒を検討した。一部の触媒につい

て、酸素吸放出能が大幅に向上することを見いだした。 

・本事業で試作した助触媒について、大量合成法を検討した。 

・酸素吸放出能が高い助触媒について、ガソリン車用ハニカムに加工し、性能評価を実施した。 

（２）「透明電極向けインジウム代替技術の開発」 

ＴＬの所属氏名：技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構グラフェン事業部 長谷川雅考プ

ロジェクト事業本部長 

・表面波プラズマＣＶＤ装置を用い、成膜温度、ガス組成等種々の条件を変えることで最適な成膜条

件を探索した。その結果、シート抵抗５００Ω／□、透過率８７％のグラフェン透明導電膜を製作

した。 

・ロール製膜装置を設計し、６００ｍｍ幅、合成速度０．６ｍ／分でグラフェンが製膜できることを

確認した。 

・レーザーパターンニングに必要なレーザの波長や強度の最適値を検討し、グラフェンを線幅０．３

ｍｍで加工出来ることを確認した。 

・グラフェンを用いた抵抗膜式タッチパネルを試作し、動作可能であることを確認した。 

《５》サステナブルハイパーコンポジット技術の開発 ［平成２０年度～平成２４年

度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、炭素繊維複合材料の易加工・高強度を実現するための基盤技術として、短時間で成形が可能な易

加工性中間基材を開発し、それを用いた高速成形技術の開発及び接合技術の開発を行うとともに、リサイクル技術の開

発を実施し、自動車等の更なる軽量化を可能とする。これにより、高度な省エネルギー社会を構築するとともに、日本

製造業の国際競争力の更なる向上を図ることを目的に、東京大学教授 髙橋 淳氏をプロジェクトリーダーとし、以下

の研究開発を実施する。 

【共通基盤技術】 

研究開発項目①「易加工性ＣＦＲＴＰ※中間基材の開発」 

 開発基材の高強度化だけでなく、耐環境特性、長期耐久性といった基本特性を評価・検証し、実用

化に求められる具体的な性能・仕様を見極め、性能向上のための基本技術を確立する。 

※ 熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料 

研究開発項目②「易加工性ＣＦＲＴＰの成形技術の開発」 

 部材成形品の力学特性・生産性・品質の向上を図るとともに、試験評価方法の検討、シミュレーシ

ョン技術の高度化によって、成形技術の実部材への適応性を検証する。 

研究開発項目③「易加工性ＣＦＲＴＰの接合技術の開発」 

 実部材想定の成形品に適した接合方法・加工条件・継ぎ手構造を見極め、接合部位の強度や耐久性

などの評価を行う。 

研究開発項目④「易加工性ＣＦＲＴＰのリサイクル技術の開発」 

 実部材に適したリサイクル材としての要求特性を見極め、再利用率の向上に寄与するリサイクル方

法の基本技術を確立する。 

【実用化技術】 

研究開発項目⑤「易加工性自動車モジュール構造部材の開発」 

 等方性ＣＦＲＴＰ中間基材の量産検討を進め、連続生産性および品質安定性を向上させる。また、

自動車向けモジュール部材を作製する。 

研究開発項目⑥「易加工性自動車一次構造材用閉断面構造部材の開発」 

  炭素繊維、マトリックス樹脂、これらを用いた一方向性ＣＦＲＴＰ中間基材の最適化検討に伴う、

量産製造条件の検討を継続して実施する。また、基本形状の評価・解析結果をもとに開発する自動車
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構造部材のモデル部材形状を決定するために必要な要素形状を持つ部材を設計して、それらの成形試

験、評価・解析を進める。 

［２３年度業務実績］ 

【共通基盤技術】 

研究開発項目①「易加工性ＣＦＲＴＰ※中間基材の開発」 

・等方性中間基材においては、樹脂・界面設計、Ｆ最適化、フィラー材添加等の処置により、曲げ強

度、等方性変動係数ともに、最終目標達成の目処が立った。 

・一方向性中間基材においては、ＰＡ系樹脂（高強度、高接着性の両立）改良とＣＦ表面処理により、

最終目標に向けて目処が立った。 

研究開発項目②「易加工性ＣＦＲＴＰの成形技術の開発」 

・等方性材料高速スタンピング成形技術に関しては、高速加熱技術、成形シミュレーション技術の開

発により、目標を達成した。更に成形データベース等の周辺技術データの充実や流動解析等の技術

向上も目指している。 

・一方向性材料高速スタンピング成形技術に関しては、プリフォーム技術、プレヒート技術、金型内

温度、圧力、金型変位の測定システムの開発等を実施したことで、目標を達成した。 

・一方向性材料高速内圧成形技術に関しては、誘導加熱方式により、内圧成形用金型を急速に加熱冷

却する基本技術検討により、目標値の金型占有時間７分を大きく上回る３分を達成する見込みであ

る。 

研究開発項目③「易加工性ＣＦＲＴＰの接合技術の開発」 

・設計指針、実形状・部材に向けた 溶着技術を検討した結果、ＣＦＲＴＰ同士の接合に関しては、

熱板（ホットプレス）接合や振動溶着、超音波溶着等で検証を進めてきて、それぞれ接合強度やそ

の発現メカニズムを把握することができた。異材接合は機械的接合やインサートにより、目標達成

の見込みである。 

研究開発項目④「易加工性ＣＦＲＴＰのリサイクル技術の開発」 

・成形品のプレートリサイクルについて、リサイクルプロセスが進むに従い残存繊維長の低下傾向に

あるが、スタンピング成形で高圧力を材料に加えることで物性のバラツキが減少することが判明し

た。 

【実用化技術】 

研究開発項目⑤「易加工性自動車モジュール構造部材の開発」 

 助成事業として、中間基材の量産化を目指して活動した結果、中間基材の量産化に関しては幅５０

㎝以上、長さ１００ｍを達成している。モジュール部材に関しては試作金型を活用し、部材成形と評

価を実施した。 

研究開発項目⑥「易加工性自動車一次構造材用閉断面構造部材の開発」 

 助成事業として活動を実施している。一方向性中間基材の生産技術は含浸技術によりほぼ技術確立

されつつある。モデル構造に関しては、適宜、設計・製作を進めており、併せて評価・解析を実施し

てきた。 

《６》次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 ［平成２０年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、都市ガス警報器の加速的な普及及びＣＯ中毒事故の未然防止に資するため、メタン及びＣＯガス

を確実に検出でき、超低消費電力でかつ長期間の信頼性が担保できる革新的高信頼性ガスセンサーの技術開発を目的と

して、九州大学名誉教授 山添 曻氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発項目を実施する。 

【実用化技術】 

研究開発項目③「超低消費電力高信頼性ガスセンサーの開発」 

 実環境特性変動試験の継続結果を基に、特性変化要因の抽出を拡充し、最終目標に定めた仕様を満

足する超消費電力のガスセンサーの改良を推進し、長期信頼性を保証可能なモジュール化を開発する。 

［２３年度業務実績］ 

 都市ガス警報器の加速的な普及及びＣＯ中毒事故の未然防止に資するため、メタン及びＣＯガスを確実に検出でき、

超低消費電力でかつ長期間の信頼性が担保できる革新的高信頼性ガスセンサーの技術開発を目的として、九州大学名誉

教授 山添 曻氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発項目を実施した。 

研究開発項目③「超低消費電力高信頼性ガスセンサーの開発」 

 超低消費電力のガスセンサーモジュールを順次試作し、実環境特性変動試験に供した。また、実環

境特性変動試験の結果を基に、特性変化要因を抽出し、改良施策を得、その結果を更に新規モジュー

ルの設計にフィードバックした。 

 一方、実環境特性変動試験で得られたデータを元に、長期信頼性を保証するための劣化機構解析や

理論構築を行った。 
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《７》半導体機能性材料の高度評価基盤開発 ［平成２１年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、「半導体集積回路のフロントエンド（ＦＥＯＬ）*１から配線工程、パッケージ*２組立工程までの

一貫したプロセス検証を行うことによって信頼性のある統合部材を提供できる評価基盤を確立」について、民間企業等

が実施する実用化開発を支援する。 

研究開発項目①「接合素子を含む材料評価用配線ＴＥＧの開発」 

 材料評価用配線ＴＥＧ*３を用いて、プロセス変動条件を含めてバックエンド（ＢＥＯＬ）*４以降で

使用される各種材料を評価し、データを蓄積するとともに、接合素子の信頼性評価の感度とＴＥＧパ

ターンの相関関係を検証する。必要に応じてＴＥＧマスクを改良して、材料評価用配線ＴＥＧを完成

するとともに、ＴＥＧパターンと材料－プロセスの評価機能をまとめて、ＴＥＧ説明書を作成する。 

*１：Front End of Line の略で、素子工程より前の基板工程を意味する。 

*２：素子工程、配線工程及びチップ（ウェーハから個片化したもの）を樹脂などで固めるまでを意

味する。 

*３：Test Element Group の略で、ＩＣ等の基本的な構造、物性、電気的特性、回路動作、信頼性、

歩止まりなどを評価するため、専用のマスクを用いて作製した試験構造や試験素子。 

*４：Back End of Line の略で、素子工程より後の配線工程を意味する。 

研究開発項目②「材料による金属汚染、応力影響の評価方法の開発」 

 研究開発項目①のＴＥＧを用いて蓄積されたデータから、基準材料と基準プロセスによる金属汚染、

応力影響の評価方法の感度を見直し、評価方法の手直しを行う。必要に応じて改良ＴＥＧのデータ収

集、解析を行って、材料による金属汚染、応力影響の評価方法を完成し、評価基準書を作成する。 

研究開発項目③「半導体プロセス全体を考慮した材料評価基盤の開発」 

 配線ＴＥＧのパッケージ組立工程と接合素子の信頼性評価方法を解析して、材料とプロセス条件の

相互影響データを蓄積し、研究開発項目②の評価方法解析にフィードバックすることによって、フロ

ントエンドからバックエンド、パッケージまでの半導体プロセス全体において、次世代半導体以降に

も対応する機能性材料を一貫して評価できる評価基盤を確立する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「接合素子を含む材料評価用配線ＴＥＧの開発」 

 種々の接合素子のパターン形状、寸法、構造などを変更して新規ＴＥＧマスクを設計し、そのマス

クを用いて接合素子を含むＴＥＧウェーハの外注試作を行った。新規ＴＥＧにおいては、評価結果か

らの見直しを一部行い、より高精度な評価ができるように修正版の外注試作・評価も行った。その新

規ＴＥＧの形状観察や電気特性の測定を行って、接合素子の機能を検証し、さらに配線工程を付加し

た場合に材料評価専用ＴＥＧとしての機能が発揮できるか検討した。その結果、従来ＴＥＧマスクよ

りも材料とプロセス条件が接合素子の初期特性や信頼性に与える影響をより高精度な定量的抽出がで

きるようになり、最終目標を達成した。 

研究開発項目②「材料による金属汚染、応力影響の評価方法の開発」 

 ３００ｍｍシリコンウェーハ上に接合素子を作製し、２層配線形成及びバッファーコート材料を用

いて膜形成を行い、Ｃｕなどの重金属汚染による接続素子の影響を評価した。また、配線腐食を高感

度に測定できるように、Ｐ型基板とＮ型基板を用いた腐食評価用ＴＥＧによる腐食評価などを行った。

それらの結果に基づいて、製造工程に用いる半導体材料あるいは製造プロセスによる接合素子への影

響（金属汚染、応力、電荷蓄積など）が把握できる電気特性の測定方法や解析方法の開発を完成し、

最終目標を達成した。 

研究開発項目③「半導体プロセス全体を考慮した材料評価基盤の開発」 

 ＦＥＯＬとＢＥＯＬを連続して試作できるＴＥＧ（ＦＥＯＬ／ＢＥＯＬ統合ＴＥＧ）を開発し、そ

のＴＥＧを用いてＢＥＯＬの材料評価技術を開発した。対象とするパッケージをワイヤーボンド型と

し、ＱＦＰ組立を実施、素子特性測定、解析を行い、接合素子とＣｕ／ｌｏｗ－ｋ配線を有するウェ

ーハのパッケージ組立工程の基準プロセスを想定し、そのプロセスによる熱、応力、水分などが接合

素子や配線素子に及ぼす影響を調査した。これにより次世代半導体以降にも対応する機能性材料を一

貫して評価できる評価基盤を確立し、最終目標を達成した。 

《８》次世代グリーン・イノベーション評価基盤技術開発 ［平成２２年度～平成２７

年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、次世代グリーン・イノベーションの実現に必要な有機エレクトロニクス材料に関する共通的な評

価基盤技術を開発することにより、迅速に材料開発にフィードバックする体制を構築し、材料開発の加速化・高度化、

材料メーカーとデバイスメーカーとの擦り合わせ期間の短縮、及び高額な試作設備や評価設備の共通化が促進されるこ

とにより、我が国の化学産業の研究開発効率を向上・加速化させることを目的とし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発」 

 本事業では、有機ＥＬの材料やその周辺材料について、製造プロセスや実装時の状態も含めた評価

手法の開発を目的として、有機ＥＬの特性や寿命に影響を及ぼす微量不純物やプロセス条件等の解明
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等を通じて、様々なプロセスに適用可能な有機エレクトロニクスに共通的な評価基盤技術を開発する。

平成２３年度は、有機ＥＬ素子の寿命変動要因、効率支配要因を解析することにより、製品寿命及び

性能保証を行うための有機ＥＬの標準素子を設計する上での課題を抽出する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発」 

 次世代グリーン・イノベーションの実現に必要な有機エレクトロニクス材料に関する共通的な評価基盤技術を開発す

るために、クリーンルームの整備並びに素子作製設備・評価設備の選定、発注、納入を行った。 

また、共通的な評価基盤技術の開発に先立ち、共同実施先である九州大学、ＩＳＩＴ並びに山形大学において、標準素

子を作成して特性確認を行い、標準素子を設計する上での課題抽出を行った。 

《９》次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発 ［平成２２

年度～平成２７年度］ 

［２３年度計画］ 

 本プロジェクトは、省エネ・省資源・高生産性や軽量・フレキシブル性などの特徴を有する印刷エレクトロニクスを

基盤技術として、フレキシブルな薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）の連続製造技術の確立とその実用化技術の開発を目的と

し、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「印刷技術による高度フレキシブル電子基板の連続製造技術開発」 

 印刷によるＴＦＴアレイ製造における、各工程の印刷方法を検討し、一連の装置導入を行う。さら

に、導入した装置にて、各種材料とプロセス条件の初期検討を行い、連続製造可能な装置の構想と各

工程でのプロセス設計指針を得る。また、並行して、評価方法の検討を行う。 

研究開発項目②「高度ＴＦＴアレイ印刷製造のための材料・プロセス技術開発」 

 研究開発項目①で導入した装置により、ＴＦＴアレイ製造に使用する各種候補材料やプロセス及び、

印刷の際の位置合わせ方法の初期検討を行う。また、材料の組成・プロセス検討及び各材料に要求さ

れるスペックの洗い出しを行い低温化のための開発指針を得る。 

研究開発項目③「印刷技術による電子ペーパーの開発」 

 各種電子ペーパーの仕様を決めるためのＴＦＴアレイと、表示部との接合条件や駆動電圧などにつ

いて基礎データの収集を行う。また、各種表示部材の開発も並行して進める。 

研究開発項目④「印刷技術によるフレキシブルセンサの開発」 

 各種フレキシブルセンサの仕様を決めるためのＴＦＴアレイとの接合条件や駆動電圧などについて

基礎データの収集を行う。また、並行してフレキシブルセンサのための圧力素子の開発を進める。 

［２３年度業務実績］ 

 省エネ・省資源・高生産性や軽量・フレキシブル性などの特徴を有する印刷エレクトロニクスを基盤技術として、フ

レキシブルな薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）の連続製造技術の確立とその実用化技術の開発を目的に、東京大学工学系研

究科教授染谷隆夫氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「印刷技術による高度フレキシブル電子基板の連続製造技術開発」 

 印刷によるＴＦＴアレイ製造において、各工程の装置導入を行った。さらに、導入した装置にて、

材料とプロセス条件を選別し、連続製造可能な装置のプロセス設計指針を得た。また、作成したデバ

イスの評価方法の検討を行った。 

研究開発項目②「高度ＴＦＴアレイ印刷製造のための材料・プロセス技術開発」 

 研究開発項目①で導入した装置により、ＴＦＴアレイ製造に使用する各種候補材料やプロセス及び、

印刷の際の位置合わせ方法の初期検討を行った。また、材料の組成・プロセス検討及び各材料に要求

されるスペックの洗い出しを行い低温化のための開発指針を得た。また、高速動作化を実現するため

に、各部位の形成材料に関してポテンシャルの高い構成材料の設計選択を行い、それぞれ候補材料の

性能ならびに印刷適性のスクリーニングを行った。 

研究開発項目③「印刷技術による電子ペーパーの開発」 

 Ａ４サイズのフィルム基板上に印刷法を用いて１２０ｐｐｉ以上の解像度を持つＴＦＴアレイを連

続的に生産するための課題およびその評価手法の課題を抽出した。また、対角３．５インチのアクテ

ィブ表示デバイスの作製と評価により、表示層構造を最適化するとともに製膜基本プロセスを確立し

た。特に浸透性絶縁層、電極層、電解層などのＥＣＤ構成要素材料を開発した。また、表示層とＴＦ

Ｔ基板の貼り合せプロセスを開発した。バックプレーン（ＴＦＴ基板）にはフォトリソグラフィ法で

作製されたＴＦＴ（ＬＴＰＳ－ＴＦＴ）を使用し、結果を印刷ＴＦＴの設計にフィードバックした。

更に、対角１０インチサイズ対応の製膜装置を導入し、プロセス開発を実施した。製膜装置としては、

表示電極及び対極層形成用にスパッタ装置、ＥＣ層、浸透性絶縁層、白色層の形成用にコーターを導

入し、条件設定を行った。ＴＦＴ基板にはフォトリソグラフィ法で作製されたＴＦＴ（ＬＴＰＳ－Ｔ

ＦＴ）を用いて開発を進めるとともに、印刷ＴＦＴの開発にも着手した。材料については、消色状態

の着色低減、白色反射層の改良などにより反射率の向上を図った。また、クロミック反応を安定化さ

せる対極層（逆反応層）材料を開発した。 

研究開発項目④「印刷技術によるフレキシブルセンサの開発」 

 フレキシブルセンサの仕様を決めるためのＴＦＴアレイとの接合条件や駆動電圧などについて基礎

データの収集を行い、メートルサイズ級の大面積圧力センサシートを印刷技術で形成するための課題
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抽出を行った。また、有機ＴＦＴアレイの電極間、層間短絡欠陥の修正技術による低減、レーザーリ

ペア方式による短絡箇所の除去と、その際のフィルム基材、他の有機材料層へのダメージの回避を行

った。感圧ゴムを有機ＴＦＴのドレイン電極に負荷抵抗として接続したタイプの圧力センサの試作、

大型化への課題を抽出した。また、素子製造プロセスの開発として、デジタルフォトアシスト印刷に

かかる設備導入・立上げを行った。 
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＜５＞エネルギー分野 

① 燃料電池・水素エネルギー利用技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・

省エネルギー関連業務 ＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 ①技術開発

／実証 参照］ 

② 新エネルギー技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・省エネルギー関連

業務 ＜２＞新エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 

③ 省エネルギー技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・省エネルギー関連

業務 ＜３＞省エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 

④ 環境調和型エネルギー技術 ［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・省エネ

ルギー関連業務 ＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 
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＜６＞新製造技術分野 

［中期計画］ 

 我が国産業の根幹を成す製造業の強みは、川上（素材、原材料）、川中（材料・部品・装置）、川下（最終製品）の分

厚い産業集積にあり、それらの連携・融合を通じた擦り合わせ等の製造技術が国際優位性を維持・強化し、経済発展の

源泉となっている。 

 しかし、近年我が国は、急速に少子化・高齢化が進み人口減少社会に突入している。また、中国、韓国等の技術力向

上に伴うコスト競争、ＢＲＩＣｓ諸国の経済発展による資源の大量消費と環境問題等が生じている。このように、我が

国を取り巻く情勢・環境は大きく転換してきている。 

 我が国の産業競争力を強化し、ものづくりナンバーワン国家を目指すためには、これまで以上に高付加価値製品・技

術を創出し、省資源、省エネルギー、環境低負荷等を実現する効率的な製造プロセスを確立することが喫緊の課題とな

っている。 

 第２期中期目標期間においては、持続可能な成長維持と国際競争力の強化を実現し、ものづくりナンバーワン国家を

目指す。このため、環境、省エネルギー等に配慮した分野横断的・共通基盤的な製造技術の整備・強化に向けてユーザ

ーの指向に則した製造技術の高度化及び革新的な新技術の創出に取り組むこととし、以下のような研究開発を推進する。 

①新製造技術 

［中期計画］ 

 我が国の製造業の強みは高性能電子部品・デバイスの小型化・省エネルギー化技術及び設計、擦り合わせ等の製造プ

ロセスの効率化技術にあり、機構はこれら技術の高度化と新たな産業創成を行ってきた。 

 しかし、２００７年問題を始めとした３つの制約（資源・環境・人口）を克服し、今後も激化する製造分野の国際競

争を勝ち抜くためには、我が国の強みである「ものづくり」を更に強くし、持続可能な成長維持を実現させる技術戦略

が不可欠である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、マイクロナノ製造技術を用いて様々な機能・用途を持つ高付加価値ＭＥ

ＭＳ（微小電気機械システム）の開発及び我が国のものづくり力を結集してＭＥＭＳを含む製造プロセスの更なる省エ

ネルギー化及び環境低負荷化等を推進する。具体的には、第２期中期目標期間中に新しい機能を提供する世界初のＭＥ

ＭＳデバイスを４種類以上開発し、製造プロセスの省エネルギー化及び環境低負荷化に貢献する。さらに、第２期中期

目標期間中に、新製造分野における人材育成、設計・開発支援等を目的とした知識データベースを２種類以上（総登録

データ数１，０００件以上）開発するとともに、企業独自の技能・ノウハウを体系化し、後継者に伝授するシステム技

術等の開発を行う。 

《１》異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト ［平成２１年度～平成

２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要な新しいコンセプトに基づき、

想定されるデバイスに対し、基盤的プロセス技術群の開発及びそのプラットフォームの確立を目的に、技術研究組合Ｂ

ＥＡＮＳ研究所所長 遊佐 厚氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発」 

 バイオ、有機材料の融合の際に、界面を制御し、使用環境において長期間安定化させ、異種の材料

を高次構造化するプロセス開発のために、バイオ材料である機能性分子の脂質二重膜導入条件と、蛍

光イメージング評価の導入条件を求める。ビーズやファイバ形状の高次構造ゲルを作製し、これをマ

ウスに埋め込んで、生体内で２週間連続して機能可能な作製プロセスを決定する。また、空間的に制

御して配置された細胞に異種細胞などを組み合わせる条件を選定する。 

 有機材料に関しては、光電、熱電、センサ等の新規有機半導体デバイス作製プロセスを最適化する。

有機デバイスの超低損傷エッチングにおいて、特性の低下を１０％以下にする。ｐ型ｎ型半導体を一

分子中にハイブリッド化した１００ｎｍ以下の液晶ナノ超構造を構築するとともに、有機熱電デバイ

ス作製プロセスと熱電特性を示すポリマーを開発する。 

研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」 

 超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成および異種機能集積３次元ナノ構造形成プロセス開発のため

に、超低損傷形成技術では、アスペクト比５０以上の中性粒子ビーム条件を求め、トランジスタとＭ

ＥＭＳ構造融型５０ＭＨｚ帯新規デバイスを作製する。 

 また、微細化耐摩耗構造プローブ※１のマルチ化プロセスを構築し、シングルプローブとの特性比

較を行う。さらに、ナノ粒子配列を用いたガスセンサの感度向上を図る。 

※１ プローブ：測定素子のこと。 

研究開発項目③「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」 

 マイクロ・ナノ構造の高品位機能膜を形成するプロセス開発のために、非真空高形成プロセスでは、

Ｓｉ微粒子表面処理手法により、微粒子塗布と大気圧プラズマ成膜との統合プロセスを開発する。ま

た、エレクトロスプレイ噴霧技術を利用して、酸化スズマイクロ構造形成を実現する。 
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 繊維状基材集積化プロセスでは複合型リールツーリールインプリントシステムにて、送り速度２０

ｍ／ｍｉｎでの熱インプリントとアラインメント精度１０μｍ以下の連続露光プロセスを確立する。

メートル級布状センサアレイを実現するために繊維状基材への５ｃｍ間隔でのセンサ実装と１ｍ×１

ｍのアレイを製織するプロセスを構築する。 

研究開発項目④「異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備」 

 革新的次世代デバイスの新たな知見を系統的に蓄積してデータベース化するために、知識データを

系統的に抽出する機能を構築する。 

［２３年度業務実績］ 

サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要な新しいコンセプトに基づき、

基盤的プロセス技術群の開発及びそのプラットフォームの確立を目的に、技術研究組合ＢＥＡＮＳ研究所所長 遊佐 

厚氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発」 

 バイオ材料に関して、超高感度１分子計測デバイスへの適用に向けて、評価用電極付きデバイスを

作製し、蛍光イメージング評価等で導入できる条件を求めた。高次構造形成に関して、ラットにファ

イバーゲルを埋め込み、２週間連続して機能可能なハイドロゲルの作製プロセスを確立した。細胞の

立体構造形成に関しては、胆管代謝物の回収、定量に成功し、従来法に比べ大幅に高濃度の代謝物が

得られることを確認した。 

 有機材料については、光電、熱電、センサ等の新規有機半導体デバイスの開発へ応用するためのデ

バイス作製プロセスの最適化により、光電変換効率６．８％を達成した。また、超低損傷エッチング

において、金属ナノ粒子シートをテンプレート化することにより、特性の低下を抑える目処を得た。

有機材料の高次構造形成に関して、ｐ型とｎ型半導体を一分子中にハイブリッド化した液晶性π共役

分子の合成し、りん光発光ＯＬＥＤの光取り出し効率４０％（世界トップ）を達成した。また、ナノ

構造テンプレートを用いたポーラス熱電半導体材料を作製し、世界最高レベル熱電特性を有する低分

子有機熱電デバイスを試作した。 

研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」 

 超低損傷形成技術に関しては、デバイス適用を第一に、アスペクト比の追求よりも、側壁のエッチ

ング性能の向上を優先し、カンチレバーの側壁スキャロップ※１を減少させ、カンチレバーの振動特

性が改善することを確認した。電極幅３０ｎｍのマルチタイプ耐摩耗プローブを作製し、摩擦力と摩

耗の相関に与える影響を調べた。また３次元構造へのナノ粒子配列を用いたガスセンサについて，粒

子種の検討および粒子の表面修飾などにより、平面上に形成したセンサに比べて感度５倍以上を実現

した。 

※１スキャロップ 側壁に規則的に生じる窪みのこと 

研究開発項目③「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」 

 Ｓｉ微粒子表面の自然酸化膜と除去する表面処理を備えた雰囲気制御大気圧プラズマ設備の立上げ

を行い、基本性能、密閉型機と同等のＳｉ膜特性、及び自然酸化膜付きＳｉウェハにて目標値（１ｎ

ｍ／ｍｉｎ）以上のエッチング速度を確認した。また、エレクトロスプレー等噴霧技術にて、シリコ

ンなど無機半導体光電変換デバイスの赤外光吸収能力向上可能な酸化スズマイクロ構造を形成した。 

 複合型リールツーリールインプリントシステムにて、送り速度２０ｍ／ｍｉｎの熱インプリント実

現のための新規荷重制御方法を考案した。また、大面積タッチセンサ以外のメートル級フレキシブル

製織デバイスとして，ＬＥＤを５ｃｍに１個実装したリボン型繊維状基材を織り込んだ１ｘ１ｍの照

明用布の試作を行った。 

研究開発項目④「異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備」 

 知識データベースシステムへのノート更新通知機能と、ノート作成ランキング機能の実装を完了し

た。また、類似記事検索機能・表示機能の追加に伴う各機能を評価した。 

《２》高出力多波長複合レーザー加工基盤技術開発プロジェクト ［平成２２年度～平

成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 ユーザーニーズの高まっている「高出力・高品位」で「低コスト」な半導体パルスファイバーレーザー発振技術及び

それを利用した加工技術を開発し、次世代製品に向けたレーザー加工の基盤技術を確立することを目的に、次世代レー

ザー加工技術研究所研究総括理事 尾形 仁士氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「レーザー高出力化技術の開発」 

 中間目標を達成可能な結晶成長、素子形成および組立方法の確立を行う。高精度ファイバーモジュ

ール自動調芯装置を導入し、ファイバー結合効率を高めるために、ファイバー調芯固定技術を検討す

る。設計した高出力光の調芯固定に耐えうるコネクタを試作する。 

研究開発項目②「レーザー高品位化技術の開発」 

 ファイバーレーザーの高出力化技術の開発による加工用レーザー実践型評価システムを完成させる。

コンポジットセラミック増幅器モジュールのＬＤ照射光学系、冷却構造、及びビーム伝送光学系を改

良する。冷却効率の高い３倍高調波用の波長変換装置を設計・製作する。波長変換装置の熱解析を行

い、波長変換前後のビーム特性を評価・解析する。 
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研究開発項目③「多波長複合加工技術の開発」 

（１）切断接合技術の開発：高速高出力重畳型スキャナ装置を製作し、冷却構造、レンズ材料選定、

色収差補正を最適化する。高速高精度制御加工ノズルの開発を行う。加工点のリアルタイム画像

を高速ビデオカメラを用いて観測する。時間分解型分析法を駆使した加工プロセスのその場観察

法を確立する。パルス３ω光源システムを導入し、ＣＦＲＰ加工試験の前倒しを行う。 

（２）表面処理技術の開発：実際のレーザー設置環境を模擬したベンチテストを設けて、レンズ研磨

評価の指針を確立する。集中研で開発された発振器、光学系装置と、大型のワイドレンズ、レー

ザー光強度分布測定器をシステム化する設計を行う。 

（３）粉末成形技術の開発：小型プラットフォームの装置評価と成形評価を実施する。小型プラット

フォームの真空下におけるチタン粉末の成形物を分析し、成形条件と成形物の組織、構造、密度、

機械物性との関係を把握することで複合レーザー照射による粉末造形メカニズムの明確化と加工

プロセスの最適化を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 プロジェクト立ち上げにあたり、広く公募を実施し、ユーザーニーズの高まっている「高出力・高品位」で「低コス

ト」な半導体パルスファイバーレーザー発振技術及びそれを利用した加工技術の開発、並びに次世代製品に向けたレー

ザー加工の基盤技術を確立する研究開発体制を構築し、技術研究組合次世代レーザー加工技術研究所 研究総括理事 

尾形 仁士氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「レーザー高出力化技術の開発」 

 中間目標を達成可能な結晶成長、素子形成および組立方法の確立を行い、設計どおりの結晶構造・

素子構造が得られていることを分析・解析、評価した。高精度ファイバーモジュール自動調芯装置を

導入し、調芯固定前の結合効率としてシングルエミッタで中間目標値である結合効率８０％をクリア

し、調芯技術を確立した。設計した高出力光の調芯固定に耐えうるコネクタを試作した。 

研究開発項目②「レーザー高品位化技術の開発」 

 パルス幅１０ｎｓ、周波数１ＭＨｚ、出力５０Ｗ以上のファイバーレーザーを開発し、このレーザ

ーを評価する加工用レーザー実践型評価システムを構築し、評価実験を行った。大電流高速変調が可

能な励起半導体レーザーを連続駆動用ファイバレーザーキャビティの励起に適用し、ＱＣＷ（Quasi 

Continuous Wave ; 疑似連続駆動）動作するファイバーレーザーを試作した。コンポジットセラミッ

ク増幅器モジュールに関しては、現有の５０Ｗ級種光源を用いて、集積化ブースター増幅器の動作特

性を調べ、ＫＷ級集積化ブースター増幅器を設計した。３倍高調波用の波長変換装置の試験を開始し

た。波長変換装置の熱解析を実施し、ブースターのビーム品質の効果やレーザーの伝搬方向の温度分

布の評価をし、結晶長と入射レーザー強度の最適化を図るとともに、波長変換特性に対する結晶の品

質と無反射コートの影響を明らかにした。 

研究開発項目③「多波長複合加工技術の開発」 

（１）切断接合技術の開発：高速高出力重畳型スキャナ装置を製作し、冷却構造、レンズ材料選定、

色収差補正を最適化した高速倣い技術を開発するための倣いセンサー評価システムを設計製作し、

最適倣いシステムを構築した。時間分解型分析法を駆使した加工プロセスのその場観察法を確立

した。パルス３ω光源システムを導入し、ＣＦＲＰ加工試験に着手した。 

（２）表面処理技術の開発：ホモジナイズ光学部位を中心としたワイドビーム光学系の実験的検討を

実施し、ホモジナイズワイドビーム光学系を設計し、これを構成する大型レンズ一式の研磨・検

査を行った。集中研で開発された発振器、高度ホモジナイズ光学系と、大型のワイドレンズ、ビ

ームプロファイラーをシステム化する設計を行った。制御要素、ソフト開発、連動動作、安全対

策、終夜運転監視体制なども考慮して、連続運転を行うシステムを設計した。 

（３）粉末成形技術の開発：小型プラットフォームの装置評価と成形評価を実施した。小型プラット

フォームの真空下におけるチタン粉末の成形物を分析し、成形条件と成形物の組織、構造、密度、

機械物性との関係を把握することで複合レーザー照射による粉末造形メカニズムの明確化と加工

プロセスの最適化を実施した。さらに、成形の高精度化と高速化を実現するために実用サイズプ

ラットフォームの成形環境を真空にした設計を実施した。 

《３》グリーンセンサ・ネットワークシステム技術開発プロジェクト ［平成２３年度

～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 センサネットワークに使用されるセンサデバイスの共通的な課題である、無線通信機能、自立電源機能及び超低消費

電力機能の搭載を実現する革新的センサの開発を行い、センサネットワークの導入による、環境計測やエネルギー消費

量等の把握（見える化）及びエネルギー消費量の制御（最適化）により、低炭素社会の実現に寄与する。以下の研究開

発を実施する。 

研究開発項目①「グリーンＭＥＭＳセンサの開発」 

 店舗、製造現場及びオフィスなどのグリーン化を推進するために必要な、既存センサに比較し大幅

に低消費電力となる小型のＭＥＭＳセンサ（グリーンＭＥＭＳセンサ）の開発を行う。 

研究開発項目②「無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発」 

 グリーンＭＥＭＳセンサの自立分散配置を可能とする電源機能、通信機能及び信号処理機能を搭載
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した端末（グリーンセンサ端末）の開発及び高感度受信システムの開発を行う。 

研究開発項目③「グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験」 

 グリーンセンサ端末及び高感度受信機を用いたセンサネットワークシステムの構築及び実証実験を

行う。 

［２３年度業務実績］ 

 センサネットワークに使用されるセンサデバイスの共通的な課題である、無線通信機能、自立電源機能及び超低消費

電力機能の搭載を実現する革新的センサの開発を行い、センサネットワークの導入による、環境計測やエネルギー消費

量等の把握（見える化）及びエネルギー消費量の制御（最適化）により、低炭素社会の実現に寄与することを目的に、

技術研究組合 ＮＭＥＭＳ技術研究機構 グリーンセンサネットワーク研究所 所長 前田龍太郎をプロジェクトリー

ダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「グリーンＭＥＭＳセンサの開発」 

 電流・磁界センサについては、目標であるｐＴオーダーまでの磁界検出感度を実現する材料・構造

の絞りこみを行い、材料供給先の磁性材料特性から見積もったＭＲ方式の出力信号レベルで、目標オ

ーダーの磁界検出まで測定できる見込みが得られた。そして、その磁界検出を確認するＴＥＧ試作を

実施した。また、目標である微小な磁界領域を評価する系について、仕様を決定し、評価準備をおこ

なった。塵埃量センサについては、トリガーセンサの基本構造について、センサの外形寸法及び各層

の厚さをパラメータとし、幾つかの構造を想定して感度の大まかな計算を行った結果、複数のセンサ

をつなぐことでＦＥＴのゲート電圧程度の電圧を得られる見通しがたった。ＣＯ２濃度センサについ

ては、インピーダンス検出方式による原理確認の完了及びイオン液体の材料選定を行い、 低消費電

力・小型・長寿命なＣＯ２センサの実用化に向け、基本的な設計を完了した。ＶＯＣ濃度センサにつ

いては、数値計算によるポリマーベース振動式センサの性能指数の導出が完了し、性能指数の実験検

証及び製造工程の確立を目的としたＴＥＧ試作を実施した。赤外線アレーセンサについては、センサ

素子設計を完了し、センサチップの試作を実施した。真空封止技術について、プロセスフローの作成

を完了し、デバックに着手した。また、高精度赤外線センサ評価系について、システムの仕様を決定

し、作製を行った。 

研究開発項目②「無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発」 

 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発では、有機薄膜太陽電池の試作・

評価を実施し、室内照明下、２ｃｍ×５ｃｍサイズ換算で、平成２３年度目標の２５μＷ以上の出力

を確認した。超小型高効率低照度環境用自立電源の開発では、屋内低照度環境発電デバイスであるＤ

ＳＣの高発電効率化に向けて、逆電流低減化に取組み、短絡電流密度を維持したまま、開放端電圧及

び形状因子を増大させる事に成功した。また、自立電源のシミュレーションを実施し、想定する環境

下で平均出力が１５０μＷの自立電源が可能であることを見いだした。フレキシブルクランプセンサ

の開発では、磁性薄膜･コイル一体成形プロセスとして、フレキシブルポリイミド基板に磁性パーマ

ロイ薄膜を積層するプロセスを完了した。グリーンセンサ端末機能集積化および低消費電力無線通信

技術の開発では、ウェハレベルフレキシブル集積化技術の開発では、３ｍｍ角エリア配列ウェハレベ

ル集積化に向けたチップｔｏウェハ接合ＴＥＧ試作・評価の仕様を決定した。端末システムの低消費

電力化に向け、端末エネルギーマネジメント回路の方式検討及び低電力アナログフロントエンド回路

の方式設計を完了し、機能検証用ＬＳＩの試作仕様を決定した。低リーク大容量キャパシタ作製に向

けた取り組みとして、成膜技術に関しては、大口径対応型超臨界成膜装置の基本設計、装置製作を完

了した。また、トレンチ形成技術に関しては、非サイクルエッチング法と目標とする一括エッチング

でサイクルエッチング法を越える加工速度を得た。集積モジュール化技術では、ＴＳＶインターポー

ザ開発に必要な要素プロセス技術の立ち上げを完了した。受信機の開発では、プロトコルの開発に関

して１０００台以上の端末に対して電文のＩＤレス化を可能とする新たな手法を開発した。また、－

１３０ｄＢの受信感度を得るためのＦＦＴの仕様を明らかにした。グリーンセンサコンセントレータ

の開発では、新センサの追加対応が機器交換なしで可能である専用の低電力小型コンセントレータの

アプリケーション開発へ向けて、要件定義工程及び基本設計工程を完了した。 

研究開発項目③「グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験」 

 スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発では、電力モニタリングシ

ステムのプロトタイプを試作し、約１０００店の実店舗実装を完了した。スマートオフィスのための

グリーンセンサネットワークシステムの開発では、センサ端末、センサネットワークシステムについ

て、環境計測データの収集・分析、省エネ手法の選定、データベースの構築を行い、要求仕様（暫

定）を整理した。スマートファクトリのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発では、精

密部品工場で必要とされるセンサなどについて、その仕様・機能の検討を行った。 

②ロボット技術 

［中期計画］ 

 我が国のロボット技術は世界トップレベルにあるが、近年我が国において少子高齢化や女性の社会進出の進展に伴い、

製造現場での労働者不足、高齢者増加に伴う福祉・介護サービスの拡充、家事等の代替を担うには至っていないのが現

状である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、製造現場や家庭環境等の様々な環境における課題を解決するロボット技
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術の基盤整備及び実用化推進を行う。具体的には、第２期中期目標期間中に、ロボット開発の効率化・低コスト化につ

ながるロボットモジュールを１２種類以上開発する。また、製造現場や家庭環境等での導入を目指した７種類以上の次

世代ロボットのプロトタイプの開発等を行う。 

《１》次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト ［平成２０年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 次世代ロボット開発の共通化・標準化の観点から、我が国に蓄積されたロボット用ソフトウェア技術を再活用可能な

形でモジュール化開発を行い、開発したモジュールをロボットシステムに組み込むことにより有効性の検証を行うこと

を目的に、東京大学大学院情報理工学系研究科教授 佐藤 知正氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実

施する。 

研究開発項目①  

（１）「ロボット知能ソフトウェアプラットフォームの開発」 

 ２２年度に実施したロボット知能ソフトウェアプラットフォーム性能向上の結果をもとに、①

ＲＴコンポーネント開発支援機能、②応用ソフトウェア支援機能及び③ロボットシステム設計支

援機能の開発を行う。 

（２）「ロボット知能ソフトウェア再利用性向上技術の開発」 

 開発された知能モジュールを各研究体が相互に利用可能な環境を構築し、各研究体にモジュー

ルの蓄積・提供サービスを提供するとともに、モジュール利用者による評価を各研究体にフィー

ドバックする。  

 また、知能モジュールの普及活動を推進する。 

 研究開発項目②から⑦の各研究体の知能モジュールについて、統一化された記述方式を用いて

開発仕様等の作成を行う。 

研究開発項目②「作業知能（生産分野）の開発」 

 長時間連続操業を可能とするために開発した、教示支援に関する知能モジュール群及びチョコ停対

応※１に関する知能モジュール群、認識に関する知能モジュール群の統合を完了させる。また、知能

モジュールの性能向上を図りつつ、教示における作業時間が、知能モジュールを利用しない場合に比

較して１／３以下に減少し、かつ、同一作業を繰り返すときのタクトタイムが初期状態に比べて短く

なることおよびチョコ停の事前回避、あるいは多少のタクトタイムの増加を伴いながらも自動復帰が

実現することを達成する。 

※１ チョコ停：本格的な故障ではなく、一時的なトラブルのために設備が停止したり空転したりす

る状態。 

研究開発項目③「作業知能（社会・生活支援分野）の開発」 

 人にサービスを提供するロボットを構築するために必要な、作業計画に関する知能モジュール群及

び作業遂行知能モジュール群の開発において、知能モジュール群の統合を完了する。また、知能モジ

ュールの性能向上を図りつつ、実際の作業環境あるいはそれを模した模擬環境において、６つ以上の

作業対象物に対する３つ以上の作業指示を成功率８０％以上で達成する。 

研究開発項目④「移動知能（社会サービス産業分野）の開発」 

 移動環境認識知能モジュール群及び人環境安全移動知能モジュール群の開発において、知能モジュ

ール群の統合を完了する。また、知能モジュールの高度化を図りつつ、人の往来する実際の公共空間

における移動作業を実行し、８０％以上、商業施設・交通施設・オフィス等、人間・障害物が混在し、

かつ時間的・空間的に変動する環境において、安全かつ適切な速度で移動し、各種サービス（清掃、

案内・誘導、搬送等）を提供可能な知能化モジュールを開発する。 

研究開発項目⑥「移動知能（生活支援分野）の開発」 

 操縦移動知能モジュール群の開発及び自律移動知能モジュール群の開発において、知能モジュール

群の統合を完了する。また、知能モジュールの高度化を図りつつ、人や障害物が混在する状況におい

て、人を乗せて安全に移動する機能を実現する汎用的な移動知能モジュールを開発する。 

研究開発項目⑦「コミュニケーション知能（社会サービス産業分野及び生活支援分野）の開発」 

 環境・状況・対象認識知能モジュール群の開発や対話支援知能モジュール群の開発等において知能

モジュール群の統合を完了する。また、知能モジュールの高度化を図りつつ、周囲環境が変化しても

所期の仕事を確実に遂行できる汎用的なコミュニケーション知能モジュールを開発する。 

［２３年度業務実績］ 

 次世代ロボット開発の共通化・標準化の観点から、我が国に蓄積されたロボット用ソフトウェア技術を再活用可能な

形でモジュール化開発を行い、開発したモジュールをロボットシステムに組み込むことにより有効性の検証を行うこと

を目的に、東京大学大学院情報理工学系研究科教授 佐藤 知正氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実

施した。 

研究開発項目① 

（１）「ロボット知能ソフトウェアプラットフォームの開発」 

 ロボット知能ソフトウェアプラットフォームとして、ＲＴコンポーネントのデバッガやリポジ

トリ（※１）を作成し、知能化ＰＪ参加者が利用し、効率的な開発を実施できる環境を構築した。

成果については、研究開発項目①（２）により公開を行うとともに、「ＲＯＢＯＳＳＡ」として
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公開を行った。 

（２）「ロボット知能ソフトウェア再利用性向上技術の開発」 

 これまでに開発された知能モジュールを再利用しやすくするために、開発仕様等記述方式の統

一化を実施し、知能モジュールの機能仕様書及び試験仕様書に基づいた品質試験により動作検証

を実施した。具体的な確認のため、統合したモジュールによる総合動作試験を行い、再利用が可

能であることの検証を実施した。また、一元的な蓄積・管理及び提供を行うための体制を整備し、

オープンソースとして公開可能な RT コンポーネントを仕様書と共に一般向けに公開し、成果を

自由に利用可能とした。 

研究開発項目②「作業知能（生産分野）の開発」 

 知能モジュール群の統合により、メーカの異なる作業ロボットで統合したモジュール群による統合

検証を行い、同一のモジュールで動作可能であることを確認した。また、実生産ラインでの検証にも

着手し、基本計画の最終目標達成に向けた実機検証を実施した。 

研究開発項目③「作業知能（社会・生活支援分野）の開発」 

 周辺環境が変化しても仕事が可能なロバスト性（※２）に優れ、かつ汎用性のあるモジュール型知

能技術の開発を行い、有効性の検証を行った。また、開発したモジュールを提供する準備を終えた。 

※１：リポジトリ データや情報、プログラムなどを体系立てて保管するシステムまたはアプリケー

ション 

※２：ロバスト性 外乱や設計誤差などの不確定な変動に対して，システム特性が現状を維持できる

こと。 

研究開発項目④「移動知能（社会サービス産業分野）の開発」 

 移動環境認識知能モジュール群及び人環境安全移動知能モジュール群を統合し、知能モジュールの

高度化を図りつつ有効性検証を実施し、最終目標を達成した。移動知能モジュール群については、他

の開発項目実施者へ提供し、接続性の検証を終了した。 

研究開発項目⑥「移動知能（生活支援分野）の開発」 

 人が搭乗した車椅子ロボットによる自律移動、障害物回避、移動中の搭乗者による操作の各項目に

ついて検証するため、これまでに開発した知能化移動モジュールを統合し、実機による走行検証を実

施した。 

研究開発項目⑦「コミュニケーション知能（社会サービス産業分野及び生活支援分野）の開発」 

 巡回・見守り、商品説明、受付・情報提供の３つのタスク向けに開発した知能化モジュールを統合

し、高機能道案内タスクとして実機による検証を実施した。 

《２》生活支援ロボット実用化プロジェクト ［平成２１年度～平成２５年度、中間評

価：平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 生活支援ロボットとして産業化が期待されるロボットを対象に関係者が密接に連携しながら安全に係る試験を行い、

安全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性検証手法の研究開発を実施することを目的に、引き続き独立

行政法人産業技術研究所 知能システム研究部門 研究部門長 比留川 博久氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施する。 

研究開発項目①「生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発」 

 ロボット毎にリスクの定量的な標準評価手法を示すとともにリスク低減手段を整理する。４タイプ

のロボットを対象とした環境モデルを構築する。また、移動作業型、人間装着型、搭乗型等の４タイ

プのロボットの各々について、リスクアセスメントを終了し、必要な評価試験項目を選定し、安全性

検証手法を策定する。 

研究開発項目②「安全技術を導入した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの開発」 

 安全技術を搭載した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットについて、研究開発項目①で策定

済みの安全性検証手法を用いて安全性試験を完了し、各種性能評価を行うとともに実証試験に向けて

改善仕様を策定する。必要に応じて基本技術の改良を行う。 

研究開発項目③「安全技術を導入した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの開発」 

 安全技術を搭載した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットについて、研究開発項目①で策定

済みの安全性検証手法を用いて安全性試験を完了し、各種性能評価を行うとともに実証試験に向けて

改善仕様を策定する。必要に応じて基本技術の改良を行う。 

研究開発項目④「安全技術を導入した人間装着（密着）型生活支援ロボットの開発」 

 安全技術を搭載した人間装着（密着）型生活支援ロボットについて、研究開発項目①で策定済みの

安全性検証手法を用いて安全性試験を完了し、各種性能評価を行うとともに実証試験に向けて改善仕

様を策定する。必要に応じて基本技術の改良を行う。 

研究開発項目⑤「安全技術を導入した搭乗型生活支援ロボットの開発」 

 安全技術を搭載した搭乗型生活支援ロボットについて、研究開発項目①で策定済みの安全性検証手

法を用いて安全性試験を完了し、各種性能評価を行うとともに実証試験に向けて改善仕様を策定する。

必要に応じて基本技術の改良を行う。 

［２３年度業務実績］ 
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 生活支援ロボットとして産業化が期待されるロボットを対象に関係者が密接に連携しながら安全に係る試験を行い、

安全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性検証手法の研究開発を実施することを目的に、引き続き独立

行政法人産業技術研究所 知能システム研究部門 研究部門長 比留川 博久氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施した。 

研究開発項目①「生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発」 

 ロボット毎にリスクの定量的な標準評価手法を示すとともにリスク低減手段を整理した。また環境

モデルの構築とリスクアセスメントを終了し、必要な評価試験項目を選定し、安全性検証手法を策定

した。認証モジュールの策定及び各ロボットの特性に適した適合性評価方法を策定した。また、安全

評価データシステムの構築、改良を行った。 

研究開発項目②「安全技術を導入した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの開発」 

研究開発項目③「安全技術を導入した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの開発」 

研究開発項目④「安全技術を導入した人間装着（密着）型生活支援ロボットの開発」 

研究開発項目⑤「安全技術を導入した搭乗型生活支援ロボットの開発」 

（平成２１年度からの委託先実施内容） 

 リスクアセスメント手法の確立にむけて抽出した必要技術を開発しこれを搭載したロボットを試作開発した。研究開

発項目①で策定済みの安全性検証手法を用いて試験を実施ししリスクアセスメント手法の開発にフィードバックした。 

（平成２３年度からの委託先実施内容） 

 研究開発項目①で策定したリスクアセスメントに基づいて、リスク低減に必要な安全技術の具体的な内容を検討し、

一部の安全技術について設計・製作した。 
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＜７＞各分野の境界分野・融合分野及び知的基盤研究分野 

［中期計画］ 

 「第３期科学技術基本計画」においては、異分野間の知的な触発や融合を促す環境を整えることや、新興領域・融合

領域へ機動的に対応しイノベーションに適切につなげていくことの重要性が提唱されており、従来の技術区分にとらわ

れない更なる境界分野・融合分野における取組を進めることが必要である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、急速な知識の蓄積や新知見の獲得によって、異分野技術の融合や新たな

技術領域が現れることを踏まえ、従来の取組を更に強化し、生涯健康や安全・安心等を中心とした社会ニーズや社会的

貢献の実現を視野に入れつつ、上記のライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料及びエネルギー等

の境界分野及び分野を跨ぐ技術の融合領域における研究開発を推進する。 

 また、社会ニーズを把握・意識しつつ、安全・安心な社会構築に配慮した知的基盤整備のための研究開発を推進する。 

《１》基盤技術研究促進事業 ［平成１３年度～］ 

［２３年度計画］ 

 産業投資特別会計から出資を受けて飛躍的な技術的進歩の達成や新規市場の創造等をもたらす知的資産が形成される

ような鉱工業基盤技術に関する試験研究テーマを委託により行う基盤技術研究促進事業について、継続事業１件を実施

する。 

［２３年度業務実績］ 

 産業投出資特別会計から出資を受けて飛躍的な技術的進歩の達成や新規市場の創造等をもたらす知的資産が形成され

るような鉱工業基盤技術に関する試験研究テーマを委託により行う基盤技術研究促進事業について、継続事業１件を実

施した。 

《２》イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端

部材実用化研究開発） ［平成１９年度～］ 

［２３年度計画］ 

 次世代戦略技術実用化開発助成事業については、民間企業独自の研究開発リソースが十分でないよりリスクの高い中

期の実用化開発を支援する。具体的には、次世代に向けた技術のブレークスルーを目指す民間企業から広くテーマを公

募し、研究開発終了後５年以内で実用化の可能性の高い優れた提案に対し、助成金を交付する。平成２３年度において

は、新たに研究を開始するテーマの採択を実施するとともに、継続分３８テーマを実施する。また、平成２２年度採択

のテーマについて延長評価を実施し、延長による開発成果の向上に著しい効果が見込まれる等必要なものについては、

１年間の事業延長を認め、事業を実施する。前年度までに終了した５６テーマについては、技術的成果、実用化見通し

等を評価する事後評価を実施する。なお、事後評価の結果に関しては、第２期中期計画期間中を通して６割以上が「順

調」との評価を得ることを目指す。 

 ナノテク・先端部材実用化研究開発については、革新的ナノテクノロジーと新産業創造戦略の重点分野をつなぐ、川

上と川下の垂直連携、異業種・異分野の連携で行う研究開発を実施することにより、キーデバイスを実現し新産業を創

出することを目的とする。また、様々な異業種・異分野に跨るテクノロジーとデバイス化技術との融合を強化する。具

体的には、次の研究開発を実施する。ステージⅠの「革新的ナノテクノロジーによる高度材料・部材の先導的研究開

発」においては、革新的ナノテクノロジーの活用により、５分野（情報家電、燃料電池、ロボット、健康・福祉・機

器・サービス、環境・エネルギー・機器・サービス）におけるキーデバイスのためのシーズを確立する。ステージⅡの

「革新部材実用化研究開発」においては、実用化に向けた試験・評価・製品試作等の研究開発を支援することで、５分

野のキーデバイスへの実用化を促進する。継続分３２テーマを実施する。なお、各テーマにおいてはステージ終了時ま

でに、ステージⅠにおいては最終目標とする特性の目途がつくサンプルを、ステージⅡにおいては最終目標の特性を有

するサンプルを、評価のために企業、大学等の外部機関に対してラボレベルで提供できる状態まで技術を確立する。 

［２３年度業務実績］ 

 次世代戦略技術実用化開発助成事業については、平成２３年度において、新規１３件を採択するとともに、継続分３

８件の事業を着実に実施した。また、平成２２年度採択者のうち延長申請者１６件に対し延長評価を実施し３件を採択

した。また、機構外部の専門家・有識者を活用し、終了事業者に対して、技術的成果、実用化見通し等を評価項目とし

た事後評価を実施した結果、９１％が「順調」との評価を得た。 

 ナノテク・先端部材実用化研究開発については、継続分３１テーマ（ステージⅠ２３テーマ、ステージⅡ８テーマ）

を着実に実施した。２２年度末および２３年度上期終了の計１４テーマについては、外部有識者を登用した事後評価に

より、事業実施期間中の成果のほか今後の実用化・事業化に向けたアドバイスを行った。また、平成２２年度下期から

の方針に従い、２３年度においてもステージゲートは実施しないこととした。さらに、２２年度に採択した６テーマに

ついて、テーマの継続を審議する中間評価を実施した結果、全テーマに対して研究継続が承認された他、研究開発内容

の選択と集中を行い、研究開発の効率化を促進した。 

 技術成果として、「スライドリング・マテリアルを用いた先端高分子部材の開発研究」では、低電圧駆動の誘電アク

チュエーターを組み込んだ義手の開発に成功し、「革新的な高性能有機トランジスタを用いた薄型ディスプレイ用マト

リックスの開発」では、世界最高の電子移動度を持つ有機半導体を用いて、印刷可能な有機トランジスタを開発し、日

経新聞２０１１年度第２回技術トレンドで第１位を獲得するなど、結果も現れている。 
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 さらに、技術成果を発表するイベントへ積極的に紹介し、実用化・事業化に向けてサポートを行った。 

 平成２３年度事後評価対象テーマ「超高性能ポリマー・エレクトレットを用いた振動型発電システムの開発」では、

ポリマー・エレクトレットという独自の材料を用いた静電誘導による振動発電デバイスの開発において当初目標の１０

倍の発電量を得るなど、実用化の見通しを立て、旭硝子とオムロンによる製品化研究へと引き継がれた。「金属ナノ粒

子マイクロバンプのインクジェット形成と高輝度ＬＥＤの高放熱実装」では、インクジェットによるＬＥＤ用給電及び

放熱用の金属バンプ形成技術が確立され、従来の４倍の高輝度化の目処がたった。引き続き、関係企業により早期の商

品化、市場獲得を目指した開発が進められている。 

《３》環境・医療分野の国際研究開発・実証プロジェクト ［平成２３年度～平成２７

年度］ 

［２３年度計画］ 

１）省水型・環境調和型水循環プロジェクト（水資源管理技術研究開発） 

研究開発項目① 水資源管理技術の国内外への展開に向けた実証研究 

 水資源管理技術の取得及び省水型・省エネ型の水循環システムの構築を目的とした水循環システム

の実証研究に関して、実施サイトの選定や関係機関との調整・協議、実施内容の検討、装置製作、試

運転、連続運転等を実施する。 

研究開発項目②水資源管理技術の国内外への展開に向けた調査検討 

 水資源管理技術を国内外に展開する際に必要となる、水事業の運営管理技術・国内外の水資源等の

動向・事業展開戦略に関する調査、戦略的な成果普及活動等を平成２２年度の成果を踏まえて実施す

る。 

２）アジアにおける先進的資源循環システム 

研究開発項目①「先進的自動車リサイクルシステム」 

 今後数年以内に自動車リサイクル法が施行される見通しである中国を始め、アセアン各国等のアジ

アにおいて、有価物の回収・再利用、廃棄物の適正処理化を目指す高効率かつ経済的な自動車リサイ

クルシステムを確立するため、我が国の先進的な自動車リサイクル技術に係る国際研究開発・実証を

実施する。 

研究開発項目②「高効率な下水汚泥の減容化・再資源化」 

 中国の下水処理場で発生する下水汚泥は、日本の下水汚泥に比べて無機物の含有量が多く、熱量が

低いため、現地の汚泥を対象に、汚泥性状に適した処理技術の開発を行う。また、本技術を中国内や

アジア諸国へ展開する際に、必要となる課題の抽出や運転管理・ノウハウの蓄積を目的として、効率

的下水汚泥処理システムの実証研究を行い、地域の特性や条件に適した減容化・再資源化のためのシ

ステム構築を行う。 

３）先進的医療機器システムの国際研究開発及び実証 

 我が国が有する優秀な要素技術を組み合わせたインフラ／システムとしての医療機器技術の国際研究開発をすすめ

その実証を行うため、以下の研究開発を開始する。 

①海外諸国の実情に即した医療機器及び関連システムの国際研究開発及び実証 

②海外諸国に特有の疾病等に対応する医療機器技術・システムの国際研究開発及び実証 

［２３年度業務実績］ 

１）省水型・環境調和型水循環プロジェクト（水資源管理技術研究開発） 

研究開発項目①水資源管理技術の国内外への展開に向けた実証研究 

 国内外で８件の実証研究を実施。水資源管理技術の取得及び省水型・省エネ型の水循環システムの

構築を目的とした水循環システムの実証研究に関して、実施サイトの選定や関係機関との調整・協議、

実施内容の検討、装置製作、試運転、運転管理等を実施した。 

研究開発項目②水資源管理技術の国内外への展開に向けた調査検討 

 水資源管理技術を国内外に展開する際に必要となる、水事業の運営管理技術・国内外の水資源等の

動向・事業展開戦略に関する調査、戦略的な成果普及活動に関する活動等を平成２３年度の成果を踏

まえて実施した。 

２）アジアにおける先進的資源循環システム 

研究開発項目①「先進的自動車リサイクルシステム」 

 有価物回収・再利用、廃棄物の適正処理化を目指す高効率かつ経済的な自動車リサイクルシステム

を確立するため、現地政府との協議を行い、公募により実施体制を決定し、実証研究を開始した。 

研究開発項目②「高効率下水汚泥の減用化・再資源化」 

①実証プラントの設備設計を行った。 

②下水汚泥の実態把握を目的として、汚泥分析や現地ヒアリングを行った。 

③汚泥乾燥機の立地場所を調査し、設備全体のレイアウトを検討した。 

④熱回収プロセスの設備設計を行った。 

⑤事業モデルに関連する制度的課題の抽出を目的として、現地調査とヒアリングを行った。 

３）先進的医療機器システムの国際研究開発及び実証 

 ①海外諸国の実情に即した医療機器システムの国際研究開発及び実証ならびに②海外諸国に特有の疾病等に対応す

る医療機器システムの国際研究開発及び実証について、下記の研究開発を行った。 
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（１）「革新的通信技術を用いた内視鏡診断支援システムの海外展開」 

 タイにおける医療ニーズ等の調査では、高機能内視鏡のカスタマイズ項目および仕様を確定した。現地の通信イ

ンフラ等の調査・検討では、現地環境に適した通信装置の仕様を検討し、アルゴリズム開発および装置本体の設計

に着手した。また、現地実証に必要な薬事承認等の規制やニーズ等の情報収集を行うとともに、提携先研究機関と

実証体制構築のための協議を行った。 

（２）「再生・細胞医療技術および製造インフラ最適化の研究開発」 

 タイにおける機械・電気・通信などの規制、電力・通信などの設置環境、医師や培養技術者の技術レベル等の運

用環境などに関する調査を行い、Ｒ－ＣＰＸカスタマイズ化の仕様を検討した。会議システムについて各拠点間の

通信及び医療現場で求められる通信の品質の検討を行うとともに、実証体制の構築に向け提携先研究機関と再生医

療に関する技術指導・訓練を開始した。また、臨床試験に必要な倫理審査委員会等の申請に必要な情報を収集した。 
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９．新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ごとの事業 

＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

 燃料電池は、エネルギー効率が高く、ＣＯ２排出抑制に資するなど環境負荷が低いことに加え、エネルギーセキュリ

ティの向上、産業競争力の強化や新規産業の創出等の観点からも重要な技術分野であり、その政策的位置付けはますま

す重要になっている。第３期科学技術基本計画における戦略重点科学技術の一つとして「先端燃料電池システムと安全

な革新的水素貯蔵・輸送技術」が位置付けられ、新国家エネルギー戦略においては運輸エネルギー次世代化として燃料

電池自動車に関する技術開発の推進が必要とされている。また、新経済成長戦略においては世界をリードする新産業群

創出のための戦略分野の一つとして燃料電池が位置付けられ、さらに、経済成長戦略大綱において、新産業創出の分野

として燃料電池及び次世代自動車向け電池が位置付けられるとともに、運輸エネルギーの次世代化のために燃料電池自

動車を含む次世代クリーンエネルギー自動車の技術開発と普及促進の必要性が挙げられている。 

 第２期中期目標期間においては、燃料電池自動車、定置用燃料電池等の早期の実用化・普及に資するため、技術開発、

安全・基準・標準化及び導入支援・実証研究等を一体的に推進する。具体的には、燃料電池自動車、定置用燃料電池等

の早期の実用化・普及に向け、固体高分子形燃料電池及び固体酸化物形等の燃料電池の研究開発並びに燃料電池自動車、

電気自動車、プラグインハイブリッド車等に資する蓄電池システム等関連技術の研究開発を実施し、効率向上、信頼

性・耐久性向上及びコスト低減を図る。第２期中期目標期間中には定置用燃料電池で発電効率３２％（ＨＨＶ、高位発

熱量）、耐久性４万時間、自動車用燃料電池で車輌効率５０％（ＬＨＶ、低位発熱量）、耐久性３，０００時間の見通し

が得られる技術基盤確立等を目標とする。 

 また、水素エネルギーの本格的利用に向け、水素の製造・輸送・貯蔵及び水素インフラストラクチャ等の研究開発を

実施し、効率向上、信頼性・耐久性向上、小型化及びコスト低減等を図る。あわせて、技術開発課題の抽出、安全性・

信頼性等の確認、基準・標準の制定・見直し及び社会的認知・受容の推進等のために必要な普及基盤整備及び実証研

究・試験等を実施する。また、今後の導入普及状況を踏まえ、その時期に応じた適切な業務を国の方針を踏まえつつ実

施する。 

《１》固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 固体高分子形燃料電池（以下、ＰＥＦＣ）の本格商用化に要求される低コスト化・信頼性向上等に資する基盤技術開

発、市場拡大・普及促進等に資する実用化技術開発、革新的な低コスト化・信頼性向上等に資する次世代技術開発、国

際標準化の支援等を総合的に推進し、ＰＥＦＣの普及に必要な要素技術を確立すること等を目的に、以下の研究開発を

実施する。 

研究開発項目①「基盤技術開発」 

 各テーマにプロジェクトリーダーを設置し、以下の研究開発を実施する。 

 昨年度までの成果を踏まえ、引き続き、格段の低コスト化・高信頼性化を可能とするＰＥＦＣの

「電解質膜・電極接合体（ＭＥＡ）」及び「電極触媒」に関する革新的かつ実用的な材料の開発、反

応・劣化等の詳細なメカニズムを解明することで上記の材料開発を支援する解析評価技術の開発及び

セル解析評価の共通技術の開発を実施する。 

研究開発項目②「実用化技術開発」 

 燃料多様化技術、多用途・高付加価値システムの開発を通して、燃料電池の普及促進・市場拡大を

図るため、天然ガス燃料組成変動による燃料電池システムへの影響評価及び耐性向上に係る研究開発、

自立型燃料電池システムに関する研究開発を実施する。 

研究開発項目③「次世代技術開発」 

 新規電解質材料（電解質膜、アイオノマー）、白金代替触媒およびＭＥＡなどの先導的な研究開発

８テーマについて実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 固体高分子形燃料電池（以下、ＰＥＦＣ）の本格商用化に要求される低コスト化・信頼性向上等に資する基盤技術開

発、市場拡大・普及促進等に資する実用化技術開発、革新的な低コスト化・信頼性向上等に資する次世代技術開発、国

際標準化の支援等を総合的に推進し、ＰＥＦＣの普及に必要な要素技術を確立すること等を目的に、以下の研究開発を

実施した。 

研究開発項目①「基盤技術開発」 

（テーマａ）劣化機構解析とナノテクノロジーを融合した高性能セルのための基礎的材料研究 

 劣化機構解析では、セルの可視化技術の開発を進め、セル内の酸素分圧と電流密度分布を同時に可

視化ができる技術を開発した。高活性・高耐久性の触媒開発では、粒径が約２ｎｍの白金コバルト合

金に、安定な白金スキン層を均一に被覆する合成技術を開発した。 

（テーマｂ）定置用燃料電池システムの低コスト化のためのＭＥＡ高性能化 
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 高性能電解質膜の開発では、昨年度検討した性能評価法を適用して開発膜の評価を行い、評価結果

に基づいたポリマー構造の改良を行った。その結果、約３０％の膜抵抗の低減に成功した。 

 高濃度ＣＯ耐性アノード触媒開発では、開発触媒の量産化を検討し、一部の触媒について少量作製

の場合と同等の性能を示すことを確認した。 

（テーマｃ）低白金化技術 

 高活性触媒の開発では、粒径３ｎｍ未満のＡｕコアの合成技術を開発し、このＡｕコアを用いたコ

アシェル触媒で市販のＰｔ触媒に比べて約５倍高い質量活性を得た。 

（テーマｄ）カーボンアロイ触媒 

 カーボンアロイ触媒の開発では、新たに４級窒素を多く含む新規前駆体を用いた触媒の検討を開始

し、触媒単体での活性としては過去最高の性能の触媒が得られ、合成方法の最適化に着手した。 

（テーマｅ）酸化物系非貴金属触媒 

 高活性化触媒の開発では、触媒の表面積増加のため、含窒素有機物を用いた新規合成法や酸素分圧、

温度等の焼成条件変更を行い、昨年比１／１０サイズの微粒子触媒の作製に成功した。 

（テーマｆ）ＭＥＡ材料の構造・反応・物質移動解析 

 電解質材料研究では、高温条件下の電解質材料中の物質移動計測技術として、原子間力顕微鏡を用

いて９０℃までのプロトン伝導性を計測可能とする技術、赤外線吸収スペクトルを用いて１２０℃ま

での水分量を計測可能とする技術を開発した。 

（テーマｇ）セル評価解析の共通基盤技術 

 新規材料に対応したＭＥＡ作製仕様の改良では、昨年度に策定した少量サンプルに対応可能な１ｃ

ｍ角ＭＥＡ作製手法を用い、本事業の次世代技術開発で開発された材料（炭化水素系電解質膜等、６

種類）や、産業界等で開発された材料（コアシェル触媒、カーボンアロイ触媒等、９種類）等の新規

材料について、ＭＥＡ作製とその性能評価を実施し、の課題を明確にした上で、作製仕様の改良を行

った。 

 水素不純物の影響評価では、ＭＥＡの一酸化炭素による被毒回復の効果を確認し、定電流で運転し

たときに比べて、負荷変動させた方が被毒による電圧低下が１／２に低減されることを明らかにした。 

研究開発項目②「実用化技術開発」 

 天然ガス燃料組成変動による燃料電池システムへの影響評価及び耐性向上に係る研究開発では、窒

素を含む国内都市ガスに対応可能な家庭用システムを設計・製作し、実ガスによる性能検証試験を進

め、窒素に起因する性能低下が無いことを確認した。 

 自立型燃料電池システムに関する研究開発では、新規開発したパワーコンディショナーを搭載した

家庭用システムを設計・製作し、実際の家庭用電化製品を用いた検証試験を行って、停電後１時間以

内の自立起動、自立運転時の負荷追従性等を確認した。（本開発は、当初の計画通り、平成２３年度

で終了。） 

研究開発項目③「次世代技術開発」 

 シリカでの被覆を応用したＰＥＦＣ用新規非Ｐｔ系カソード触媒の開発、アニオン伝導無機層状酸

化物型燃料電池の開発極限構造化した炭化水素系高分子電解質の包括的研究開発、微細孔内精密ミク

ロ構造制御と界面高速プロトン伝導現象を用いた広温度・無加湿型ＰＥＦＣの開発、広い温度範囲で

無加湿運転が可能な固体高分子形燃料電池の電解質及び電極設計、自動車用高温対応新規炭化水素系

電解質膜の研究開発、次世代電解質膜の劣化特性評価シミュレータの開発、固体高分子電解質膜の高

感度劣化評価システムの研究開発を実施した。 

《２》固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 固体酸化物形燃料電池の信頼性・耐久性、運用性及び効率の向上とコスト競争力を実現するために必要な要素技術を

確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 横川 晴美氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開

発を実施する。 

研究開発項目①「基礎的・共通的課題のための研究開発」 

 耐久性・信頼性向上のための基礎研究として、熱力学的解析・化学的解析・機械的解析による劣化

機構の解明、対策立案と効果検証、加速試験方法の確立等を実施する。 

研究開発項目②「実用性向上のための技術開発」 

 平成２４年度に発電試験を実施するＳＯＦＣ－ＭＧＴ複合発電システム実証機に搭載予定である改

良型セルスタックのモジュール試験を実施する。また、モジュール試験での成果を反映させてＳＯＦ

Ｃ複合発電システムの詳細設計を行うとともに、制御装置や圧力容器等のシステム機器の製造に着手

する。 

［２３年度業務実績］ 

 固体酸化物形燃料電池の信頼性・耐久性、運用性及び効率の向上とコスト競争力を実現するために必要な要素技術を

確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 横川 晴美氏をプロジェクトリーダーとし、研究開発を実

施した。主な成果は以下の通りである。 

研究開発項目①｢基礎的・共通的課題のための研究開発｣ 

 耐久性・信頼性向上のための基礎研究では、長期耐久試験や実証研究に供された各企業のセルスタ
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ックについて、ＳＩＭＳ（二次イオン質量分析計)やラマン分光等を用いた分析を実施し、電極／電

解質界面近傍での不純物濃度(ＳやＣｒ等)や物質移動過程、微構造変化と劣化との相関を解明した。 

また、集電金属等の一般不純物による被毒劣化挙動の分析を行い、劣化メカニズムを解明した。 

研究開発項目②｢実用性向上のための技術開発｣ 

 平成２４年度から実証試験を開始する予定のＳＯＦＣ－ＭＧＴ（マイクロガスタービン）複合発電

システム実証機に搭載予定である改良型セルスタックのカートリッジ試験を実施し、発電特性、温度

制御等の基本性能に問題がないことを確認し、実証試験機に関する全体配置等の基本計画やシステム

設計を開始した。 

《３》水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 水素供給インフラ市場立ち上げ（２０１５年頃を想定）に向け、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及

びシステムに関する技術を確立することを目的に、国立大学法人九州大学水素エネルギー国際研究センター教授 尾上 

清明氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「システム技術開発」 

 ７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発を実施する。代表

事例として、試験用７０ＭＰａ級ステーションの普及初期を想定した稼働率にて耐久性試験の実施、

蓄圧器、圧縮機等主要設備の健全性を確認する。 

研究開発項目②「要素技術開発」 

 水素製造機器要素技術の開発において、水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発

ではシステムの運転継続で８０００時間の耐久性等を確認する。ＣＯ２膜分離法を用いた水素製造装

置改質システムの開発では、更なる性能向上および加速試験方法を検討して ８０００～１６０００

時間耐久性を有することを確認する。 

 水素ステーション機器要素技術においては、平成２２年度に試作した７０ＭＰａ級水素ステーショ

ン用ディスペンサーについて制御システム及び要素機器のヘリウムガスによる機能試験、健全性の確

認、低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発、等を実施する。 

研究開発項目③「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

 継続的な実施が必要と思われるテーマに関しては、継続審査委員会等の審議を経た上で実施し、国

内外技術開発動向の調査に関しては、ＮＥＤＯ事業に貢献する案件を重点化し、さらに国際標準化活

動における日本のリーダーシップ発揮のサポートという観点も視野に入れ実施する。また、調査結果

のタイムリーな本事業関係者への情報発信を検討、実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 水素供給インフラ市場立ち上げ（２０１５年頃を想定）に向け、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及

びシステムに関する技術を確立することを目的に、国立大学法人九州大学水素エネルギー国際研究センター教授 尾上 

清明氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「システム技術開発」 

 開発した水素ステーション用動的解析モデルにより、３バンク・２バンク差圧充填方式、及び２段

直接充填方式の評価を行い、ステーションシステムの要求仕様を満足する機器仕様や最適なシステム

構成を明確にした。また、これまでの開発技術の検証のため、試験用として設計・建設した７０ＭＰ

ａ級ステーションにおいて、実際に燃料電池自動車（ＦＣＶ）に充填を行い、３分充填が設計通り可

能であることを確認できた。加えて、開発した解析技術を活用して低コスト小型プレクール熱交換機

の設計・製作を行い、試験ステーションに設置した。 

研究開発項目②「要素技術開発」 

１）水素製造機器要素技術 

 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発においては、１３，０００時間の耐久

性を実証した膜モジュールの解体調査によりリーク発生原因を明らかにし、４０Ｎｍ３／ｈ級シス

テムにおいては４，４００時間を越える運転実績を上げた。また、月１回（≧１２回／年）の起動

停止耐久性を実証した。 

２）水素ステーション機器要素技術 

 ７０ＭＰａ級水素ステーション用ディスペンサー開発では、開発した大容量水素コリオリ流量計、

簡素化した制御部、防爆ボックスと、他テーマで開発した新型流調弁、遮断弁を用い、ディスペン

サー試作器を設計・製作した。 

 低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発においては、開発完了した２０

０Ｌ容器の実ステーション導入検証に向けた必要データの取得と、最終目標である３００Ｌ大型容

器を、これまでの内部加熱法開発やトウプリプレグ開発等の成果を活かして試作した。 

研究開発項目③「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

 水素インフラ等に係る基準整備に関する研究開発では、７０ＭＰａ級水素ステーションを構成する

配管、バルブ等各部品に使用可能な金属材料の鋼種拡大のため、ＳＵＳ３１６材等に関する材料評価

試験（１００ＭＰａ超）を実施した。 

 燃料電池自動車等に係る国際標準化および規制見直しのための研究開発では、水素貯蔵システムの
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安全性評価、燃料電池自動車等の安全性評価、水素充填インターフェースの安全性評価、及び関連す

る国際標準化に係る技術検討を進めた。 

《４》水素先端科学基礎研究事業 ［平成１８年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 水素社会到来に向け、水素物性や水素脆化の基本原理の解明、対策検討等、根本的な現象解析を目的に、独立行政法

人産業技術総合研究所水素材料先端科学研究センター長 村上 敬宜氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発

を実施する。 

研究開発項目①「高圧水素物性の基礎研究」 

 １００ＭＰａ、５００℃を測定範囲とする広範囲な高精度ＰＶＴデータの取得、実証事業における

急速充填シミュレーションに資する物性データ（熱伝導率、粘性係数、ＰＶＴ特性等）の取得等を実

施する。 

研究開発項目②「高圧化状態における金属材料等の水素脆化の基本原理の解明及び長期使用および加工（成形・溶

接・表面修飾）、温度などの影響による材料強度特性研究」 

 水素関連機器の材料選定基準の性能要件化に資するデータの取得、材料劣化の非破壊検査法開発等

を実施する。 

研究開発項目③「高圧化状態における高分子材料等の長期使用および加工（成形・溶接・表面修飾）、温度などの影

響による材料強度特性研究」 

 高圧水素に対する耐性に優れたゴム材料の設計指針策定を目指し、種々のゴム材料分析を進める。 

研究開発項目④「高圧水素トライボロジーの研究」 

 ７０ＭＰａステーション実証事業終了品摺動部の材料調査及び水素の関与する摩耗、摩擦現象に係

る課題の抽出、水素用材料のトライボロジー特性データベースの構築等を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 水素社会到来に向け、水素物性や水素脆化の基本原理の解明、対策検討等、根本的な現象解析を目的に、独立行政法

人産業技術総合研究所水素材料先端科学研究センター長 村上 敬宜氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発

を実施した。 

研究開発項目①「高圧水素物性の基礎研究」 

        条件を拡大した領域について水素ガスのＰＶＴ性質（９９ＭＰａ、５００℃まで） 、粘性係数

（９９ＭＰａ、２２－２２３℃）、熱伝導率（９９ＭＰａ、５００℃まで）、露点（水分２０～６０ｐ

ｐｍ、１０ＭＰａまで）のデータを実測した。状態方程式の高精度化及び水素漏洩シミュレーション

のために水素中の音速（１００ｋＰａ～１ＭＰａ、６０～１００℃）を球形共鳴器により測定した。

また、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発事業」との連携し、圧縮機などの機器設計や水素

ステーション性能シミュレーションに資する水素物性データを、石油エネルギー技術センター（ＪＰ

ＥＣ）等に提供した。 

研究開発項目②「高圧化状態における金属材料等に係る水素脆化の基本原理解明及び長期使用、加工、温度などの影響 

による材料強度特性研究」 

    引張強度１０００ＭＰａ以上の鉄鋼材料では、水素により助長された変形双晶で粒界き裂が形成さ

れ、疲労き裂進展速度が加速することを見出した。 

 「地域水素供給インフラ技術・社会実証」と連携し、水素ステーションの改造等において使用する

低コスト構造材の安全性検証評価および有明水素ステーションにて実証試験が終了した高圧水素・液

体水素関連機器の調査を実施した。 

 疲労き裂進展特性や破壊靱性に及ぼす水素の影響を調査するためのシミュレーション研究において、

き裂からの水素侵入及び金属内部での水素拡散現象に対する境界条件を、従来の境界条件（内部水

素）から流束指定境界条件（外部水素）に変更することにより、亀裂周りの水素濃度に関する計算値

が従来に比べ実測値とより整合することが明らかになった。 

研究開発項目③「高圧化状態における長期使用及び加工（成形・溶接・表面修飾）、温度などの影響による材料強度 

特性研究（高分子材料）」 

 モデル配合ゴム試験片により水素透過率、水素溶解量等や各種物理特性への水素影響について、ゴ

ム材料配合設計に資するデータベース構築を推進した。 

       つぶし率、溝充填率を変数として破壊発生状況を評価し、水素用Ｏリング溝設計基準策定を推進。高

圧水素中における使用時を想定し、上記変数の許容範囲をマップ化した。その結果、通常推奨範囲に

比べて許容範囲が限定される傾向が見られた。 

    １００サイクルの水素圧力加減圧評価結果の外挿によりシール材が５５００回の耐久性を示す上限

圧 力を推定した。５５００回レベルのＯリング加減圧試験方法を確立した。 

研究開発項目④「高圧水素トライボロジーの研究」 

       産業界と連携し、軸受、バルブ、動的シール、ピストンリング等の候補材料等に関する常圧中及び 

４０ＭＰａまでの高圧水素中における摩擦摩耗特性データを活用し、圧縮機およびバルブのしゅう動部

品の開発に貢献した。 

          動的シール用樹脂材料の水素中における摩耗が相手面金属に依存し、金属表面上のフッ化金属形成量、  

水酸化物形成量が多いほど良好な転移膜が形成され摩耗が少ないことを明らかにした。 
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 ガス中の水分と酸素の量をｐｐｂオーダまで制御する技術をさらに発展させ、水素中の微量の水、酸素の挙動を検

討した。 

 鋼の転がり疲れ寿命と水素侵入量、表面酸化膜形成状態の関係を見出した。トライボアトラス（データベース）の

試作版についてユーザー利便性の改良を実施した。 

《５》水素貯蔵材料先端基盤研究事業 ［平成１９年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 水素貯蔵材料の基本原理の解明、計算科学等材料研究への応用技術の基礎を確立することを目的に、独立行政法人産

業技術総合研究所エネルギー技術研究部門 秋葉 悦男氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「金属系水素貯蔵材料の基礎研究」 

 前年度までの解析結果をもとに、主に結晶格子の膨張挙動、水素の占有分布などの重要な構造因子

と水素吸蔵・放出特性との間の相関を詳細に検討することにより、高性能貯蔵材料の開発指針を導出

する。 

研究開発項目②「非金属系水素貯蔵材料の基礎研究」 

 ナノ複合材料、単結晶、薄膜試料の解析結果を有機的に結合して反応機構解明を進め、反応速度と

構造安定制御するための指針を得る。 

研究開発項目③「水素と材料の相互作用の実験的解明」 

 主に水素吸放出過程に伴う局所及び平均構造変化のその場観察実験および放射光と中性子を相補利

用した高密度構造研究を実施し、物性基礎研究の立場から水素化物特性に関わる知見を提示し、高性

能水素貯蔵材料開発に向けた指針を提案する。 

研究開発項目④「計算科学による水素貯蔵材料の基盤研究」 

 水素貯蔵特性向上のための条件や構造的特徴、貯蔵特性予測、新規貯蔵材料提案など、水素貯蔵材

料開発における計算科学的および実験的立場からの材料指針を提示する。 

研究開発項目⑤「中性子実験装置による水素貯蔵材料に関する共通基盤研究」 

 その場測定実験の本格的実施、水素位置の精密補正ソフトウエアの検証、構造モデリングの検証に

よって、水素貯蔵材料構造解析のための基盤技術としての中性子散乱法を確立する。 

［２３年度業務実績］ 

 水素貯蔵材料の基本原理の解明、計算科学等材料研究への応用技術の基礎を確立することを目的に、独立行政法人産

業技術総合研究所エネルギー技術研究部門 秋葉 悦男氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「金属系水素貯蔵材料の基礎研究」 

 前年度までに得られた解析結果をもとに、主に結晶格子の膨張挙動、水素の占有分布、格子欠陥の

種類密度などの重要な構造因子と水素吸蔵・放出特性との間の相関を詳細に検討することにより、高

性能貯蔵材料の開発指針を作成した。ロスアラモス研究所とは、X 線と中性子を相補的に活用した構

造解析、乱れた構造のモデリングなどの手法を検討することにより、構造解析の高精度化を図った。

九州大学では透過型電子顕微鏡を用いて微細構造や欠陥生成が水素貯蔵特性へ及ぼす効果を明らかに

し、効果発現のメカニズムを解明した。 

 また、以上の検討事項から、当項目の最終目標である金属系水素貯蔵材料の開発指針を提示した。 

研究開発項目②「非金属系水素貯蔵材料の基礎研究」 

 ナノ複合材料、単結晶、薄膜試料の解析結果を有機的に結合して反応機構解明を進め、反応速度と

構造安定制御するための指針を得た。なお、放射光、中性子散乱を用いた解析では材料物性グループ、

中性子グループと連携し、計算科学グループから第一原理計算による解析支援を受けた。以上の検討

事項から、当項目の最終目標である非金属系水素貯蔵材料の開発指針を提示した。 

研究開発項目③「水素と材料の相互作用の実験的解明」 

 水素と金属との相互作用によってもたらされる構造および物性変化を多角的に考察・検証するため、

物質中の水素位置やその移動・変位によって変わる水素と材料の相互作用がもたらす構造、電子状態

および磁気状態の変化など、物性基礎研究の立場から水素化物特性に関わる知見を得て、高性能水素

貯蔵材料開発に向けた指針を提案した。また放射光などを利用した水素化物・水素貯蔵材料の研究・

評価技術開発を推進し、今後の水素貯蔵材料開発での活用を提案した。 

研究開発項目④「計算科学による水素貯蔵材料の基盤研究」 

 水素貯蔵特性向上のための条件や構造的特徴、貯蔵特性予測、新規貯蔵材料提案など、水素貯蔵材

料開発における計算科学的および実験的立場からの材料指針を提示した。 

研究開発項目⑤「中性子実験装置による水素貯蔵材料に関する共通基盤研究」 

 平成２２年度までに開発した中性子全散乱装置について、水素位置の精密補正ソフトウエアの検証、

構造モデリングの検証によって、水素貯蔵材料構造解析のための基盤技術としての中性子散乱法を確

立た。 

《６》地域水素供給インフラ技術・社会実証 ［平成２３年度～平成２７年度］ 

［２３年度計画］ 

 ２０１５年のＦＣＶの一般ユーザー普及開始に向けて、実使用に近い条件でＦＣＶ・水素供給インフラに関する技術
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実証を行うと共に、ユーザー利便性、事業成立性、社会受容性等を検証し、普及開始に向けての課題を解決することを

目的に、技術・社会実証及び地域導入可能性調査等に着手する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「技術・社会実証研究」 

 １２箇所の水素ステーションと約５０台のＦＣＶを用いて、ＦＣＶ・水素供給インフラの耐久性、

利便性、実用性等に関する実証データを取得した。また、次年度以降に予定している水素ステーショ

ンの新設・改造に関し、要求仕様の明確化、設備構成の検討、構成機器の設計、据付工事を含めた日

程計画、必要とされる許認可に係る申請等を行った。 

（１）７０ＭＰａ水素充填技術の実証 

 次年度に実施する通信充填による高精度充填の実証に用いる赤外線式通信設備（発信器、受信

器）について防爆検定取得のための申請を行った。また、次年度導入の－４０℃プレクーラー熱

交換器について、水素充填中のＦＣＶ水素タンクの内部温度を計算可能なシミュレータを用いて

設計検討を行い、熱流束、伝熱面積、肉厚等の仕様を定めた。 

（２）低コスト化ステーション技術の実証 

 差圧充填方式の水素ステーションにおいて、例えば２台のディスペンサを用いて４台のＦＣＶ

に同時・連続充填する場合等、高負荷時の水素充填に必要とされる蓄圧器の容量等を試算し、次

年度、旭ステーションに導入する蓄圧器の仕様に反映した。また、次年度に千住ステーションに

導入する直接充填方式圧縮機の仕様検討を行った（「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開

発」との事業間連携）。さらに、有明ステーションにおいて液体水素の圧縮機直接充填方式を採

用する場合の技術課題を抽出した。 

（３）高頻度運転、高稼働運転 

 シャトルバス、ハイヤー事業者等、第三者による高稼働フリート運転実証を進め、各水素ステ

ーション設備・機器の耐久性に関する実証データを蓄積した。また、フリート運転実証で運転し

たＦＣＶの燃料電池スタックの耐久性に関する実証データを蓄積した。 

（４）トータルシステム技術 

 次年度開始の水素製造プラントからオフサイトステーションへの大規模水素出荷に係る技術実

証について実証項目、目標値、実証内容等の計画を策定した。また、ＦＣＶ受入台数１００台／

日規模の商用ステーションの建設・運用に係る課題抽出を行い、実証計画の骨子を作成した。 

（５）その他 

 都内ステーションと山梨ステーション、日光ステーション間の広域実証走行を行い、ＦＣＶの

走行可能範囲拡大に伴う実用性、利便性向上に関するデータ取得を実施した（「研究開発項目②

地域実証研究」との連携）。また、各ステーションにおいて水素をサンプリングし、ガス性状分

析および含有微粒子分析等を行い、水素燃料仕様の国際標準化に資するデータとしてＩＳＯ／Ｔ

Ｃ１９７／ＷＧ１２の国内委員会等へ提供した（｢水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発｣と

の連携）。 

研究開発項目②「地域実証研究」 

（１）福岡県・佐賀県における実証研究 

 福岡県・佐賀県のＦＣＶ公用車が北九州・九州大学・鳥栖の３ステーションを相互に利用する

実証を進めた。また、ＦＣバス、ＦＣ二輪車、ＦＣフォークリフトなど多様なタイプの車両に関

する水素充填データを蓄積した。 

（２）山梨県における実証研究 

 移動式水素ステーションを甲府市内に設置し、山梨県のＦＣＶ公用車を運用した実証を進めた。 

研究開発項目③「地域導入可能性調査」 

（１）茨城県における導入可能性調査 

 既存のコンビナート等の水素供給能力や水素関係の研究施設等を活用し、また観光産業を活性

化する視点から水素供給インフラの整備について検討した。県内の水素製造規模、水素供給イン

フラの設置地点の候補を明確化し、水素ステーションの経済性を評価した。 

（２）山口県における導入可能性調査 

 ＦＣＶの普及台数の試算、公共交通機関へのＦＣバスの採用等を検討し、水素需要を想定した。

また、水素ステーションの設置候補箇所を優先順位をつけて選定し、水素の供給・輸送を含めた

水素ステーションの経済性を評価した。加えて、地方都市での水素ステーションの稼働率向上の

ために、水素ステーションが地域に熱・電気を供給するモデルを作成し、経済性を評価した。 

研究開発項目④「国際連携調査等」 

 ドイツ及びフランスの低コスト水素ステーションに関する調査を実施し、当該技術を日本に導入し

た場合の効果・課題の検討を行った。その結果、欧州における水素ステーションは急速充填をはじめ

とする実用性・利便性の高い水素ステーション技術が既に実証段階にあり、性能及び低コスト化の点

で国内への導入を検討する意義が大きいことが明らかになった。ただし、現時点では、構成材料の認

証や防爆認証等の法規適合における課題があり、許認可取得のためには安全性を検証するための材料

データ、評価データ等を取得する必要があることも明らかになり、課題解決に向けた技術検討及び法

規適合計画を策定した。 
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《７》次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 ［平成１９年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池自動車等の早期実用化に資するため、高性能かつ低コストの蓄電池及びその

周辺機器の実現に向けて、以下の研究開発を実施する。なお、本事業は各企業による競争的開発又は大学等による技術

シーズ育成を目指したものであることから、統一的なプロジェクトリーダーは置かず、研究開発項目ごとに設置する技

術委員会の意見を基にマネジメントを実施する。 

研究開発項目①「要素技術開発」 

 高性能リチウムイオン電池の開発、正極、負極材料及び電解質材料並びに蓄電池の周辺機器等の開

発を行うことにより、０．３ｋＷｈ級モジュールにおいてエネルギー密度：１００Ｗｈ／ｋｇ、重量

出力密度：２０００Ｗ／ｋｇ、寿命：１０年以上を達成する。また、小型単電池を作製し、重量エネ

ルギー密度：２００Ｗｈ／ｋｇ以上、重量出力密度：２５００Ｗ／ｋｇ以上を達成する。但し、エネ

ルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか一方を満足し、他方については見通しを示す。 

研究開発項目②「次世代技術開発」 

 空気電池、硫黄電池などに代表される次世代の革新的な蓄電池の構成とそのための構成材料及び電

池反応制御技術等を開発することで、最終目標として２０３０年頃において、パック電池レベルで重

量エネルギー密度７００Ｗｈ／ｋｇ以上という革新的な性能を実現することを目指し、本事業の終了

時点で、重量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる電池構成材料及び電池反応制御技術を開発

する。 

研究開発項目③「基盤技術開発」 

 リチウムイオン電池の基本性能評価試験方法の選定、寿命評価方法の開発、劣化要因の解明、安全

性評価試験方法の検討を行うことで、最終目標として加速寿命診断法の確立、高ＳＯＣ保存時、高温

保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその抑制手法の提案等を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は開発の最終年度として、全体で計５回の技術委員会を実施し、専門家による助言、指導を基に確実な

成果出しを図った。また、要素技術開発と基盤技術開発との間の情報交換会を新規に設け一層の情報共有による開発促

進を進めた。その結果、以下のとおり各開発項目において初期の目標を達成する事が出来た。なお、５カ年の開発期間

における特許出願総数３０４件、電池・充電関連の国際標準化活動として新規規格提案 7 件、内３件は発行済み、残る

４件も次年度に発行見込みという成果を得た。 

研究開発項目①「要素技術開発」 

 モジュール電池開発では、高耐久で高出力が可能な正極材料を採用し０．３ｋＷｈ級電池モジュー

ルを開発した。電池性能として、エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、重量出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、

１０年以上の寿命といった各目標値を達成した。また、電池材料開発では、開発材料で小型単電池を

作製し、重量エネルギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ以上、重量出力密度２５００Ｗ／ｋｇ以上の少なくと

もどちらか一方を満足し、他方については見通しを示した。 

研究開発項目②「次世代技術開発」 

 電池の大幅な高容量化を可能にする電池構成材料として、シリコン系やリチウム金属系の負極材料、

空気系や硫黄系の正極材料、高電圧動作に耐える電解質等を開発し、目標である重量エネルギー密度

５００Ｗｈ／ｋｇの見通しを得た。 

研究開発項目③「基盤技術開発」 

 リチウムイオン電池の性能評価方法、寿命評価方法、安全性評価方法を共通基盤技術として開発し、

要素技術開発における開発電池の達成度評価に適用し有効性を確認した。また並行して、開発した評

価方法、安全性試験方法等をＩＥＣ（国際電気標準会議）等の電池性能試験方法等の規格に新規提案

し、規格として発行した（例えばＩＥＣ６２６６０－１，２等）。また、加速寿命診断法、劣化要因

の解明／抑制手法を開発し提案した。 

《８》革新型蓄電池先端科学研究事業 ［平成２１年度～平成２７年度、中間評価：平

成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 電池の基礎的な反応メカニズムを解明することにより、本格的電気自動車用の蓄電池（革新型蓄電池）の実現等に向

けた基礎技術を確立することを目的として、京都大学特任教授 小久見 善八氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施する。 

 なお、平成２３年度初頭に中間評価を実施し、その結果を適切に反映させることとする。 

研究開発項目①「高度解析技術開発」 

 空間分解能１μｍ以下で合材電極の「その場計測」を行う技術、活物質の動的挙動を明らかにする

ために２０ｍｓの時間分解能でのＸ線吸収測定及び深さ分解能３ｎｍ以下での電極・電解質界面測定

等を行う。 

研究開発項目②「電池反応解析」 

 Ｃｏ系、Ｍｎ系正極材料及び黒鉛負極の界面を解析することにより電池性能劣化因子を考察する。
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１００ｎｍ以下の深さ方向分解能で電極表面被膜をＦＴ－ＩＲ（フーリエ変換型赤外分光）で測定す

る。 

研究開発項目③「材料革新」 

 電極特性に対する被覆効果、高電位正極材料の電極反応機構及び材料バルクの劣化機構等を解明す

る。以上の知見をもとに、それぞれの材料系において劣化抑制に関する指針を提案し、劣化進行率を

従来例との比較で１／２以下に低減させる。 

研究開発項目④「革新電池」 

 亜鉛－空気電池については、完備電池を形成し、亜鉛極の挙動を調べるとともに、充放電効率９

０％を達成し、５００Ｗｈ／ｋｇの電池特性に見通しをつける。ナノ界面電池については、反応条件

と反応性を幅広く調べる。また、研究開発項目①と共同して、反応の詳細の解明を目指す。 

［２３年度業務実績］ 

 京都大学特任教授 小久見 善八氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目① 「高度解析技術開発」 

 量子ビーム技術などを用いて、高い空間分解能と時間分解能、元素識別性を備えた世界最先端の蓄

電池反応解析技術の研究開発を行った。これにより、蓄電池の作動下の反応は、従来の静的な概念で

は説明出来ないダイナミックなものであることを明らかにした。 

研究開発項目② 「電池反応解析」 

 正極の反応と劣化機構解明において、in situ SPM、ラマン、単粒子等様々な測定技術を構築した。

また、正極活物質の劣化抑制に対する設計指針を得た。今年度は主に黒鉛負極を用いて測定技術を開

発するとともに、被膜の生成過程や電解液中の添加剤が被膜生成に与える影響を解析した。 

研究開発項目③ 「材料革新」 

 リチウムイオン電池のエネルギー密度向上を目的とし、高電位正極及び高容量負極の材料革新に資

する指針の提案に向けて取り組んだ。 

 高電位正極については、特性最大となる組成・合成法を見出すと共に、解明された材料劣化機構か

ら組成・合成法に関する指針を提出した。高容量負極については可逆容量とサイクル容量保持率が飛

躍的に向上する組成・電極形成手法を見出すと共に組成・電極形成手法に関する指針を提示した。ま

た、電極特性に対する被覆効果を検証し、被覆法に関する指針も提案した。 

研究開発項目④ 「革新電池」 

 亜鉛－空気電池とナノ界面制御電池に重点をおいて研究開発を進めた。亜鉛－空気電池では、劣化

の要因の追求と解決方策の構築に重点をおいて検討した。界面構造制御については、デンドライト生

成や水素発生の抑制との相関を検討するとともに、電極表面を被覆することにより、酸化還元反応効

率を向上させることがわかった。 

 開発成果を前倒しするために研究開発項目「高度解析技術開発」、「電池反応解析」、「革新電池」に

おいて研究の加速を実施した。また、平成２３年度はプロジェクトの中間評価を行い、先端の解析ツ

ールを活用した研究手法が高く評価された一方、新材料の探索・研究を目的とした増強が必要である

との評価を受けた。評価をふまえ、平成２４年度に追加公募を行う予定。 

《９》次世代蓄電材料評価技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

 高性能蓄電池材料評価に関する課題とそれに対するアプローチ手法を明確化することにより、的確かつ迅速な新材料

評価手法を確立するため、以下の研究開発を助成する。 

 平成２３年度は、高性能蓄電池に用いられる新材料評価に関する技術の開発を行い、コイン電池より本格的な生産も

可能なラミネート型リチウムイオン電池での材料評価を可能とするための標準構成モデル４種を策定する。また、これ

ら標準構成モデル４種について、電極製造方法および構成による電極特性および構造の変化を明確化する。加えて、電

極構造に影響を及ぼす因子を見出し、電極物性又は電気特性との相関を解析する。 

［２３年度業務実績］ 

 新材料の構成間の適合性及び材料－製造工程間の相互影響の解析を踏まえた共通的な性能特性評価方法を確立した。

具体的には、標準構成モデル４種の策定、ラミネート型セルの標準電極製造方法と電池製造方法を策定し、基本性能

（電池容量、寿命）の共通評価ができる状況を設定した。また、電極構造の数値化に取り組み、電極構造と電気化学特

性の関係の定量化に向けた検討を始めた。 

《１０》安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発 [平成２３年度～平成２７年度] 

［２３年度計画］ 

 市場規模ポテンシャルの大きい系統安定化用蓄電池向けに、低コスト及び究極の安全性を備えた蓄電池を開発する。

併せて、多用途展開も見据えたセル共通化など更なる低コスト化を目指すため、以下の研究開発項目に着手する。 

研究開発項目①「系統安定化用蓄電システムの開発」 

 系統安定化用蓄電システムとして、余剰電力貯蔵及び短周期の周波数変動に対する調整のための蓄

電システムを想定し、蓄電池の材料や構造の革新、システム開発等により、低コスト、長寿命でより

安全性の高い蓄電デバイスや蓄電システムおよびその要素技術を開発する。 

－129－



 

研究開発項目②「共通基盤研究」 

 大規模蓄電システムの劣化診断方法等の基盤研究や、蓄電システムの設置・輸送に係わる法改正等

に向けた安全性評価等の取り組みなど、系統安定化用蓄電システムが将来円滑に普及するために必要

な取り組みを実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 市場規模のポテンシャルの大きい系統安定化用蓄電池向けに低コスト及び究極の安全性を備えた蓄電池を開発すると

共に、系統安定化用地口伝システムが将来円滑に普及するための取り組みを実施するため、以下の研究開発項目につい

て公募を行い６テーマを採択し、研究開発に着手した。 

研究開発項目①「系統安定化用蓄電システムの開発」 

 鉛蓄電池とキャパシタのハイブリッドシステムの開発において、蓄電システムの検討では、システ

ム構成を最適化するアルゴリズムの策定及び基本仕様を決定した。また、鉛蓄電池の検討については、

高入出力化･高容量化のための開発内容や評価方法を明確にした。また、大規模蓄電システムを想定

したマンガン系リチウムイオン電池の安全・長寿化については、現状のセルと同等性能を維持する仕

様及び作製プロセス技術を確立した。また、定置型電池としての寿命予測を行うための試験法の検討

を開始した。 

 短周期周波数変動補償のためのネットワーク型フライホイール蓄電システムの開発については、フ

ライホイールの低損失・高効率化等の課題抽出と対策案を洗い出し、シミュレーション等によりその

効果を検証した。 

研究開発項目②「共通基盤研究」 

 系統安定化用蓄電システムの劣化診断基盤技術の開発については、市販のリチウムイオン電池セル

を用いて、各種解析が可能な条件を決定した他、モジュールを評価できる実験仕様を決定・導入し測

定環境を整備した。また、稼働時の電圧電流過渡現象の測定から内部インピーダンスモデルを作成し

た。加えて、代表的な正極材料・負極材料でセルを作製し材料固有のインピーダンス応答についての

データベース化を開始した。 

＜２＞新エネルギー技術分野 

［中期計画］ 

 新エネルギーは、これまで主として経済性の面での制約があることから普及が難しいとされてきたが、近年、技術革

新や導入支援策等により、経済性の制約は大幅に緩和されており、太陽光発電に代表されるように世界的に見てもその

導入が飛躍的に増大しているところである。また、世界全体で環境・エネルギー問題への関心が高まる中、新エネルギ

ー等の導入拡大、エネルギー効率の飛躍的向上及びエネルギー源の多様化に資する新エネルギー技術の重要性は、これ

まで以上に高まっている。このため、短期及び中長期の対策を視野に入れ、アイディア発掘を含めた新エネルギー技術

開発・実証及び導入普及業務等を推進する。 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

 技術開発／実証については、以下の分野を中心として実施する 

・太陽光 

 技術開発に関し、ヨーロッパ、特にドイツにおける太陽光発電産業の急速な伸びがあり、累積導入量ではドイツが

日本を抜いて１位となった。また、半導体産業の成長に加え、太陽電池需要の大幅な伸びにより、世界的なシリコン

材料不足が顕在化した。 

 第２期中期目標期間においては、シリコン需給がますます不透明な状況となるものと予想されるため、太陽光発電

の継続的な普及拡大のためには、非シリコン、省シリコン型の太陽電池の重要性は更に高まるものと考えられる。こ

れを踏まえ、非シリコン、省シリコン型の太陽電池で６～１６％のモジュール変換効率等を目指し、これら太陽電池

の低コスト化・高効率化等の太陽光発電システムに係る研究開発を推進し、将来、太陽光発電が我が国のエネルギー

源の一翼を担うよう、その普及拡大を図る。 

 実証に関し、２０１０年度における導入目標達成に資するため、太陽光、太陽熱の利用設備について、更なる普及

に向けた機器の性能向上・コスト低減がいよいよ求められてくる。 

 第２期中期目標期間においては、更なる普及の推進対策として、太陽光及太陽熱フィールドテスト事業について、

コスト低減を促す仕組みを設け、今後の利用の着実な普及を目指す。また、得られた成果や知見が効果的に広く国民

に情報提供できるよう、普及啓発活動を推進する。 

・風力発電 

 ２０１０年度における導入目標達成に向け、風力発電技術や系統連系技術が重要となっている。 

 第２期中期目標期間においても、風力発電導入に係る技術開発等を実施するとともに、新たに風力発電に対する我

が国特有の課題克服や洋上風力発電導入に向けた技術開発等に着手する。 

・バイオマス 

 技術開発に関し、平成１９年１月の米国ブッシュ大統領の年頭演説における今後１０年でガソリン消費量を２０％

削減するとの発表により、バイオエタノールを積極的に導入する方針を明確にしたことを受け、それらの燃料開発や
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資源確保の動きが世界的に加速されるといった大きな変化があった。かねてより、機構において実施してきた液体燃

料化技術では、機構の研究開発成果により廃木材からの商用エタノール製造プラント（米国、３万ｋｌ／年）が世界

に先駆けて実用化される見込みであるが、こうした環境変化を踏まえ、食料事情と競合せず国内賦存量の豊富な木質

等のセルロース系バイオマス（農業残さ含む）由来の液体燃料製造技術について、更なる低コスト化を実現する研究

開発に重点化する方針を機構として明確にしたところである。 

 第２期中期目標期間においては、２０１０年以降に普及が期待される革新的な技術の実用化ニーズの高まりが見込

まれる。そこで、機構の重点化の方針に基づき、セルロース系バイオマス（農業残さを含む）由来の液体燃料製造技

術の２０１５年～２０３０年での導入拡大に向け、第２期中期目標期間中に３５％のエネルギー回収率を目指す研究

開発等を実施する。 

 実証に関し、京都議定書目標達成計画においてバイオマスの熱利用を中心とした挑戦的な導入目標が設定されたこ

とを踏まえ、多種多様なバイオマスからのガス化、発酵、直接燃焼等に係る技術実証、運用研究等を経て、食品工場

や製材所等での地産地消型モデルを中心としたバイオマスの導入を促進し、２０１０年の導入目標の達成を確実にす

ることが必要である。 

 第２期中期目標期間においては、２０１０年の導入目標の達成に向け、上記の運用研究事業等に取り組む。さらに、

２０１０年以降、２０１５年～２０３０年における導入拡大に向け、国内賦存量の豊富な木質等のセルロース系バイ

オマス（農業残さ含む）からの液体燃料製造技術に係る研究開発成果の技術実証、運用研究等に着手する。 

・系統連系技術 

 風力発電や太陽光発電等の再生可能エネルギーは、地球温暖化防止に資する貴重なエネルギー源であるが、自然の

影響を受けやすく出力が不安定な電源である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、このような不安定な電源の導入に不可欠な系統連系技術の実証研究等

を実施する。また、系統連系円滑化のための蓄電システム技術開発について、２０１０年でコスト４万円／ｋＷｈ、

寿命１０年の蓄電システムの実現等を目指すとともに、これまでの実証研究等の成果を受けて、今後の導入普及やコ

スト低減に資する技術開発など系統連系技術の普及導入に資する実践的な研究開発段階に移行する。 

・超電導技術 

 イットリウム系高温超電導線材については、高性能線材、低コスト線材ともに臨界電流値３００Ａ、線材長５００

ｍを達成するなど実用化レベルに達するとともに、将来の超電導機器開発に向けた線材としての課題である超電導特

有の交流損失低減の目処も得られている。 

 第２期中期目標期間においては、実用レベルに達したイットリウム系線材の更なる性能向上を図り、同時に、同線

材を使用した次世代の高機能電力機器（２７５ｋＶ・３ｋＡケーブル及び６６ｋＶ・５ｋＡケーブル、６６ｋＶ／６

ｋＶ ２ＭＶＡ級変圧器、２ＭＪ級ＳＭＥＳ要素コイル及び２ＭＶＡ／１ＭＪ級ＳＭＥＳ等）の実用化を見通した重

要な技術等を開発し、その効果を信頼性等を含めて確認する。 

《１》太陽エネルギー技術研究開発 ［平成２０年度～平成２６年度］ 

［２３年度計画］ 

研究開発項目①「革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）」（平成２０年度～平成２

６年度） 

 平成２０年度に採択した、３グループの実施体制にて引き続き研究開発を継続する。各グループの

主たる研究開発の概要は以下のとおり。 

（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の研究開発 

 東京大学先端科学技術研究センター情報デバイス分野教授 中野 義昭氏をグループリーダー

として以下の研究開発を実施する。 

 「ＧａＩｎＮＡｓミドルセル」においてはＭＯＶＰＥで製作したＧａＩｎＮＡｓ材料によりセ

ル化を目指す。「量子ドット超格子型セル技術」では、ＧａＮＡｓ層に形成させる量子ドットの

密度を増大させるとともに、歪補償を最適化させ５０層の積層を目指し、２段階光吸収レートの

増大を図る。 

（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発 

 独立行政法人産業技術総合研究所太陽光発電研究センターセンター長 近藤 道雄氏をグルー

プリーダーとして以下の研究開発を実施する。 

 「メカニカルスタック技術」においては太陽電池の高効率化の開発を進める。そのために各々

のサブセルを接合する透明導電層の低抵抗化や透過率向上を目指す。「ナノシリコン／ナノカー

ボンを用いた新概念太陽電池」においてはナノシリコン／ナノカーボンを用いた太陽電池のさら

なる原理検証を進めるとともに、それらの材料を用いた太陽電池を作成し、高効率化を進める。 

（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太陽電池の研究開発 

 東京工業大学大学院理工学研究科電子物理工学専攻教授 小長井 誠氏をグループリーダーと

して以下の研究開発を実施する。 

 ｢バンドエンジニアリング」においては、トップセル用ＩｎＧａＮ系薄膜新素材について欠陥

密度評価、欠陥制御技術の開発に着手する。またボトムセル用ＣｕＩｎ（Ｓｅ，Ｔｅ）２系材料

について薄膜化技術とバンドギャップ制御技術の開発に着手する。「薄膜フルスペクトル太陽電

池」においては、広バンドギャップシリコン薄膜の開発において、アモルファスＳｉＣ, アモル

ファスＳｉＮの高品質化、界面バンド構造制御等により開放電圧の向上を目指す。「光のマネジ
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メント・ＴＣＯ」においてはフルスペクトルＴＣＯの開発において、移動度の向上によるフリー

キャリア吸収の低減、光閉じ込め構造の設計などを行う。 

（４）革新的太陽電池評価技術の研究開発 

 平成２２年度で終了。  

（５）日・ＥＵエネルギー技術協力 太陽光分野 

 日・ＥＵの技術・知見を結集し、高効率集光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発

を実施する。 

研究開発項目②「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」（平成２２年度～平成２６年度） 

 低炭素社会の実現のため我が国政府が打ち出した太陽光発電の導入規模を２０２０年に現状の２０

倍（２８ＧＷ）、２０３０年に４０倍（５３ＧＷ）にするとの目標達成に資する技術開発を行う。豊

田工業大学大学院工学研究科教授 山口 真史氏及び、東京工業大学大学院工学研究科教授 黒川 

浩助氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）結晶シリコン太陽電池 

 結晶シリコン太陽電池の高効率化技術及び低コスト化に資する技術の開発を目的として研究開

発を行う。極限シリコン結晶太陽電池の研究開発においては、原料シリコンの分析評価、低コス

ト単結晶・高品位多結晶それぞれの結晶成長技術、１２０μｍのウェーハ厚さのシリコン基板薄

型スライス技術の開発、バックコンタクトセルの実用化面積への拡大、基板の薄型化を行う。ま

た、裏面パッシベーション構造形成の簡便化・低コスト化技術を引き続き開発する。太陽電池用

シリコンの革新的プロセス研究開発では、シリカの直接還元により安価なシリコン原料の製造技

術開発を目的に、還元の最適条件を検討する。 

（２）薄膜シリコン太陽電池 

 薄膜シリコン太陽電池の高効率化と低コスト化のため、二接合モジュール要素技術開発と大面

積化高生産性製膜技術開発を行う。また、新規光閉じ込め技術開発と新規バンドギャップ制御材

料開発、フィルム基板上への高品質・高速製膜技術開発に関する研究開発も併せて行う。 

（３）ＣＩＳ・化合物系太陽電池 

 光吸収層の高品質化及び新規バッファ層の開発により高効率化を図る研究開発を行う。また、

これまで小面積に留まっていたフレキシブル基板の大面積化（３０ｃｍ角）に向けた取り組みを

行う。 

（４）色素増感太陽電池 

 三層協調界面構築による高効率・低コスト・量産型色素増感太陽電池の研究開発においては、

色素、半導体電極、電解液材料の開発をモジュール作製技術に展開する。フィルム型軽量低価格

色素増感太陽電池の研究開発では、ロールｔｏロール・プロセス技術確立を目指してその要素技

術を開発する。高効率・高耐久性色素増感太陽電池モジュールの研究開発では３０ｃｍ角のモジ

ュール作製技術の開発をおこなう。 

（５）有機薄膜太陽電池 

 平成２２年度に引き続き、材料開発・セル試作をおこなうとともにモジュール試作に向けて検

討を開始する。 

（６）共通基盤技術 

 平成２２年度に引き続き、システムを構成するモジュール等の性能、耐久性、安全性、システ

ムとしての発電量算定評価や信頼性評価等の各種評価方法の確立、国際的な規格化・標準化、シ

ステムの認証、リサイクル・リユースの技術開発等の産業基盤の整備などを行う。 

［２３年度業務実績］ 

 研究開発項目①「革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）」（平成２０年度～平成

２５年度） 

 平成２０年度に採択した、３グループの実施体制にて引き続き研究開発を継続。各グループの主た

る研究開発の概要は以下のとおり。 

（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の研究開発 

 国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター 所長 中野 義昭氏をグループリーダーと

して以下の研究開発を実施した。 

 ＭＯＶＰＥ装置によりＧｅ基板上に格子整合ＧａＩｎＮＡｓ薄膜を成長させる条件を確立した。

また、逆積み３接合セルの開発で、直列抵抗の低減を行う事により、非集光下で世界最高レベル

の３６．９％の変換効率を達成した。 

 量子ドット超格子セル開発では、ＧａＮＡｓ層に形成するＩｎＡｓ量子ドットの密度を増大さ

せた多重積層セルの開発に着手した。また、中間バンドと伝導帯間の光学遷移を室温化で観測す

る事に成功した。 

（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発 

 独立行政法人産業技術総合研究所太陽光発電工学研究センター センター長 近藤 道雄氏を

グループリーダーとして以下の研究開発を実施した。 

 「メカニカルスタック技術」においては透明導電層による接合技術の開発を進めた。そのため

に透明導電接着フィルムの要素技術の開発を進め、そのフィルムによりバンドギャップの異なる

２種のセルを機械的に接合することを確認し、１ｃｍ角では、十分な貼り合わせ接合特性を得た。
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同様に、「ナノシリコン／ナノカーボンを用いた新概念太陽電池」においてはプラズマ照射法に

より単層カーボンナノチューブ（ＳＷＮＴ）へのドーピング量を制御することで、ｐｎ接合を内

蔵した１本のＳＷＮＴによる太陽電池の作製に成功し、さらにＳＷＮＴの赤外光吸収効率に対応

して、変換効率が上昇することを明らかにした。 

（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太陽電池の研究開発 

 国立大学法人東京工業大学大学院理工学研究科電子物理工学専攻 教授 小長井 誠氏をグル

ープリーダーとして以下の研究開発を実施した。 

 ｢薄膜フルスペクトル太陽電池－光吸収層」としては、トップセル用ＩｎＧａＮ系薄膜でＮ欠

損の削減と感度の改善によりＥｇ＝２．０ｅＶで変換効率１．１％を達成した。また、ボトムセ

ル用ＣｕＩｎ(Ｓｅ,Ｔｅ)２系材料を用いて、ボーイング効果によりＥｇ＝０．８５ｅＶまでナ

ロー化出来た。「薄膜フルスペクトル太陽電池－周辺技術」としては、フルスペクトルＴＣＯの

開発において、グラフェンシート２層で導電率２０，０００Ｓ／ｃｍを達成。また、界面接合の

開発では、サブセル界面抵抗を２２０ｍΩｃｍ２まで減少した。 

（４）革新的太陽電池評価技術の研究開発 

 平成２２年度で終了。 

（５）高効率集光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発（日ＥＵ共同開発） 

 豊田工業大学大学院工学研究科 特任主担当教授 山口 真史氏をグループリーダーとして以

下の研究開発を実施した。 

 Ⅲ-Ⅴ系材料における局所的な歪による転位、欠陥生成を評価解析し、欠陥密度低減に着手し

た。また、ヘテロエピタキシャル成長技術の新規提案と評価解析を行った。更に、高品質Ⅲ-Ⅴ

系オン・シリコンの為の新規バッファ層構造も検討した。 

 標準測定技術確立の為に、屋外集光を用いたセル特性評価やサイズ最適化等の実施を通じ、集

光型太陽電池セルの課題抽出と標準測定技術確立に適した構成を検討した。また、集光型太陽電

池セル単体の高照度光源による屋内評価及び集光型ミニモジュールの高平行度連続光ソーラーシ

ミュレータによる屋内評価について、ＦｈＧ－ＩＳＥ等とのラウンドロビン比較測定を実施した。 

研究開発項目②「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」（平成２２年度～平成２６年度） 

 低炭素社会の実現のため我が国政府が打ち出した太陽光発電の導入規模を２０２０年に現状の２０

倍（２８ＧＷ）、２０３０年に４０倍（５３ＧＷ）にするとの目標達成に資する技術開発を行う。豊

田工業大学大学院工学研究科教授 山口 真史氏及び、東京工業大学統合研究院特任教授 黒川 浩

助氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）結晶シリコン太陽電池 

 「極限シリコン結晶太陽電池の研究開発（産業開発プラットフォームの構築（太陽電池試作ラ

イン））」においては、１００μｍ厚基板による太陽電池の試作を目指し、洗浄工程、リン拡散プ

ロセスの薄型化への対応、及び印刷工程等の見直しを行った。「極限シリコン結晶太陽電池の研

究開発（太陽電池向け１００μｍウェーハの高効率加工技術の構築）」では、細線ワイヤーによ

る切断条件を改良し、ウェーハ厚さ、カーフロスの２４年度中間目標の１２０μｍに対して、そ

れぞれ１３０μｍ、１１５μｍを達成した。「太陽電池用シリコンの革新的プロセス研究開発

（高純度原料の開発）」では、シリカの洗浄に遠心分離機を適用することで、洗浄コストの５

０％削減の目途を得た。 

（２）薄膜シリコン太陽電池 

 「次世代多接合薄膜シリコン太陽電池の産学官協力体制による研究開発」では、大面積製膜装

置（Ｇ８．５装置）のプラズマ源（２種類）の設計を行い、予備試験装置を作製、プラズマ放電

を確認した。「高度構造制御薄膜シリコン太陽電池の研究開発」では、新規低空間指向性光閉じ

込め構造の最適化を進めると共に、ナノインプリント装置を導入し大面積化と量産化の検討を開

始した。「薄膜シリコンフィルム太陽電池の高速製膜技術の研究開発」では、フィルム基板上に

形成した微結晶シリコン太陽電池の特性改善を進め、製膜速度２．２ｎｍ／ｓにおいて変換効率

９.５％を得た。また３接合セルで変換効率１１．７％を得た。 

（３）ＣＩＳ等化合物系太陽電池  

 「ＣＩＳ系薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発」においては、セレン化／硫化法における

製膜均一性の向上、新規バッファ層の開発により、変換効率１７．８％（３０ｃｍサブモジュー

ル）となり、中間目標値を達成した。「フレキシブルＣＩＧＳ太陽電池モジュール高効率化研

究」においては、３０ｃｍ角のフレキシブルＣＩＧＳ太陽電池モジュールで変換効率１６％（中

間目標値）を達成するため、小面積セルで要素技術を検討した。幅３０ｃｍのロールツーロール

製膜装置（スパッタ装置及び蒸着装置）を組み上げた。また「反射式集光型太陽光発電システム

の研究開発」ではフィールド試験を実施し集光時のサブモジュール変換効率約３０％を達成した。 

（４）色素増感太陽電池 

 「高効率・高耐久性色素増感太陽電池モジュールの研究開発（色素増感太陽電池モジュール化

技術と高耐久性化研究開発）」において、５０ｃｍ角のモジュールの試作・検討を行い、１／４

サイズに相当する３０ｃｍ角ユニットにおいて変換効率７．２％となり、中間目標を達成した。

「三層協調界面構築による高効率・低コスト・量産型色素増感太陽電池の研究開発（高効率・高

耐久性モジュールに関する研究開発）」においては、１０ｃｍ角のモノリシック型サブモジュー
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ルにおいて、集積型モジュールでは世界最高となる変換効率８．９％を達成した。 

（５）有機薄膜太陽電池 

 「有機薄膜太陽電池モジュール創製に関する研究開発（新構造モジュールの研究開発）」にお

いては、高精度塗布・パターニング技術により、２０ｃｍ角のサブモジュールにおいて、中間目

標（６％）に迫る変換効率５．１％を達成した。「有機薄膜太陽電池モジュール創製に関する研

究開発（高分子系有機薄膜太陽電池モジュールの研究開発）」においては、材料の最適化により

１ｃｍ角セルにおいて、変換効率８．６％を達成した。 

（６）共通基盤技術 

イ．発電量評価技術等の開発 

 「発電量評価技術等の研究開発」を行い、太陽電池性能評価・校正技術及び発電量推定と予

測技術を開発し、これらの開発技術のうちＩＥＣ ＴＣ８２において、「ＩＥＣ６１８５３－

１」という発電量の規格をＩＥＣ規格にした。また、北杜や稚内サイトでの実証データを取得

した。また日米で集光型システムの性能比較を行った。 

ロ．信頼性及び寿命評価技術の開発 

 平成２３年７月に発足した信頼性に関する国際フォーラムに積極的に参加し、信頼性及び寿

命評価技術の開発で取得したデータを活用した。 

ハ．リサイクル・リユース技術の開発 

 「広域対象のＰＶシステム汎用リサイクル処理手法に関する研究開発」において、研究開発

施設の整備を完了した。また、リサイクルの体制整備が進んでいる欧州の調査を行い社会実証

提案の参考とした。 

ニ．共通材料・部材・機器及びシステム関連技術開発 

 超ハイガスバリア太陽電池部材の開発ではＣＩＧＳモジュールに使用できる１０－４（ｇ／

ｍ２／ｄ）のバリア性を達成した。また、ロールツーロールプロセスを可能とする封止材一体

型保護シート材料の開発では薄膜シリコン用シートを開発しユーザ評価を行った。さらに、太

陽光発電システムの据付簡便化に関する研究開発として、ユーザ開拓に着手した。 

ホ．標準化支援事業及びＩＥＡ国際協力事業等 

 標準化支援事業においては、太陽電池モジュール･アレイ及び太陽光発電システム･周辺機器

の標準化支援を行い、ＪＩＳ７件、ＩＥＣ６件を制定した。「太陽光発電技術開発動向等の調

査」を実施し、海外における最先端の太陽光発電技術研究開発及びシステム技術開発動向調査、

海外諸国の研究開発プログラムに関する動向調査、技術開発動向の比較・分析及び内外の市場

動向調査を行い、ＮＥＤＯ太陽光発電システム普及委員会等への資料に活用した。特に、今年

度はドイツ、中国の政府機関、研究機関、メーカを訪問し現場での情報収集を行った。 

《２》風力等自然エネルギー技術研究開発 ［平成１９年度～平成２７年度］ 

［２３年度計画］ 

研究開発項目①「次世代風力発電技術研究開発」（平成２０年度～平成２４年度） 

 独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門ターボマシングループ 研究員 小垣 

哲也氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）基礎・応用技術研究開発 

（ア）複雑地形における風特性の精査 

 実際の複雑地形（いちき串木野，大月）における信頼性の高い風計測を継続し、取得したデ

ータの詳細解析を実施することにより、センサー別の計測信頼性の評価，運転中の極値突風

（ＥＯＧ）・極値風向変化（ＥＣＤ）等の評価を実施する。 

（イ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 

 本事業で取得した実際の複雑地形における風データの詳細解析により、これまで明らかにな

っていない複雑地形における運転中の極値突風（ＥＯＧ）・極値風向変化（ＥＣＤ）等を評価

し、本事業で開発した標準乱流モデルとの整合性を確認する。 

（ウ）リモートセンシング技術の精度・信頼性調査 

 実際の複雑地形におけるＬＩＤＡＲ、ＳＯＤＡＲ、従来の風計測手法による風計測を継続す

ることにより長期間のデータを収集し、複雑地形におけるリモートセンシング技術の精度・信

頼性を評価する。また、ＣＦＤシミュレーション技術を援用したリモートセンシングによる風

計測技術の精度・信頼性改善手法を開発・評価する。 

（エ）リモートセンシング技術の応用研究 

 大月ウィンドファームにおけるリモートセンシング計測値と風車のＳＣＡＤＡデータにより、

日本の複雑地形に適した年間発電量評価手法を開発する。 

（オ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 

 引き続き，次世代風力発電基礎応用技術研究開発・ＩＥＡ風力国内委員会を設置し、ＩＥＡ 

Ｗｉｎｄ実施協定の参画を支援する。また、ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の各種タスクに参加し、

風力発電の最新技術に関する国際共同活動に参画するとともに、本事業における成果を国際発

信する。 
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（カ）小形風車の性能・信頼性・安全性等の技術的評価確立 

 風洞実験、ＣＦＤシミュレーション及びフィールド試験を実施し各種基礎データを取得する

とともに、パラメータ調査及び詳細解析を実施することによって、設計要件、各種技術評価方

法を開発する。 

（２）自然環境対応技術等［平成２０年度～平成２４年度］ 

（ア）落雷保護対策 

ⅰ）全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 

 ２５ヶ所の計測地点（うち１２ヶ所で様相観測も同時実施）での結果から、計測値等の特

性を整理する。これまでの各パラメータの特性の検討から、何らかの相関の可能性が示唆さ

れることから、今後の更なるデータ計測を実施する。 

ⅱ）落雷被害詳細調査 

 昨年度に引続き、落雷特性・落雷保護対策と被害実態との相互の関係を把握することを目

的として、風力発電事業者等を対象としたアンケート調査を実施する。回答のあったものか

ら順次整理を行い、落雷被害状況の整理を開始して、被害の程度や地域分布、被害率の算定

など行う。また、事業者等からの落雷被害情報を踏まえ、現地ヒアリング調査を実施する。 

ⅲ）落雷保護対策の検討 

 計測・観測、アンケートなど、これまでの検討結果を整理し、部位別の被害状況の把握、

現在の保護対策の状況把握、部位別の保護対策の分析を実施する。 

ⅳ）実機規模・実雷による落雷保護対策の検証 

 落雷強度（特性）とブレードの落雷保護対策の相関を検証し、有効な保護対策を確立する

ために、落雷電流計測・落雷様相観測の地点などで、実機規模・実雷により検証する。また、

試験を行うブレードの種類については、既設のブレードや有効と考えられる保護対策を施し

たブレード等について試験を実施する。 

ⅴ）全体取りまとめ 

・高精度落雷リスクマップを作成する。 

・風力発電設備に対するより効果的な落雷保護対策技術の確立に向けた検討を行う。 

・上記した落雷保護対策を整理し、日本型風力発電ガイドラインへの反映を検討する。 

・平成２２年度に引き続き、事業を進めるにあたって、風力発電及び雷に関する知見を有す

る外部有識者で構成される委員会「落雷保護対策検討委員会」を運営し、実施内容・調査

結果等に関して審議・検討を実施する。 

（イ）故障・事故対策調査 

ⅰ）調査の方向付けや故障事故情報に関する審議を行うため、「風力発電故障・事故対策調査

委員会」を設置し、運営を行う。 

ⅱ）故障・事故デーダの収集分析を行い、データベース及び故障・事故対策事例集の高度化を

図り、その情報を広く公開するとともに、技術開発課題等の抽出を行う。 

（ウ）風車音低減対策 

ⅰ）複雑地形に適した非線形風況解析モデルを応用し、風車毎の風況の空間的違いと時刻歴で

の変動を考慮した風車音源の特性を把握する。 

ⅱ）風況や地形による影響を考慮し、個々の風車からの風車音の合成音がウィンドファーム内

部でどのように分布するのか、音の伝搬状態を把握する。 

ⅲ）シミュレーション精度を検証するため、複数台の風車が設置されたウィンドファームでフ

ィールド試験を実施する。 

研究開発項目②「洋上風力発電等技術研究開発」（平成２０年度～平成２５年度） 

 我が国特有の海上風特性や気象・海象条件を把握して、これらの自然条件に適合した風況観測手法

や洋上風力発電システムの設計指針、風力発電機等の技術開発、施工方法及び環境影響評価手法の確

立を目的に、国立大学法人東京大学大学院工学研究科教授 石原 孟氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施する。 

（ア）洋上風況観測システム実証研究 

 海上風・波浪・海潮流等のデータ収集・解析、連成振動予測技術の検証を実施するため、洋上

に風況観測タワーを設置し、データの収集を開始する。また、環境影響調査を実施する。 

（イ）浮体式洋上風力発電実証研究フィージビリティ・スタディ（ＦＳ）調査・評価 

 浮体式洋上風力発電に係る実証試験研究に入る前に、現在提案されている様々な浮体について、

体系的に整理し、それらの特徴や技術的な課題等を取りまとめる。 

（ウ）洋上ウィンドファームフィージビリティ・スタディ（ＦＳ）調査・評価 

 洋上ウィンドファームの設置を想定したＦＳをいくつかの海域で実施し、それらの結果を元に

ウィンドファームの検討項目等を取り纏める。 

（エ）洋上風力発電システム実証研究 

 洋上風力発電システムの製作を完了し、洋上に風力発電機を設置、データ収集を開始する。 

（オ）超大型風力発電システム技術研究開発 

 革新的な超大型風力発電システムを実用化するため、風車の超大型化に必要な要素技術の開発

を実施するほか、実証試験を通じてシステムの信頼性の向上を図る。 
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研究開発項目③「風力発電系統連系対策助成事業」（平成１９年度～平成２３年度） 

 風力発電の普及拡大時に懸念される出力変動を制御する蓄電池等電力貯蔵設備、制御システムの技

術開発に資するため、周波数変動対策のための風力発電の導入制約が発生している国内電力会社の管

内において、風力発電所に蓄電池等電力貯蔵設備を併設する事業者（地方公共団体等を含む）に対し、

事業費の一部に対する助成を行い、そこから得られる風力発電出力、風況データ、気象データ等の実

測データを原則２年間取得し、分析・検討を行う。 

研究開発項目④「海洋エネルギー技術研究開発」（平成２３年度～平成２７年度） 

 波力発電、海洋温度差発電などの海洋エネルギー技術について、世界の市場・技術動向に留意しつ

つ、信頼性向上やコスト低減に向けた技術開発等に着手する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「次世代風力発電技術研究開発」（平成２０年度～平成２４年度） 

 独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門ターボマシングループ 研究員 小垣 

哲也氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）基礎・応用技術研究開発 

ア）複雑地形における風特性の精査 

 実際の複雑地形（いちき串木野，大月）における風計測を実施したことにより、国際的にも

計測事例の少ない複雑地形における乱流・ガスト特性の鉛直方向分布等の長期データを取得し

た。 

イ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 

 ＮＥＤＯ ＦＴ/ＧＬデータの解析において課題とされた風速の鉛直方向外挿及びトレンド

除去の影響を評価した。更に、複雑地形・台風要因極値風特性モデルが実際の風車設計に与え

る影響について空力荷重解析を詳細に評価し、昨年度の終局荷重に加え、疲労荷重への影響を

評価することによって、本事業で開発した同風特性モデル（ＮＴＭ、Ｖｒｅｆ/Ｖａｖｅの比

など）の必要性を明らかにした。また、複雑地形及び台風襲来地域に適した同風特性モデルを

ＩＥＣ国際規格として正式に提案した。 

ウ）リモートセンシング技術の精度・信頼性調査 

 実際の複雑地形においてリモートセンシング技術によるＬＩＤＡＲ(Laser Imaging 

Detection and Ranging)計測、ＳＯＤＡＲ(Sonic Detection And Ranging)計測及び現行の風

計測（風計測マスト＋カップ式風速計、風計測マストは平成２２年度末に８０ｍに拡張）の長

期計測データより、複雑地形におけるリモートセンシング技術の誤差特性を明らかにした。 

エ）リモートセンシング技術の応用研究 

 大月ウィンドファームにおけるＬＩＤＡＲ計測値とマストに設置したカップ風速計データの

詳細解析により、ＬＩＤＡＲとカップ風速計を併用した年間発電量評価手法を開発した。これ

により、複雑地形において年間発電量を低コストで精度及び信頼性の高い評価ができる可能性

を示した。 

オ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 

 次世代風力発電基礎応用技術研究開発・ＩＥＡ風力国内委員会を設置し、ＩＥＡ Ｗｉｎｄ

実施協定の参画を支援した。また、ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の各種タスクに参画し、風力発

電の最新技術に関する国際共同活動に貢献するとともに、本事業における成果を国際発信し、

国際的な風力研究開発活動における日本のプレゼンスを向上させた。  

カ）小形風車の性能・信頼性・安全性等の技術的評価確立 

 各種の小形風車試験手法、小形風力発電システムの安全性・信頼性を確保するための設計要

件、関連法規との技術的整合性、設置技術等に関する調査と検討を行うことにより、小形風車

の技術評価及び試験基準を開発した。 

キ）数値シミュレーション技術を用いた風車性能評価技術等の国際標準化に係る研究開発 

 ＩＥＣ／ＴＣ８８（風力タービン）における風車の出力性能計測方法について、我が国が主

体的に提案をしている数値シミュレーションモデルによる風車流入風速推定方法（ＮＳＣ）の

標準化に資するための実証データを取得する。平成２３年度は、ＣＦＤシミュレーション及び

屋外計測評価に必要な風洞試験を実施した。また高精度ＣＦＤシミュレーションのための粗度

モデルを開発し、風洞試験データと比較検討した。 

（２）自然環境対応技術等 

ア）落雷保護対策 

①全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 

 ２５ヶ所の計測地点（うち１２ヶ所で様相観測も同時実施）において観測を継続して、落

雷特性を整理した。４年間に取得した計測データより、落雷の約１０％がＩＥＣ保護レベル

Ⅰの３００Ｃを超え、日本の雷性状は国際規格と明確に差異があることが立証された。落雷

様相観測より、多くの雷がブレード先端部に着雷していることを確認し、保護すべき部位を

明確にした。また、各落雷パラメータ特性より、被害の有無、電荷量の大きさ、被害の発生

頻度には相関があることが確認された。 

②落雷被害詳細調査 

 落雷特性・落雷保護対策と被害実態との相互関係を把握するため、風力発電事業者等を対
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象としたアンケート調査を実施した。その結果、被害分布は冬季雷頻発地域と関連している

ことが示された。落雷保護対策と被害実態の関係については、対策別に被害率を算定し、有

効な対策を抽出した。また、事業者等より落雷被害情報を踏まえた現地ヒアリング調査を実

施し、ブレード保護対策として先端金属チップ構造が有効であるデータが示された。 

③実機規模・実雷による落雷保護対策の検証 

 落雷被害詳細調査結果より得られた知見に基づくブレード保護対策を実証するため、試験

場所の選定、保護対策手法の選定、及び試験手順を整理し、実際の風車を用いた実機規模・

実雷試験を行った。２３年度は落雷パラメータと損傷に関するデータを収集する。保護対策

を施したブレードは、１０回以上被雷後もブレードに損傷が無く、落雷保護対策が有効であ

ることを確認した。 

④全体取りまとめ 

 計測･観測、アンケートなどの検討結果を整理し、部位別の被害状況、現在の保護対策状

況、部位別の保護対策等の分析に基づいた、落雷リスクマップの作成手法を決定した。 

（イ）故障・事故対策調査 

 本調査については、事業としては行わず、ＮＥＤＯ職員が電力会社へヒアリングを行い、風車

の故障や事故の発生状況についての調査を実施した。 

（ウ）風車音予測手法の開発 

①風車音源モデルの開発 

 時刻歴での変動を考慮した風車音源の特性を把握し、音源モデルの設計及び実装を図るた

め、単機の風車に対するモデル実証を行い、マイクロフォンアレイの設計のための基礎計測

を実施した。 

②ウィンドファーム合成音モデルの開発 

 ウィンドファーム合成音モデルの基となるインターフェースを設計した。ベンチマークと

なる既存の音伝搬モデル（単純減衰モデル）を評価し、地形効果を含めた音伝搬モデルをウ

ィンドファーム合成音モデルに実装した。  

③フィールド試験  

 フィールド試験の計測準備及び単機を対象とした予備試験を行った。 

研究開発項目②「洋上風力発電等技術研究開発」（平成２０年度～平成２５年度） 

 我が国特有の海上風特性や気象・海象条件を把握して、これらの自然条件に適合した風況観測手法

や洋上風力発電システムの設計指針、風力発電機等の技術開発、施工方法及び環境影響評価手法の確

立を目的に、国立大学法人東京大学大学院工学研究科教授 石原 孟氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施した。 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

ⅰ）洋上風況観測システム技術の確立 

①洋上風況観測システムの策定 

 銚子沖グループでは、観測タワーの工場製作とブロック組立、観測タワー基礎の製作を実

施した。北九州市沖グループでは、統合解析システムの検証および風況観測システムの詳細

設計を実施し、観測タワー、観測タワー基礎の製造を実施した。 

②気象・海象（海上風、波浪や潮流）特性の把握・検証 

 銚子沖グループでは、風況観測機器取付けブームの確認試験、平成２１年度に設置した海

象観測機器からのデータ回収・整理、気象シミュレーションによる通年風況・極値風速の予

測精度の検証、波浪シミュレーションの検証を行った。北九州市沖グループでは、常時風、

局地風の推定を実施し、洋上風況シミュレーションの高度化を実施した。そして、気象シミ

ュレーションにより気象観測機器の取付けに関する評価を実施した。 

③環境影響調査 

 一般鳥類調査(５～１月)、渡り鳥調査(９～１０月)、海産哺乳類調査(５～８月)をそれぞ

れ実施した。 

ⅱ）環境影響評価手法の検討 

 国内外の環境影響評価手法の情報収集及び整理を行い、これらの情報をもとに環境影響評価

手法の取りまとめを実施した。この内容について、外部有識者による委員会を運営し、知見収

集し、環境影響調査の追加項目等の洗い出しを行った。 

（４）浮体式洋上風力発電に係る基礎調査 

 当初予定では、「浮体式洋上風力発電実証研究フィージビリティ・スタディ（ＦＳ）調査・評

価」を行う予定であったが、ＦＳの実施の是非について検討することが必要となったため、本調

査を実施した。 

 現在検討されている様々な浮体式洋上風力発電について、体系的に整理し、それらの特徴や技

術的な課題等を基礎調査として取りまとめた。 

（５）洋上ウィンドファーム・フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

 全国４カ所の洋上ウィンドファーム有望海域に関する気象・海象調査を実施し、事業計画を策

定した。これに基づき洋上ウィンドファームにおける事業費の算定、事業性の評価を実施し、併

せて課題の整理を行い、実現可能性を取りまとめた。 
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（６）洋上風力発電システム実証研究 

ⅰ）国内の洋上環境に適した洋上風力発電システムの策定 

 洋上風車部品の製作・組立・工場試験、風車基礎接合部の構造設計手法の開発・検証、風車

基礎の製作、クレーン船の大型艤装、海底ケーブル敷設工事の施工性の検討を実施した。 

ⅱ）洋上風力発電システムの保守管理技術の開発 

 風車のコンディションモニタリングを実施するための計測項目の策定と概略設計を行った。 

ⅲ）環境影響調査 

 事前調査として、水質、底質、底生生物、海産哺乳類(以上１１、２月)、漁業生物(１０、

２月)、海草・藻類(２月)、鳥類(船舶トランゼクト及びレーダー、１０、２月)、の調査及び

景観モンタージュ作成を実施した。また、これまでの調査結果をもとに、環境影響評価方法書

及び同評価書をとりまとめ、地元での縦覧に供した。 

（７）超大型風力発電システム技術研究開発 

 革新的なドライブトレインであるデジタル制御油圧ドライブシステム（試験用２．４ＭＷ）の

設計、油圧ドライブシステムの風車への適用性を確認するための実験装置の設計、７ＭＷの油圧

ドライブトレインの基本設計、翼型（モールドマスタープラグ＝翼木型・雄型）の設計および発

注を実施した。また、１６０ｍ超級の翼の詳細設計を開始した。 

研究開発項目③「風力発電系統連系対策助成事業」（平成１９年度～平成２３年度） 

 本研究開発項目については、土地の使用の問題や、ＮＡＳ電池の事故により、事業が停止し、最終

的に「事業の縮小」ということで、事業は終了した。 

研究開発項目④「海洋エネルギー技術研究開発」（平成２３年度～平成２７年度） 

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 

ⅰ）フィージビリティスタディ 

 実証候補地の選定調査、電力事業者による連系可能な発電機容量調査を実施した。 

ⅱ）発電システム実証研究 

 発電システムの基本設計を実施した。 

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

ⅰ）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

 発電システムのコンセプトの検討、シミュレーション技術の開発、実海域の自然条件等の調

査、係留や発電システムの概念設計、国内外調査、事業性評価の検討等を実施した。 

ⅱ）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 

 海洋エネルギーに関する費用対効果について、国内外の政策や市場動向等の情報収集を基に

分析した。また、海洋エネルギー発電システムの発電コスト、発電効率や発電特性の性能・信

頼性を評価する手法について、中間とりまとめを行った。 

《３》バイオマスエネルギー技術研究開発 ［平成１６年度～平成２８年度］ 

［２３年度計画］ 

研究開発項目①「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発」（平成１６年度～平成２４年度） 

（１）バイオマスエネルギー等先導技術研究開発 

 中長期的先導技術開発及び加速的先導技術開発のテーマのうち継続を決定したテーマついて研

究開発を行う。なお、加速的先導技術開発の「セルロースエタノール高効率製造のための環境調

和型統合プロセス開発」において、一部強化が必要な技術について公募により実施者を追加採択

して研究開発を実施する。 

 代表事例として、加速的先導技術開発である「木質バイオマスからの高効率バイオエタノール

生産システムの研究開発」では、マイクロ波ソルボリシス前処理法と同時糖化並行醗酵菌技術に

よるバイオエタノール一貫生産プロセスにおいて、マイクロ波照射装置の低コスト化および発酵

菌のセルロース糖化酵素機能を強化することを目的に研究開発を行う。 

 また、中長期的先導技術開発である「新規エタノール発酵糸状菌を活用した稲わら等からの同

時糖化発酵システムの開発」では、新規に開発したエタノール発酵糸状菌変異株のセルラーゼ分

泌能の向上を図ることで、加水分解酵素の使用量の削減を図りエネルギー収率と回収率の更なる

向上を目的に研究開発を行う。 

 中長期的先導技術開発内の植物創成枠である「エネルギー植物の形質転換技術及び組換え植物

栽培施設での栽培技術の研究開発」では、感染時に植物体が生成するエチレン生成を抑制するこ

とにより植物体への遺伝子導入効率を向上させたスーパーアグロバクテリウムによるエネルギー

植物の形質転換効率の向上、ならびに作成された組換え体の閉鎖系栽培室と特定網室における栽

培に関する研究開発を行う。 

（２）バイオマスエネルギー等転換要素技術開発 

 平成２１年度に採択した以下のテーマについて引き続き研究開発を実施する。 

 「草本系バイオマスの運搬と在庫及びエネルギー転換時の前処理工程を改善する可搬式ペレッ

ト化技術の開発」では、稲わら以外の草本系バイオマスの乾燥、および草本系バイオマスの種類

に応じたペレット化条件の最適化に関する研究開発を行う。「高分子膜モジュールを用いたセル
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ロース系バイオエタノール濃縮・膜脱水システムの研究開発」では、高分子膜法を用いたバイオ

エタノールの濃縮・脱水工程において、高分子の構造の最適化を行うことで分離膜モジュール性

能向上を目指した研究開発を行う。また、「遠隔林分の木質バイオマス収穫機械の研究開発」で

は、開発した機械・システムの山林における現地実証を通じて機械の改良およびシステムの信頼

性向上に向けた研究開発を行う。 

研究開発項目②「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業」（平成２１年度～平成２５年度 中間評

価：平成２３年度） 

 食料と競合しない草本系又は木質系バイオマス原料からのバイオエタノール生産について、大規模

安定供給が可能な植物栽培からエタノール製造プロセスまでの一貫生産システムを開発し、更には我

が国におけるバイオ燃料の持続可能な導入のあり方についても検討すること目的として、以下の研究

開発を実施する。 

（１）バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発 

（ア）早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生産システムの開発 

 国内（一部海外も含む）での圃場試験を継続して実施し、植栽条件（植栽密度、伐採時期、

萌芽更新等）の絞り込みを行い、最適な大規模栽培における課題等について検討すると共に、

収穫技術についても実際の試験植林地において機器テストを行いコスト試算等も行う。また、

エタノール製造プロセスについて、パイロットプラントの建設及び試運転を完了する。 

（イ）セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷前処理技術に基づくエタノール製造

プロセスまでの低コスト一貫生産システムの開発 

 国内（一部海外も含む）での圃場試験を継続して実施し、周年供給栽培モデルの検証を完了

すると共に、最適な大規模栽培における課題等について検討する。また、エタノール製造プロ

セスについて、パイロットプラントの建設及び試運転を完了する。 

（２）バイオ燃料の持続可能性に関する研究 

 国内外の動向を踏まえた、必要に応じてバイオ燃料の持続可能性に関する調査、研究を実施す

る。なお、実施にあたっては、公募を行った上で、委託により実施する。 

研究開発項目③「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」（平成２２年度～平成２８年度） 

 本プロジェクトは、２０３０年頃の実用化を目標とするＢＴＬ（Biomass to Liquid）、微細藻類等

の次世代技術開発と、２０１５年以降のバイオマス利用の早期拡大に向け、メタン発酵、ガス化技術

等のコンパクト化、建設、ランニングコストの削減を目的に、以下の研究開発を実施する。 

（１）「次世代技術開発」 

 ２０３０年頃の本格的増産が見込まれ、バイオ燃料の普及を促進する波及効果の大きい次世代

バイオ燃料製造技術の開発を実施する。 

（ア）軽油代替燃料技術開発 

 微細藻類由来バイオ燃料製造技術、ＢＴＬ等の軽油代替燃料のための研究開発を実施する。

軽油代替燃料ではあるが、エステル化反応によるバイオディーゼル燃料は既に実用化されてい

るため、開発項目としない。 

（イ）その他の燃料で画期的な技術開発 

 軽油代替燃料製造技術以外で、現在行われている研究開発技術に比較して、効率が２倍にな

る、コストが半分になる等のその技術の普及が加速される技術開発を実施する。 

（２）「実用化技術開発」 

 事業期間終了後５年以内に実用化が可能なバイオマス利用技術について、ビジネスベースに乗

るレベルまで設備導入コスト及びランニングコストを低減することを目標とした技術開発を実施

する。 

（ア）バイオマスのガス化、メタン発酵技術の低コスト化、コンパクト化、効率化に寄与する研究

開発 

（イ）既存のエネルギーインフラとの複合利用に関する研究開発 

（ウ）その他のバイオマス燃料（気体、液体および固体燃料）製造技術の低コスト化に寄与する研

究開発 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発」（平成１６年度～平成２４年度） 

（１）バイオマスエネルギー先導技術研究開発 

 本研究開発は、２０１５～２０３０年頃の実用化を目標としたバイオマスエネルギーの転換・

総合利用に関する先導的な技術開発である「中長期的先導技術開発」、及び２０１５～２０２０

年頃の実用化が期待されるセルロース系バイオ燃料において製造コスト４０円／Ｌ及びエネルギ

ー回収率０．３５等を実現するための研究開発である「加速的先導技術開発」の２つの枠を設け

ている。 

 中長期的先導技術開発においては、１１件の研究開発を実施した。 

 加速的先導技術開発においては、７件について研究開発を実施した。 

 この中では、以下のような研究で著しい成果が得られた。 

①セルロースエタノール高効率製造のための環境調和型統合プロセス開発 

 独自に開発したリグノセルロース分解酵素を細胞表層に発現したスーパー酵母技術を核とし
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たセルロースエタノール製造プロセス開発において、スーパー酵母に適した圧搾／蒸煮による

バイオマス前処理技術を確立し、トータルプロセスの確立に大きく前進した。 

②酵素糖化・効率的発酵に資する基盤研究 

 セルロース系バイオマスからエタノールを製造する際にボトルネックとなっている糖化酵素

のコスト低減（使用量削減、高効率生産を含む）と糖化液の効率的発酵の実現に向けた発酵基

盤技術に関する研究開発を実施した。その結果、セルラーゼ及びヘミセルラーゼ活性において

欧米製の最新市販酵素を凌駕する能力を有する新規酵素を開発した。 

③総合調査研究 

 加速的先導技術開発に関わる総合調査研究として、加速的先導技術開発の各プロセス研究開

発のプロセス構築支援及びプロセスの客観評価を実施するとともに、これらの開発プロセスの

事業化検討を支援するための事業モデル検討を実施し、これらを事業化検討手法として公開し

た。 

④細菌のリグニン分解酵素遺伝子による植物細胞壁改変技術の開発 

 植物系バイオマスの生化学的エネルギー転換を容易にするために、植物の細胞壁に蓄積する

リグニンの含有量や化学構造を変化させて分解性を向上させる研究開発を実施した。その結果、

バクテリア由来のリグニン分解酵素を発現する組換え樹木の作出に成功し、これらの栽培検証

を実施している。 

（２）バイオマスエネルギー転換要素技術開発 

 本研究開発では、２０１５年頃の実用化を目指すセルロース系原料からのエタノール製造時に

重要な要素技術に関する研究開発を行うものであり、３件の研究開発を実施した。 

この中では、以下のような研究で著しい成果が得られた。 

①草本系バイオマスの運搬と在庫及びエネルギー転換時の前処理工程を改善する可搬式ペレット

化技術の開発 

 平成２２年度までに確立した稲わらの高効率乾燥システム及びペレット化技術の効率を改善

するとともに、稲わら以外の草本系バイオマスへの適用を確立した。 

②遠隔林分の木質バイオマス収穫機械の研究開発 

 路網から遠隔にある森林からでも低コストで安定的に木質バイオマスの収集を可能とする高

性能架線集材装置（新世代タワーヤーダ）の要素技術開発を実施した。今年度は高性能架線集

材装置の改良を実施するとともに、山林における実地試験によるデータ蓄積を実施した。 

③高分子膜モジュールを用いたセルロース系バイオエタノール濃縮・膜脱水システムの研究開発 

 高分子膜法を用いたバイオエタノールの濃縮・脱水システムの開発において分離膜モジュー

ルの透過膜の選定およびスペーサーの構造の最適化を実施し、モジュールの性能向上の目処を

つけた。 

研究開発項目②「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業」（平成２１年度～平成２５年度 中間評

価：平成２３年度） 

 食料と競合しない草本系又は木質系バイオマス原料からのバイオエタノール生産について、大規模

安定供給が可能な植物栽培からエタノール製造プロセスまでの一貫生産システムを開発し、更には我

が国におけるバイオ燃料の持続可能な導入のあり方についても検討するこをと目的として、以下の研

究開発を実施した。 

（１）「バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発」 

（ア）早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生産システムの開発 

 樹種試験植栽地の生長量調査を継続して行った。樹種試験の結果と酵素糖化難易性などのデ

ータからエタノール生産に最適な樹種の絞り込みを行い、植栽密度、必要植栽面積及びコスト

の算出を行った。また、エタノール製造プロセスについて熱収支や物質収支の検討した上でパ

イロットプラントを建設した。さらに、植樹試験から得られたサンプルをパイロットプラント

に使用することで一貫生産システムによるデータ収集を開始した。 

（イ）セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷前処理技術に基づくエタノール製造

プロセスまでの低コスト一貫生産システムの開発 

 多収量草本系植物による原料周年供給システムについて、対象を温帯地域に集約した上で圃

場試験を実施し大規模栽培における課題等を検討した。また、エタノール製造プロセスについ

て、ラボ試験によりプロセス設計に必要なデータを取得し、ベンチプラントを建設した。 

（２）バイオ燃料の持続可能性に関する研究 

 本研究は、国内外の動向を踏まえた結果、ＧＢＥＰ等バイオ燃料の環境性や社会的課題の評価

技術等を検討している機関等から特段評価手法などの変更が報告されなかったため、本年度は、

実施する必要なしと判断したため、実績は無し。 

研究開発項目③「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」（平成２２年度～平成２８年度） 

 本プロジェクトは、２０３０年頃の実用化を目標とするＢＴＬ（Ｂｉｏｍａｓｓ ｔｏ Ｌｉｑｕｉ

ｄ）、微細藻類等の次世代技術開発と、２０１５年以降のバイオマス利用の早期拡大に向け、メタン

発酵、ガス化技術等のコンパクト化、建設、ランニングコストの削減を目的に、以下の研究開発を実

施した。 

（１）「次世代技術開発」 
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 ２０３０年頃の本格的増産が見込まれ、バイオ燃料の普及を促進する波及効果の大きい次世代

バイオ燃料製造技術を対象として、公募により７テーマを採択し、研究開発を実施した。 

①高効率クリーンガス化と低温・低圧ＦＴ合成によるＢＴＬトータルシステムの研究開発 

 低温・低圧ＦＴ合成による低コスト化するトータルシステムの研究開発を行った。 

②セルロース含有バイオマスの革新的直接液化技術の開発 

 木質バイオマスと廃プラスチックの共液化による直接液化の開発を行った。 

③高温燃料ガス中における超燃焼を用いたＢＴＬプロセス用ガス改質装置の研究開発 

 触媒を用いることなく水蒸気などにより化学反応場を適切に操作してガス化プロセスの最適

化を検討した。 

④油分生産性の優れた微細藻類の育種・改良技術の研究開発 

 シュードコリシスチスの遺伝子組換え技術による油脂生産性が高い株の創生を試みた。 

⑤炭化水素系オイル産生微細藻類からの“Ｄｒｏｐ－ｉｎ ｆｕｅｌ”製造技術に関する研究開

発 

 既存石油精製装置並びに物流システムを改造することなく適用可能な“Ｄｒｏｐ－ｉｎ Ｆ

ｕｅｌ”化技術の確立を図った。 

⑥急速接触熱分解による新たなバイオ燃料製造技術の研究開発 

 急速熱分解法で得られる分解油の低発熱・高粘度・低ｐＨとなる性状や分解油の改質コスト

が高いという課題両方を解決するバイオ燃料製造技術の確立を図った。 

⑦先進的トレファクション技術による高密度・高炭化率固形燃料の研究開発 

 既存の溶解炉での石炭コークス代替の上限４０％程度を実用化時には７０％代替とする、先

進的トレファクション（予備炭化）技術による高密度・高炭化率固形燃料の製造を実現する開

発を行った。 

（２）「実用化技術開発」 

 事業期間終了後５年以内に実用化が可能なバイオマス利用技術について、公募により４テーマ

を採択し、低コスト化、コンパクト化、効率化に寄与する研究開発を実施した。 

①石炭火力微粉炭ボイラーに混焼可能な新規バイオマス固形燃料の開発 

 トレファクション（予備炭化）技術による新規バイオマス固形燃料の研究開発を行った。 

②馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水・廃棄物をモデル原料とする水熱可溶化技術を組み合わせた

コンパクトメタン発酵システムの研究開発 

 馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水・廃棄物をモデル原料とする水熱可溶化技術を組み合わせ

たコンパクトメタン発酵システムの研究開発を行った。 

③生ごみや紙ごみ等の都市域廃棄物による地域エネルギー転換システム実用化の研究開発 

 生ごみや紙ごみ等による都市域の建物・街区にオンサイトで適用できる小型ユニット装置の

開発を行った。 

④地域共同有機マス（コ・フェルメンテーション）を用いたエネルギー最適回収方法及びエネル

ギー最適利用方法の確立 

 グリセリン混合のメタン発酵技術の開発および生物脱硫システムの開発を行った。 

《４》超電導技術研究開発 ［平成１９年度～平成２５年度］ 

［２３年度計画］ 

 電力の一層の安定的かつ効率的な供給システムの実現に資することを目的に、研究開発項目ごとにプロジェクトリー

ダーを置き、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」［平成１９年度～平成２５年度］ 

 東京電力株式会社フェロー  原  築志氏をプロジェクトリーダーとし以下の研究開発を実施する。 

（１）「高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究」 

 実証場所への超電導ケーブルの布設、ジョイント・端末建設を行う。また、冷却システムのフ

ルシステム検証試験後、ケーブルと合わせたシステムの運転検証、竣工試験、監視システム確認

試験を行い系統へ接続し、実証試験を開始する。試験開始後は監視システムによる監視のもと、

メンテナンス・トラブル対応を含むマニュアルに応じた実証運転試験を行う。さらに、実用超電

導ケーブル向けの冷却システムとして、冷却能力５ｋＷ級、ＣＯＰ＝０．１の高性能冷却システ

ムの開発を目指し、ターボ圧縮機、膨張機の設計・製作・単体性能試験および冷却システム全体

の設計を行う。 

（２）「超電導ケーブルの適用技術標準化の研究」 

 国際標準化について、ＣＩＧＲＥ Ｂ１の超電導ケーブルの試験法に関するＷＧにおいて議論

するために必要な本プロジェクトのデータや試験方法について随時とりまとめ、情報を提供する。 

研究開発項目②「イットリウム系超電導電力機器技術開発」［平成２０年度～平成２４年度］ 

 国際超電導産業技術開発センター超電導工学研究所長 塩原 融氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施する。 

（１）超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 

 線材もしくはコイル構造に起因した課題の解決及びクエンチ時等のコイル相互間の影響につい
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て検証試験を開始し、さらに、実運転を模擬した試験システムにより評価を行い、限界性能を把

握するための試験計画の検討を開始する。 

（２）超電導電力ケーブルの研究開発 

 ６６ｋＶ超電導ケーブルシステムを詳細設計し１５ｍのケーブル作製を開始する。中間接続部

の課電および機械特性を評価する。また交流損失低減に向けたケーブル構造を検討、設計する。

高電圧絶縁・低誘電損失ケーブルで０．８Ｗ／ｍ－相＠３ｋＡ以下に目処をつける。また、３０

ｍ－２７５ｋＶ高電圧のケーブルを作製、中間／終端接続部を検討、設計しシステム検証を実施

する。低損失ケーブル構造の設計に基づく短尺ケーブルの作製・評価および短絡電流の通電によ

る影響を検証する。 

（３）超電導変圧器の研究開発 

 低損失化巻線モデルによる交流損失低減の検証および数百ｋＶＡ級変圧器の限流機能検証、２

ＭＶＡ級変圧器の巻線開始、小型・高効率冷却システム試作、大型保冷容器製作検討、線材安定

製造技術開発を実施する。 

（４）超電導電力機器用線材の技術開発 

 厚膜化及び人工ピン止め点導入により高臨界電流（Ｉｃ）線材を開発し５０ｍ線材の磁場中特

性の向上および高Ｉｃ化と切断加工の精密化により分割線材の特性を向上させる。また、高Ｉｃ

化技術を適用し薄肉高強度基板を用い引張強度１ＧＰａ線材を高特性化する。２円／Ａｍの線材

作製条件を開発する。 

（５）超電導電力機器の適用技術標準化 

 超電導線材及びケーブル試験方法調査および平成２３年度版規格案作成を実施する。また、Ｉ

ＥＣ／ＴＣ９０及びＴＣ２０と連携し、ＣＩＧＲＥ／ＷＧの活動に関連情報を提供する。超電導

機器仕様および試験方法の平成２３年度版規格案を作成し、また安全運用を考慮した冷却システ

ムの国際標準化に向け課題を抽出する。 

［２３年度業務実績］ 

 研究開発項目ごとにプロジェクトリーダーを置き、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」［平成１９年度～平成２５年度］ 

 東京電力株式会社フェロー  原  築志氏をプロジェクトリーダーとし以下の研究開発を実施した。 

（１）「高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究」 

 実証場所への超電導ケーブルの布設、ジョイント・端末建設および冷却システムのフルシステ

ム検証試験を実施したが、３月１１日に発生した東日本大震災の影響により遅延した。ケーブル

も合わせたシステムの運転検証、竣工試験、監視システム確認試験および系統接続しての実証試

験は、変電設備の工事が出来ず平成２４年度へ繰り延べた。超電導ケーブル向けの冷却システム

として、冷却能力５ｋＷ級、ＣＯＰ＝０．１の高性能冷却システムの開発を目指し、ターボ圧縮

機、膨張機の設計・製作・単体性能試験および冷却システム全体の設計を行った。 

（２）「超電導ケーブルの適用技術標準化の研究」 

 国際標準化について、ＣＩＧＲＥ Ｂ１の超電導ケーブルの試験法に関するＷＧにおいて議論

するために必要な本プロジェクトのデータや試験方法について報告した。 

研究開発項目②「イットリウム系超電導電力機器技術開発」［平成２０年度～平成２４年度］ 

 国際超電導産業技術開発センター超電導工学研究所長 塩原 融氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施した。 

（１）超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 

 線材もしくはコイル構造に起因した通電性能劣化に影響する要因の検証を実施し、コイル設計

手法を確立した。クエンチ時等のコイル相互間の影響について検証試験を開始した。実運転を模

擬した試験システムにより評価を行い、限界性能を把握するための試験計画の検討を開始した。 

（２）超電導電力ケーブルの研究開発 

 ６６ｋＶ超電導ケーブルシステム中間接続部の課電および機械特性を評価した。また交流損失

低減に向けたケーブル構造を検討、設計し、交流損失低減（０．８Ｗ／ｍ相５ｋＡ）を確認した。

高電圧絶縁・低誘電損失ケーブルで３０ｍ－２７５ｋＶ高電圧のケーブルを作製、中間／終端接

続部を検討、設計し、システム検証を実施した。低損失ケーブル構造の設計に基づく短尺ケーブ

ルの作製・評価および短絡電流の通電による影響を検証した。 

（３）超電導変圧器の研究開発 

 低損失化巻線モデルによる交流損失低減を検証し、２ｋＡ通電可能な巻線モデルを設計した。

４百ｋＶＡ級変圧器の限流機能検証、２ＭＶＡ級変圧器の巻線開始、小型・高効率冷却システム

試作、大型保冷容器製作検討、線材安定製造技術開発を実施した。 

（４）超電導電力機器用線材の技術開発 

 厚膜化及び人工ピン止め材料としてＢａＨｆＯ３を導入し、高臨界電流（Ｉｃ）線材を開発し

た。切断加工の精密化により分割線材の特性を向上させた。高Ｉｃ化技術を適用し、薄肉高強度

基板を用いた１ＧＰａ線材を高特性化した。２円／Ａｍ以下を達成する線材作製条件を得た。５

０ｍ線材の磁場中特性の向上については、震災影響により翌年度に繰り延べた。 

（５）超電導電力機器の適用技術標準化 

 超電導線材及びケーブル試験方法調査および平成２３年度版規格素案を作成した。ＩＥＣ／Ｔ
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Ｃ９０及びＴＣ２０と連携し、ＣＩＧＲＥ／ＷＧの活動に関連情報を提供した。超電導機器仕様

および試験方法の平成２３年度版規格骨子案を作成した。超電導電力システムの安全性に関わる

基準の調査結果をもとに議論し、冷却システムの安全運用の方向性を得た。 

《５》新エネルギーベンチャー技術革新事業 ［平成１９年度～］ 

［２３年度計画］ 

 新・国家エネルギー戦略（平成１８年５月）における新エネルギーイノベーション計画「新エネルギー・ベンチャー

ビジネスに対する支援の拡大」や総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会中間報告書（平成１８年５月）における

「ベンチャー企業による多様な技術革新の活性化」に基づき、ベンチャー企業等が保有している潜在的技術シーズを活

用することで、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技術オプションの発掘・顕在化を実現し、次世代の社会

を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー及びその関連技術に関する技術課題を提示し、それらの解決策と

なる技術について、多段階選抜方式による研究開発を委託及び助成により実施する。 

 平成２３年度は、平成２２年度に採択したフェーズＡ（フィージビリティ・スタディ：委託）の１５テーマのうち、

ステージゲート評価により継続が認められたテーマについてフェーズＢ（基盤研究：委託）に着手する。また、平成２

２年度にフェーズⅡ（技術開発：委託）１年目として実施している８テーマのうち、ステージゲート評価により継続が

認められたテーマについて研究を継続する。 

 基本計画に基づき、公募により実施者を選定し、実施するとともに、ハンズオン支援を実施する。また、平成２４年

度新規採択に係る公募を平成２３年度内に実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 新・国家エネルギー戦略（平成１８年５月）における新エネルギーイノベーション計画「新エネルギー・ベンチャー

ビジネスに対する支援の拡大」や総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会中間報告書（平成１８年５月）における

「ベンチャー企業による多様な技術革新の活性化」に基づき、ベンチャー企業等が保有している潜在的技術シーズを活

用することで、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技術オプションの発掘・顕在化を実現し、次世代の社会

を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー及びその関連技術に関する技術課題を提示し、それらの解決策と

なる技術について、多段階選抜方式による研究開発を委託及び助成により実施した。 

 平成２３年度は、平成２２年度に採択したフェーズＡ（フィージビリティ・スタディ：委託）の１５テーマのうち、

ステージゲート評価により継続が認められた９テーマについてフェーズＢ（基盤研究：委託）に着手した。また、平成

２２年度にフェーズⅡ（技術開発：委託）１年目として実施している８テーマのうち、ステージゲート評価により継続

が認められた４テーマについて研究を継続した。 

 新規に研究を開始するテーマの採択においては、申請のあった１０７件について厳正に審査し、２１件（うちフェー

ズＡ７件、フェーズＢ９件、フェーズＣ５件）について研究を実施した。また、ハンズオン支援については、１８回実

施した。 

 平成２４年度新規採択に係る公募については、３月２３日に公募を開始した。 

 

《６》再生可能エネルギー熱利用計測技術実証事業 ［平成２３年度～平成２５年度］ 

［２３年度計画］ 

 太陽熱、地中熱、雪氷熱等の再生可能エネルギー熱について、当該熱の利用促進を図るべく、簡便でコストパフォー

マンス等に優れた計測技術・方法の確立を目指す。平成２３年度においては、各種計測機器の設置やデータ収集等に着

手する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は、公募により共同研究者を選定し、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目① 太陽熱利用計測技術 

 太陽熱利用設備（太陽熱とボイラー等を併用して給湯や空調などを行う設備）を５９件（住宅向け

給湯システム４７件、業務用冷暖房システム２件、空気集熱式システム１０件）設置し、積算熱量計

による基準の計量システムと機器内部センサー等による簡易計測システム及び推定に必要な外気温等

の計測システムを構築し、データ取得を開始した。 

研究開発項目② 地中熱利用計測技術 

 地中熱利用設備（地中熱をヒートポンプ等を用いて空調・給湯等に利用する設備）を１１件（管内

計測９件、管外計測２件）設置し、一次側（地中より熱を取り出す採熱側）及び二次側（居住空間等

で消費される使用熱側）に積算熱量計等の基準の計量システムと、簡易流量センサー等による簡易計

測システム及び推定に必要な地中温度等の計測システムを構築し、データ取得を開始した。 

研究開発項目③ 雪氷熱利用計測技術 

 雪氷熱利用設備（雪や氷を利用して一定の空間を冷却する設備）を１件設置し、基準となる風量や

温湿度計測による計測システムと、簡易計測の風量や温湿度計測による簡易計測システム簡易計測シ

ステム推定に必要な外気温や日射量等の計測システムを構築し、データ取得を開始した。 
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②導入普及業務 

［中期計画］ 

 第２期中期目標期間においては、地球温暖化対策の追加・強化が図られる見通しであることを踏まえ、以下に留意し

つつ実施する。 

・経済原則上、導入コストの低い案件群から導入がなされていくものであることを認識しつつ、全体として我が国のエ

ネルギー需給構造の高度化が達成されるような案件選定・採択を行う。 

・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治体やＮＰＯ等の非営利団体が

実施する新エネルギー等関連設備の導入普及、普及啓発活動、ビジョン策定活動、技術指導活動への支援を行う。 

・新エネルギー等の加速的な導入促進のため、先進的な新エネルギー等導入事業を行う者に対し支援を行い、事業者レ

ベルでの新エネルギー等の導入拡大を促す。 

・新エネルギー等の普及に伴い生じる課題を抽出し、有識者、事業者、地方公共団体等の関係者と協力しつつ、課題を

解決するための事業環境整備を行う。 

・新エネルギーの導入に係る債務保証業務については、制度の安定運用を図りつつ、新エネルギーの導入目標達成に向

けて適切な実施に努めるとともに、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の融資業務等の見直し（平

成１８年１２月１８日）」を踏まえ、当該制度の在り方及び機構で業務を実施する必要性について、第２期中期目標

期間終了時に改めて検討し、結論を得る。 

《１》新エネルギー利用等債務保証制度 

［２３年度計画］ 

 新エネルギー債務保証業務については、平成２２年度中に新規引受を停止しており、債務保証中案件の代位弁済の発

生可能性を低減させるべく債務保証先を適正に管理する。また、既存の保証契約に係る必要な額を算定し、不要額が確

定次第、順次国庫納付する。 

［２３年度業務実績］ 

 本新エネルギー債務保証業務については、平成２２年４月１９日経済産業省公表「経済産業省所管独立行政法人の改

革について」において、新規引受を停止し、既存の保証契約で必要な額が確定した後に、不要額を国庫返納する旨が明

記されたことを受け、平成２２年度より新規引受を停止し、既存の債務保証案件を経過業務として管理中。債務保証中

案件については、代位弁済の発生可能性を低減させるべく債務保証先を適正に管理し、求償権となったものについては、

回収の最大化を実現させるべく必要な措置を講じている。 

＜３＞省エネルギー技術分野 

［中期計画］ 

 中国、インドを始めとするアジア諸国の高度経済成長を背景に、今後も世界のエネルギー需要の増加傾向が継続する

と予想されている。一方で、エネルギー供給の中心地域である中東地域は政治的に不安定さが増す等の状況の下、世界

のエネルギー需給構造は変化しつつあり、原油価格は過去最高水準で推移している。 

 また、「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という長期目標を我が国が世界

に提案したほか、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書統合報告書が発表される等、所謂「ポ

スト京都」に向けて、温室効果ガスの排出量削減に向けた議論が活発化している。こうした中、我が国の省エネルギー

技術は大きな期待を集めている。 

 一方、我が国においては、京都議定書（平成１７年２月発効）の目標達成計画を策定したものの、平成１７年度にお

ける我が国のエネルギー起源二酸化炭素排出量は基準年比１３．６％増という状況にある。 

 こうした背景の下、機構の省エネルギーに関する取組としては、温室効果ガス排出量の大幅削減に貢献する革新技術

の開発と、京都議定書目標達成計画のクリアという短期的目標への貢献の両立が求められるようになった。 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

 技術開発／実証では、「新・国家エネルギー戦略」を受けて策定された「省エネルギー技術戦略」で示されたシナリ

オや技術ロードマップに沿って、実現性が高く、波及効果も含め省エネルギー効果が大きいテーマを重点課題に設定し

て開発を行う。 

 第２期中期目標期間においては、上記に加え、「Cool Earth５０」で提言された「世界全体の温室効果ガス排出量を

現状に比して２０５０年までに半減する」という目標に資する革新的技術の発掘と推進にも取り組む。具体的には、第

２期中期目標期間中に発光効率４０ｌｍ／Ｗを目指す有機ＥＬ照明技術の開発等を推進する。 

 加えて、情報量の爆発的増加に伴いエネルギー消費量の大幅増が予想されるＩＴ分野における省エネルギー技術の開

発や、交通流改善により自動車のエネルギー消費率削減を図るためのＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）技術

の開発等を行う。 
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《１》省エネルギー革新技術開発事業 ［平成２１年度～平成２５年度］ 

［２３年度計画］ 

 本制度は、「省エネルギー技術戦略２０１１」の推進を十分に意識した大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的な

技術の開発を目指して、挑戦研究フェーズ、先導研究フェーズ、実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ及び事前研究

を推進する。 

 平成２３年度においては、平成２３年度に研究開発を開始するテーマの採択を行い、実施するとともに、継続分４４

件のテーマを実施する。また、平成２４年度新規採択を行う場合には、公募手続きを平成２３年度内に実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は１次公募、２次公募に加え、東日本大震災の発生により、電力の供給力不足、更には需要が供給を上

回ることによる大規模停電が懸念されていることを受け、電力需給緊急対策として、省エネ効果と共に電力需給問題に

資する実証事業に係る公募を実施し、１次公募２９テーマ（応募総数１１４件、倍率３．９倍）、２次公募１２テーマ

（応募総数９５テーマ、倍率７．９倍）、電力需給公募対策に係る７テーマ（応募総数４２テーマ、倍率６．０倍）の

計４８テーマ（※）を採択した。 

 事業の実施に際しては、外部有識者等による技術委員会を開催し、進捗確認や課題解決に向けたアドバイス等を行う

とともに、平成２２年度に採択した１９件のテーマについて、平成２４年１月末から２月初旬にかけて中間評価を実施

した。その結果、全１９件が「継続」と評価され、また評価委員によるコメント等を事業運営に適切に反映した。 

 平成２４年度からは、本事業の後継として「戦略的省エネルギー技術革新プログラム」を実施することとし、新規採

択に係る公募を、平成２４年３月２１日から開始した。 

（※）挑戦研究フェーズ１テーマ、先導研究フェーズ１０テーマ、実用化開発フェーズ１５テーマ、実証研究フェーズ

１１テーマ、事前研究１１テーマ 

《２》グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト（グリーンＩＴプロ

ジェクト） ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 データセンタ及びネットワーク部分の消費電力量を３０％以上削減可能な要素技術の確立を目的に、独立行政法人産

業技術総合研究所 関口智嗣氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術の研究開発」 

 サーバ構成最適化、クラウド・コンピューティング技術、抜熱技術、データセンタにおける電源シ

ステム最適化等の要素技術について、平成２２年度に引き続きモデル設計やプロトタイプの試作を行

い、消費電力削減技術の実証及び技術改良並びに消費電力削減量の評価を行うとともに、データセン

タ全体の総合評価に向け、評価指標の開発、リファレンスモデルの開発等を行う。 

研究開発項目②「革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発」 

 平成２０年度に実施した将来における情報の流れと情報量の調査研究について見直しを行う。また、

平成２２年度までに開発したトラフィック量を動的に予測する技術及び転送性能制御技術の性能向上、

消費電力情報の可視化技術の開発を行う。さらに、ネットワークのモデル設計と総合評価に向け、平

成２２年度までに開発した、各種ネットワークモデル等の省電力効果検討モデルの開発や、光パス網

の電力消費モデルの検討を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 産業技術総合研究所 関口智嗣氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術の研究開発」 

（１）サーバの最適構成とクラウド・コンピューティング環境における進化するアーキテクチャーの

開発 

 筐体内光接続技術等の最適化を実施し、筐体プロトタイプ１次試作を行った。また、大規模ス

トレージシステムの消費電力削減量の評価用冗長性除去率推定手法の基礎検討を行った。更にサ

ーバやストレージ技術とネットワーキング技術の効率的統合化技術のシステム設計を実施した。 

（２）最適抜熱方式の検討とシステム構成の開発 

 サーバルームの空調冷却効率を５０％以上改善可能な高効率冷却システム等について、単体で

の実証を行った。また薄型化検討を開始した。 

（３）データセンタの電源システムと最適直流化技術の開発 

 消費電力を３０％以上削減可能な電源システムの最終検証の為の試作設計を実施し、試作機の

開発を行った。 

（４）データセンタのモデル設計と総合評価 

 データセンタ評価指標及びデータセンタ全体の消費電力測定基準となるリファレンスモデルを

策定し、実証評価環境を構築した。 

研究開発項目②「革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発」 

（１）情報のダイナミックフロー測定と分析ツール及び省エネルギー型ルータ技術の開発 

 ネットワークのトラフィック量を総合的に考慮するアルゴリズムを開発し、性能を１６段階以

上の多段階に制御可能な転送性能制御技術の見通しを得た。数秒オーダーの短期変動に対応可能
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な消費電力取得・観測技術、および複数のルータからなるネットワークの消費電力情報の可視化

技術の見通しを得た。 

（２）社会インフラとしてのネットワークのモデル設計と総合評価 

 将来のトラフィック予測手法を開発し、電気ルータ部の制御により消費電力を大幅に削減可能

である事を明らかにすると共に、光パス網用伝送特性及びノード機器の消費電力評価系、更にシ

ステム全体の省エネ効果を評価する実験系の設計を完了した。 

《３》エネルギーＩＴＳ推進事業 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 自動運転・隊列走行の要素技術確立及び、国際的に信頼されるＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）によるＣ

Ｏ２削減効果評価方法の確立を目的に、名城大学理工学部教授 津川 定之氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発を実施する。 

研究開発項目①「自動運転・隊列走行技術の研究開発」 

（１）全体企画、実証実験、評価 

 平成２２年度までに製作したプロトタイプ実験車を改造して実証実験車を制作し、走行安全機

能を向上させるとともに、自動運転・隊列走行のための各要素技術の機能・性能試験及び安全性

評価を行う。 

（２）自律走行技術等の要素技術の開発 

 平成２２年度までに開発した自律走行技術等にかかる基本技術について、多様な道路環境にお

いてより安全に走行可能となるよう性能向上及び信頼性向上を図る。具体的には、ロバスト性向

上のための制御パラメータ自動チューニング機能や積載重量・路面μ等の状態量を推定するアル

ゴリズムの開発、高性能レーザレーダによる障害物認識アルゴリズムの開発、信頼性向上のため

の準天頂衛星とＧＰＳを利用した自車位置標定アルゴリズムの開発等を行う。 

研究開発項目②「国際的に信頼される効果評価方法の確立」 

 平成２２年度までに開発した交通流からのＣＯ２排出量推計に関するシミュレーション及びデータ

ベースのプロトタイプについて、機能向上及び性能向上を図るとともに、シミュレーションの検証を

試行する。また、国際的に信頼される効果評価手法の確立に向け、国際的な議論の場としてのワーク

ショップを開催するとともに、中国、韓国等アジアの国々との連携のあり方の検討等を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 名城大学理工学部教授 津川 定之氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「自動運転・隊列走行技術の研究開発」 

（１）全体企画、実証実験、評価 

 平成２２年度までに製作したプロトタイプ実験車を改造して実証実験車を制作し、走行安全機

能を向上させるとともに、自動運転・隊列走行のための各要素技術の機能・性能試験及び安全性

評価を行った。 

（２）自律走行技術等の要素技術の開発 

 自律走行技術のロバスト性向上のため学習制御付き車両走行制御モデルの設計を行うとともに、

道路線形情報が未知の場合の操舵制御のフィードバックゲインの自動チューニング法の開発を行

った。また、積載重量に応じた制御を行うため、積載重量・路面μ等の状態推定アルゴリズムを

開発した。更にフェイルセーフＥＣＵを用いた安全性評価実験を行った。 

 高性能車載レーザレーダの設計・製作を行い、障害物認識アルゴリズムの基礎検討、実験を行

い、動的障害物を認識できることを確認した。また、夜間を含めた前方障害物認識用の画像取得

に適した遠赤外線カメラの仕様策定と基本設計を行った。 

 自車位置精度の信頼性向上のため、準天頂衛星から配信されるＧＰＳ補強信号を受信する装置

を試作し、自車位置標定アルゴリズムの改良を行い、精度向上を確認した。また、トンネル内に

おける位置標定を行うため、遠赤外線カメラを用いてトンネル内の非常電話灯のみが検出できる

アルゴリズムを開発した。加えて、車車間通信の信頼性を高めるための二重化装置として、車載

型の光車車間通信装置の設計と製作を行い、実験車に搭載して通信基本性能の評価を行った。 

上記の他に自動運転・隊列走行制御技術として、車車間通信情報ならびに車両制御アルゴリズ

ムと連動した隊列シーケンスおよび隊列形成アルゴリズムを開発し、車両実験にてスプリット型

の隊列形成、一般車両の割込み、レーンチェンジ、アダプティブクルーズモードという制御モー

ドの切り替えを各車両間で問題なく行えることを確認した。 

研究開発項目②「国際的に信頼される効果評価方法の確立」 

 平成２２年度までに開発した交通流からのＣＯ２排出量推計に関するシミュレーション及びデータ

ベースのプロトタイプについて、機能向上及び性能向上を図るとともに、シミュレーションのケース

スタディを実施し、ＩＴＳ施策の効果評価を試算した。また、国際的に信頼される効果評価手法の確

立に向け、国際的な議論の場として欧米とワークショップを開催した。さらにアジアの国々との連携

の在り方について、中国、韓国等と意見交換を実施した。 
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《４》革新的ガラス溶融プロセス技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 ガラス産業における革新的省エネルギー技術の確立を目的に、独立行政法人物質・材料研究機構ナノスケール物質萌

芽ラボ長 井上 悟氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「気中溶解（インフライトメルティング）技術開発」 

（１）超高効率気中加熱技術の開発 

 試験炉のバーナの改造・調整を行い、びんガラス及び液晶ガラスの溶融エネルギーを目標値以

下とする運転条件を探索する。溶解したガラスについての分析・評価を行う。また、びんガラス

については実用炉に関する概念設計による課題抽出を行う。 

（２）プラズマ・酸素燃焼炎加熱技術の開発 

 酸素燃焼炎、多相アークの組合せの気中溶解で、電極改造等により長時間安定運転のための技

術確立を目指す。また、液晶ガラス用の１ｔ／ｄ試験炉適用に向けた設備改造を行う。 

（３）共通基盤技術 

 気中溶解ガラスの融液挙動、ガラス原料粒子の飛翔挙動の把握によりガラス化反応及び気中溶

解ガラスの特徴と気中溶解条件との関係を明らかにする。また、分解ガス未放出状態の溶融ガラ

ス粒子による泡層の生成をモデル化、泡層の低減策立案と熱収支予測の精度向上を図る。 

研究開発項目②「ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発」 

 細粒カレットを連続して気中溶解できる条件を確立する。また、粗粒カレットを電気溶融でプリメ

ルトするための装置について概略設計、検討を行う。さらに細粒カレットと粗粒カレットの溶解挙動

を解析し、最適なプロセス選定の検討を行う。 

研究開発項目③「ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発」 

 撹拌装置と運転条件をさらに適正化し、連続運転により２時間以内に均質化する道筋をつける。ま

た、シュリーレン像の泡、脈理を独立検出し、量や分布の定量評価法として完成させる。 

［２３年度業務実績］ 

 独立行政法人物質・材料研究機構ナノスケール物質萌芽ラボ長 井上 悟氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発を実施した。 

研究開発項目①「気中溶解（インフライトメルティング）技術開発」 

（１）超高効率気中加熱技術の開発 

 試験炉のバーナの改造・調整を行い、びんガラス及び液晶ガラスの溶融エネルギーの目標値を

ほぼ達成できる運転条件を確認した。また、得られたガラスの分析・評価技術を構築し、気泡中

の成分分析が可能となった。びんガラスについては、実用炉に関する概念設計による課題を抽出

した。 

（２）プラズマ・酸素燃焼炎加熱技術の開発 

 酸素燃焼炎、多相アークの組合せの気中溶解で、電極改造等により長時間安定運転のための技

術確立を目指し、６０分以上の運転を実現した。また、液晶ガラス用の１ｔ／ｄ試験炉適用に向

けた設備改造に取り組んだ。 

（３）共通基盤技術 

 気中溶解ガラスの融液挙動、ガラス原料粒子の飛翔挙動の把握により、ガラス化反応及び気中

溶解ガラスの特徴と気中溶解条件との関係を明らかにした。また、分解ガス未放出状態の溶融ガ

ラス粒子による泡層の生成をモデル化し、泡層の低減策立案と熱収支予測の精度向上を図った。 

研究開発項目②「ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発」 

 細粒カレットを連続して気中溶解できる条件を確立した。また、粗粒カレットを電気溶融でプリメ

ルトするための装置について概略設計、検討を行った。さらに細粒カレットと粗粒カレットの溶解挙

動を解析し、最適なプロセス選定の検討を行った。 

研究開発項目③「ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発」 

 撹拌装置と運転条件をさらに適正化することで、生原料とカレットの融液の３時間以内での均質化

を可能とし、２時間以内に均質化する道筋をつけた。また、シュリーレン像の泡、脈理を独立に検出

し、量や分布の定量評価法を完成させた。 

《５》次世代型ヒートポンプシステム研究開発 ［平成２２年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の目標に資する超高効率な「次世代型ヒートポンプシステム」の開発を目

的に、平成２３年度から独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 主幹研究員 宗像 鉄雄氏をプ

ロジェクトリーダーとし、ステージゲート評価により選定したテーマについて、以下の研究開発を実施する。 

（１）家庭用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・デシカント・蒸気圧縮式ハイブリッド型ノンフロストヒートポンプの研究開発として、デシカントロータを組み

込んだ機能試験システムを構築し、着霜領域の詳細試験によりノンフロスト運転の効果を実証する。 

（２）業務用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・実負荷に合わせた年間効率向上ヒートポンプシステムの研究開発として、高効率・ワイドレンジスクロール圧縮

機と空調場の負荷推定と空調機の特性を考慮した適応制御システムを組み込んだプロトタイプ機を試作するとと
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もに、空調場の実使用条件の妥当性を検討する。 

・地下水制御型高効率ヒートポンプ空調システムの研究開発として、実証実験装置の製作と試運転・調整を行い、

現状システムとの比較検証および評価を行う。 

・次世代型ビル用マルチヒートポンプシステムの革新的省エネ制御の研究開発として、低負荷領域での圧縮機発停

止によるＣＯＰ低下を改善できるリアルタイムの負荷予測と、それに基づく能力制御を組み込んだビル用マルチ

エアコンを試作し、業務用ビルに設置し評価を開始する。 

（３）産業用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・都市域における下水管路網を活用した下水熱利用・熱融通技術の開発として、下水処理場内の下水管路・未処理

水を用い、樹脂製熱交換器、下水管組込型熱交換器を組み込んだ小規模試験設備を構築し、下水熱利用の効果実

測を行う。 

・高密度冷熱ネットワークの研究開発として、氷混入装置、高密度な 1 管ループ方式、低温送風および変動微風、

統合制御を組み込んだメインプラントを構築し、実証を開始する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度から独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 主幹研究員 宗像 鉄雄氏をプロジ

ェクトリーダーとし、ステージゲート評価により選定したテーマについて、以下の研究開発を実施した。 

（１）家庭用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・デシカント・蒸気圧縮式ハイブリッド型ノンフロストヒートポンプの研究開発として、デシカントロータを組み

込んだ実証試験試作機を構築し、着霜（温湿度）領域でのノンフロスト運転の実証試験を開始した。 

（２）業務用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・実負荷に合わせた年間効率向上ヒートポンプシステムの研究開発として、高効率・ワイドレンジスクロール圧縮

機の試作機と、蒸気圧縮方式と自然循環方式を組み合わせたシステムの１次試作機を作製した。それによる実用

条件の妥当性の検討を開始した。 

・地下水制御型高効率ヒートポンプ空調システムの研究開発として、実証実験装置の製作と試運転・調整を行い、

現状システムとの比較検証および評価を開始した。 

・次世代型ビル用マルチヒートポンプシステムの革新的省エネ制御の研究開発として、低負荷領域での圧縮機発停

止によるＣＯＰ低下を改善できるリアルタイムの負荷予測と、それに基づく能力制御を組み込んだビル用マルチ

エアコンを試作し、業務用ビルに設置し評価を開始した。 

（３）産業用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・都市域における下水管路網を活用した下水熱利用・熱融通技術の開発として、下水処理場内の下水管路・未処理

水を用い、樹脂製熱交換器、下水管組込型熱交換器を組み込んだ小規模試験設備を構築し、下水熱利用の効果実

測を開始した。 

・高密度冷熱ネットワークの研究開発として、氷混入装置及び配管システムの設計を完了し、氷混入装置、低温送

風および変動微風、統合制御を組み込んだ冷熱ネットワークシステムの実証試験機と高密度な 1 管ループ方式で

構成した実配管規模の実証試験装置を構築し、実証試験を開始した。 

《６》太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開発 ［平成２３年度～平成２７年度] 

［２３年度計画］ 

 我が国の温室効果ガス排出削減目標である２０２０年に１９９０年比２５％を達成するためには、家庭部門における

温室効果ガス排出量を削減することが必要不可欠である。今後、新築住宅の省エネ基準の適合義務化に関する検討が予

定されており、また、既築住宅についても、２０２０年に向けて断熱改修を強力に推進する必要がある。これらを推進

するため、更なる省エネルギーを可能とする新たな部材・システムの開発が必要であり、本事業では、高性能断熱材、

高性能蓄熱材等の部材開発及びこれらを効果的に組み合わせ、住宅全体で太陽熱エネルギーを活用するシステムについ

て、研究開発を行う。 

［２３年度業務実績］ 

 高性能断熱材、高機能パッシブ蓄熱建材の部材開発及びこれらを効果的に組み合わせ住宅全体で太陽熱エネルギーを

活用するシステムについて以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「高性能断熱材の開発」 

 コア材と包材及びそれを用いて長期耐久性（３０年相当）確保が可能な複合パネルの構成を検討し、

構成案を考案した。寿命予測手法を検討し、手法を考案した。 

研究開発項目②「高機能パッシブ蓄熱建材の開発」 

 耐久性カプセル壁の形成条件等を検討し、粒径が１０μｍ以下となる製造方法を確立した。また、

潜熱蓄熱建材は、長期耐久性の検証方法を考案すると共に、数値計算等により、空調エネルギーを２

０％程度削減する潜熱蓄熱建材の基本仕様の素案を作成した。 

研究開発項目③戸建住宅用太陽熱活用システムの開発 

・集熱、蓄熱の性能向上技術及び太陽熱冷房技術の基礎実験を行い、集熱・蓄熱部、除湿・冷却部の

特性を把握した。また性能評価指標を検討し、実験棟の建設を行った。 

・熱解析プログラムを用いてシミュレーションを行い、太陽熱エネルギー活用寄与率・相乗効果を確

認し、パッシブシステムを含んだ監視・制御システム、蓄熱部位等の基本仕様を検討した。 

・太陽熱利用冷房機用の水蒸発冷却器及び高容積率蓄熱槽の仕様を検討し、水蒸発冷却機の試作仕様

案を考察した。 
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・デシカントシステムは、原型機を試作した。太陽熱集熱システムは、数値計算による構造及び断熱

ダクトの仕様の見込みをつけた。また、全体システムは、シミュレーションを行い、蓄冷建材と蓄

冷ユニットの必要容量を導き出した。 

・潜熱蓄熱材利用ダブルスキン壁とパッシブ換気システムの仕様を策定し、性能評価指標を検討した。 

②導入普及業務 

［中期計画］ 

 我が国は、地球温暖化問題に関して、平成１７年２月の京都議定書発効を受け同年４月に京都議定書目標達成計画を

策定し、これまで温室効果ガス排出削減に取り組んでおり、産業部門、民生部門、運輸部門の３セクターにおける各部

門のエネルギー消費動向を踏まえつつ、エネルギー使用の合理化が総合的に推進されることが必要である。 

 第２期中期目標期間においては、２０１０年における国の長期エネルギー需給見通し及び京都議定書目標達成計画の

実現に向けた短期対策として、以下に留意しつつ実施する。 

・全体として我が国のエネルギー使用の合理化が推進されるような案件選定・採択を行う。 

・産業部門においては、産業間連携等により更なる省エネルギーが推進されるよう、また、エネルギー消費の伸びが著

しい民生・運輸部門においては、実効性のある省エネルギー施策が推進されるよう導入普及事業を適切に実施する。特

に民生部門については、省エネルギー推進対策として、住宅・建築物に省エネルギー性の高い高効率エネルギーシステ

ムの導入促進を図るとともに、性能、費用対効果等の情報を取得し公表することにより、住宅・建築物に対する省エネ

ルギー意識の高揚を図る。 

・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治体やＮＰＯ等の非営利団体が

実施する省エネルギーに係る普及啓発活動、ビジョン策定活動への支援を行う。 

《１》エネルギー使用合理化事業者支援事業 ［平成１０年度～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 事業者の更なる省エネルギーを進めるための取組を強力に支援し、支援プロジェクトの内容を広く普及することによ

り、一層の省エネルギーの取組を促進し、エネルギー使用の合理化を推進する。ただし、平成２３年度は、新規採択は

実施せず、平成２２年度までに採択した複数年度事業案件について実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は、新規採択は実施せず、平成２２年度までに採択した複数年度事業案件について実施した。全体では、

産業部門で２４件、運輸部門で７件の計３１件に対してその事業費の一部を補助し、事業者による省エネルギーの取り

組みに対する支援を行った。複数年度事業による想定省エネルギー効果は約３８万ｋｌ（原油換算）である。また、本

事業における平成２１年度実施事業等に係る成果報告（３８０件）の中から、特に省エネルギー効果の高く、成果実績

のある１３事業（口頭、ポスター計１３件）について、平成２３年１２月に実施した「ＮＥＤＯ省エネルギー技術フォ

ーラム２０１１」の中で成果発表を行った。 

《２》住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業 ［平成１１年度～（ＢＥ

ＭＳ：平成１４年度～）～平成２３年度］ 

［２３年度計画］ 

 住宅及び建築物への省エネルギー性の高い高効率エネルギーシステムの導入に対して支援を行うとともに、その性能、

費用対効果等の情報を取得しそれを公表することにより、住宅及び建築物に対する省エネルギー意識を高揚させる。併

せて、機器のエネルギー需要を管理するＢＥＭＳ（ビル・エネルギー・マネジメント・システム）の導入に対して支援

を行い、機器の最適な制御や運転管理によって業務用ビル等におけるエネルギーの効率的な利用を図り、省エネルギー

の普及促進を図る。ただし、平成２３年度は新規採択は実施せず、平成２２年度までに採択した複数年度事業（建築物

及びＢＥＭＳ導入支援）案件について実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は、建築主等が行う建築物への高効率エネルギーシステムの導入事業において、平成２２年度に採択し

た複数年度事業案件の１８件に対して事業費の一部を補助し、建築物への省エネルギー設備の導入に対する支援を行っ

た。（想定省エネルギー効果合計：６，４３２ｋｌ/年(原油換算)）その内１件は、当該案件に係る躯体工事が東日本大

震災により大幅に遅延したことから、平成２４年度へ繰り越すこととなった。 

 また、建築主が行う建築物へのＢＥＭＳの導入事業においては、平成２２年度に採択した複数年度事業案件の２件に

対して事業費の一部を補助し、建築物の運用段階における省エネルギー対策の支援を行った。（想定省エネルギー効

果：３１６ｋｌ/年(原油換算）） 

 なお、以上の導入支援に併せて、過年度に実施した事業者からエネルギー使用状況の報告を受け、建築物及びＢＥＭ

Ｓの実施状況を調査・解析し、その調査解析結果の成果報告書をＮＥＤＯホームページ上で公開するとともに、建築物

及びＢＥＭＳ事業で導入した機器の省エネ性能や費用対効果等の成果を、平成２３年度１２月に実施した「省エネルギ

ー技術フォーラム２０１１」で発表した。 
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＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

 我が国は、化石エネルギー利用の技術分野において、過去の貴重な経験を生かし、ＮＯｘ／ＳＯｘ／煤塵等、地域の

環境問題への対応に関する世界トップクラスの技術を有している。また、化石エネルギーの大部分を輸入に依存してい

ることから、産業分野においてエネルギー原単位を低減するための省エネルギー技術についても、世界最先端の水準に

ある。このような状況の中、我が国の産業競争力の更なる向上を図るため、石炭等の化石エネルギーの利用効率をより

一層高めることも重要である。一方、近年アジア地域を中心とした経済の伸長により、世界のエネルギー需要が着実に

増加すると予想されており、また、ＣＯ２等の地球温暖化ガスの排出量の抑制は、地球環境問題への対応のために、

益々その重要性を増している。さらに、水銀等の微量金属の排出規制強化も重要な課題として取り上げられようとして

いる。このような状況の下、我が国の環境調和型エネルギー技術開発は、地域の環境問題への対応や地球規模の環境問

題への対応のみならず、化石エネルギーの安定供給対策も視野に入れた包括的かつ戦略的な技術開発を進めていく必要

がある。 

 第２期中期目標期間においては、地域の環境問題への更なる対応、ＣＯ２問題等地球規模の環境問題への対応及び化

石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するために、発電分野におけるＣＯ２のゼロエミッション化を目指し、石

炭ガス化プロセスからＣＯ２を分離・回収するための技術開発、我が国におけるＣＣＳ（Carbon dioxide Capture and 

Storage）の実施可能性調査、製鉄プロセスから排出されるＣＯ２を大幅に低減するための革新的な技術開発及び石炭

利用に係る微量成分の環境への影響を低減するための技術開発等を実施する。また、石炭ガス化プロセスからのＣＯ２

分離・回収技術開発については、ＣＯ２を９９％以上の純度で分離・回収する技術等を確立する。 

《１》環境調和型製鉄プロセス技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２３年度計画］ 

 ＣＯ２発生量を大幅に削減する、環境に調和した革新的な製鉄プロセス技術の確立を目的に、新日本製鐵株式会社執

行役員 高松 信彦氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①「鉄鉱石還元への水素活用技術開発」においては、開発成果の検証として試験高炉による試験の実施

を検討する。 

研究開発項目②「ＣＯＧのドライ化・増幅技術開発」においては、ベンチ規模触媒試験装置の製作を行い、ＣＯＧ改

質試験を開始する。 

研究開発項目③「水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発」においては、高性能粘結材の調製指針及び配合炭設

計指針を確立する。 

研究開発項目④「ＣＯ２分離・回収技術の開発」においては、引続きＣＯ２化学吸収プロセス評価プラント（３０ｔ

／日）による化学吸収液評価試験を行う。また、物理吸着ベンチスケール試験装置（３ｔ／日）によ

る実ガス試験を実施する。 

研究開発項目⑤「未利用顕熱回収技術の開発」においては、完成したスラグを連続的に凝固させるロール成形ベンチ

試験装置による顕熱回収試験を行う。ヒートポンプ等の低温排熱回収技術開発を継続する。製鉄所内

の低温熱発電システムの最適化及びコスト削減を検討する。 

研究開発項目⑥「製鉄プロセス全体の評価」においては、最終目標に向けた開発項目の見直し、次期ステップ以降の

開発計画を検討する。 

［２３年度業務実績］ 

研究開発項目①「鉄鉱石還元への水素活用技術開発」においては、開発成果の検証として試験高炉による試験の試験

条件の検討、試験方案の作成、ガス吹き込み設備等の付帯設備の仕様を検討、提示した。 

研究開発項目②「ＣＯＧのドライ化・増幅技術開発」においては、ベンチ規模触媒試験装置の各種機械品・電気品の

製作・調達・据付、土建工事、計器室・電気室の設置工事を行った。 

研究開発項目③「水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発」においては、目標の強度を有するコークスは石炭の

装入密度と高性能粘結材の膨張性付与効果を利用して石炭粒子間の空隙充填能力を最適化することで

製造可能であり、粘結材の添加量と配合炭設計に関する指針を得た。 

研究開発項目④「ＣＯ２分離・回収技術の開発」においては、ＣＯ２化学吸収プロセス評価プラント（３０ｔ／日）

により化学吸収液の劣化物生成挙動を評価、１年運転においても蟻酸等の影響は問題ないレベルと推

定された。物理吸着ベンチスケール試験装置（３ｔ／日）による実ガス試験を実施し、ラボＰＳＡ試

験装置での推定ＣＯ２回収コストである￥２，５００／ｔ－ＣＯ２を実証した。 

研究開発項目⑤「未利用顕熱回収技術の開発」においては、スラグを連続的に凝固させるロール成形ベンチ試験装置

の試験を行いスラグを連続的に板状に凝固できること、凝固厚みを目標の５ｍｍ以下、スラグ温度１

０００℃以上となる運転条件を確認した。また、本設備と連結する顕熱回収ベンチ設備を建設した。 

研究開発項目⑥「製鉄プロセス全体の評価」においては、製鉄所全体についての総合的エネルギーバランス評価のた

めのツールを用い、各サブグループのこれまでの検討結果を反映したシミュレーションを実施すると

共に時期ステップ（Ｓｔｅｐ２）に向けての基本方針を検討した。 
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《２》ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト ［平成４年度～平成２６年

度］ 

［２３年度計画］ 

 地球環境問題への対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するため、ゼロエミッション型石炭火力発

電の実現を目指すとともに、我が国のクリーン・コール・テクノロジーの国際競争力強化のための技術開発・調査研究

を、以下の事業項目について実施する。 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究 

⑤ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 ［平成２０～２４年度］ 

 石炭ガス化発電からＣＣＳ(Carbon dioxide Capture and Storage)までのトータルシステムの実現可能性ＦＳ(フ

ィジビリティー・スタディー）検討を実施するため、財団法人エネルギー総合工学研究所 研究理事 小野崎 正樹

氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総合研究所 招聘研究員 赤井 誠氏をサブプロジェクトリーダ

ーとして、以下の調査研究を実施する。 

（１）石炭ガス化発電とＣＯ２分離・回収システムの概念設計 

 本テーマは平成２２年度で終了。 

（２）ＣＯ２輸送システムの概念設計 

 平成２３年度は、以下①、②の輸送コストの削減テーマを検討する。①液化ＣＯ２輸送船に液化ＣＯ２貯蔵タン

クの機能を兼用させることでコスト低減を図る、②省エネルギー型ＣＯ２液化システムの最適化によりコスト低減

を図るもの。 

（３）ＣＯ２の貯留システムの概念設計と貯留ポテンシャル評価 

 平成２３年度は追加選定した貯留候補と考えられる追加サイトについて、貯留ポテンシャル調査、貯留の可能性

の調査を精査する。更に、追加サイトの貯留概念設計を実施すると伴に、貯留システムの経済性評価についても精

査を行う。全体整理として、事前調査からＣＯ２貯留後のフォローアップまでの流れと課題の整理、コスト削減案

の検討を行う。また、平成２３年度の海外動向調査は、前年度の成果を踏まえて以下①、②について実施する予定。 

 ①世界の政策動向、プロジェクト動向の調査、②アジア各国のＣＣＳに関する動向調査。 

（４）全体システム評価（発電からＣＯ２貯留に至るトータルシステムの評価） 

・全体調整・取り纏め 

 平成２３年度も、事業全体に係わる横断的な事項や概念設計について、本グループが前面に出て、スコープ調

整を実施し、各要素技術間の連携強化を行うことで発電から貯留までのトータルシステム評価が行えるよう抜け

のない検討を継続実施する。 

・経済性評価モデルの構築と評価 

 ＣＯ２を分離・回収し、ＣＯ２を輸送・貯留・モニタリングする迄のトータルシステムの経済性評価の為のモ

デル構築用データベースの整備とモデル構築を完成させる。また、Capture Ready 施策、レトロフィットを含め

導入施策、ＣＯ２船舶輸送の活用シナリオを想定した経済性評価を行う。 

・エネルギー需給影響評価モデルの構築と評価 

 革新的ゼロエミッション石炭火力発電システムの導入・普及が、我が国のエネルギー需給構造に及ぼす影響を

分析するためのモデルやＣＯ２排出削減への貢献を分析する為のモデルのブラシュアップを行う。特にＧＨＧ大

削目標(２０５０年など)に対応した電源計画に係わるシナリオ分析を行う。 

・国際標準化の検討 

 標準化動向調査・標準化二ーズ調査と標準化提案に向けた検討を行う。 

（５）特定サイトにおける石炭ガス化発電からＣＯ２貯留に至るトータルシステムの概念設計 

 本テーマは平成２２年度で終了。 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 ［平成１９～２４年度］ 

研究開発項目①「革新的ガス化技術開発の基盤研究事業」 ［平成２０～２４年度］ 

 ゼロエミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上させるための石炭ガス化システムや

ＣＯ２分離・回収システム技術の更なる高効率化を求めた基盤研究を実施するため、財団法人エネル

ギー総合工学研究所 研究理事 小野崎 正樹氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総

合研究所 招聘研究員 赤井 誠氏をサブプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施する。 

（１）「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

 ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣシステムの基盤技術の確立に向けて、小型ガス化炉による酸素－

ＣＯ２ガス化技術の検証試験を引き続き行うとともに、酸素－ＣＯ２ガス化炉の最適方式の数値

解析による解明とコンバスタ部等の改造を実施する。また、フィージビリティスタディ（ＦＳ）

によるプラント実現可能性検討の中で、海外の他のプロジェクトとの比較を行い、本プロジェク

トの優位性を評価する。 

（２）「石炭ガス化発電用高水素濃度対応低ＮＯｘ技術開発」 

 引き続き、高水素濃度燃料対応低ＮＯｘバーナの更なる性能向上を検討し、大気圧要素試験で

高濃度水素の燃料に対して逆火等の不具合がないこと及び低ＮＯｘ燃焼性能を検証するとともに、
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燃焼安定性と低ＮＯｘ燃焼性能を両立させるバーナ構造の最適化を行う。 

 マルチクラスタバーナ形式低ＮＯｘ燃焼器の中圧燃焼試験結果から、性能向上のために縮小及

び実寸サイズのマルチクラスタバーナ形式低ＮＯｘ燃焼器を改良する。さらに、水素、窒素、メ

タン供給設備による中圧試験や高圧試験を実施することで、高水素濃度の燃料に対しての逆火や

低ＮＯｘ燃焼の性能を検証する。 

研究開発項目②「次世代高効率石炭ガス化技術」［平成１９～２３年度］ 

 石炭ガス化及び石炭燃焼技術分野において、海外との競争力の強化を念頭に基礎的な技術開発を加

速・推進することを目的とし、九州大学先導物質化学研究所先端素子材料部門教授 林 潤一郎氏プ

ロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 熱分解炉を併設した循環流動層ガス化装置により、ガス化速度に及ぼすチャー粒子滞留時間・Ｓ／

Ｇ（石炭投入量に対する水蒸気量の割合）の影響を定量的に明らかにする。また、ガス化反応を最大

にする熱分解温度とガス化温度との最適組み合わせ等を実験的に検証し、想定される実機の熱分解炉

およびガス化炉の最適運転条件の指針を示す。また、低コスト天然鉱物由来の触媒を担持した石炭の

迅速ガス化およびタール分解特性を調査し、本ガス化システムへの触媒ガス化適用の可能性を検討す

る。 

研究開発項目③「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発」 

 鹿児島大学工学部生体工学科教授 大木 章氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実

施する。 

（１）微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積と燃焼プロセスにおけるプラント内挙

動の解明 ［平成１９～２５年度］ 

 石炭中の微量成分分析手法について、これまでに発行されたＩＳＯガイダンスを踏まえたＪＩ

Ｓ原案の作成を行う。また、手法の高度化とデータ精度の検証について、規格化団体（ＪＩＳＧ

石炭・コークス委員会）との綿密な連携のもとにとともに、コールバンク試料を活用したデータ

点数の上積みを図る。その中でコールバンク試料炭１５炭種の本分析法による微量分析を行い、

微量データベースを計１１２炭種とするとともに、主要な試料に関しては水銀、ホウ素について

の分析の再検討を行う。またＨＦ（フッ化水素）の有無による溶解機構の解明に向けた理論的検

討を行う。 

 ガス状ホウ素およびセレンの分析方法に関し、発電所等実装置（２カ所）における適用性につ

いて検討する。プラントの同一地点から排ガスを採取し分析することで、不確かさの検討を行い、

実装置での適用性を評価する。また、環境装置（脱硝装置、電気集塵器、脱硫装置）の前後にお

いて、ホウ素及びセレンを分析し、プラント内における挙動を検討する。また、将来の除去技術

の開発を視野に、石炭灰・脱硫排水・煙突等からプラント系外への排出割合を予測する挙動モデ

ルの構築に取り組む。 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 ［平成４年度～平成２６年度］ 

 石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯＸ、ＮＯＸ等による地球環境及び地域環境問題への対応、並びにエネルギー

需給の安定化への対応等を図るため、以下を実施する。なお、本事業は研究開発ではないため、プロジェクトリーダ

ーは設置されていない。 

（１）海外ＣＯ２対策技術、ＣＣＳプロジェクトに係る情報収集・意見交換 

 昨年度に引き続き、欧州、米国、豪州、中国などにて進められている高効率化に向けた７００℃級超々臨界圧発

電（Ａ－ＵＳＣ）、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の取り組み状況と、それらとＣＣＳとの組合せたプロジェ

クトの最新動向等の技術動向を把握するため、現地調査、技術交流や情報・意見交換等を実施する。 

（２）ＣＣＴ開発等先導調査およびその他ＣＣＴ推進事業 

 我が国のＣＣＴ及びＣＣＳ技術の更なる高度化のための技術開発シーズの検討や、我が国の高効率ＣＣＴの海外

展開の可能性の検討を目的として、専門家や有識者を活用した調査、技術交流や情報・意見交換等を実施する。 

（３）ＩＥＡの各種協定に基づく技術情報交換の実施 

 ＩＥＡ／ＣＣＣ（Clean Coal Centre）では、クリーン・コール・テクノロジーに関する技術調査を行っており、

これに参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を行う。 

④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究[平成２２年度～平成２３年度] 

 高効率石炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＣＳを用いた革新的なゼロエミッシ

ョン化を目指し、以下の研究開発を実施する。なお、本調査研究は研究開発ではないため、プロジェクトリーダーは

設置していない。 

（１）「酸素吹石炭ガス化技術に関する最適化検討」 

 平成２２年度に酸素吹石炭ガス化技術の基礎的検討、ゼロエミッション石炭火力発電システムに関する最適化検

討、多用途利用に向けた検討等を計画通り実施したため、平成２３年度は（２）に注力する。 

（２）「酸素吹石炭ガス化複合発電実証試験に関する最適化検討」 

ａ．酸素吹石炭ガス化複合発電実証プラントの基本設計 

 実証プラントで検証すべき技術課題を抽出するとともに、構成するガス化炉やガス精製設備等の基本仕様、設

計、全体配置計画、プラント性能等の基本設計を検討する。 

ｂ．酸素吹石炭ガス化複合発電実証プラントの設備合理化検討 

 ガス化炉系統、ガス精製系統等の実証プラントの各構成設備の設備信頼性、安全性等を確保しつつ、設備合理

化を検討し、経済性を追求する。また必要な要素試験等も行い、合理化へ反映するデータ等を取得する。それら
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の結果に基づき、建設計画等を取りまとめ、実証試験に向けた詳細計画を策定する。 

⑤ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発[平成２２年度～平成２５年度] 

 次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発と新規ＣＯ２分離回収技術等の調査を行うべく、電源開発株式会

社若松研究所長 笹津 浩司氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発 

（ア）ＣＯ２分離回収試験設備の設計・製作 

 酸素吹石炭ガス化炉で生成される石炭ガス化ガスからＣＯ２を分離回収する物理吸収試験設備の設計を引き続

き行い、その設計に基づいて製作・据付工事を実施する。 

（イ）酸素吹石炭ガス供給設備の整備等 

 ＣＯ２分離回収試験の実施準備として、引き続き、ＣＯ２分離回収試験設備に石炭ガスを供給する酸素吹石炭

ガス化炉の整備（改造工事）を実施する。 

（ウ）物理吸収法におけるサワーシフト反応最適化研究 

 ＩＧＣＣでの運用圧力における炭素析出特性（触媒劣化）を把握するために、加圧状態での触媒性能を評価す

ることで、シフト反応の添加水蒸気量や炭素析出量等の関係を解明する。本研究はＨ２３年度に新規に公募して

実施する。 

（２）新規ＣＯ２分離回収技術等調査及び有望技術評価 

 新規ＣＯ２分離回収技術及びＣＯ２回収システムに関して、高圧再生型吸収液によるＣＯ２分離回収技術やＣＯ２

回収型石炭ガス化技術、ハイドレートによるＣＯ２分離回収、水素分離膜を用いたＨ２／ＣＯ２分離システム等につ

いて、引き続き調査を進めるとともに、技術の性能・信頼性・大型化等に関して有望性を評価する。 

［２３年度業務実績］ 

 地球環境問題への対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するため、ゼロエミッション型石炭火力発

電の実現を目指すとともに、我が国のクリーン・コール・テクノロジーの国際競争力強化のための技術開発・調査研究

を、以下の事業項目について実施した。 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 ［平成２０～２４年度］ 

 石炭ガス化発電からＣＣＳ(Carbon dioxide Capture and Storage)までのトータルシステムの実現可能性ＦＳ(フ

ィジビリティー・スタディー）検討を実施するため、財団法人エネルギー総合工学研究所 研究理事 小野崎 正樹

氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総合研究所 招聘研究員 赤井 誠氏をサブプロジェクトリーダ

ーとして、以下の調査研究を実施した。 

（１）石炭ガス化発電とＣＯ２分離・回収システムの概念設計 

 本テーマは平成２２年度で終了。 

（２）ＣＯ２輸送システムの概念設計 

 平成２３年度は、以下①、②の輸送コストの削減テーマを検討した。①液化ＣＯ２輸送船に液化ＣＯ２貯蔵タン

クの機能を兼用させるプッシャーバージ型輸送船の検討と圧入装置付きプッシャーバージ船と係留ブイの組み合わ

せでＨ２２年度の検討結果より建設費を８４％に削減した。②省エネルギー型ＣＯ２液化システムとして深冷減圧

法を検討し、ランニングコストの大部分を占める消費電力をＨ２２年度の直接液化法に比べ８３％に低減した。 

（３）ＣＯ２の貯留システムの概念設計と貯留ポテンシャル評価 

 平成２３年度は追加選定した福江沖堆積盆について、貯留ポテンシャル調査、貯留の可能性の調査を行った。こ

の結果貯留可能量で４９億ｔ－ＣＯ２、商用規模圧入井２本で１５４万ｔＣＯ２／年、大規模貯留圧入井１０本で

１０００万ｔＣＯ２／年が可能であることがわかった。更に、追加サイトの貯留概念設計を実施し、貯留システム

の経済性評価を検討した結果、商用規模で概算費用約３１６億円、大規模貯留で約６３５億円となり、大規模貯留

で費用はトン当たり約１／３となる。全体整理として、事前調査からＣＯ２貯留後のフォローアップまでの流れと

課題の整理を行った。平成２３年度の海外動向調査は、前年度の成果を踏まえて以下①、②について実施した。 

 ①世界の政策動向、プロジェクト動向の調査、②アジア各国のＣＣＳに関する動向調査。 

（４）全体システム評価（発電からＣＯ２貯留に至るトータルシステムの評価） 

・全体調整・取り纏め 

 平成２３年度も、事業全体に係わる横断的な事項や概念設計について、本グループが前面に出て、スコープ調整

を実施して、各要素技術間の連携強化を行うことで発電から貯留までのトータルシステム評価が行えるよう抜けの

ない検討を継続実施した。 

・経済性評価モデルの構築と評価 

 ＣＯ２を分離・回収し、ＣＯ２を輸送・貯留・モニタリングする迄のトータルシステムの経済性評価の為のモデ

ル構築用データベースの整備とモデルＳＥＥＣを完成させた。また、Capture Ready 施策、レトロフィットを含め

導入施策、ＣＯ２船舶輸送の活用シナリオを想定した仮想ＣＣＳプロジェクトを設定して経済性評価を行った。こ

の結果、ＦＩＴ収入ケースは通常売電価格との差が８円／ｋＷｈあれば大きな事業性を有することがわかった。 

・エネルギー需給影響評価モデルの構築と評価 

 革新的ゼロエミッション石炭火力発電システムの導入・普及が、我が国のエネルギー需給構造に及ぼす影響を分

析するためのモデルやＣＯ２排出削減への貢献を分析する為のモデルのブラシュアップを行った。特にＧＨＧ大削

目標(２０５０年など)に対応した電源計画に係わるシナリオ分析を行った。この結果殆どの化石燃料火力に CCS を

導入する必要があることがわかった。 

・国際標準化の検討 

 標準化動向調査・標準化二ーズ調査と標準化提案に向けた検討を行い、我が国がリーダシップを取るべき分野の

アカウティング、リスクマネージメント、施策・制度等について検討した。 
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（５）特定サイトにおける石炭ガス化発電からＣＯ２貯留に至るトータルシステムの概念設計 

 本テーマは平成２２年度で終了。 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 ［平成１９～２４年度］ 

研究開発項目①「革新的ガス化技術開発の基盤研究事業」 ［平成２０～２４年度］ 

 ゼロエミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上させるための石炭ガス化システムや

ＣＯ２分離・回収システム技術の更なる高効率化を求めた基盤研究を実施するため、財団法人エネル

ギー総合工学研究所 研究理事 小野崎 正樹氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総

合研究所 招聘研究員 赤井 誠氏をサブプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

（１）「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

 小型ガス化炉においては、ＣＯ２加温装置等小型ガス化炉設備を改造し、試験条件の拡大を図

るとともに、ＣＯ２ガス化反応機構の解明と酸素－ＣＯ２ガス化における反応モデルの適応性評

価も実施した。さらに、高ＣＯ濃度条件での脱硫プロセスの適正運転条件において、石炭ガス化

炉からの実ガスによる乾式ガス精製の最適化実験により、実用化に向けた評価と課題抽出を行っ

た。また、環太平洋の多様な石炭に対する適用性の検討も継続して行った。 

（２）「石炭ガス化発電用高水素濃度対応低ＮＯｘ技術開発」 

 バーナの基本構造を検討することで単一バーナ形状の最適化を高度化し、中圧燃焼試験および

高圧燃焼試験を実施し、水素濃度変化（約２５％～８５％）に対する逆火のないことや低ＮＯｘ

燃焼が可能であることを確認した。平成２２年度に製作した縮小サイズおよび実寸サイズマルチ

バーナ形式低ＮＯｘ燃焼器を大気圧要素試験によって得られた火炎構造および不安定燃焼現象の

知見を反映し、性能向上させるため改良した製作した。 

試験用模擬ガスでは検証できない一酸化炭素の影響および多缶同時燃焼を評価するため、実ガス

燃焼試験を平成２４年度に実施するが、その試験の検討を行った。 

研究開発項目②「次世代高効率石炭ガス化技術」［平成１９～２３年度］ 

 石炭ガス化及び石炭燃焼技術分野において、海外との競争力の強化を念頭に基礎的な技術開発を加

速・推進することを目的とし、九州大学先導物質化学研究所先端素子材料部門教授 林 潤一郎氏プ

ロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

 開発した熱分解炉を併設した循環流動層ガス化装置により、ガス化炉性能の向上に努め、想定され

る実機の熱分解炉およびガス化炉の最適運転条件の指針を示した。これまでの成果に基づき、各触媒

を用いた石炭（チャー）ガス化およびタール分解性能を評価し、循環流動床ガス化装置を用いて触媒

ガス化の有効性を検証した。大型循環流動層コールドモデルを用いて、構造の最適化を行い、通過流

束Ｇｓ＝３５０ｋｇ／（ｍ２・ｓ）以上を達成した。送電端効率に着目した最適化の検討を進め、Ａ

－ＩＧＣＣ、Ａ－ＩＧＦＣについてＣＯ２回収に対応した場合の最適化の提案を行った。その検討結

果についてもメーカーによるレビューを行い、課題抽出を行った。 

研究開発項目③「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発」 

 鹿児島大学工学部生体工学科教授 大木 章氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実

施した。 

（１）微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積と燃焼プロセスにおけるプラント内挙

動の解明 ［平成１９～２５年度］ 

 石炭中の微量成分分析手法について、これまでに発行されたＩＳＯガイダンスを踏まえたＪＩ

Ｓ原案の作成を行った。また、手法の高度化とデータ精度の検証について、規格化団体（ＪＩＳ

Ｇ石炭・コークス委員会）との綿密な連携のもとにとともに、コールバンク試料を活用したデー

タ点数の上積みを行った。その中でコールバンク試料炭１５炭種の本分析法による微量分析を行

い、微量データベースを計１１２炭種とするとともに、主要な試料に関しては水銀、ホウ素につ

いての分析の再検討を行った。またＨＦ（フッ化水素）の有無による溶解機構の解明に向けた理

論的検討を行った。 

 ガス状ホウ素およびセレンの分析方法に関し、発電所実プラントに適用し、プラントの同一地

点から排ガスを採取し分析することで、不確かさの検討を行い、実装置での適用性について評価

を行った。また、環境装置（脱硝装置、電気集塵器、脱硫装置）の前後において、ホウ素及びセ

レンを分析し、プラント内における挙動を観測した。また、将来の除去技術の開発を視野に、実

験炉を使用して石炭灰・脱硫排水・煙突等からプラント系外への排出割合を予測する挙動モデル

の構築に取り組んだ。 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 ［平成４年度～平成２６年度］ 

 石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯＸ、ＮＯＸ等による地球環境及び地域環境問題への対応、並びにエネルギー

需給の安定化への対応等を図るため、以下を実施する。なお、本事業は研究開発ではないため、プロジェクトリーダ

ーは設置されていない。 

（１）海外ＣＯ２対策技術、ＣＣＳプロジェクトに係る情報収集・意見交換 

・「モンゴルにおける低品位炭利用に起因する環境負荷低減技術に関する検討」 

 モンゴル都市部の大気環境改善のため、主たる原因であるゲル地域における生炭燃焼を乾留ブリケットへ代替

させることを目的として、ブリケット製造プロセスを確立し、商用設備の事業性評価を実施した。 

（２）ＣＣＴ開発等先導調査およびその他ＣＣＴ推進事業 

・「エネルギーを取り巻く環境変化と今後のＣＣＴ技術開発のあり方に関する検討」 
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 石炭は我が国において重要な基幹エネルギーであり、東日本大震災後において、ますます重要性が高まる火力

発電の導入シナリオについて、石炭火力をベース電源とした場合、ＬＮＧ火力をベース電源にした場合とを検討

した。また我が国では平成１９年に燃料関連分野の技術戦略マップの中で石炭利用技術分野の技術ロードマップ

が作成されたが、作成後４年経過しているため、ＣＣＴロードマップに関する調査とローリングを行った。 

（３）ＩＥＡの各種協定に基づく技術情報交換の実施 

 ＩＥＡ／ＣＣＣ（Clean Coal Centre）では、クリーン・コール・テクノロジーに関する技術調査を行っており、

これに参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を行った。 

④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究[平成２２年度～平成２３年度] 

 高効率石炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＣＳを用いた革新的なゼロエミッシ

ョン化を目指し、以下の研究開発を実施する。なお、本調査研究は研究開発ではないため、プロジェクトリーダーは

設置していない。 

（１）酸素吹石炭ガス化技術に関する最適化検討 

 本項目は平成２２年度に計画通り完了した。 

（２）酸素吹石炭ガス化複合発電実証試験に関する最適化検討 

ａ．酸素吹石炭ガス化複合発電実証プラントの基本設計 

 平成２２年度に引き続き、実証試験にて検証すべき技術課題を抽出するとともに、実証プラントを構成するガ

ス化炉、ガス精製設備、空気分離設備、排水処理設備、ユーティリティー設備等に関する基本仕様、主要プロセ

スの設計、全体配置計画、プラント性能、環境性能などの基本計画に基づく基本設計を検討した。 

ｂ．酸素吹石炭ガス化複合発電実証プラントの設備合理化検討 

 平成２２年度に引き続き、実証プラントを構成する設備について、効率、信頼性、安全性、運用性を確保した

合理化項目を抽出した。その合理化案の適用可否を評価したうえで 1)の基本設計に反映するとともに、実証プ

ラントの建設計画と実証試験計画を策定した。 

⑤ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発[平成２２年度～平成２５年度] 

 次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発と新規ＣＯ２分離回収技術等の調査を行うべく、電源開発株式会

社若松研究所長 笹津 浩司氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発 

（ア）ＣＯ２分離回収試験設備の設計・製作 

 酸素吹石炭ガス化炉で生成される石炭ガス化ガスからＣＯ２を分離回収する試験設備〔物理吸収法（Sour Gas 

Shift+Selexol)：供試ガス１，０００ｍ３Ｎ／ｈ規模のパイロット試験設備〕の設計を前年度に引き続き行い、

その設計に基づき製作・据付工事を実施した。 

（イ）酸素吹石炭ガス供給設備の整備等 

 ＣＯ２分離回収試験の実施準備として、前年度に引き続き、ＣＯ２分離回収試験設備に石炭ガス化ガスを供給

する酸素吹石炭ガス化炉の整備（改造工事）を実施した。今年度はチャーリサイクル系統における粉体搬送設備

の改造後の各種機能確認試験を実施した。 

（ウ）物理吸収法におけるサワーシフト反応最適化研究 

 ＩＧＣＣでの運用圧力における炭素析出特性（触媒劣化）を把握するために、加圧状態での触媒性能を評価す

ることで、シフト反応の添加水蒸気量や炭素析出量等の関係を解明した。 

（２）新規ＣＯ２分離回収技術等調査及び有望技術フィールド試験 

 新規ＣＯ２分離回収技術及びＣＯ２分離回収システムに関して、回収したＣＯ２の昇圧ロス低減が可能な高圧再生

型吸収液によるＣＯ２分離回収技術やＣＯ２分離設備が不要なＣＯ２回収型石炭ガス化技術、ハイドレートによるＣ

Ｏ２分離回収、水素分離膜を用いたＨ２／ＣＯ２分離システム等について、前年度に引き続き調査を実施し、性能・

信頼性・大型化等に関して技術の有望性を評価した。また、有望技術のフィールド試験を前倒しで開始した。 

＜５＞国際関連分野 

［中期計画］ 

 近年におけるアジア諸国の経済発展はめざましく、とりわけＢＲＩＣｓの一角を担う中国、インドの経済成長に伴う

エネルギー需要の伸びは著しい。また、中東情勢や経済動向等により、原油価格の不安定性が増大している状況にある。

さらに、京都議定書の発効により、エネルギー・環境分野における国内外での対応策が喫緊の課題となっている。かか

る状況等を踏まえ、第１期中期目標期間においては、我が国のエネルギー安全保障の確保及び環境対策を講じること等

を目的とした海外実証業務等（共同研究を含む。）について、実用性、経済性等を重視した事業運営を行ってきた。 

 第２期中期目標期間中においては、アジア諸国の更なる経済発展が見込まれるところ、これに伴う技術レベルの向上、

法制度、エネルギー関連の諸制度等が整いつつある国も見受けられ、エネルギー・環境分野等における事業のニーズも

多様化している。一方、テロ行為、政情不安などにより、治安の悪化を招いている国も散見されるなど事業を推進する

上で相手国の情勢をより一層慎重に見極めていくことが必要となっている。以上を踏まえ、第２期中期目標期間におい

ては、企画競争・公募を徹底するとともに、より効果的・効率的に事業を推進すべく、以下の点について拡充を図り、

もって我が国のエネルギー安全保障の確保、環境対策の推進等に寄与する。また、エネルギー関連施設の立地条件、技

術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同水準以上の件

数のエネルギー使用合理化技術等の実証事業の実施等を目指す。 

・実施対象国と対象技術の選定に関し政府の政策上の優先度を踏まえ、普及可能性と波及効果の発揮に注力 
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・対象分野・技術の拡大（商業ビル等民生分野向けの技術、新エネルギー技術（太陽光発電、バイオマス等）を始めと

する代エネ技術、環境調和型エネルギー技術（ＣＣＴ、石炭資源の有効利用技術等）、従来のエネルギー多消費産業

（鉄鋼、セメント、電力等）に加え、エネルギー消費の高い裾野産業（中小企業）向けの技術等） 

・我が国の省エネ技術、環境調和型エネルギー技術等の普及等を加速化させるため、実施対象国の国土面積、地域性、

地理的要因等の国情を踏まえた適切な事業運営の推進、及び普及促進を図る事業の拡充 

《１》国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業 ［平成５年度～平成２７

年度］ 

［２３年度計画］ 

 平成２３年度より「国際エネルギー消費効率化等技術普及協力事業」「スマートコミュニティ推進事業（米国ニュー

メキシコ州における日米スマートグリッド実証等）を統合して実施する事業である。本事業では基本的に実証事業に関

連する費用のうち中核的費用を委託の対象とし、その他は委託先の負担とする。ただし旧スキームで実施されているも

のは従前のとおりとする。 

（１）国際エネルギー消費効率化等技術・システム普及推進事業 

 新たな実証事業候補案件の事業化可能性について、相手国の政府機関、サイト候補企業等との協議、条件調整を

含む必要なＦＳを行う。また、当該国への我が国のエネルギー有効利用技術等をシステムとして普及することを目

的とし、我が国の省エネルギー技術等の普及可能性・国際標準化への検討、関係国のエネルギー施策、エネルギー

消費動向等の把握・分析、マスタープランの作成及び提言、省エネルギー診断を含む専門家派遣、招へい研修、キ

ャパシティビルディング等を実施する。また、石炭高効率発電や石炭ガス化技術、二酸化炭素回収・貯留（ＣＣ

Ｓ）などの石炭高効率利用システムを対象とした我が国技術の海外案件組成のための試験を含む調査を実施する。 

（２）国際エネルギー消費効率化等技術・システム事業化実証事業 

 今後市場の形成が見込まれるスマートグリット分野をはじめ、民生・運輸などの省エネ分野などを広く連携し、

我が国が有する技術の有効性を実証し、相手国政府及び必要に応じ外国企業と一体となって実証・普及を図る。上

記ＦＳおよびフォローアップ事業と組み合わせて１テーマの一連の事業として実施する。 

［２３年度業務実績］ 

①基礎調査 

 平成２３年度は以下の基礎調査を採択した。 

・モロッコ王国における太陽光発電と系統安定化技術導入可能性に関する調査 

・マレーシアにおけるゼロエミッション・エネルギー供給を中心としたエコシティ構築可能性に関する調査 

・タイ工業団地ピンチテクノロジー等の工場間エネルギー利用解析による省エネ診断事業 

・インド共和国における太陽熱発電技術導入可能性に関する調査 

・英国におけるスマートコミュニティ技術実証可能性に関する基礎調査 

・中華人民共和国北京市延慶県におけるスマートコミュニティ技術導入可能性に関する調査 

・日本発ＺＥＢの国際展開に関する検討 

・インド共和国における携帯基地局へのエネルギーマネジメント技術導入可能性に関する調査 

②ＦＳ 

 平成２３年度は以下のＦＳを採択した。 

・膜技術を用いた省エネ型排水再生システム技術実証事業（サウジアラビア） 

・太陽熱エネルギー発電システム技術実証事業（チュニジア） 

・風力・揚水発電による電力品質安定化技術実証事業(トルコ共和国） 

・中華人民共和国 江西省共青城におけるスマートコミュニティー技術実証事業 

・省エネビル(公共事業省)技術実証事業（トルコ） 

・省エネビル(エーゲ大学）技術実証事業（トルコ） 

・省エネビル(ニューヨーク州立大学）実証事業(アメリカ) 

・省エネビル(コジェネ）技術実証事業（シンガポール） 

・省エネビル（水和スラリ）技術実証事業（シンガポール） 

・太陽熱冷房技術実証事業（ＵＡＥ／アブダビ首長国・マスダールシティ） 

・インドネシア共和国・ジャワ島の工業団地におけるスマートコミュニティー実証事業 

③フォローアップ事業 

 平成２３年度は以下のフォローアップ事業を実施した。 

・アルミニウム工業における高性能工業炉モデル事業（タイ）に係る技術普及事業 

・民生（ビル）省エネモデル事業（中国）に係る技術普及事業 

・コークス炉自動燃焼制御モデル事業（中国）に係る技術普及事業 

①新規実証事業化決定案件 

 ＦＳを終了したテーマについて平成２３年度内に外部有識者も含めた事業化評価を実施し、以下の案件の事業化

（実証事業実施）を決定した。またうち３件についてはＭＯＵを締結した。 

Ⅰ．技術実証事業 

・産業廃棄物発電技術実証事業（ベトナム） 

・低濃度炭鉱メタンガス（ＣＭＭ）濃縮技術実証事業（中国） 

・馬鈴薯澱粉残渣からのバイオエタノール製造実証事業（中国） 
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・キャッサバパルプからのバイオエタノール製造技術実証事業（タイ） 

・酵素法によるバイオマスエタノール製造技術実証事業（タイ） 

・省エネビル（ニューヨーク州立大学）実証事業（アメリカ） 

・省エネビル（エーゲ大学）技術実証事業（トルコ） 

・膜技術を用いた省エネ型排水再生システム技術実証事業（サウジアラビア）（ＭＯＵ締結済） 

・大規模太陽光発電システム等を利用した技術実証事業（インド） 

Ⅱ．システム実証事業 

・ハワイにおける日米共同世界最先端の離島型スマートグリッド実証事業（ＭＯＵ締結済） 

・フランス・リヨン再開発地域におけるスマートコミュニティ実証事業（ＭＯＵ締結済） 

・スペインにおけるスマートコミュニティ実証事業 

・中華人民共和国 江西省共青城におけるスマートコミュニティ技術実証事業 

②継続事業の進捗 

 「コークス乾式消火設備モデル事業（インド）」、「セメント工場におけるバイオマス及び廃棄物の有効利用モデル

事業（マレーシア）」、「民生用水和物スラリー蓄熱空調システムモデル事業（タイ）」、「ディーゼル発電設備燃料転換

モデル事業（インド）」、「セメント排熱回収発電設備モデル事業（インドネシア）」、「流動層式石炭調湿設備モデル事

業（中国）」、「焼結クーラー排熱回収設備モデル事業（インド）」、「熱電併給所高効率ガスタービンコジェネレーショ

ンモデル事業（ウズベキスタン）」、「コークス炉自動燃焼制御モデル事業（中国）」、「民生（ビル）省エネモデル事業

（タイ）」、「環境対応型高効率アーク炉モデル事業（タイ）」、「下水処理場における汚泥等混焼発電モデル事業（中

国）」、「製糖工場におけるモラセスエタノール製造技術実証事業（インドネシア）」、「新交通情報システム技術実証事

業（中国）」、「都市廃棄物高効率エネルギー回収技術実証事業（中国）」、「都市ビルへの高効率ヒートポンプ技術適用

技術実証事業（インド）」、「米国ニューメキシコ州における日米スマートグリッド実証」については概ね順調に事業

が進捗した。 

《２》国際連携クリーンコール技術開発プロジェクト ［平成２２年度～平成２３年

度］ 

［２３年度計画］ 

 石炭火力を発生源とする日本型ＣＣＳの早期確立を図るため、我が国の研究機関と欧米等の研究機関による共同研究

や中国におけるＥＯＲ（石油増進回収）の技術検討を、対象国との合意に基づいた国際的な連携事業を行うため、以下

の研究開発を実施する。 

 平成２３年度は、継続事業として①の米国案件２件、豪州案件２件、②の中国案件１件を実施する。 

研究開発項目①クリーンコール技術に関する基盤的国際共同研究 

（１）ＣＣＳ向け高効率酸素燃焼石炭ボイラ実用化のための研究開発（米国） 

 酸素燃焼実ガス高温腐食試験までを行い、酸素燃焼時の腐食環境の評価を行う。 

（２）石炭起源の低炭素原燃料とＣＣＳの導入・普及のシナリオに関する研究開発（米国） 

 低炭素原燃料とＣＣＳのサプライチェーンのビジネスモデルの提示を行う。 

（３）低品位炭起源の炭素フリー燃料による将来エネルギーシステムの実現化に関する調査研究（豪

州） 

 褐炭ガス化要素試験等実施し、炭素フリー燃料による将来エネルギーシステムのＦＳを行う。 

（４）ビクトリア州褐炭のガス化を基幹とする高度利用技術国際連携研究（豪州） 

 褐炭エネルギー・化学コンプレックス全体の技術可能性及び事業性について検討する。 

研究開発項目②中国での石炭起源のＣＯ２のＣＣＳ－ＥＯＲ適応に関する調査研究 

（５）前年度に引き続き、ＣＣＳ－ＥＯＲ全体システムの検討、微生物利用メタン再生技術及び貯留

層モニタリングの調査研究を中国側と役割分担しながら進めていく。 

［２３年度業務実績］ 

 石炭火力を発生源とする日本型ＣＣＳの早期確立を図るため、我が国の研究機関と欧米等の研究機関による共同研究

や中国におけるＥＯＲ（石油増進回収）の技術検討を、対象国との合意に基づいた国際的な連携事業を行うため、以下

の研究開発を実施した。 

（１）ＣＣＳ向け高効率酸素燃焼石炭ボイラ実用化のための研究開発（米国） 

 酸素燃焼実ガス高温腐食試験までを行い、酸素燃焼時の腐食環境の評価を行うと共に米国国立

研究所と技術情報交換を行い、評価の精度を高めた。 

（２）石炭起源の低炭素原燃料とＣＣＳの導入・普及のシナリオに関する研究開発（米国） 

 低炭素原燃料とＣＣＳのサプライチェーンのビジネスモデルの提示を行うと共に米国国立研究

所と技術情報交換を行い、モデルの信頼性を高めた。 

（３）低品位炭起源の炭素フリー燃料による将来エネルギーシステムの実現化に関する調査研究（豪

州） 

 褐炭ガス化要素試験等実施し、炭素フリー燃料による将来エネルギーシステムのＦＳを日豪共

同で実施し、実現可能性を確認した。 

（４）ビクトリア州褐炭のガス化を基幹とする高度利用技術国際連携研究（豪州） 

 褐炭エネルギー・化学コンプレックス全体の技術可能性及び事業性について日豪で検討し、乾

留チャーを主要製品とする電力化学併産コンビナートの事業可能性を確認した。 
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研究開発項目②中国での石炭起源のＣＯ２のＣＣＳ－ＥＯＲ適応に関する調査研究 

（５）ＣＣＳ－ＥＯＲ全体システム検討に必要となる油田、ＣＯ２排出源及び輸送設備等の条件設定

を行った。また、微生物利用メタン再生技術及び貯留層モニタリングの調査研究を中国側と役割

分担しながら進めた。 

《３》研究協力事業 ［平成５年度～］ 

［２３年度計画］ 

 産業、環境、エネルギー分野において開発途上国単独では解決困難な技術課題、技術ニーズに対処するとともに、途

上国における研究開発能力の向上を図るため、我が国の技術力、研究開発能力を生かしつつ、発展途上国の研究機関と

共同で調査・研究等を実施する。なお、途上国ニーズを中心とした環境技術総合研究協力事業は定額での助成となるが、

提案公募型研究協力事業では、補助率を導入して実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度においては６カ国（タイ、ベトナム、中国、ミャンマー、インドネシア、カンボジア）計１０件の案件

を実施し、途上国における研究開発能力の向上及び当該国の自立的な環境問題解決に貢献した。また、計画通り、環境

技術総合研究協力事業では定額での助成（１００％助成）を実施し、提案公募型研究協力事業では補助率での助成を実

施した。 

＜６＞石炭資源開発分野 

［中期計画］ 

 我が国は世界最大の石炭輸入国であり、近年の一次エネルギー供給に占める石炭の割合は約２割である。また、原油

と一般炭の熱量当たりの価格差は数年前の約３倍から５倍程度に拡大しており、石炭の割安感が顕在化している。過去

５年間の世界の一次エネルギー消費の伸び率は約２割であるが、石炭需要については、約３割の増加となっている。特

に、中国、インドを中心としたアジアの伸びが顕著であり、２０１０年には全世界の石炭需要の５割以上がアジアに集

中することから、今後、アジアを中心として石炭需要がますます拡大し、需給のタイト化が見込まれている。 

 このため、第２期中期目標期間中においては、我が国において主要なエネルギーの一つである石炭の安定供給確保を

図るという政策目的に資するため、初期調査から開発に至る各段階において事業を引き続き実施する。その際、以下に

留意するものとする。 

・海外における石炭の探鉱に必要な地質構造調査事業については、将来の日本への石炭供給の可能性を多面的に評価し

つつ、地域の選定を行い、各年度の調査結果を十分に評価した上で、世界の石炭需給構造の変化に対応するように、

次年度又は次段階の事業内容を検討する。 

・我が国民間企業の探鉱等の調査に対する支援事業については、期待される炭量、炭質、周辺インフラ状況、炭鉱権益

の取得可能性等を評価し、案件の選定を行う。この際、有望な事業については、集中してリソーシスを分配する等の

配慮を行い、成果の最大化を目指すものとする。 

・炭鉱技術の移転事業については、石炭関連業務でこれまで蓄積してきた知見やネットワークを活用し、アジア・太平

洋地域における産炭国の炭鉱技術者に対し、生産・保安技術等に関する炭鉱技術の効果的な移転を行う。このことに

より、産炭国との関係強化を図りつつ産炭国の石炭供給能力の拡大に資する。 

 これらの事業を通じ、採掘により次第に減耗していく石炭の安定供給確保を図るため、第２期中期目標期間中に、新

たに石炭埋蔵量を１１０百万トン確認すべく努力する。 

《１》海外炭開発可能性調査 ［昭和５２年度～］ 

［２３年度計画］ 

 石炭の安定供給及び適正供給に資する海外の石炭賦存量の確認、地質構造等の解明を行い、炭鉱開発の可能性につい

て把握するため、民間事業者が行う地表踏査、試錐調査、物理探査等の調査に対する補助金交付を、補助対象地域のポ

テンシャルを踏まえつつ実施する。 

 また、民間企業による更なる探査活動を促進させるため、平成２２年度に実施した民間企業からのニーズ把握を踏ま

え、必要に応じ運用を見直すとともに、平成２３年度も引き続き民間企業からのニーズ把握を行う。また、平成２４年

度実施案件の発掘に努める。 

［２３年度業務実績］ 

 石炭の安定供給に資する海外の石炭賦存量の確認、地質構造等の解明を行い、炭鉱開発の可能性について把握するた

め、民間事業者が行う地表踏査、試錐調査、物理探査等の調査に対する補助金交付を、補助対象地域のポテンシャルを

踏まえつつ以下の５件について、調査を実施した。 

①インドネシア ベンクル州ＫＲＵ鉱区において、露天掘りから坑内掘りへ展開するため試錐調査（２本）を中心とし

た地質調査を実施し、炭量及び炭質結果から開発計画立案のためのデータを取得した。 

②インドネシア 東カリマンタン州ＧＤＭ鉱区において、平成２３・２４年度の複数年度交付決定し、２３年度は坑道

掘削調査を行う前段階のピットを造成し、涌水状況（箇所、量）等を確認した。 

③インドネシア ベンクル州バリサン鉱区において、平成２３・２４年度の複数年度交付決定し、インフラ調査を実施

するとともに試錐調査（１２本）を中心とした地質調査を実施し、炭層及び炭質（ＰＣＩ炭の可能性）・炭量の詳細
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なデータを把握した。 

④オーストラリア ＱＬＤ州ＥＰＣ１１１２鉱区において、平成２３・２４年度の複数年度交付決定し、試錐調査（１

０本）を中心とした地質調査を実施し、炭層及び炭質・炭量の詳細なデータを把握した。 

⑤インドネシア 南カリマンタン州マナンバン・ムアラ・エニム鉱区西部地区において、試錐調査（１０本）を中心と

した地質調査を実施し、炭層及び炭質・炭量の詳細なデータを把握した。さらに現状のインフラと新規道路建設ルー

トの状況を調査した。 

 また、民間企業による探査活動を促進させるため、民間企業から意見を聴取し、ニーズを把握した。 

《２》海外炭開発高度化等調査 ［平成６年度～］ 

［２３年度計画］ 

 我が国における海外炭の効率的・安定的供給の確保の方策を検討し、特に石炭需要の伸びが大きいアジア太平洋地域

の石炭需給が我が国の石炭安定供給確保に与える影響を検討するため、民間企業だけでは石炭資源関連の情報収集が困

難又は不足している国・地域についての情報収集を必要に応じて相手国政府機関等の協力のもとに行い、国内民間企業

等に提供する。 

 具体的な調査内容については、民間企業等のニーズを踏まえて選定し、海外産炭国におけるインフラ整備、開発計画

等の石炭需給の見通しや、新たな石炭供給ソース発掘のための調査を行う。また、調査結果については、海外産炭国に

おける石炭需給や炭鉱開発等に関わる諸問題の解決に資するように、必要に応じ、相手国に提供する。 

 また、産炭国政府機関等からの情報収集や意見交換を行う情報交換事業を実施する。 

［２３年度業務実績］ 

 以下の７件を実施した。 

①「世界の石炭事情調査 ２０１１年度」 

 世界の主要石炭生産国等の石炭埋蔵量、石炭生産量、輸送インフラ、鉱業法、石炭需給動向等の各種石炭関連情報

を網羅的に調査し、地域別国別にまとめた。 

②「モンゴル南ゴビ地域（タバントルゴイ炭田）の石炭資源開発に係るアジア太平洋地域向けの輸送インフラの検討」 

 タバントルゴイ炭田の開発に伴う輸送インフラを調査し、その輸送能力や経済性について検討するとともに我が国

及びアジア太平洋地域への輸出ポテンシャルを検討した。 

③「カナダ・米国の石炭資源及び輸送インフラの開発状況と輸出ポテンシャルの調査」 

 カナダ及び米国の石炭開発・輸出状況、輸送インフラ開発状況等を調査し、我が国及びアジア太平洋石炭地域への

輸出ポテンシャルについて検討した。 

④「モザンビークにおける石炭資源の開発状況と輸送インフラの整備状況及び我が国への輸出ポテンシャルの調査」 

 モザンビークにおける石炭賦存状況、炭鉱開発状況及び輸送インフラ等について調査・分析し、我が国への石炭輸

出ポテンシャルについて検討した。 

⑤「ベトナムにおける石炭開発状況調査」 

 ベトナムにおける石炭需給動向、炭鉱開発・輸送インフラ整備状況、炭鉱開発により顕在化している環境問題等を

調査し、今後の輸出ポテンシャルや海外炭輸入予測について検討した。 

⑥「アジアの主要石炭消費国における石炭消費動向と石炭供給ソース確保に向けた動き」 

 中国、インド、韓国、台湾におけるエネルギー需給動向、海外炭権益獲得状況と取り組み、石炭調達方法、石炭輸

入動向等を調査し、我が国との調達方法の違いを取りまとめるとともに共同調達や協力可能性について検討した。 

⑦「石炭メジャーと大手石炭サプライヤーの石炭開発動向と戦略に対する我が国の対応」 

 石炭メジャーや大手石炭サプライヤーの石炭開発動向と戦略。寡占状況、豪州及びインドネシアにおけるベンチャ

ーを含めた中小石炭会社等の動向等を調査し、我が国の石炭安定供給確保に向けた対応を検討した。 

《３》産炭国石炭産業高度化事業（炭鉱技術移転事業） ［平成１９年度～平成２３年

度］ 

［２３年度計画］ 

 アジア地域での石炭産業は坑内掘への移行や採掘箇所の深部化・奥部化の進行が見込まれる。このような状況下、我

が国の炭鉱技術を活用した技術移転を進め、アジア地域の石炭需給安定と我が国への石炭安定供給確保を図る。 

 中国、ベトナム、インドネシア等の海外産炭国の炭鉱に対し、我が国の優れた坑内掘炭鉱技術の移転を進め、普及す

ることにより、生産量・生産能率の向上及び保安対策による事故死亡率の低減を図り、もって我が国への石炭の安定的

かつ低廉な供給の確保に資する。 

 具体的には、中国、ベトナム等の炭鉱技術者等を研修生として受け入れ、炭鉱現場等を活用した受入研修（国内受入

研修）を実施する。また、日本人技術者等を指導員として中国、ベトナム、インドネシア等に派遣し、各国の炭鉱に即

した研修（海外派遣研修）を実施することにより、我が国の優れた炭鉱技術の海外移転を行う。 

 また、研修事業（国内受入研修・海外派遣研修）に寄与するために、ワークショップ等を開催するとともに、専門

家・学識経験者等を海外産炭国に派遣し、技術動向調査を実施する（国際交流事業）。 

［２３年度業務実績］ 

 中国６９名、ベトナム９２名の炭鉱技術者等を研修生として受け入れ、炭鉱現場等を活用した受入研修（国内受入研

修）を実施した。また、日本人技術者等を指導員として中国、ベトナム、インドネシアに派遣し、各国の炭鉱に即した

研修（海外派遣研修）を実施することにより、我が国の優れた炭鉱技術の海外移転を行った。 
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 また、研修事業（国内受入研修・海外派遣研修）に寄与するために、ベトナムにてワークショップを開催した（国際

交流事業）。 

《４》産炭国石炭開発・利用協力事業 ［平成２２年度～］ 

［２３年度計画］ 

 我が国が今後も海外炭の安定供給を確保していくためには、産炭国のニーズを踏まえ、石炭開発や石炭関連技術に係

る重層的な協力関係の構築が必要である。このため、次の事業を実施する。 

１）海外地質構造調査 

 石炭の賦存が期待されるものの我が国民間企業が進出することが難しい地域において、産炭国政府機関との合意に

基づき、先行的な地質構造調査等の基礎的調査を共同で実施し、我が国民間企業の探鉱・開発への参入を誘導する。 

 具体的には、ベトナム（ファーライドンチョウ地域石炭共同探査［３年目。フェーズⅡ初年度］）、インドネシア

（中央カリマンタン地域石炭共同探査［新規］）、モンゴル（南ゴビ地域石炭共同探査［新規］）を実施する（但し、

フェーズⅠ調査の評価によっては、また、相手国との調整が進捗しない場合は、事業を実施しない。）。また、ベトナ

ム、インドネシア等における当該事業案件発掘のためのプロジェクト選定事前調査を実施する。 

２）産炭国共同基礎調査 

 産炭国において石炭開発の支障となっている環境対策や低品位炭利用等の課題について、産炭国政府機関等と共同

で調査し、改善策の検討や我が国が有する石炭開発・利用技術の適用性を評価する。具体的には、２２年度より継続

事業としてコークス製造適用性評価（インドネシア）及び炭鉱酸性土壌対策調査（ベトナム）、また、２３年度新規

公募案件として炭鉱メタンガス削減調査（豪州）等を実施する。 

３）石炭情報交換事業 

 平成２３年度には「２．海外炭開発高度化等調査」に統合・整理し、事業を継承する。 

［２３年度業務実績］ 

１）海外地質構造調査 

・ファーライドンチョウ地域石炭共同探査（ベトナム）は、有望な炭層を見出すことができなかったフェーズⅠの結

果を受け、フェーズⅡには進まず、プロジェクトを終了することとした。 

・ドンリプロジェクト（ベトナム）：ＶＩＮＡＣＯＭＩＮと新たにＭＯＵを締結。１年目の調査として、既存地質デ

ータの収集・解析、データベース構築等を実施した。 

２）産炭国共同基礎調査 

・炭鉱酸性土壌対策調査（ベトナム）：２年目事業として、のり面の崩落防止工事、のり面に排水路設置、植栽、石

炭灰を用いた酸性土壌の改良（かなりの効果のあることが判明）等を実施し、ワークショップを開催した。 

・炭鉱メタンガス削減調査（豪州）：我が国企業の開発した低濃度通気メタンガス処理システムの適用可能性調査等

を実施した。 

・コークス製造適用性評価（インドネシア）： 

第２年度事業として、低品位炭からのバインダー製造試験、製造したバインダーを用いたコークス（高炉用、鋳物

用）製造試験及び品質評価、バインダー製造に係る経済性評価を実施した。 

３）石炭情報交換事業 

「２．海外炭開発高度化等調査」に統合・整理した。 

《５》産炭国事業化実証・普及事業 ［平成２２年度～］ 

［２３年度計画］ 

 我が国は石炭需要の９９％以上を海外からの輸入に依存しており、今後も海外炭の安定供給を確保していくには、産

炭国（インドネシア、豪州等）と関係強化が重要である。昨今のアジア地域を中心とした石炭需要の増大、気候変動問

題への対応等から、我が国に対する産炭国の石炭利用に係るニーズは多様化している。世界全体の石炭埋蔵量の約半分

を占めながら、利用が限定されている褐炭・亜瀝青炭といった低品位炭や、未活用の炭層メタン、炭鉱メタン等の高度

利用もその一つである。本事業は、産炭国政府等との合意に基づき、我が国で構築されたこれら石炭関連技術の実証・

普及事業を実施する。平成２３年度においては、未利用の低品位炭の改質技術として、インドネシアにおける褐炭熱水

改質スラリー技術にかかる実証・普及事業を実施する事業者を前年度に引き続き助成する。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度においては、前年度に引き続き、未利用の低品位炭の改質技術として、インドネシアにおける熱水改質

石炭スラリー技術にかかるデモプラントの機器調達、建設を行い、年度内に竣工した。単体機器の調整運転を行った後、

全系運転を実施、製造したスラリーを併設するボイラにて燃焼を確認した。さらに、製造コスト低減のため、ラボ試験

により現地調達可能な添加剤についてスラリー化特性を把握、適合する添加剤を選定した。 

＜７＞技術開発等で得られた知見の活用等 

［中期計画］ 

 新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証及び導入普及業務等を戦略的に推進する。この際、「安定供給の確保」、

「環境への適合」及びこれらを十分配慮した上での「市場原理の活用」というエネルギー政策目標の同時達成を効率的

に実現することを念頭に置き、新たに開発した新エネルギー・省エネルギー技術を円滑かつ着実に市場に普及させてい
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くため、技術開発、経済性等の評価・普及啓発に資するための実証試験、実用化段階における初期需要の創出を図るた

めの導入促進の各ステージで得られた知見を次のステージにフィードバックするなど三位一体で推進する。なお、得ら

れた研究開発の成果については、必要に応じて知的基盤の整備や国際標準化を図る。 

［２３年度計画］ 

 新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証及び導入普及業務等を戦略的に推進する。この際、技術開発、経済性等

の評価・普及啓発に資するための実証試験、実用化段階における初期需要の創出を図るための導入促進の各ステージで

得られた知見を次のステージにフィードバックするなど三位一体で推進する。なお、得られた研究開発の成果について

は、必要に応じて知的基盤の整備や国際標準化を図る。 

［２３年度業務実績］ 

 平成２３年度は、技術開発の推進と共に、国内外で燃料電池・水素利用、超電導、住宅システム技術、廃熱回収・ヒ

ートポンプ・ビルエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）等省エネルギー技術、バイオマス・廃棄物有効利用等における

実証事業を実施、また、省エネルギーの設備導入補助の導入普及事業を三位一体で推進し、技術開発等で得られた知見

の活用を図った。 

 具体例としては、燃料電池自動車・水素インフラの早期普及を目指し、それらに係る技術開発、実証研究、基準・標

準化事業を一体的に推進した。また、「多目的石炭ガス製造技術開発（ＥＡＧＬＥ）」の成果について、早期の実用化・

事業化への取り組みを一層進めるため、「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト」の事業項目に反映させ、

また、既存事業とも連携を図った。 

 技術開発成果の海外への普及事例としては、省エネルギー技術分野の「エネルギー使用合理化技術戦略的開発」にて

開発した水和物スラリー蓄熱空調システムの技術を、タイの国営電力会社ビルへ導入した。さらに、これまで我が国に

蓄積されている太陽光発電等の再生可能エネルギー技術、蓄電池技術及び情報通信技術等を活用したインフラシステム

をパッケージ化して海外へ展開するとともに、国際標準化を獲得するため、米国ニューメキシコ州においてスマートコ

ミュニティ実証を前年度に引き続き実施した。加えて、米国ハワイ州、スペインマラガ市、フランスリヨン市、中国共

青城にて事業を開始した。 

 国際標準化についての取り組みとして、燃料電池、水素インフラ、蓄電池、太陽光発電、風力発電、超電導技術の国

際標準化に向けた提案、データ取得等の活動、及び業界の垣根を越えてスマートコミュニティの実現に向けた共通の課

題に取り組むための実務母体「スマートコミュニティ・アライアンス（ＪＳＣＡ）」の４つのワーキンググループにお

いて、政策を担う経済産業省と連携した活動を行った。例えば、国際標準化ワーキンググループの枠組みを活用して、

スマートシティ評価指標の国際標準化について議論し、各国と調整を続けた結果、２０１２年２月に日本提案がＩＳＯ

で可決され、新しい分科委員会（ＳＣ）設置と日本の幹事国就任が決定した。また、我が国が強みを持つ省エネルギー、

情報通信技術等をパッケージ化したインフラシステムとしての国際市場の獲得を視野に入れ、ベトナム及びインドネシ

アに官民ミッションを派遣し、日本の優れた技術を紹介するとともに相手国政府機関等と議論を行った。 

 知的基盤の整備の取り組みの具体例としては、平成２２年度まで実施した「大規模電力供給用太陽光発電系統安定化

等実証研究」で得た知見をもとに、大規模太陽光発電所（メガソーラ）を建設する際に必要な発電量の予測ツールと、

電力設備技術基準に基づく架台の設計支援ツールを作成し、ＮＥＤＯホームページ上で公開するとともに、全国５箇所

で説明会を実施し、計５５３名の関係者が参加した。併せて、メガソーラ建設に係る企画の手順、環境性の検討から、

設計・施工に必要な用件、運用、維持管理についてまとめた導入のための手引書も公開し、メガソーラ導入普及に貢献

した。 
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